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1. 序論 

 第１章は、第１節で序論として本研究のリサーチクエスチョン及びサブ・リサーチクエ

スチョンの設定、第２節で研究に至った背景と本研究を通じて目指している社会的貢献に

ついて述べる。最後に第３節で本研究全体の構成と、本研究のリサーチクエスチョン及び

サブ・リサーチクエスチョンと各章の対応を俯瞰する。 

 

1.1. 本研究の問題設定（リサーチクエスチョン） 

本研究は、近年観察される日本企業の中堅・中小企業やスタートアップス（startups）に

おける、新興アジアへの海外展開を通じたイノベーションという現象に着目する。本研究

では、こうした「先進国企業が新興国市場への海外展開を介してイノベーションの契機を掴

む」という現象を「越境型イノベーション」と定義する1。そのうえで、本研究では、越境

型イノベーション生成の契機を掴むメカニズムを解明し、越境型イノベーションの再現可

能性を探求する。 

図 1-1 で示すとおり、従来のイノベーションの考え方は、先進国（日本）でイノベーシ

ョン生成の契機がもたらされ、これが先進国企業の海外展開によって、新興国市場に均霑

されるものであった2。 

 

図 1-1 イノベーション生成契機のイメージ 

出典：著者作成 

しかし本研究で注目するのは、越境型イノベーションとして、イノベーション生成の契

機を得るために、先進国企業（日本企業）が新興国市場（新興アジア）に海外展開すると

                                                        
1 シュムペーターやその後継的研究において、イノベーションは、一国の国民経済を念頭
に置いたものであり、イノベーションの「越境性」について論じるものは少ない。そもそ
もシュムペーター（1977a）の第１版では、最終章第 7 章が「国民経済の全貌」という内容
が割り当てられていた（シュムペーター(1977a), p.4）。 
2 例えば、榊原(2012), pp.19-20 など。 
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いう現象である。この越境型イノベーションを前提に、本研究は、以下の「研究テーマ

（research question）」を設定し、この問いに答える形で議論を展開する。 

＜リサーチクエスチョン（RQ）3＞ 

「先進国企業が新興国市場への海外展開を介した越境型イノベーション生成の契機を掴

むための条件の組み合わせにはどのような因果関係が存在するか」 

【越境型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件】 

＜サブ・リサーチクエスチョン（SRQ）4＞ 

「なぜ日系中小企業は新興アジアに進出して越境型イノベーションを興すのか」 

【越境型イノベーションの理由（動機・背景・メカニズム）】 

 

1.2. 本研究の背景と目指している社会貢献 

著者は、10 年にわたるインドとタイでの海外駐在を含め、15 年近く、中小企業を含む

日系企業の新興アジアへの海外展開を支援している。個別ビジネスの海外展開について、

新たな形による支援を試行錯誤しながら実践し、現在も数十件のプロジェクトの支援を継

続中である。その過程で海外展開や国際経営に関する企業行動の科学的認識の必要性、そ

して海外展開支援における、科学的な診断と処方の必要性を痛感している。特に中堅・中

小企業の場合、社長や経営幹部の経験と勘に頼った行動で、海外展開を進めているケース

が多い。経験や勘によって切り開く側面が一定程度必要になることは否定できないが、こ

れのみでは成功がおぼつかない（「アート」と「サイエンス」の必要性）。理論的な背景を

理解しないまま、思い込みや他企業との横並び意識、断片的な知識で、企業経営者が海外

展開を「決断する」、あるいは「決断しない」という意思決定が、いかに多くの作為、不作

為による失敗を生み出したかを目撃してきた5。 

近年は新興アジアの現場で、新たなイノベーションを興すために新興アジアに進出する

企業（本研究では「越境型イノベーション」と命名した）が台頭している。これは従来の、

「先進国でイノベーションを興し、海外にその成果を広める展開」とは異なる。むしろ、

「イノベーションを興すために日本を離れ、新興アジアに進出」している。この現象は果

                                                        
3 以下、リサーチクエスチョン（Research Question）を「RQ」とする。 
4 以下、サブ・リサーチクエスチョン（Sub-Research Question）を「SRQ」とする。 
5 日本企業、特に地方の中堅・中小企業の海外展開の動機付けそのものについては、消極
的な声が聞こえる（戸堂(2011), 第二章など） 
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たして従来の企業行動からの逸脱、異常値（アノマリー）なのか。それとも、もし新たな

パラダイムシフトが予感されるとすれば、その科学的根拠を問う必要がある。 

現下の新興アジアにおける大きな産業構造の転換を伴う地殻変動のなか、多くの日系企

業はこの新たな時代の変化に対応できていない、あるいは、できなくなるのではないか。

このような事態を打開するためには、新たな時代認識と理論を前提に、日本政府や日本の

企業がマインドセットを変える必要がある。そして著者がライフワークとしている海外展

開支援の方法や内容は、従来の支援から抜本的に変わらなければならないと考えている。 

日系企業、特に中堅・中小企業の海外展開支援は大きな転換点を迎えている。企業の海

外展開を支援する過程で、ある企業は新たなイノベーションを興し、ある企業は失敗する

理由は何か。その法則を探求し、最適な支援の在り方を見つけることは、日系企業の新た

な海外展開の意味を提供し、支援に対する考え方を大きく変える。それは、日系企業に対

して、イノベーションを興す体質を強化する処方箋を提供することができると考える。 

本研究が設定する RQ と SRQ の解明を通じて、以下の 3 つの点において社会的な貢献

を行うことができる。 

第１に、国のイノベーション政策と中小企業政策及び海外展開戦略への政策論的な貢献

である。「イノベーション後進国」6である日本にとって、イノベーションのための新興ア

ジアへの海外展開、という新しい戦略を提供することができる。「イノベーションのための

新興アジアへの海外展開」の方法（RQ）及びその理由（動機・背景・メカニズム）（SRQ）

を解明することにより、これまで国内の産業政策として展開してきたイノベーション政策

の体系を抜本的に改め、新興アジアとの連携を通じた日系企業のイノベーション促進を実

現することができる。これによって、イノベーション後進国日本が再興するための「イノ

ベーションのための新興アジアへの海外展開」という「方法としての」新興アジア論を提

案することができる。この作業を通じて、日本の中小企業にとって海外展開の意義は、市

場におけるシェアを拡大するための経営戦略ではなく7、新たなイノベーション創造のチャ

ンス、方法となることを期待している。それは、新興アジアへの海外展開の意味を刷新す

ることに貢献できるものと考えている。 

                                                        
6 第４章第１節で詳述する。 
7 「アジアの成長を取り込む」というスローガンではなく、「イノベーションのための新
興アジアへの海外展開」である。 



 

 

4 

 

その政策的含意とは、イノベーション促進は技術的ブレークスルーを期待するのではな

く、新興国市場展開を通じてイノベーションを阻害している社会システムを飛び越える必

要があるということである。 

第２に、日系中堅・中小企業の新たな経営戦略、海外展開及びイノベーション競争戦略

への貢献である。イノベーション生成の契機を掴むために、新興アジアに海外展開すると

いうイノベーション戦略は、これまで世論で喚起されてきた「第二創業」としての海外展

開の理論的な支柱を提供することができる。失われた 20 年を経て、日本企業、特に中堅・

中小企業が直面する、①海外展開（グローバル化）と②イノベーション、そして③事業承

継という 3 つの課題が存在する。本研究の成果を活用することによって、一見「トリレン

マ」として見做される 3 つを、３つながらに解決することができる。 

 2016 年の全日本企業数に占める中小企業の数は、99.7％にのぼり、全雇用者数に占める

中小企業での雇用者数でも 68.8％に及ぶ8。こうしたなか、2025 年に中小企業経営者の平

均引退年齢に達する人数は、約 245 万人となり、そのうちの約半数にあたる 127 万人、日

本企業全体の 1/3 で後継者が未定であるとされる9。つまり中小企業の後継者がこれから大

きな問題となっていくことが予想される。こうしたなか、系列型下請関係を前提としてし

か海外展開を考えられなかった日本の中堅・中小企業に対し、海外展開の意味を一新する

ことができる。新興アジアでイノベーションを興し、新たなパートナーシップによって第

二創業、リスタートアップス（restartups）を実現するという、新しい戦略的視座を提供す

る。「地方創生」が叫ばれる昨今、地方から新興アジアを直接、「いきなり」越境型イノベ

ーションを実現する地方の中堅・中小企業が台頭することができれば、日本の産業全体に

とって大きな貢献となるだろう。 

Gassmann＆Keupp（2014）によれば、海外展開の文脈で中小企業のイノベーションにつ

いてはこれまでほとんど語られてこなかったとされる10。日系企業として中小企業も一括

りにされる中、企業数では全体の 99％を占める中小企業の海外展開におけるイノベーショ

ンについて、どのように把握していくかについて確認する必要がある。 

第３に、「支援者」と呼ばれる新しい経済主体として理念型を抽出し、その地位を認める

                                                        
8 中小企業庁(2019b), p.xii 
9 中小企業庁(2019a),ｐ.１ 
10 Gassmann＆Keupp(2014), pp.216-217 
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ことにより、彼らの存在理由を明らかにし、その活動を促進しうる11。RQ の解明によって

解明される支援者機能は、越境型イノベーション生成の契機を掴むことに貢献する。 

越境型イノベーション生成の契機に対する支援のあり方、すなわち、a）イノベーション

生成の契機を促す支援のあり方、及びｂ)海外展開支援のあり方、という二つの支援のあり

方が共鳴する方法を提示する必要があるものと思われる。それは、これまでの海外展開支

援やイノベーション支援に対して再考を促すものである可能性が高い。そして越境型イノ

ベーションにおいて、新たな支援が必要であるとすれば、その内容を明らかにし、これか

らの支援12はどうあるべきなのかについて、支援の戦略を用意し、政策変数としての能動

的支援を活用する必要がある。さらに本研究により、実際に越境型イノベーションを興す

ための政策論にも貢献することができるだろう。 

 

以上が、本研究の RQ と SRQ の問題設定の背景と、この２つのリサーチクエスチョン

の解明によって期待される社会的貢献である。 

  

1.3. 本研究の構成とリサーチクエスチョン（RQ と SRQ）との関係 

本研究は、RQ と SRQ を念頭に、図 1-2 のような構成で展開する。 

第１章から第４章は本研究の前提である。本研究はすでに第１章第１節で設定された

RQ 及び SRQ の解明をめぐる検証と考察である。第 2 章はボーングローバル企業論を中

心とした越境型イノベーションに関する先行研究・学説を俯瞰する。第３章では本研究の

方法論を提示し、第４章は日本と新興アジアの双方の現状を分析する【研究の前提】。 

この「先行研究」、「方法論」、「現状分析」を受けて、第５章では、RQ について 3 つの

                                                        
11 シュムペーターの「企業者」や「銀行家」の概念と未分化であった「支援者」機能を
概念として抽出し、組織心理学やネットワーク理論の先行研究の成果を援用し、支援者類
型の定義づけを目指す。第５章第６節参照。 
12 補論「支援機能の経済学」では、支援者類型のベストプラクティスを活用することによ
って、これまで支援者の経験や勘、といったアドホックな条件に依存してきた越境型イノ
ベーション生成支援及び海外展開支援に対し、一定のガイドラインを示す。支援者の活動
支援、支援者の評価や育成などを通じて、先進国企業の新興国市場への海外展開を通じた
イノベーション生成という戦略を現実に実践に移すことができる。この論点を敷衍すれば、
支援者という研究対象の操作可能性を指摘しておきたい。シュムペーター以来の「イノベ
ーション」概念は観念的である。従って、具体的な社会実装を目指すには障碍があった。
このため操作性の高いイノベーション概念として、越境型イノベーションを措定し、その
生成契機を掴む操作変数である「能動的支援機能」を考察する。 
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事例から仮説を構築し、この仮説について、50 事例を活用し質的比較分析法（QCA）の手

法を用いて、越境型イノベーションの生成の契機となる結合因果条件を抽出する【リサー

チクエスチョンの解明】。 

第６章では、SRQ を解明するために、越境型イノベーションのメカニズムを考察する 

【サブ・リサーチクエスチョンの解明】。 

第７章では、本研究の成果として本研究の理論的帰結をまとめる【結論】。 

最後に、第８章では、本研究の成果（RQ 及び SRQ の解明）の社会実装に向け、実務の

世界でどのようにして新興国市場でイノベーション生成の契機を掴むか、さらにそれらの

環境整備に向けた政策提言を行う【政策提言】。 

 

図 1-2 本研究とリサーチクエスチョン（RQ と SRQ）との関係 

出典：著者作成  
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2. 先行研究における越境型イノベーションの位置づけ 

 第２章では、越境型イノベーションにおける「イノベーション」と「越境性」の 2 つの

概念を整理し、RQ 及び SRQ をめぐる前提を整理する。 

まず第１節でイノベーションに関する先行研究を踏まえ、供給主導のイノベーションに

対する、需要主導のイノベーションを定式化し、越境型イノベーションを需要主導のイノ

ベーションと位置づける。続く第２節では海外展開の認識、第３節では従来の漸進的な企

業の海外展開論（ウプサラモデル）に対する急進的・断絶的な BGC 論を考察し、越境型

イノベーションの先行研究を整理する。越境型イノベーションの存在根拠として、海外展

開の動機を確認し、第５章以降の RQ 及び SRQ の解明に向けた準備を行う。 

2.1. 本研究におけるイノベーション概念の前提 

本節では、本研究で取り扱う「イノベーション」概念を考察する。「イノベーション」と

いう用語は、シュムペーターが経済発展の中核として概念化して以降、定着してきた術語

である。現在「イノベーション」という言葉は、学術分野以外でも多用されている。 

日本では従来、innovation の訳語として「技術革新」を用いている。日本では、1956 年

度の経済白書において、innovation の訳語として「技術革新」という用語を当てはめて以

来13、どちらかといえば、invention（発明）や高度な科学技術を指す言葉である。 

  「このような投資活動の原動力となる技術の進歩とは原子力の平和的利用とオート

メイションによって代表される技術革新（イノベーション）である14」（著者下線） 

 

しかし、この定義はシュムペーターの原義からは適切な訳語ではない。シュムペーター

は発明や技術はイノベーションではないと明確に断言している。 

「発明家あるいは一般に技術者の機能と企業者の機能とは一致しない15」 

“Economic leadership in particular must hence be distinguished from “invention.16” 

                                                        
13 「“イノベーション”とは、一般的に「技術革新」と訳されることが多いが、シュムペ
ーターにより示された定義にもあるように、新しいビジネスモデルの開拓なども含む一般
的な概念となっている」内閣府(2007), p.153 
14 経済企画庁（1956）（https://www5.cao.go.jp/keizai3/keizaiwp/wp-je56/wp-je56-
010303.html）（2019 年 5 月１日現在） 
15 シュムペーター(1977a), p.231 
16 Schumpeter (2012), p.88 

https://www5.cao.go.jp/keizai3/keizaiwp/wp-je56/wp-je56-010303.html
https://www5.cao.go.jp/keizai3/keizaiwp/wp-je56/wp-je56-010303.html
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David（2012）が“the innovation fetish（物神性を帯びたイノベーション）”17について警

鐘を鳴らしているとおり、「イノベーション」という術語は、各研究者によって無自覚的に

多義的に用いられている。例えば先行するイノベーション研究の多くが、科学技術や発明

に焦点を当て、R&D 活動や特許取得数などをイノベーションの代位変数として活用して

いる18。しかし Griliches（1998）によれば、研究開発（Ｒ＆Ｄ）について過大に評価され

ている可能性が指摘されており、成長と発明の関係についても明確にされていないとされ

る19。また Levin, et, al. (1987)では、特許や論文引用をイノベーション研究の代位変数と

する研究について、これら特許が常に活用されるわけではないという指摘や、特許の専有

可能性（appropriability）は完全ではないことなどの指摘がある20。このようにイノベーシ

ョン研究における代理変数の選択、データの使用や方法論上の問題が、これまでいくつか

の先行研究によって指摘されている。 

そもそもシュムペーターの説くイノベーションは「新結合」「新機軸」であると定義して

おり、発明や科学技術そのものをイノベーションと認めていない。イノベーションの本質

がすり替わっている可能性がある。 

本研究では、イノベーション生成の契機を獲得する実践であるという意味で、本質的に

有意なイノベーションの分類を採用する。そして、日本の企業がイノベーションを興すた

めに、企業のイノベーション戦略や政府のイノベーション政策にどのように貢献できるか

を常に念頭において、政策的な操作可能性を重視しつつ考察を進める。 

したがって、本研究ではこれら一般的に流通した「イノベーション」の理解との混同及

び混乱を避けるため、シュムペーターのイノベーション論を前提に、クリステンセンの需

要主導のイノベーション論を加味し、イノベーションの定義を行う。 

近年のイノベーション論を牽引するクリステンセン（1997）は、イノベーションを 2 つ

のタイプに分類する。この 2 種類の「イノベーション」のイメージをつかむため、図 2-1

を用いる。１つは「持続的イノベーション」であり、同じ発展の軌道を沿うかたちで進ん

でいく。「カイゼン」や改良に近い（図 2-1 の左図がこれを示す）。これに対し、発展の軌

道を変える抜本的なイノベーションを「破壊的イノベーション」と規定する（図 2-1 の右

                                                        
17 David (2012), p.509 
18 後藤・長岡(2003), pp.1-2 
19 Griliches (1998), pp.296-301, & pp.334-336 
20 Levin, et. al. (1987), p.784 
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図がこれを示す）21。 

 

図 2-1 本研究におけるイノベーションのイメージ 

出典：著者作成 

クリステンセンの唱える「イノベーターのジレンマ」は、成功した、主に大企業の「持

続的イノベーション」に傾注する合理的な行動が、「破壊的なイノベーション」の萌芽を見

失って最終的に滅んでいくというジレンマを表現している。 

‘The primary thesis of The Innovator’s Dilemma is that the management practices 

that allow companies to be leaders in main-stream markets are the same practices that 

cause them to miss the opportunityes offered by disruptive technologies22’  

「「イノベーターのジレンマ」の最も重要な趣旨は、企業をメインストリームの市場

でリーダーの地位に押し上げる経営慣行が、まさにその同じ経営慣行にもかかわら

ず、企業から破壊的技術による機会を見失うようにさせるということである」23 

 

クリステンセンが指摘しているとおり、大企業の供給側の論理が、需要サイドの顧客の

ニーズを踏まえて登場する「破壊的イノベーション」によってもたらされる機会を見失う

という理論であり、供給側の論理が先行し、かつ「持続的イノベーション」に向かうこと

で、企業の合理的選択の結果として、大企業が「破壊的イノベーション」の機会を失って

しまうという、まさに「ジレンマ」を定式化した。 

この「イノベーターのジレンマ」を念頭において、本研究では、シュムペーターの説く

                                                        
21 大橋(2015), pp.13-16, では「プロセス・イノベーション」の「イノベーション性」に
疑問を呈しており、本研究でクリステンセンに従い分類した「持続的イノベーション」に
近い。他方「プロダクト・イノベーション」が「破壊的イノベーション」に近いことを示
唆している。 
22 Christensen(1997), p.236 
23 著者翻訳 
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生産主導のイノベーション（以下「シュムペーター仮説」24）とクリステンセンに代表され

る需要主導のイノベーションを対比させる。シュムペーター以降、生産サイドが主導権を

握ってイノベーションを牽引するという主張が存在する。これに対し、クリステンセンの

「ジョブ理論」25に象徴的な消費サイドがイニシアティブをとる「破壊的イノベーション」

を、従来のシュムペーター仮説を端緒とする、生産主導のイノベーションを「持続的イノ

ベーション」と位置づけ、両者のイノベーションの意義を対比させる。 

このような二分論的なイノベーション概念の整理については、すでにいくつかの先行研

究でも萌芽的に認識されている26。本研究ではこれをさらに自覚的に先鋭化し、イノベー

ションを主導する主体を二元論的に、「需要・市場・消費」と「供給・企業・生産」という

2 つの対抗的な系譜として位置付ける。そのうえで、本研究では越境型イノベーションを

消費・市場主導のイノベーションと位置づけ、本研究で注目する越境型イノベーションの

本質に迫ることができると考える。 

それは、「イノベーターのジレンマ」27を回避する方途であり、クリステンセンの「ジョ

ブ理論」を援用することで、越境型イノベ―ションの再現可能性を追求する28。 

以上を踏まえ、本研究の「越境型イノベーション」が念頭に置いている「イノベーショ

ン」は需要主導の「破壊的イノベーション」であり、以下のように定義することができる。 

【本研究におけるイノベーションの定義】 

「新たな価値・システムを通じた新しい軌道に向かう経済発展の駆動力であり、新結合・

新機軸という方法で旧結合からその要素を奪い取って新たに結合を遂行する営為」 

すなわち、①新しい軌道に向かう29、②旧結合から奪い取り新結合する、③遂行、の３つ

                                                        
24 通常の「シュムペーター仮説」は学説史上、「イノベーションの主体はベンチャーか大
企業か」などいくつかの論点を含むが、ここでの「シュムペーター仮説」の定義は、供給
主導のイノベーションを指す。 
25 クリステンセンの説く「ジョブ理論」とは、イノベーション生成の契機として、消費
者が製品やサービスを「雇用する」ことからイノベーションが興るという議論である。 
26 丸山（2017），pp.311-315 では、イノベーションの主導性についての二分論（需要か
供給か）について教科書で採用している。 
27 クリステンセンの説く「破壊的イノベーション」と「持続的イノベーション」の区別
を前提に、その 2 つのイノベーションによる「両利き」戦略は、第８章で議論する。 
28 この需要主導と供給主導のイノベーションの差異について、先行研究及び学説史を渉
猟し、考察を加えた。 
29 この「新しい軌道に向かう」は、パラダイムシフトを想起させる。本研究では、すでに
先行研究で議論してきた定義を参考にし、図 2-1 にみるとおり、イノベーションとそうで
ないものを区別する。この区別する要素は、経済発展の新たな軌道を作り出すことである。
したがって、一般的に「イノベーション」と呼ばれるものであっても、現行の経済の持続
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である。第５章で質的比較分析法（QCA）を活用し、RQ の越境型イノベーション生成の

契機を掴むための結合因果条件について考察し、SRQ の越境型イノベーションのメカニズ

ムを理論化するが、その際、イノベーション概念はこの定義の 3 つの条件を前提とする30。 

このイノベーションの定義を踏まえて、クリステンセンの議論を中核に、先行研究を整

理した表 2-1 ではイノベーション概念について、本研究で対象とする「越境型イノベーシ

ョン」と、「越境型イノベーションではないもの」を先行研究から抽出した。 

表 2-1 越境型イノベーションと越境型イノベーションでないもの 

出典：各種文献より著者作成31 

表 2-1 のシュムペーターの定義で明らかなとおり、越境型イノベーションとは、「新し

い軌道」であり、また、経済発展の駆動力である。また、その方法は、新たな価値を創造

                                                        

的な軌道に乗っている場合にはイノベーションとは見做さない。飽くまで新たな軌道に乗
る、新しい価値の創造、システムの構築という点に力点を置いている。それは、Khun (1962)
が指摘した「パラダイムシフト」の概念を援用すると理解しやすい。科学史における支配
的な言説・理論の劇的な変化の存在と同様、イノベーションとは新たなシステムに向けた
パラダイムシフトといえるだろう（Khun (1962), p.46）。 
 つまり、イノベーションとは、論理演繹的な規則性の延長上に興るものではない。イノ
ベーションの結果によって、新しい発展という意味での新たな社会システムが登場するの
である。したがってイノベーションであるとはパラダムシフトである。イノベーションで
ないものとは、同一パラダイムのなかでの改善や改良、ブラシュアップということになる。 
30 なおこの定義は、イノベーション研究についての国際的なコンセンサスである『オス
ロ・マニュアル（Oslo Manural）』の定めるイノベーションの定義に準拠し、その内容を
内包したものである。 
31 シュムペーター(1977a), p.171, p.174 & p.182, チャンドラー(2004), p.360, ポーター
(1999b), p.69, ゴビンダラジャン＆トリンブル(2011), p.54, ゴビンダラジャン＆トリン
ブル(2013), p.5 
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しつつも、既に存在する技術やアイディアの要素をあらためて組み合わせるところに力点

が置かれる。更にそれはアイディアで留まらず、常に実行され遂行されなければならない。 

なお本研究は、イノベーション生成そのものではなく、その機会をつくる、イノベーシ

ョン生成の「契機」に着目する32。イノベーション生成のチャンスを得るという、重要な前

提を獲得する可能性を追求することとしたい。 

 

2.2. 本研究の越境性（企業の海外展開）概念における前提 

現下の国際環境の激変、特に新興アジアの地殻変動33、IT（Information Transformation）

の下、ハイテク技術の浸透する世界に対し、現行の企業行動論や国際経営論では、日本の

中小企業が「なぜ海外展開するのか」そして「どのように海外展開するのか」という疑問

に対して、明確な説明や理論枠組みが構築されていないと思われる34。同議論は、変貌する

新興国市場、特に新興アジアへの海外展開にあたり、将来的に実践的な意思決定に使えな

いと思われる。 

従来のアジア論、日系企業のアジアへの海外展開論は以下の 3 つの特徴があった。すな

わち（１）生産拠点としてのアジア認識、（２）大企業中心の漸進的海外展開という認識、

（３）イノベーションは先進国で興るという認識の 3 つである。以下、これらを考察する。 

（１）「生産拠点」から「消費市場」へ変貌を遂げたアジアの新旧認識ギャップ 

日系企業のアジア展開について、これまでの認識と新興アジアの地殻変動後の現在を比

較すると、古い認識と新しい認識の間で、以下の５つの認識の相違が浮き彫りになる。 

第１に、これまでのアジアは「生産拠点」であった。しかし、これからは経済成長が進

み、「消費市場」としての新興アジアが台頭しつつある。 

第２に、これまでアジアは、「日本の工場」として日系企業同士の取引が中心であった。

しかし今後の新興アジアは、複数国を対象としたイノベーション・ハブを目指している。 

第３に、これまでアジア各国は、各国政府挙げて日系企業の海外直接投資（FDI：Foreign 

Direct Investment）の誘致を積極的に行ってきた。雇用を生み、技術を移転し、税収をも

たらす日系企業 FDI は「金の卵を産む鶏」であり、各国政府は日系企業 FDI を招くため、

                                                        
32 俗に「ゼロイチ」と呼ばれるごく初期のステージであり最も重要であると思われる。 
33 第４章第２節で詳述する。 
34 これまでの企業の海外展開論及び国際経営論の系譜は、必要な部分を第２章第３節で
考察した。 
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インフラ整備や規制改革、諸外国との自由貿易協定（FTA：Free Trade Agreement）や経

済連携協定（EPA：Ecoonmic Partnership Agreement）などの投資環境を整備する競争を

してきた35。しかしこの認識は崩れつつある。現在の新興アジアでは、このような日系企

業よりも、イノベーターが必要とされ、イノベーションを興す／興そうする企業や個人が

貴重になる。こうした前提に立つと、従来型の系列型下請関係に立つ日系企業は、新興ア

ジアでその地歩を失う可能性がある36。 

第４に、消費市場としての新興アジアへの変化は、日本の完成された技術を活用した製

品やサービスをそのまま導入しても、現地の課題を分かっていない、値段が高すぎる、そ

の地域ごとの文化に合致しないとの声が高くなっている。つまりは新興アジアが成長する

といっても、現地の声を聞かなければ、この成長を取り込み、ビジネスを成功させること

はできないと思われる37。 

第５に、日本企業の新興アジアへの海外展開を分析する場合、従来は生産拠点を目指し

た日本の企業戦略の一環としてとらえられてきた結果、日本側の事情でのみ語られること

が多い。実際に進出先である新興国市場の劇的な変化の事情を前提に、日本の企業の新興

アジア進出の様態も変化しつつある38。特にイノベーションと海外展開の両面で、新興ア

ジアは新たな位置づけを行う必要がある。 

 これら新旧のアジア認識のギャップは、日系中小企業の海外展開論の今後の課題とも重

なる。丹下（2015）は、近年の中小企業の海外展開に関する先行研究を総覧し、今後の日

系中小企業の海外展開に関する研究の検討課題として、表 2-2 の 5 つの視点を指摘する39。 

 本研究では、表 2-2 の 5 つの視点・必要性について、先行研究の課題や今後の研究すべ

き内容を網羅することによって、日本の中小企業海外展開の新たな潮流の解明を目指す。 

 

 

 

                                                        
35 松島(2012), p.95 
36 第４章第２節及び第３節参照。 
37 内閣官房(2016), p.25，でも「４．海外の成長市場の取り込み」のなかでアジア市場の
取り込みを強調している。 
38 第４章第２節及び第３節参照 
39 丹下(2015), p.36 
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表 2-2 今後の中小企業海外展開研究に求める視点に対する本研究による応答 

丹下（2015）が主張する必要な 

視点と上記 5 つの新旧ギャップ 

本研究で対応関係にある論点 章 

現地市場開拓に着目した研究（１） 内部化理論の崩壊と未成熟市場へのアプロー

チ（新天地効果） 

5 

多様な進出形態に関する研究（２） 越境型イノベーション生成契機のための新興

アジアへの海外展開（方法としてのアジア） 

4 

海外展開の成功と失敗 

海外からの撤退研究（３） 

新興アジアの産業構造転換（脱日本化）下の系

列下請型海外展開の失敗 

4 

国 際 経 営 論 の 蓄 積 を取 り 入 れ る

（４） 

BGC 論とメタナショナル国際経営論の援用 2 

国内事業への波及プロセスの深堀

（５） 

新興国市場への海外展開を通じたイノベーシ

ョン生成契機の獲得（新天地効果） 

4 

 

出典：丹下（2015），ｐ.36 を基に著者作成 

 

（２）漸進主義・大企業が主体となるこれまでのアジアへの海外展開 

これまでの先行学説における企業の海外展開は、多国籍企業の段階的で漸進的な海外展

開（ウプサラモデル）40を念頭に置いていた41。 

しかしこれらの先行研究の対象はあくまで大企業中心であり、イノベーションを興した

先進国企業の技術やノウハウ、製品やサービスが、グローバルに展開することが念頭にお

かれている。また日本の特殊性として、系列型下請関係を前提とした海外展開が主流であ

り続けた時代が長く、特に中堅・中小企業の海外展開について理論的かつ戦略的な海外展

開が説かれることは少なかった。萌芽的には、海外直接投資のイノベーション効果につい

ていくつかの先行研究があるが、それはあくまで、因果関係として、海外展開が先かイノ

                                                        
40 その詳細については、企業の国際展開論全体の文脈で議論する必要があり、第２章第
３節で改めて詳述する。以下、「トランスナショナル経営」、「メタナショナル経営」、「ボ
ーングローバル企業論」についても同様に議論する。 
41 また国際経営論の立場から、多国籍企業の国際経営として各国市場への「現地化」と
多国籍企業の「グローバルな経営統合」との間で議論がなされてきた。その到達点のひと
つが、Bartlett & Ghoshal(1989)のトランスナショナル経営であった。 
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ベーションが先かという議論を論証するものや、海外展開によりイノベーションが進むと

いう現象を説明するものである42。本研究では、これらの先行研究を前提に、越境型イノベ

ーションのために新興アジアへの海外展開をめざすという戦略性について考察する。 

 

（３）海外展開とイノベーションに関する先行研究 

トランスナショナル経営論を越えて、Doz.et.（2001）で示された「メタナショナル経営」

では、イノベーション生成を所与として国際展開する組織ではなく、イノベーションを興

すための組織化を目指す国際経営論が議論されている。またボーングローバル企業論にみ

る中小企業が一足飛びに海外展開を進めるという現象に対する研究が蓄積されてきた。こ

の延長上に、本研究は、越境型イノベーションという概念を提案し、イノベーション生成

の契機を得るための新興国市場展開という新たなパラダイムを提供する。 

特にこれまでのイノベーションに関する認識は、先進国から、より発展程度の低い国・

地域への展開が通例とされてきた。したがって、従来は先進国で生まれたイノベーション

の成果を用いて、新興国市場でのビジネスの果実を追求するという「結果」としての海外

展開であった。しかし本研究は、先進国企業がイノベーションを興す「方法」として、新

興市場を目指すという越境型イノベーションのパラダイムシフトの可能性を追求する。 

以上、日本の中小企業が新興アジアへの海外展開を通じてイノベーションを行う可能性

について、既に先行研究や学説がいくつかの示唆を与えている。これらを前提に、次節（第

２章第３節）では、越境型イノベーションの前駆的形態である、ボーングローバル企業論

について先行学説や研究を参考にして、その具体像を探求する。 

 

2.3 越境型イノベーションの前駆的形態としてのボーングローバル企業 

越境型イノベーションは、これまでの系列型下請関係を前提としたアジアへの海外展開

とは大きく異なる。越境型イノベーションの前駆的形態としてのボーングローバル企業が

存在することにより、越境型イノベーションの動機、すなわち SRQ の解明に向けた前提

を準備できる。中小企業やスタートアップスなどの新規事業が、国内ではなく、海外展開

のかたちで実践する事例と、その論理的な背景を考察することができる。これこそが、越

                                                        
42 戸堂(2011), pp.33-41, 松島(2012), pp.30-39，清田(2015), pp.131-135 が参考になる。 
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境型イノベーションの前駆的形態としてボーングローバル企業論を取り上げる理由である。

第２章第１節及び第２節では、本研究におけるイノベーションと越境性とはどのようなも

のか考察した。本節ではこれらイノベーション概念と越境性概念を参考に、越境型イノベ

ーションに先行するボーングローバル企業論43の位相を明らかにする。越境性とイノベー

ション性が相互に補完する関係にあり、その様態によって整理することができると考えて

いる。Zijdemans & Tanev (2014)はこの関係性を以下のように表現する。 

  “early internationalization of new ventures should be considered as an innovation 

process in itself and that innovation and internationalization have a positive effect on 

each other44” 

  「ニューベンチャー企業の早期国際展開はそれ自体が、イノベーション・プロセス

と見做されるべきである。そしてイノベーションと国際化は互いに効果を出し合っ

ている」45 

 

そもそも海外展開自体がイノベーティブな行為であるというわけである46。また Ito＆

Lechevalier（2010）による先行研究47では、そもそも輸出企業として海外展開を進めてい

る企業のほうがイノベーションを興している可能性について言及しており、その理由はサ

プライヤーや顧客から、より多くの学びがあるからだとしている48。 

2.3.1 ボーングローバル企業論の概要 

（１）ボーングローバル企業論の前提 

 第５章でケースとして取り上げる、急進的かつ国内事業から断絶的にいきなりタイに海

外展開した FOMM は、ウプサラモデルを筆頭としたこれまでの企業の海外展開理論から

は大きくかけ離れた性格のものである。通常、国内のリーグを制して海外展開を行う、ま

                                                        
43 1993 年に初めて登場した BGC／BGF 論について、2017 年までに 230 本の関連英語論
文が発表されている（Mostafiz & Sambasivan & Goh(2019), p.3）。このなかでピークは
2004～2008 年とされる（Mostafiz & Sambasivan & Goh(2019), p.7）。 
44 Zijdemans & Tanev (2014), p.5 
45 著者翻訳 
46 Simmonds & Smith (1968), pp.93-100 
47 Ito＆Lechevalier(2010), p.2031 や Golovko & Valentini (2011), pp.375-377 など。 
48 Ito＆Lechevalier(2010), p.2031 
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た海外展開を行うにしても輸出や海外企業との連携、販売代理店の設置など、段階を経た

上で海外展開を行うのが通例であった。これがウプサラモデルの骨子である。これに対し、

FOMM のような新しい「いきなり海外展開」する中堅・中小企業の企業行動現象を議論す

るのが、ボーングローバル企業（以下「BGC」。）論である。 

 BGC 論は、早期に、急進的かつ国内の経済活動と断絶的に海外展開する中小企業という

現象を理解するための理論フレームである49。インターナショナル・ニュー・ベンチャー企

業論（INV：International New Ventures50）もこの BGC 論に先行した理論フレームであ

る。Oviatt＆McDougall（1993）によれば、INV の定義は以下の通りである。 

   “international new venture as a business organization that, from inception, seeks to 

derive significant competitive advantage from the use of resources and the sale of 

outputs in multiple countries51” 

   「国際ニューベンチャー企業とは、起業当初から複数国において資源の利用や販売

によって枢要な競争優位性を獲得しようとする事業組織のことである」52 

 

さらに Oviatt & McDougall (1993)は、国境を越えたバリューチェーン活動の有無、参入

国数で分類し、スタートアップスとしての国際ニューベンチャーを措定している53。まさ

に、BGC が基本的にはスタートアップスとして新たなイノベーションを狙う立場にある。

その意味で本研究が対象としている越境型イノベーションは、その近親関係にある BGC

論と比べ、「イノベーションのための新興国市場（新興アジア）への海外展開」を強調する。 

 

（２）BGC を取り巻く先行学説 

BGC 論とその周辺学説を整理したものが、図 2-2 である。第３象限に位置付けられる

従来型進出とは対照的な越境型イノベーションは、第 1 象限に位置付けられる。メタナシ

ョナル経営論、BGC 論から発展したものであることが分かる。 

                                                        
49 森田（2014）にボーングローバル企業論の学説史的な総括がなされている。 
50 学説史的には、BGF（Born Global Firm）という言い方がある。また NIV（New 
International Venture）と呼ぶこともあるが、本研究では無差別であり区別しない。 
51 Oviatt & McDougall (1993), p.49 
52 著者翻訳 
53 Oviatt & McDougall (1993), p.59, FIGURE 3 Types of International New Ventures 
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図 2-2 BGC（Born-Global Company)論 

出典：著者作成 

先行する BGC 論は、「生まれながらにして海外展開を志向する主に中小企業」という新

しい現象に着目した企業の国際化プロセスに関する問題提起である。1993 年にマッキンゼ

ーのレポートで発表された Rennie（1993）54において、豪州の BGC を見出す過程で定式

化したのが BGC 論の濫觴とされる。従来のウプサラモデル55が示した漸進的段階的海外展

開論56から決別を意味している。 

BGC は、創業２～３年程度にいきなり、輸出の形態を含む海外展開を志向するというも

のであった57。例えば、オーストラリアの輸出企業の 4 分の１、輸出総額の 20％近くを占

めたという58。 

                                                        
54 Rennie (1993), pp.45-52 
55 Johanson & Vahlne (1977), pp.26-30 
56 Johanson & Vahlne (1977), p.23 
57 また Madsen (2013)は、Kinght の議論を参考にしつつ BGC の適宜を紹介している。 

“Born Global as a firm having a share of foreign sales of at least 25 % (‘extent’ of 
international activity according to the framework of Zahra and George 2002) within 3 
years after inception（Madsen (2013), p.69）” 

    「ボーングローバル企業は、創業から 3 年以内に外国での売り上げが、全体の売り上
げの少なくとも 25％以上を占める企業」 

Madsen（2013）や Zahra＆George（2012）では、BGC や国際ニューベンチャーについ
て 3 つの条件を掲げている。（１）拡大の程度（extent）、（２）スピード（speed）、（３）範
囲（scope）の３つである（Mdsen(2013), p.67，及び Zahra＆George(2012), p.43, Table 2 
Dimensions of International Enterpreneurship）。本研究における BGC では先行研究を踏
まえ、（１）拡大の程度に関し、おおむね海外での販売が 20～25％以上、（２）スピードに
ついては、当該事業開始から 3 年以内に海外展開を行う、を目安とする。また（３）範囲
については、先行研究では展開先について展開している国の数や事業の範囲などいくつか
の基準を検討している。 
58 Cavusgil & Knight（2009）によれば、BGC は、“the period from establishing the firm 
to initial foreign market entry is often three or fewer years（Cavusgil & Knight(2009), 



 

 

19 

 

 先行する BGC 論における、知識集約型中小企業の生まれながらにしてグローバルを目

指す国際展開の動きは示唆的である。また BGC 企業を惹起する環境として、ICT 技術の

展開など、グローバル経済の外部環境の激変を背景としている点も共有する。 

 

（３）ウプサラモデルと BGC 論の比較 

 「いきなり海外展開」を進める BGC 論と、従来の企業の漸進的かつ段階的な海外展開

論であるウプサラモデルとの違いについて、表 2-3 で示している。 

 第１に、ウプサラモデルにみるこれまでの海外展開論は、進化論的であり、「連続説」で

あった。対して BGC はいきなり海外展開を目指すという「断絶説」である59。 

第２に、ウプサラモデルは、大企業中心の多国籍企業側の論理によって進められてきた。

中小企業に注目しても、あくまで垂直的な系列型下請取引60を前提とした海外展開である。

この従来の垂直的な系列型下請取引は、「確立されたチェーン（establishment chain61）」が

存在していることがポイントであり62、日本の中小企業の海外展開と整合的である。 

これに対し、BGC は中小企業の単体での進出を念頭においたものであり、企業連携を強

調したとしても、それはオープンイノベーションを前提とした水平的な企業連携である。 

 この背景には、BGC がこれまでの「内部化理論」63の限界から出発することが挙げられ

る。従来の企業の海外展開では、海外現地でのビジネスリスクの高さ・事業の困難性から、

組織内部に取り込む「内部化」が試みられてきた。しかし、むしろ近年は、新興国市場（新

興アジア）において「外部化」し、新興アジアにおいて、イノベーション生成の契機を掴

まなければ企業の海外展開は成就しなくなったことを意味している64。 

                                                        

p.7）” “Born globals represent about 20 % of Australia’s high-vaule-added 
manufacturingexports（Cavusgil & Knight(2009), p.14）”とされている。 
59 これはイノベーション観をめぐるシュムペーター（断絶説）とマーシャル（連続説）の
対立を彷彿とさせる。イノベーション生成の契機を掴む海外展開となれば、この「断絶説」
と親和性をもつことになるだろう。 
60 第４章第３節参照。 
61 Johanson & Vahlne (2009), p.1420 
62 Johanson & Vahlne (1977), p.26, Fiture 1 The Basic Mechanism of Internationalization 
– State and Change Aspects と Johanson & Vahlne (2009), p.1424, Fiture 2 The business 
network internationalization process model (the 2009 version)を比較することでこの 32 年
間のウプサラモデルの段階的海外展開論の変遷を理解することができる。ネットワーク理
論や学習理論などを取り込んでいるが、段階的に海外に展開するというウプサラモデル自
身の大きな枠組みは変わっていない。 
63 内部化理論については第６章第１節で詳述する。 
64 第６章第２節参照。 
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第３に、ウプサラモデルに代表される従来の企業行動論に立脚した企業の海外展開論は、

生産側の事情を中心に構築されてきた65。そのため海外現地の対応はコストとみなされる。

対して BGC 論の一部及び越境型イノベーションは消費側のイニシアティブを期待してお

り、「現地化」し新興アジア現地を知ることは、将来の案件形成、事業拡大への投資である。 

表 2-3 海外展開の様態：越境型イノベーションと従来の海外展開 

 越境型イノベーション 

BGC 論 

従来の海外展開 

ウプサラ段階モデル 

企業の新興アジア進出動向 早期に、急進的かつ断続的 

いきなり、思いついたように 

段階的、漸進的 

対象企業 中堅・中小企業中心 大企業中心 

現地化 投資の果実を見込める コストになる 

出典：著者作成 

 

 以上、BGC 論が新たな現象に着目していることが分かるだろう。特にこの新しい現象に

ついて、ウプサラモデルと BGC 論を分かつ大きなポイントは、学習に対する態度、価値

観であろう。ウプサラモデルによれば、海外展開に時間がかかるのは、組織的な学習期間

として時間をかけて海外事情を習熟するものである。このような知識、学習内容こそが競

争力の源泉となるという見立てである66。 

 

2.3.2 ボーングローバル企業論からの発展としての越境型イノベーション 

さらに本研究が対象とする越境型イノベーション企業は、この BGC との間で 3 つの相

違点を見つけることができる。 

第 1 に創業時期について、BGC 論は創業と同時期に、早期に海外展開を検討するとして

いる。これに対し越境型イノベーションは、海外展開が早期かどうかは考察対象ではない。

                                                        
65 Dunning（1998）でも、1970 年代から 1980 年代前半と、1990 年代を比較し、多国籍
企業が立地する条件として、新たなアセットとして知的財産などを強調しているものの、
ここでも企業側の内在的な理論が強調される。 
66 Johanson & Vahlne (2008), p.1417 
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本社の創業の時期と新たなイノベーション生成の時期とは乖離があり、100 年を超える老

舗企業であっても思いついたように、新規事業分野において越境型イノベーションに取り

組む事例もある。これは BGC 論の射程で取り上げる「ボーン・アゲイン・グローバル（Born 

Again Global）企業」に近い。それは、準備を経ないで突然、いきなり思いついたように海

外展開している点で BGC もボーン・アゲイン・グローバル企業も同じである。またそも

そも越境型イノベーション自体、国内に留まらず海外と連携した所産である。 

第２に事業対象地域について、BGC 論では一義的にグローバルにフラットな活動を想

定している。世界中どこでも活動範囲ということになる。もっとも BGC 論においても、

「地域の社会的埋め込み」67を強調する議論があり、地域固有性に着目しネットワークの

重要性を提起する立場も登場し、少なくとも BGC の出自に注目することは可能である。 

他方、越境型イノベーションでは、企業の当該出自国と、イノベーションを興す進出先

現地地域との、双方の相互性と固有性にこそ意味があると考える。新興アジアの「リージ

ョナル（地域）」性も重要である。 

Rugman & Verbeke (2004)や Rugman & Verbeke (2008)によれば、フォーチュン 500 の

トップ 500 企業のうち、グローバル企業はわずか 9 社であるとされる68。このことはむし

ろ、日系企業が新興アジアという近接した地域に限定して展開しているという現実に呼応

する。そして日系企業の越境型イノベーションが、同じ新興国でもロシアや南米、アフリ

カではなく、新興アジアであるという「近接性」を理解する際に重要な視点となる。BGC

企業についても、特定地域（ここでは新興アジア）が海外展開の重要なトリガーになり、

地域間取引より地域内取引から始めることによりリスクを低減できるとしている69。日本

の中小企業にとって、国際経営の主題は新興アジアということになる。 

第 3 に企業の特徴や重視するポイントについては、BGC 論では企業資源論（RBV）に立

脚した企業リソースやケーパビリティの重視が主張される。ハイテク BGC はその典型で

あり、企業に力があるのでいきなり海外展開を実行できるというわけである。対して越境

型イノベーションでは、進出先地域の公益性を前提にした課題解決を目指すイノベーショ

ンを念頭においている。BGC 論が少なくともその初期において企業からのプロダクト・ア

                                                        
67 中道(2016), p.21 
68 Rugman(2004), p.7，Table 1 Classification of the top 500 MNEs 
69 Criaco & Naldi (2018), pp.25-26 
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ウトのベクトルに対し、越境型イノベーションは市場からのマーケット・インのベクトル

を持つ。 

これについて BGC でもマーケット・インの発想が台頭しつつある。例えばベトナムの

BGC を分析した Thai(2008)でも、調査した 4 つのベトナム中小企業で市場志向の条件が

全てに当てはまるとされており、BGC にとって、普遍的に極めて重要な位置づけである可

能性が高い70。森田他71では市場志向が重要であると指摘する。 

「海外市場参入後は、起業当初の技術志向から市場志向に強める必要・・・場合に

よっては、コア技術の転換も視野に入れた技術戦略を考慮すべき」72 

 

これについては、ICT のハイテク系スタートアップスであっても、市場の声を聞く必要

があるという意味で、森田他の「ハイテク・ボーン・グローバルの罠」73の議論が参考にな

る。「ハイテク・ボーン・グローバルの罠」とは、日本企業の陥りやすい罠である。ハイテ

ク系の「ガラ系」技術を前提とした、プロダクト・アウト型海外展開の失敗である。まさ

に「イノベーターのジレンマ」にみる「持続的イノベーション」の追求の結果である。む

しろ本研究は、クリステンセンの「破壊的イノベーション」の源泉であるマーケット・イ

ン型の進出への切り替えを強調する。 

越境型イノベーションは、マーケット・イン型の新興アジア展開、イノベーションにお

ける需要主導を通じた「破壊的イノベーション」として位置付けることが可能である。 

 

2.3.3 先行学説の各概念と越境型イノベーション 

以上の議論を踏まえ、越境型イノベーション（TI）を類似概念との関係で整理する。図 

2-3 で示すとおり、類似の概念として、「グローバル・ニッチ・トップ（GNT）」や「隠れ

たチャンピオン（HC）」が存在する。GNT は、日本の中堅・中小企業を中心に、技術に強

みを持った企業で、一定のニッチ分野でグローバルなシェアがトップの企業を指す。これ

                                                        
70 Thai (2008), p.96 
71 森田他(2010), p.68-72 
72 森田他(2010), p.71 
73 森田他(2010), p.62 
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に対して、HC は、ドイツを中心に世界的なシェアを持った中堅企業である。 

 

図 2-3 各企業論の関係性概念図74 

出典：著者作成 

GNT の中小企業が基本的には下請企業としての出自を持っているのに対して、HC が自

律的に直販を行い、市場開拓を行ってきたというところに特徴がある。この意味で、GNT

も HC も同じ技術力を重視した中堅・中小企業である。本研究で注目するのは、需要サイ

ドのイノベーションの可能性である。すなわち主に GNT が追求する下請関係を前提とし

たビジネスではなく、自立したメーカーとして中小企業が世界に伍していく HC にみるよ

うな活動である。図 2-3 でみるとおり、消費主導で直販、メーカー化というポイントは、

HC や BGC からさらに発展し、これからの日本の中小企業が新興アジアを通じ、越境型イ

ノベーションを携えて「リスタートアップ（第二創業）」を実現するという方法である。 

また Mostafiz & Sambasivan & Goh(2019)は、BGC に関する従来の研究を取りまとめ、

いくつかの先行研究で積み残した諸論点を明らかにしている75。本研究ではこれらの未解

決の論点にも極力言及しながら議論を進めていくことで学理的貢献を目指す。積み残され

た論点と本研究での対応の一覧は表 2-4 のとおりであり、本研究の範囲が明らかとなる。 

                                                        
74 TI(Transnational Innovation):越境型イノベーション 

BGC(Born Global Company):ボーングローバル企業論 
  GNT (Global Nitch Top):グローバルニッチトップ論 
  HC (Hidden Champion): 隠れたチャンピオン論 
75 Mostafiz & Sambasivan & Goh(2019), pp.17-19 
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表 2-4 BGC の積み残された論点に向けた本研究での対応 

出典：著者作成 

以上を踏まえ、図 2-4 のとおり、BGC 論と先行学説の延長に越境型イノベーション論

を位置づける。越境型イノベーションは、一方のイノベーション性においてクリステンセ

ンの「破壊的イノベーション」であり、需要主導型イノベーションを包含する。その需要

主導型イノベーションを遂行するため、オープンイノベーションが登場し、実際の事業化

に向けた新結合を実現する。越境性の文脈において、国際経営論や企業の海外展開論の延

長に、「いきなり海外展開」する BGC 論が位置付けられる。ここでは、メタナショナル経

営論のイノベーションのための組織構築という要素を含み込んだ立場にあるといえる。 

 これらを可能にした条件として、Informational Transformation としての IT 化の文脈76

と、経済的なグローバル化の外部状況を念頭におく必要がある。Nambisan, et.al. (2019)で

は、Digital Platform and Ecosystem（DPE）の議論を用い、Dunning の提唱する包括的な

                                                        
76 Neubert(2018), p.52 では、特にリーングローバルスタートアップスの国際化における
digitalization の重要性を実証している。 
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国際経営モデルである OLI（Ownership-Location-Internalization）理論77が、DPE によっ

て変容していく状況を指摘78している。BGC にとって、デジタルなプラットフォームが新

しい優位性を構築する。さらに越境 EC やクラスター形成においても、新たな外部環境と

して理解する必要がある。 

 

図 2-4 BGC 論と越境型イノベーションの位相 

出典：著者作成 

詳細の位相についていくつかの分野の先行研究を俯瞰する場合、図 2-5 のような位置づ

けが可能である。縦軸は消費主導と生産主導の分類、横軸は、イノベーション性と非イノ

ベーション性を表した座標軸である。BGC が原点として位置づけられ、越境型イノベーシ

ョンを第１象限に置くことができる。これによって、第４象限に本研究の出発点であるシ

ュムペーター仮説（生産主導のイノベーション）と、第 3 象限では系列型下請進出や、ア

ジア一円に展開する生産ネットワークに関する経済地理学によるアプローチを位置づける

ことができる。 

                                                        
77 Dunning & Lundan (2008), pp.95-103 
78 Nambisan, et.al. (2019), p.31 
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図 2-5 多国籍企業の海外展開論とイノベーション論の概略 

出典：著者作成 

 以上の議論を踏まえ、第２章では以下の論理的帰結79が導かれた。 

論理的帰結１ イノベーションの定義 

RQ（及び SRQ）を解明する前提となる越境型イノベーションのイノベーショ

ン概念は、需要主導の「破壊的イノベーション」であり、新たな価値・システ

ムを通じた新しい軌道に向かう経済発展の駆動力であり、旧結合からその要素

を奪い取って新たに結合を遂行する営為となる 

すなわち、①新しい軌道に向かう、②旧結合から奪い取り新結合する、③遂行、

の３つが要件となる 

論理的帰結２ 越境性（海外展開）の定義 

RQ（及び SRQ）を解明する前提となる越境型イノベーションの越境（海外展

開）概念は、ボーングローバル企業論の延長に、従来の先行研究と比較し、大

企業ではなく中小企業、漸進型海外展開ではなく急進的・断絶的海外展開、イ

ノベーションの成果を海外に展開するのではなくイノベーションを見つけ出す

ための海外展開、として定義する 

                                                        
79 本研究では、RQ 及び SRQ の解明に至る検証プロセスを明確にするため、各章ごとに
論理的帰結を設け、論点を整理した。 
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3. 方法論 

第３章は本研究で用いる研究方法について述べる。本研究では、RQ の解明を導くため

に、質的比較分析法（QCA）を用いる。また本研究の前提となる第４章「現状分析」80で

は、オペレーションズ・リサーチ（OR）の各手法81を用いる（表 3-1 参照）。 

表 3-1 第４章及び第５章と補論の方法論・分析手法 

章 概要 方法論 

第４章 現状分析82 包絡分析法（DEA： Data Envelopment Analysis） 

マルムクィスト指数（MI：Malmquist Index） 

第 5 章 越境型イノベーショ

ン生成契機 

QCA を中心とした質的研究の理論的追求 

質的比較分析法（QCA：Qualitative Comparative Analysis） 

補論 支援機能の経済学 OR 手法を活用した意思決定分析83 

包絡分析法（DEA： Data Envelopment Analysis） 

階層型意思決定分析法（AHP：Analytic Hierarchy Process） 

出典：著者作成 

第１節で質的分析法と量的分析法を巡る本研究の方法論的な立場を確認する。第２節で

は QCA の分析手法についてまとめ、第３節では本研究の方法論上の位置づけを説明し、

なぜこの QCA の手法を採用するのか、そしてその分析手法の概要について全体の研究に

先立ち予備的に述べる。なお OR に関する個別の分析手法（DEA、MI 及び AHP）につい

ては、本研究の補章において詳述する。 

3.1 本研究における質的分析と量的分析について 

本研究は、RQ 及び SRQ で明らかなとおり、イノベーションが主題となる。このためイ

ノベーションに関する先行研究における課題の上に立って、その課題を克服すべく、本研

                                                        
80 補論の「支援の経済学」における支援機能の分析でも OR の各手法を用いる。 
81 各手法の詳細については「補章．１～３」でまとめて述べる。 
82 本研究では、第４章「現状分析」でも、OR の手法を活用する。手法の採用と背景につ
いては、OR の手法を活用する各節で説明する。 
83 「補論 支援の経済学」では、越境型イノベーションの生成契機の結合因果条件として、
全ての結合因果条件を構成しており、かつ政策的な操作変数である能動的支援に関して、
オペレーションズ・リサーチ（OR）を用い、具体的な支援の政策事例の検証を行う。した
がって、前者の因果関係とともに、能動的支援の機能分析との 2 つに分けて行う。 



 

 

28 

 

究では、一貫し目的意識を持った方法論を用いる。第２章第１節で整理した先行研究の通

り、イノベーションをテーマにした先行研究の多くは 2 つの系譜に分類することができる。 

１つの潮流は、先に示した「技術革新」や「科学技術」を「イノベーション」として自

覚的、無自覚的に措定する研究である。それらの研究は代位変数である R&D や特許など

が用いられる場合が多く、これらのデータセットを利用し、計量モデルを用いてイノベー

ションの実態を研究する、量的分析に属するグループである84。これについては、イノベー

ションとは何かという、反省的な契機を掴むことが困難となっている。そしてイノベーシ

ョンとして天下り式に採用されているデータが、実は「破壊的イノベーション」85ではない

可能性がある。また、イノベーションという行為の一回限りの生成という特殊性を追求す

る場合、多くのデータから一足飛びに普遍的な法則を構築することが難しいと思われる。 

２つめのグループは、個別のイノベーターの事例研究である。この場合、個別の起業家

の足跡についての定性的な記述（「立志伝」86）など、いくつかの事例（ケース）による質

的研究を通じた定性的な分析が中心になっている。これらは、Geertz（2008）のいわゆる

「分厚い記述（thick decription）」87によって明らかにしていく研究といえるだろう。これ

に対し、質的分析法の限界について、加藤他（2014）などいくつかの指摘が存在する。 

   「「イノベーションを起こした結果」として人々の生活に明確な変化を与えたと評価

された事例分析が主であり、そこに述べられているイノベーションの方法では再現

性に乏しい」88 

 

 つまりイノベーション生成のプロセスが分からないという問題である。特にイノベーシ

ョン研究にあっては、ケースが一回限りの固有性を有しており、一つ一つのケースが重要

である。このためプロセスにおいて、どの要素が重要なのか、また全体の質的研究の情報

の縮約についても課題が残るほか、都合の良い部分を切り取ってきて論証する類の牽強付

会な議論を誘発する可能性がある。従って研究内容の論理的明証性を確保する必要がある。 

                                                        
84 第２章第１節で詳述した。 
85 つまりクリステンセンのいう「持続的イノベーション」に留まり、新たな軌道に移る
ものではない。 
86 コリンズ(1995), p.5 の表１･１「調査対象の企業」や、ピーターズ＆ウォーターマン
(1982), pp.33-68，第１章「成功しているアメリカ企業」のような成功事例のみを分析し
たものが挙げられる。 
87 Geertz (1973), p.312 
88 加藤他(2014), p.94 
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以上、量的研究および質的研究双方に問題が残ることが分かる。これに対し、本研究は、

RQ 及び SRQ で問題提起したとおり、個別事例から新たな概念を抽出することにより、越

境型イノベーションについての理論化を行う。したがって沼上（2000）の「行為システム

の記述」の議論を援用することによって、質的研究の課題を克服し、さらに量的研究が追

求している論理的明証性を念頭において概念化を試みる。 

沼上（1997）は、「行為システムの記述」と「変数システムの記述」という経営学研究の

2 つのアプローチを述べる。前者が事例分析と親和性の強い質的研究、後者が計量モデル

を活用した量的研究の傾向性を帯びる。沼上（1997）では、量的研究が主流となりつつあ

る研究から、「行為システムの記述」による経営学の復権を目指している89。これを分類し

てまとめたのが表 3-2 であり、図式化したのが図 3-1 である。 

この議論を踏まえ、図 3-1 を基にして本研究の方法論の全容について述べる。 

 

図 3-1 本研究の方法論の全容 

出典：著者作成 

第１に、イノベーションは多くの場合、「意図せざる結果」として興る。表 3-2 でまと

めた「行為システム」に着目する必要がある。そこで本研究では、3 つの個別事例から詳

細な分析を行い、それぞれの企業が直面した意図せざる結果を抽出して、仮説を組み立て

る（図 3-1 の「フェイズ１」）。それは、「変数システム記述」90では表現できない。 

第２に、本研究で究明するのは、個別の事例のなかで展開された個人や企業の行為によ

って立ち現れる現象と、その結果という意味での「メカニズムの解明」である。例えば、

                                                        
89 沼上(1997), pp.700-702  
90 「変数システム記述」とは以下の通りである（図 3 1 の右側）。「変数システム記述に
よってコントロール・システムとして環境を捉え、カヴァー法則モデルに基づいて法則定
立的な研究」（沼上(2000), p.191） 
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日本国内でのビジネスが直面する課題という「意図せざる結果」により海外展開を目指し

た新天地効果91や QCA 分析における矛盾が「意図せざる結果」として有益であり、越境型

イノベ―ション生成について大きな示唆を与える92。 

そのためにも、定性的分析によるアブダクション（仮説的推論）の論理性を確保しつつ、

1 回限りの現象の「メカニズムを解明」を行うことが先決となる（図 3-1 の「フェイズ１」）。 

   「質の高い事例内分析を通じて、必要条件や因果メカニズムを明らかにするのにふ

さわしいのであって、それがほかの事例をも広く説明できるかどうかは、主として

問わない」93 

 

つまり、質的分析法における個別具有の事例から仮説を抽出し（「フェイズ１」）、その概

念を前提に、図 3-1 の「フェイズ２」では QCA を用いた集合論を活用することで、論理

的明証性を確保した結合因果条件を分析する。 

第３に、どのような背景がこのような意図せざる結果を招いたのかを明らかにする。こ

れにより「行為システム」が注目する反省的な対話により、実践的にイノベーション生成

の契機に貢献する。 

表 3-2 質的分析法と量的分析法の比較に向けた行為システムと変数システム 

出典：沼上（2000），p.224，「図 8-1 行為システム観（行為の経営学）と 

変数システム観の対比」より著者作成 

本研究では、以上の議論を踏まえ、まずは３事例（FOMM、Industria、紫紘）の結合因

                                                        
91 第５章第４節参照。 
92 第５章第７節参照。 
93 保城(2015), p.120 
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果条件、すなわちどのような条件の組み合わせによって越境型イノベーションが興ったの

か、その組み合わされた条件を仮説的に抽出する（図 3-1「フェイズ１ 仮説の組み立て」）。 

その後、この仮説的に抽出された結合因果条件について QCA を用いて検証することで、

50 事例を活用し、その結合因果条件を確認する（図 3-1「フェイズ２」の QCA 分析）。 

 

3.2 質的比較分析法（QCA）について 

本研究では第 5 章において、Regan（2014）94が提唱した質的比較分析（Qualitative 

Comparative Analysis、以下「QCA」。）を活用する。分析に際しては、成否という二値のク

リスプ分析とし、Tosmana ソフトを活用する。この手法を用いることにより、論理的に想

定されうる全ての越境型イノベーションの因果条件の組み合わせと、その結果としてのイ

ノベーションの成否との関係を見ることにより、どの条件の組み合わせによってイノベー

ションが生起するのかを確認できる。  

この QCA の手法は、「レイガン革命」と称されるとおり、特定の条件が存在するか、存

在しないかの組み合わせの理論アプローチである。例えば、3 つの特定条件が存在する場

合、2 値の３条件であることから、表 3-3 のとおり23＝８通りの組み合わせと結果を得る。 

表 3-3 条件の組み合わせ通り        

 

出典：著者作成 

QCA は、ある現象の生成が、結合因果の組み合わせによって招来していることに着目

し、少ないデータでも因果関係を明らかにしようという試みである。結合因果の組み合わ

せを見るには最適な方法であり、複数の組み合わさった結合条件のどれとどれの組み合わ

せが適切なのかを検証できる。あわせて QCA では、集合論を用いて、ブール代数で演算

し、条件を縮約しつつ、個別事例の「分厚い記述」95を参照できるという、事例と概念化・

理論化の研究の往復運動に最適な分析ツールといえる。 

                                                        
94 Regan(2014), Chapter 6 & Chapter 7 
95 Geertz (1973), p.312 



 

 

32 

 

さらに、体系的な発見方法であることから、「観察されたデータ内でどんな対応関係があ

るのかを一覧できる形にできる」96と思われる。これによって、１）事例ごとにつじつまを

合わせて修正することを防止できる、２）全ての事例を観察することから、「もし前提とさ

れる前提知識の内部や複数の前提知識の間で矛盾があれば」見つけやすくなるとされる97。 

QCA の数学的基礎として、必要条件と十分条件を以下の通り表すことができる。 

「A ならば B」の命題が真のとき、A は B の十分条件、B は A の必要条件である。それ

ぞれの条件は以下の通り表すことができる。 

以下、結果の集合𝑌{𝜐𝑙}とし、条件の集合を𝑋{𝜐𝑙}と表す。 

＜必要条件＞ 

 𝑋{𝜐𝑙}が𝑌{𝜐𝑙}の必要条件(𝑋{𝜐𝑙}) ⊇ 𝑌{𝜐𝑙}）は、以下の式で表すことができる。 

𝐼𝑛𝑐𝑙𝑁(𝑋{𝜐𝑙}) =
∑ 𝑚𝑖𝑛({𝜐𝑙}𝑥𝑖 , {𝜐𝑙}𝑦𝑖)

𝑛
𝑖=1

∑ {𝜐𝑙}𝑦𝑖
𝑛
𝑖=1

 

 また必要条件の範囲は以下の式で表すことができる 

𝐶𝑜𝑣𝑁(𝑋{𝜐𝑙}) =
∑ 𝑚𝑖𝑛({𝜐𝑙}𝑥𝑖 , {𝜐𝑙}𝑦𝑖)

𝑛
𝑖=1

∑ {𝜐𝑙}𝑥𝑖
𝑛
𝑖=1

 

＜十分条件＞ 

ステップ１  

𝑋{𝜐𝑙}が𝑌{𝜐𝑙}の十分条件 (𝑋{𝜐𝑙} ⊆ 𝑌{𝜐𝑙})は、以下の式で表すことができる。 

𝐼𝑛𝑐𝑙𝑠(𝑋{𝜐𝑙}) =
∑ 𝑚𝑖𝑛({𝜐𝑙}𝑥𝑖 , {𝜐𝑙}𝑦𝑖)

𝑛
𝑖=1

∑ {𝜐𝑙}𝑋𝑖
𝑛
𝑖=1

 

 これを前提に、QCA の分析では、例えば表 3-4 のような真理表を活用する98。ここでは

2 値（成功・存在と失敗・不存在）で 3 つの条件の組合せとなり、C
1
から C

8
の 8 パターン

を得る。 

                                                        
96 佐藤(2019), p.374 
97 Thiem & Dusa(2013), pp.90-93 
98 「Ci」は結合因果条件の組み合わせパターン（Combination）を表し、「C」は、同じ
結合因果条件で成立と失敗の両方を含んだ矛盾ケースを示す。また「？」は事例として存
在しなかった結合因果条件のパターンを示す。「ｎ」は Ci の各パターンの事例数を表す。 



 

 

33 

 

表 3-4 真理表の例 

 

出典：Thiem & Dusa（2013），pp.90-93 を参考に著者作成 

ステップ２ ブール代数による最小化 

 表 3-4 の真理表のうち、C
1
から C

4
の条件から以下の式を得る99。 

 

 上記についてブール代数式を用いて最小化すると、以下のようになる100。このように最

も節約した解は X1 となる。このように QCA の分析では、結合因果条件について、条件を

節約していった節約解を求めることになる。ここで X1 は最も節約した解になる。 

 

 

 また本研究ではそれぞれの結合因果条件について、整合度（Consistency）と被覆度

（Coverage）を確認する。整合度（Consistency）とは「１」で完全に整合し、矛盾が存

在しないことを表す101。また被覆度（Coverage）はその条件で説明することができる割

合であり、「１」に近いほど説明することができる領域が広いことを意味する102。これを

図示すると図 3-2 のようになる。 

                                                        
99 「∩」は「かつ」、「∪」は「または」、「⊆」は「ならば」の各集合関係を表す。 
100 大文字、例えば「X３」は成立・存在を示し、小文字、例えば「x３」は失敗・不存在を
示す。 
101 石田(2017), pp.50-51，「整合度」は計量分析における「有意性」と同じ意味を持つと
される。「全て包含されていること」を意味する。 
102 石田(2017), pp.50-51，「原因の占める割合」を意味する。 
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図 3-2 整合度と被覆度 

出典：著者作成 

以上の数学的基礎を前提に TOSMANA 解析ソフトを活用する103。 

 

3.3 質的比較分析法（QCA）による結合因果条件の抽出について 

本研究では、RQ で掲げた越境型イノベーション生成の契機としての結合因果条件を解

明することを念頭において、分析枠組みを構築する。なぜ質的比較分析法（QCA）を活用

するのか。QCA を活用することで、表 3-2 で示した質的分析と量的分析の差異に留意し

つつ、イノベーション生成の契機を掴むための結合因果条件とメカニズム・理論を解明す

ることができると考えている。 

この QCA は、集合論（ブール代数）を用いて複数の因果条件の組み合わせのなかでど

のような組み合わせがある事象の生成を実現したのかを検証するものである。 

従来の計量モデルによる変数システムの記述ではなく、集合論で越境型イノベーション

を理論的に分析することから、あわせてイノベーション現象の特性を考慮した分析を行う。 

ここでイノベーション現象の特性にかんがみ、イノベーション生成の契機という、再現

可能性が期待できないという意味で特殊な現象に迫るアプローチとして、以下の 3 つの理

由によって説明しておく。（１）イノベーション現象における行為システムの記述に関する

理論化、（２）イノベーション生成における結合因果条件の重要性、（３）イノベーション

生成におけるアブダクションの論理形式、の３つである。この３つの点を確認することを

通じ、QCA を採用する根拠を述べる。 

（１） イノベーション現象における行為システムの記述に関する理論化 

 行為システムの記述化については、「意図せざる結果」が重要な鍵概念となる。この場合、

                                                        
103 TOSMANA は Tool for Small-N Analysis の訳（Cronqvist(2004), p.1）であり、
TOSMANA ホームページ（https://www.tosmana.net（2019 年 10 月 1 日現在））からダ
ウンロードできる。 

https://www.tosmana.net/
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イノベーション現象が一定の安定した構造をもつ環境によって常に生起するものではなく、

行為者の意思決定と環境と行為者の関係によって動的に成立するものであると考える。し

たがって、越境型イノベーション生成の契機となる因果関係、理論を検討する場合には、

個別の事例を見ていく必要があるとともに、環境に作用するダイナミックな事象を確認し

ていく必要がある。つまり、環境が所与なのではなく、イノベーションを興す主体との間

で相互作用を帯びており、1 個 1 個の現象の背後にある論理形式を抽出することができる。

さらに QCA は「質的比較分析法」という名称のとおり、個別事例の質的データを残して

比較できる利点がある。従って QCA はイノベーション現象を検証する強力な分析手法と

なる。特に本研究が対象としている越境型イノベーションは、近年注目を集めてきた現象

であり、その事例も現段階では少数であることから、個別事例と理論化を相互に往復しな

がら検討し、理論構築と因果関係の検証を行う上で、QCA は強力な効果を発揮する。 

 QCA を用いることで、それぞれの個別事例と、因果関係理論との間で往復運動を行うこ

とによって、同じ因果条件であってもその背後にどのような質的な差異が存在したのか、

という具体的な状況に遡行して分析することができる。この方法論上の利点を活用するこ

とが QCA を採用すべき理由の一つである。Takase（2018）及び小林（2019）によれば、

QCA は実証ではなく理論化に強みを持つ。したがって、事例と概念化を通じた理論化を進

めるために、QCA は有効であり、大いに力を発揮する。特に越境型イノベーションという、

これまでにない新しい現象を分析する上で、まずは概念を把握し、理論化していく過程で、

QCA は有用な分析道具である104。 

 また、イノベーション研究という本研究のデータセットの性質上、個別性を強調するこ

とが重要になる。いわゆる匿名性の「丸めた数字」では意味をなさない。またサンプル数

が数多く計量分析に向いているラージ N（膨大な量のデータセット）にしたがった分析は

不適切であると言えるだろう。物理的な制約によってサンプル数が限られているスモール

ｎによる一回限りのイノベーションを分析しつつ、そのなかに法則性を検討するという方

法を用いる。つまり図 3-3 の事例（縦軸）、変数（横軸）のデータセットにおいて、事例側

から観察するのが QCA であり、変数側から観察するのが計量分析である。このうち、事

例から概念を抽出し、新たな理論を構築するという過程では、このような質的分析を前提

                                                        
104 すでに先行する実証研究やデータの蓄積があり、理論化が進んでいる研究対象につい
ては、計量分析が適していると考えられる。 
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とした QCA のアプローチが有効である。これが QCA を活用する積極的な理由となる。 

 

図 3-3 QCA と計量分析の観察対象の見方の違い 

出典：著者作成 

 

（２） イノベーション現象における結合因果条件の重要性105 

イノベーション生成の契機となる条件は一つではない。複数の条件が考えられる。した

がって、その複数の因果条件がどのように結びついてイノベーション生成の準備を行うの

か、結合した因果条件を見つけ、その組み合わせの可能性を検討する必要がある。したが

って、QCA を活用することによって、どのような条件がそろうと越境型イノベーションの

生成契機を掴むかという結合因果条件を見出すことができる。 

 特に、量的分析である計量分析との比較で、結合因果条件を構成するそれぞれの因果条

件を独立変数とみると、それぞれの変数間に高い相関が認められる可能性があることから、

サンプル数の制限という消極的な理由だけでなく、量的な分析を用いることは難しい。こ

の点、QCA は、結合因果条件を越境型イノベーション生成の契機という原因条件として適

切に捉えることが可能である。 

 

（３） 仮説抽出仮定におけるアブダクションの論理形式 

図 3-1 の「フェイズ１ 仮説の組み立て」でみるとおり、仮説策定段階の留意点として、

そもそもイノベーションという現象を捉える場合、演繹的な論述や、再帰的な法則の定式

化のような自然科学的法則が親しまない。むしろ、一回性、偶有性（コンティンジェンシ

ー）を前提にしたアブダクション（abduction：類推的論理／仮説類推法）106の論理が適切

であると思われる（図 3-4 参照）。 

                                                        
105 田村（2015）では、「結合因果条件」は、「因果複雑性」の一環として捉えている
（pp.89-91）。 
106 演繹法、帰納法と並ぶ３つの論理形式の 1 つ。仮説を検討するロジックとしては明証
的である。 
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図 3-4 推論の類型107 

出典：米盛（2007），p.30 

 イノベーションの生成は 1 回限りで生起してくるものである。したがって、先ずはこの

ようなアブダクションで、その 1 回限りの因果関係を推理することが望まれる。そもそも

アブダクションによる推論は、以下の通りである。 

「先ず問題が観察され、その問題を引き起こしている原因は何かと問い、さまざま

な作業仮説を立てては消し、それを繰り返して最終的に最も適当と考えられる結論

に達する方法」108 

 

すなわち、アブダクションによる推理過程によって、作業仮説と妥当性の検証を繰り返

すことによって、一定の因果関係を抽出する方法である。このアブダクションについては、

沼上（2000）が指摘している、「行為の意図せざる結果」109を回収していく作業である。し

たがって、本研究では、個別企業に寄り添うかたちで、まずは個別具体的な事例の一回限

りのイノベーションの、いくつかの組み合わさった因果関係を明らかにする。その後、こ

こで抽出された特殊な事例の因果関係が本当に一定の普遍的な法則性をもつかどうかにつ

いて、QCA を用いて確認するという、二段階の研究方法（図 3-1 の左側フェイズ１とフ

ェイズ２）を採用する。 

以上、第３章から以下の論理的帰結を導いた。 

論理的帰結３ 方法論の導出 

質的比較分析法（QCA）によって、事例の詳細と概念化・理論化の往復運動を

通じ、越境型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件を導出し（RQ）、

その「行為メカニズム」を解明する（SRQ）  

                                                        
107 米盛(2007), p.30 
108 保城(2015), p.120 
109 沼上(2000), pp.20-22 
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4. 現状分析 

 第４章は、RQ 及び SRQ を解明する上で、本国である日本（先進国市場）と、海外展開

する先である新興アジア（新興国市場）に対して、従来の見方への修正を迫る。 

第１節では、GDP で世界第三位の日本は、実は他国と比較するとイノベーションでは劣

後し、「イノベーション後進国」であるという事実を確認する。 

第２節では、従来観察され、またアジア地域研究や経済地理学に基づく「重力理論」で

研究されてきたアジアの現状を概観する。日系中小企業の系列型下請関係を前提としたア

ジアへの海外展開という様相が、大きく変化したことを確認する。 

イノベーションを興す基盤を伴ってアジアが台頭することで、従来のアジア認識とは異

なる「新興アジア」というひとまとまりの地域が意味を持つようになる。この新興アジア

こそが、SRQ の問いである「なぜ日系中小企業は、新興アジアへの海外展開を通じたイノ

ベーションを目指すのか」において、新興アジアの内在的な意味を提供する。新興アジア

は、市場として成長する地域としてだけではなく、その成長に伴う「すきま」を通じて、

越境型イノベーション生成の契機を与えることができる。 

第３節では、新興アジアに進出する日本の企業、特に中堅・中小企業やグローバル・ス

タートアップスに着目する。従来のアジアへの海外展開は、垂直的な系列型下請関係を前

提とした進出であった。新興アジアでイノベーションを目指す越境型イノベーションとは

対極の進出形態である。しかし、新興アジアにおける産業構造転換（「脱日本化」）と、系

列型下請関係を前提とした海外展開の限界、その変化のトリガー（引き金）となった 2011

年の２つの自然災害による 2 度のサプライチェーンの寸断について考察する。さらに新た

なオープンイノベーション・ハブとしての新興アジアの実像が明らかとなる。これによっ

て、従来の認識では把握できない、越境型イノベーション生成の契機を掴む場所としての

新興アジアについて理解することができる。 

4.1. イノベーション後進国日本 

第４章第 1 節では、日本では国際比較上、相対的にイノベーション生成契機を掴むこと

が難しいという事実を確認する。RQ で想定する越境型イノベーションの結合因果条件は、

日本国内（先進国市場）で、「破壊的イノベーション」生成の契機を掴むことが難しい可能

性を示している。そこでまずは、日本国内のイノベーション環境について概観する。 
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4.1.1 イノベーション後進国日本の現状 

イノベーション分野で、日本は他国と比較して相対的に劣後している。イノベーション

について国際比較を行った場合、日本はどのように位置づけられるだろうか。『全国イノベ

ーション調査』110は、民間企業を対象としてイノベーション活動の実態や動向を調査し、

我が国の科学技術・イノベーション政策の企画、立案、推進に資する基礎資料を得るため

に実施している。本調査は、イノベーション・データの収集及び解釈のための国際的なガ

イドライン『オスロ・マニュアル（Oslo Manural）』に準拠して実施されており、調査の結

果は国際比較可能な統計として、OECD（経済協力開発機構）等が作成する指標集や報告

書にも活用されている。 

この直近の『全国イノベーション調査』は、『第４回全国イノベーション調査』とし

て、2019 年に発表された（図 4-1 参照）。 

 

図 4-1 全企業対するイノベーション実現企業割合の国別比較111 

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所（2019）に基づき著者作成 

図 4-1 をみるとおり、全企業に占めるイノベーション実現企業の割合の国際比較で

は、日本は 32 ヶ国中 21 位で、比較可能な国々の中で低い水準である。また日本のイノ

                                                        
110 文部科学省（2016）の「統計表名：プロダクト・イノベーション実現及び市場にとっ
て新しいプロダクトの導入，国際比較：全企業に対する割合」データを活用し分析する。 
111 文部科学省 科学技術・学術政策研究所(2019), p.191，『オスロ・マニュアル 2018』の
定義に基づいた全国イノベーション調査 2018 年調査（2012－2014（暦年）を採用，但し
豪州（2014-15 年（会計年度）），日本と NZ（2012-2014 年（会計年度）を採用）。原典
は OECD Innovation statistics and indicators (http://www.oecd.org/sti/inno/inno-
stats.htm)。 

http://www.oecd.org/sti/inno/inno-stats.htm
http://www.oecd.org/sti/inno/inno-stats.htm
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ベーション実現企業の割合は、全企業の 50％以下の水準であることが分かる。このよう

な国際比較を通じて、我が国企業のイノベーション活動に対する取り組みの国際的な劣位

を理解することができる。 

本研究とは立場を異にするが、特許に関する指標はどうなっているだろうか。我が国特

許件数とライセンス収入を日米で比較すると、大学等の特許出願件数と大学等のライセン

ス収入、大学発ベンチャー起業数を比較すると、米国との格差が顕著である。日本は、特

許の収益性は米国のわずか１％であり、特許が必ずしも収益を生んでいない。そして、特

許を中核とした大学発で起業するベンチャー企業が、米国の 3％程度しか達成しておらず、

ほとんどベンチャー企業が生まれていないことを意味している（表 4-1 参照）。 

表 4-1 大学等をめぐる特許とライセンス収入の日米比較112 

 日本 米国 【日本／米国】の比較 

大学特許登録数 4831 件 5145 件 94％ 

大学等のライセンス収入 23 億円 2600 億円 １％ 

大学等の発明製品化件数 166 件 591 件 28％ 

大学発ベンチャー起業数 21 件 705 件 3％ 

出典：著者作成 

つまり従来のイノベーション研究が念頭におく特許等の代理変数でみても、日本のイノ

ベーション後進性は顕著である。 

図 4-2 で示された GEM の統計について、起業活動率で各国別に比較してみると、日本

は、後ろから 2 番目で、起業活動率が極めて低い水準となっている。ちなみに後述する新

興アジアの枢要な一角を占めるタイは、日本に比べて起業活動率で上位に位置づけられて

いる。 

                                                        
112 経済産業省（2014），AUTM U.S. Licensing Activity Survey UNITT 大学技術移転サー
ビスが原典、2012 年の数字を比較した。 
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図 4-2 起業活動率の国別比較113 

出典：著者作成 

図 4-3 及び図 4-4 で示されるように、ベンチャー件数の推移を見ても、2011 年から 2017

年の間、米中欧日の４大経済のなかで、日本はベンチャーの投資や件数は唯一横ばいで推

移しており、他国に比べて、イノベーション企業の割合が相対的に少ない。このように、

起業やイノベーション活動に関する統計データの多くが、日本の状況が「イノベーション

後進国」であることを裏付けている。 

 

図 4-3 主要４国・地域のベンチャー投資額の推移114 

出典：著者作成 

                                                        
113 起業活動率の国別比較（2015），経済産業省・ボストンコンサルティンググループ・
パートナー＆マネージング・ディレクター丹羽恵久(2017), p81。起業活動率（TEA：
Total Early-stage Entrepreeurial Activitiy）は労働人口に対する、起業準備+起業 3.5 年未
満の起業を経営している人の割合。原典は、Global Entrepreneurship Monitor レポート
（GEM）。 
114 図 4-3 と図 4-4 について、2013 年、2015 年、2017 年の数字は、一般財団法人ベン
チャーエンタープライズセンター（2018b）ベンチャーニュース平成 30 年第 28 号より。
2011 年の数字は、一般財団法人ベンチャーエンタープライズセンター（2018a）。米国、
欧州、中国：暦年ベース（1～12 月）、日本：年度ベース（4 月～翌年 3 月）。また欧州の
投資社数・金額は PE によるベンチャー投資を含む。また、欧州のみ投資件数ではなく、
投資先「社数」を統計数値として使用。 
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図 4-4 ベンチャー件数の国・地域別比較の推移 

出典：著者作成 

個別の起業状況について、スタートアップスはどのようになっているだろうか。図 4-5

で時価総額 10 億米ドル以上の非上場スタートアップ企業である「ユニコーン企業」数で

みると、日本はわずかに 1 社である。米中の健闘、英国やインドの台頭など、世界的なイ

ノベーションやグローバルなスタートアップスをめぐる競争環境を理解する必要がある。  

 

図 4-5 国別ユニコーン企業数115 

出典：著者作成 

表 4-2 にみるとおり、イノベーションの「質」という意味で日米を比べてみる。デロイ

                                                        
115 時価総額 US10 億ドル以上の非上場スタートアップ企業数について、経済産業省・ボ
ストンコンサルティンググループ・パートナー＆マネージング・ディレクター丹羽恵久
(2017), p.81 及び CB Insithts HP "The UnicornClub" より BCG 作成を参考に作成。 
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トトーマツコンサルティングの調査では、2009 年直近の売上高について、過去三年以内に

新商品や新事業から生み出された新規領域の売上の割合と、その新規領域の売上に占める

「革新領域」のそれぞれの割合を見ると、表 4-2 の通り日本は米国に後塵を拝している。

このように、日本国内で追求されている「イノベーション」は、クリステンセンのいう「持

続的イノベーション」である可能性が高く、本研究が対象とし、新興アジアでその生成の

契機を掴むとされる「破壊的イノベーション」ではない可能性が高い。 

 表 4-2 日米のイノベーションの質比較116 

 日本 米国 

新規領域の割合 6.6％ 11.9％ 

革新領域の割合 11.0％ 51.5％ 

出典：著者作成 

 

4.1.2 日本のイノベーション効率性国際比較分析 

イノベーション生成の契機を獲得するにあたって、単純にイノベーションの成果だけに

着目することは、資源の投入度合いとの比較で考えた効率性を無視した議論かもしれない。

日本のイノベーション効率性は他国と比べてどのような水準なのだろうか。ここではイノ

ベーション自体ではなく、イノベーション興すに当たっての費用対効果を、包絡分析法

（DEA）の CCR モデル・入力指向型を用いて分析する。なお DEA の分析手法は補章１で

詳述する。 

福澤（2015）では DEA を用い、入力に女性研究者数と外部資金、出力に論文数と論文

被引用件数をおいて、研究効率性を分析した。また、田村，大江（2019）では、道の駅の

経営効率性について、売上だけではなく、客単価や来場客数を出力において分析を行って

いる117。このように DEA は様々な要素を入力、出力として比較することに向いている。 

この DEA の手法を用い、ヒトとカネを使ってどの程度イノベーションを実現するかを

                                                        
116 デロイトトーマツコンサルティング（2012） 
米国商務省国勢調査局及び国立科学技術財団の作成した”Business & Innovation Survey 
2009”より作成。 
117 田村＆大江(2019), p.169 
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分析する。入力には GDP に占める R&D 粗支出の割合（入力１：カネ）と、1000 人当た

りの研究者数（入力２：ヒト）をおき、出力には全企業におけるイノベーティブな企業の

割合（％）をおいた。この結果が図 4-6 および図 4-7 である。特に中小企業のイノベーシ

ョン効率性も合わせて確認すべく、全企業及び中小企業のそれぞれでイノベーション効率

性を測定した。 

全産業について、図 4-6 でその分析結果が示されている。DEA の効率性指標は、「０」

から「1」の間で表現され、そのうち「１」に近いほど効率性が高いと見做すことができる。 

このなかで日本は比較した他国に比べてイノベーション効率はワースト３で非効率で

あり、少なくとも R&D 投資と研究開発人材という企業努力が、実はイノベーションにつ

ながっていないことが分かる。 

図 4-6 では、ブラジル（BRA）やチリ（CHL）がベストプラクティスを提供している。

これは、新興国市場においてイノベーションが活発に行われていることを示唆している。

この点については次節118で新興アジアの事例を中心に述べる。 

逆に、図 4-6 において、ロシア（RUS）とイスラエル（ISR）が日本よりもイノベーシ

ョン効率性がさらに低いことが分かる。イスラエルはバイオテクノロジー分野や AI（人工

知能）の分野で様々な「技術革新」や「最先端技術」を活用したスタートアップスを育成

している。しかし、これらはどちらかといえば、国家主導が前提で潤沢な資金や研究者を

投入して、軍事分野を中心にした技術革新分野への投資を進めている可能性がある。これ

は本研究が対象としている、越境型イノベーション、すなわち、新興国市場で「破壊的イ

ノベーション」を興すという方針とは大きな乖離がある。 

このイノベーション効率性については、中小企業の分だけの入力と出力をとっても同じ

結果になる（図 4-7）ことから、日本におけるイノベーション生成の環境がやはりベンチ

ャーに支援的な体制とは言いがたい状況にあると言えるだろう。 

                                                        
118 第 4 章第２節及び第３節参照。 
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図 4-6 全企業のイノベーション効率性119 

出典：DEA-Solver-PRO(Version13.0)を活用して解析したものを著者修正 

 

図 4-7 中小企業におけるイノベーション効率性 

出典：DEA-Solver-PRO(Version13.0)を活用して解析したものを著者修正 

 

4.1.3 日本のイノベーション非効率性の考察 

この分析結果はイノベーションを興すために国内で資源を投入すれば投入するほど、却

ってイノベーションを阻害してしまう、逆選択が興っている可能性を示唆している。 

                                                        
119OECD Innovation Indicators(2017）（http://www.oecd.org/innovation/inno/inno-
stats.htm）を原典として分析する。なお算出方法として、投入には、GDP に占める
R&D 粗支出の割合（投入１）と、1000 人当たりの研究者数（投入２）をおき、産出には
全企業に占めるイノベーティブな企業の割合をおいた（産出）。この OECD の調査はオ
スロ・マニュアル（OECD(2018））に準拠（アンケート調査によりイノベーティブな企
業等を把握する）している。 
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日本企業のなかには研究開発（R&D）に力を入れている企業も多く、またオープンイノ

ベーションについても関心が高く、積極的に学生や若者を主体としたビジネスコンペや投

資ピッチ大会に参加している向きも散見される。そのため企業は積極的な活動をしている

のではないか反論があるかもしれない。しかしこの積極な努力のゆえに、それこそが「イ

ノベーターのジレンマ」120と呼ばれる状態で停滞している可能性がある121。 

つまり「イノベーションへの投資」が、逆説的にイノベーションを阻害している。日本

の場合、先の「イノベーションの質」の議論とともに、投資しているがこの「持続的イノ

ベーション」に投資し、「破壊的イノベーション」には投資していない可能性がある。 

またイノベーション投資の効率性を阻害している要因は、技術やノウハウの共有や、有

効利用が遅れていると指摘される。日本の死蔵特許は 2008 年時点で 19.6％に及び、防御

目的のために取得しているものの活用されていない特許も合わせると 49.8％に及ぶ122。 

中堅・中小企業にとって、系列型下請関係を維持したままオープンイノベーションを実

践しても、大企業に対し弱い立場で臨むことが予想される。実際、公正取引委員会（2019）

では、技術やノウハウが大企業に吸い上げられるなど、大企業側からの独占禁止法第 2 条

第 9 項第 5 号の「優先的地位の乱用」にあたる侵害事例が 726 件も報告されている123。以

上は「旧結合」のなかに死蔵された日本の知的財産の現状を示唆しているかもしれない。 

このように日本の場合、イノベーションの割合、規模、効率性、と質量ともに、イノベ

ーション後進国であることが明らかになった。これに対し、本研究がテーマとしている新

興アジア地域がどのような構造転換を遂げているのか、次節では、日本のイノベーション

後進国の状況を念頭に置きつつ、新興アジアの産業構造転換について検討し、日本とは対

                                                        
120 Christensen(1997), pp.xvii-xxx 
121 Christensen(1997)によれば、イノベーションは、「破壊的イノベーション」と「持続
的イノベーション」に分けることができる。成功している大企業は時として、「持続的イ
ノベーション」にこだわる。少しずつ改良を加えていけば、収益の基盤を失うことはな
い。直面する市場規模も巨大であり、これを手放すのは常識的に考えた場合には難しい。
他方、「破壊的イノベーション」とは、新しいパラダイムを提供するような、将来的には
市場を席巻すればこれまでの製品やサービスは圧倒的に駆逐されてしまうイノベーション
である。この「破壊的イノベーション」は、当初のうちは規模も小さくローエンド型市場
となる。なかなか企業の経営を満たすような利益の出る市場とはなりにくい。このような
状況では、成功した大企業が優秀であればあるほど、合理的であればあるほど「破壊的イ
ノベーション」を創り出すことが困難になり、早晩、その成功者としての地位を引きずり
下ろされる。これが「イノベーターのジレンマ」である（第２章第 1 節参照）。 
122 久貝(2010), p.53，図表 15「国内特許権の利用状況」 
123 公正取引委員会(2019), p.3 
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極的な新興アジアが、世界のイノベーション・ハブとなっていく状況を確認する。 

 

4.2. 越境型イノベーションの前提としての新興アジアの構造転換 

4.2.1 越境型イノベーションにとっての新興アジアの意味 

（１）新興アジアとは日系企業にとってどのような地域なのか 

末廣（2014）によれば、新興アジアは「地域としてのアジア」124であり、そもそも新興

アジア経済は７つのキーワードで理解することができるとされる125。 

①「アジアの世紀」の再来と中国の台頭 

②アジア化するアジア 

③キャッチアップの前倒し 

④大企業の「鼎構造」126とファミリービジネス 

⑤中所得国の罠の回避 

⑥社会大変動の時代 

⑦社会発展なき成長 

 以上の特徴は、新興アジアの新たな産業構造展開を前提にしている。そしてこれらはド

ラッカー（2007）が指摘しているイノベーションのための 7 つの機会と親和性があり、新

興アジアはイノベーションの磁場として台頭していく可能性を予感させる。ドラッカーに

よれば、１）～４）が企業や産業内部の事象であり、５）～７）が外部事象とされる127。 

「１）予期せぬことの生起 

２）ギャップの存在 

３）ニーズの存在 

４）産業構造の変化 

５）人口構造の変化 

６）認識の変化 

                                                        
124 末廣(2014), p.9 
125 末廣(2014), pp.13-14 
126 新興アジア経済を牽引する３つの経済主体である、各国国営・公営企業、多国籍企業
（海外直接投資）及び現地財閥などのファミリー企業である。 
127 ドラッカー(2007), p.16 



 

 

48 

 

７）新しい知識の出現」128 

そしてこの７つは数字が若いほどイノベーションに向けた確度が高まるものと期待さ

れている129。新興アジアとイノベーションとの間に親和性があることが示唆される。 

末廣（2014）の新興アジア理解は、そのままドラッカー（2007）のイノベーションの条

件を準備することが分かるだろう。表 4-3 で示されたとおり、新興アジアはイノベーショ

ン生成の契機を招く「磁力」をもっている可能性がある。予期せぬ出来事、ニーズ、そし

てギャップが新興アジアの産業構造の大きな変化を規定しており、ドラッカーのいうとお

り、これらがイノベーション生成の契機と親和性が高いことがわかる。新興アジアは急成

長し、先進国がこれまで成長してきた過程をたどっており、「いつか来た道」としての課題

が累積的に拡大している地域といえるだろう。 

表 4-3 新興アジアの変化とイノベーション環境 

末廣（2014）が指摘する

新興アジアの変化 

末廣（2014）が指摘する 

新興アジアの変化の概要 

ドラッカーの 7 つの 

イノベーション環境 

①「アジアの世紀」の再来と中

国の台頭 

「アジアの世紀」130 ６）認識の変化 

②アジア化するアジア 「地域としてのアジア」131 ４）産業構造の変化 

③キャッチアップの前倒し 「技術パラダイムの変化」132 ７）新しい知識の出現 

④大企業の「鼎構造」とファミ

リービジネス 

国営・公営企業 vs 多国籍企業 vs

ファミリービジネス 

２）ニーズの存在 

⑤中所得国の罠回避 「要素投入型成長路線の限界」

133 

１）予期せぬことの生起 

⑥社会大変動の時代 「圧縮された人口転換」134 ５）人口構造の変化 

⑦社会発展なき成長 不平等・格差・社会課題発生 ３）ギャップの存在 

出典：末廣（2014），pp.13-14, 及びドラッカー（2007），p.16，に基づいて著者作成 

                                                        
128 ドラッカー(2007), p.16 
129 ドラッカー(2007), pp.16-17 
130 末廣(2014), p.14 
131 末廣(2014), p.15 
132 末廣(2014), p.16 
133 末廣(2014), p.17 
134 末廣(2014), p.18 
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（２）新興アジアに代表される「新興国市場の意味」 

この新興アジアの地域は経済市場として大きなポテンシャルを有している。 

図 4-8 にみるように、アジア開発銀行（ADB：Asia Development Bank）（2011）の「ア

ジアの世紀」シナリオによれば、2050 年には世界 GDP の半分以上はインド、中国、東南

アジアのアジア地域から紡ぎ出されるという試算がある。すなわち、19 世紀初頭、帝国主

義時代以前のアジア地域の経済力が復活する、という指摘である。本研究が対象としてい

る新興アジアの成長に向けた大きなポテンシャルを理解することができる。今や新興アジ

アは「生産拠点」から「消費市場」へと変貌を遂げつつある135。 

 

図 4-8 将来的に復活するアジア136 

（世界 GDP におけるアジアの割合） 

出典：著者作成 

 

（３）SRQ に対する新興アジアの意味 

「新興国市場（emerging market）」という言葉は、1981 年発展途上国を対象とした投資

信託を初めて売り出した国際金融公社（IFC:International Finance Corpration）のエコノミ

ストの造語であり137、その新興国市場におけるビジネス戦略の特殊性を追求する幾つかの

議論がある。これらの本質は、先進国市場と新興国市場という二つの市場の差異に端を発

したものである。先進国市場に対する相対的な「隙間」が、新興国市場を規定する。そし

て両者の相互共創性が強調され、最後にこれらを統合する連携に至る戦略が期待される。

すなわち、一方通行ではないアプローチであること、さらに両者をつなぐプラットフォー

                                                        
135 大泉(2011), 第１章など。 
136 1820 年、1950 年は Maddison（2001）、2015 年は IMF（2010）、2050 年は ADB
（2011）より作成。 
137 Khanna & Palepu(2010), p.3 
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ム戦略が有効である。越境型イノベーションにおいて、前提となる先進国市場と新興国市

場の差異、「課題発見」に対する示唆を得ることができる。 

本節では、このような新興アジアが形成されてきた歴史的経緯を確認する。これまでの

日系企業を中心とした製造業の生産拠点としてのアジアのイメージが一新されて、新しい

市場としての新興アジアが形成され、さらにイノベーション・クラスターが台頭しつつあ

ることを理解する必要がある。 

 

4.2.2 新興アジアの産業構造転換 

 ここでは、新興アジアのなかでもタイを中心に取り上げる。タイを中心に取り上げるの

は以下の 3 つの理由による。 

第１に、タイが 1985 年のプラザ合意を契機とした日系企業の系列型下請関係を前提と

した海外展開以降、典型的な日系企業の海外直接投資受け入れ国として、また、2011 年の

2 度にわたる国際的サプライチェーン寸断の被害を直接受け、産業構造転換が進む典型的

な代表事例であることから、取り上げる必要があると考える【代表性】。 

第２に、図 4-9 のとおり、日系企業では中国と並ぶ海外直接投資の進出先である。日系

企業にとって、タイの産業構造の変化が、今後の新興アジアへの海外展開の様態を規定す

るものと考えられる【重要性】。 

 

図 4-9 新興アジアへの日本の海外直接投資の推移（国別） 

出典：著者作成 

 第３に、2015 年の ASEAN 経済共同体(AEC)の発足後、タイは ASEAN の中心拠点、ハ
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ブ機能をかけて、他の先進 ASEAN 諸国と競合し、製造業などの分野で経済統合の中心的

な地位を占めている。このため、タイとの関係を分析することは、AEC や TPP、RCEP な

どの経済連携、経済統合の枠組みを通じて、新興アジア全体と日系企業との関係性を捕捉

することが可能になると考える【包括性】。 

（１）産業構造転換としての「タイプラスワン」現象 

新興アジアの「市場」化と賃金上昇による産業構造転換は、表裏一体の関係にある。こ

れまでの「日本の工場」として中心的な役割を果たしてきたタイでは、2010 年代以降、大

きな地殻変動が観察される。「タイプラスワン」という現象である。そもそも「タイプラス

ワン」とは、タイに進出する日系企業が、隣接する近隣国に生産拠点の一部を移管する動

きである。その背景には、タイが直面する「中進国の罠」の問題が存在する。この「中進

国の罠」を解消するため、日系企業のみならず、タイの企業も含めた在タイ企業が近隣諸

国へと展開し、産業構造転換が進んでいる。 

 表 4-4 でみる中進国にとって、「中進国の罠」とは一人当たり GDP が上昇し、所得水準

が上昇する一方で、中進国の労働賃金が上昇し、もはや低賃金労働での国際競争力が喪失

した状態である138。 

表 4-4 中進国の定義（所得の基準）139 

 
出典：Aiyar, et. al. (2013)，p.3 より著者作成 

この状況では、イノベーションが牽引する産業への構造転換を遂げなければ、次のステ

ージの経済成長が困難な状況に陥る。世界銀行（2017）によれば、中進国は、一人当たり

粗所得が 1,000 米ドルを超えて、13,000 米ドルの水準とされる。タイは 2010 年代に入っ

て、既に一人当たり粗所得が 5,000 米ドルを超える水準に到達しており、ここでいう上位

中進国の仲間入りを果たしている。足下、タイは IMF による 2019 年 4 月時点で 7,607.67

米ドルという推計もあり、中進国としての性格を一層確実なものとしている。 

                                                        
138 Aiyar, et.al.(2013), p.3 
139 World Bank Database “World Bank Country and Lending Groups” 
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この上位中進国として台頭したタイは、2010 年以降、「タイププラスワン」が加速する

こととなった。この「タイプラスワン」とは、特に在タイの日系企業のなかで、労働集約

的な産業において、ミャンマー、カンボジア、ラオス、ベトナムなどの近隣国に生産移管

を進める現象である。2011 年以降、タイでは法定最低賃金の上昇政策が定められ、近隣諸

国で低賃金労働力を求める動きとして決定的になった。表 4-5 でみるように、ワイヤハー

ネスの製造を進める矢崎総業がカンボジアのコッコンに進出する動きや、車のカバーシー

トの製造に関し、豊田紡織がラオスのサバナケットに進出する動きが典型であるといえる。 

表 4-5 「タイプラスワン」の事例140 

企業名 場所 生産業種 雇用数 

矢崎総業 コッコン Koh Kong・カンボジア  ワイヤハーネス 操業開始時 600 人 

日本電産 ポイペト Poipet・カンボジア HDD 部品 フェーズ III 5000 人 

トヨタ 

紡織 

サバナケット Savannakhet・ 

ラオス 

カバーシート 操業開始時 180 人 

ニコン サバナケット Savannakhet・ 

ラオス 

エントリーモデ

ルのレンズ 

800 人 

出典：著者作成 

「タイプラスワン」現象については 3 つの大きな特徴があるものと考える。 

第１に、資本集約的な自動車産業であっても、一部の素部材の産業分野でいえば、「タイ

プラスワン」の対象になる。つまり産業の工程間分業を前提に、労働集約的な工程が「タ

イプラスワン」としてタイから移管されることになる141。工程間分業のなかで、資本集約

的な付加価値を生み出しやすい資本集約的な産業をタイで集積し、労働集約的な生産拠点

を周辺国に移管する戦略である。 

第２に、「タイプラスワン」企業は既存の産業集積を前提として、資本集約、労働集約の

程度に合わせた競争力に見合う工程を、適材適所に位置するという経済原理に基づく企業

                                                        
140 以下のウェブサイトから作成した（2018 年 1 月現在） : 
http://www.nikkei.com/article/DGXNASDD170BC_X11C12A2TJ1000/ 
http://www.e-logit.com/loginews/2012:052808.php 
http://www.toyota-boshoku.com/common/jp/pdf/140519.pdf 
http://www.nikon.co.jp/news/2013/0321_01.htm 
141 例えば車のカバーシートなどは、労働集約的な産業分野であることから、低賃金労働
力を目指して、ラオスへの展開を進めることとなった。 
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行動である。2015 年の ASEAN 経済共同体（AEC）の創設はこの動きを助長する。 

従って、表 4-6 で比較するように、2006 年前後に中国で発生した「チャイナプラスワ

ン」現象との相違点が浮き彫りとなる。 

表 4-6 タイプラスワンとチャイナプラスワンの比較 

 タイプラスワン チャイナプラスワン 

契機 2008 年のリーマンショックから

2011 年の東日本大震災、タイ大洪

水がきっかけとなった。2012 年以

降、タイ政府は法定最低賃金を引

き上げることを決定した 

2000 年代前半、中国の反日暴

動などを契機とした政治リス

ク回避のための現象。当時の

JETRO 渡辺修理事長が命名し

たとされる 

プラスワンの

移転先 

カンボジア、ラオス、ミャンマ

ー、ベトナム 

ASEAN 諸国やインド 

新工場の特徴 衛星工場 主力工場の代替 

傾向 積極的／能動的展開 消極的／やむにやまれず 

目的 経済的： 

各生産プロセスの最適化 

政治的： 

リスク管理（リスク分散） 

便益 低賃金労働力確保と、特恵関税等

の途上国からの裨益 

政治的リスクの回避 

出典：著者作成 

「X 国プラスワン」現象は、赤松要の雁行形態論142などの発展段階に呼応した動きとみ

ることもできる。そもそも 1985 年のプラザ合意以降の急激な円高を背景に、日系企業が

生産拠点をアジア各地に移管してきた現象そのものが、こうした「X 国プラスワン」現象

の嚆矢とみることも可能である。日本→NICEs 諸国（韓国、台湾）→中国・先進 ASEAN

→後進 ASEAN、といった、発展段階がそれぞれ異なる一群の国々がグループを構成する。 

こうした現象は、各国経済の発展に伴って観察できるだろう143。 

                                                        
142 赤松(1956), p.514 
143 例えば、シンガポールのジュロン島には、かつて政府当局が「三顧の礼」をもって日
系企業を迎え入れてブラウン管テレビの製造拠点が立地していた。しかし、近年のシンガ
ポールの経済発展によって、より付加価値を生む、バイオや IT などの産業の集積を目指
すことから、生産移管を余儀なくされた。 
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第３に、「タイプラスワン」は、国境を越えて当該企業の衛星（サテライト）工場を建設

し、可能な限り既に存在するタイの地域マザー工場との輸送手段を確保する。つまり「タ

イプラスワン」は、「尺取り虫」であって、「蝶々」ではない。「タイプラスワン」企業は、

基本的には、タイから国境を跨いで、国境の対岸に開かれた工業団地を目指すという行動

様式をとる。したがって、いきなり隣国の首都圏であるプノンペンやヤンゴン、あるいは

ベトナムを目指すような方式ではないという特徴がある。この背景には、タイ国内で既に

整備されてきた道路や港湾などのインフラを活用する一方、低賃金労働力は隣国から期待

するという、いわば「いいとこ取り」の戦略であるといえる。このため、各タイの隣国政

府も国境沿いの工業団地の整備に力を入れる戦略を採用しており、「中進国の罠」を回避す

るタイ政府の戦略にも合致する。 

実際、こうした国境を跨ぐ立地戦略は、古くは、米国とメキシコの国境地帯である、マ

キラドーラ（Maquiladora）経済特区にその淵源をさかのぼることができる144。2019 年現

在、米国トランプ政権が進めている国境封鎖の議論や NAFTA の改定などの議論にも示唆

されるとおり、こうした進出先国と送出し国の衝突が新たな論点となるだろう。この点、

タイの場合は、2015 年の AEC による単一経済市場の誕生に伴って展開されたことから、

「タイプラスワン」が極めて円滑に進展したと考えられる。 

 

（２）旧結合から新結合としての脱日本化現象 

 奇異に聞こえるかもしれないが、実はタイ政府は、積極的に政策として「タイプラスワ

ン」を支援している。タイ投資委員会（BOI：Board of Investment）は海外拠点を開設し、

この「タイプラスワン」に向け、在タイ企業の隣国展開を後押ししている。本来は、タイ

への対内直接投資を推進するための機関である BOI が、率先してこうした海外展開を後押

しすると言う構図は、ヒランヤ BOI 長官の以下の発言によっても裏付けられる。 

    “We are encouraging Thai industrial firms to invest abroad, as it is a challenge for 

them [especially SMEs] to expand into new markets145”  

       「タイ企業、特にタイの中小企業にとって新しい市場への参入は挑戦ではあるが、

                                                        
144 Taguchi, H., & Tripetch, T.(2014), pp.393-395 
145 Suchinai(2016)の資料より抜粋 
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我々はタイ企業が海外投資を進めることを支援している」146 

 

ではなぜタイは法定最低賃金を上げることにしたのか。特に、2011 年のタイ大洪水で在

タイ企業が、タイのカントリーリスクの上昇を懸念して、心理的にタイから別の地域に生

産移管を行おうと検討しているなか、法定最低賃金引き上げ政策を合理性に説明できるの

だろうか147。 

これについて、Rodrik（1993）148が説得的である。Rodrik によれば、通常、労働集約的

な産業と高付加価値産業は同時に一国に形成される傾向にあるが、両者の混合が当該国の

産業構造の展開において深刻な足枷となる可能性がある。それゆえ高賃金政策は、「中進国

の罠」を克服する最善の方法の一つとなるとされる。産業構造の転換において、高賃金政

策は最善の策であるというのは理解できる。労働集約的な産業が国外に移管される誘因と

なるからである。 

それでは今度は、資本集約的、知識集約的な産業の誘致、あるいはどのようにイノベー

ションを牽引する技術やノウハウがどのようにして当該国に移管されるのか。そしてどの

分野にこうした新たな技術やノウハウを移管すべきか。「タイプラスワン」の文脈で言えば、

労働集約的な産業分野を隣国に移管することにより、今度は、日本から新しい知識主導型

産業の移管を期待するというわけである。ジョーンズ（2007）の議論は、まさにこのよう

な産業の構造転換がもたらす新陳代謝について言及している。 

   「多国籍企業は、付加価値の低い活動を本国から海外へと移転することによって経

済のリストラクチャリングに貢献し、国内資源の利用を高度化するよう促した」149 

 

天野（2005）では、このような比較劣位な産業を捨てて、比較優位な産業へと移行する

産業構造の転換を「本国側の比較優位創出」と命名している。 

                                                        
146 著者翻訳 
147 著者は 2011 年末から 2012 年の年初にかけ、タイ大洪水の最中からその影響冷めやら
ぬタイにあって、法定最低賃金の引き揚げを進めているタイ政府への日本政府機関のロビ
ーイングに同席した。その際、日本側はタイ政府の経済閣僚や経済官僚幹部に対し、もし
法定最低賃金を引き揚げるようであれば、日本企業がタイから撤退する可能性を示唆した
ところ、むしろこの程度の最低賃金の引き上げで競争力を失う企業であれば撤退しても構
わないというニュアンスの回答であったことを記憶している。 
148 Rodrick (1993), pp.21-24 
149 ジョーンズ(2007), p.353 
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   「優位性を失った業務分野を後発国にシフトさせて立地適正を回復させるとともに、

国内の経営資源をより生産性の高い分野に振り向けることで、全体の効率性を回復

させる」150 

  

以上のように、いくつかの先行研究では、先進国市場で優位性を失った産業分野を新興

国市場に移管させることで、新興国市場で当該分野の再生を図るとともに、先進国市場で

の旧結合を破棄することを通じ、先進国市場での新たなイノベーションのチャンスを得る

という見方を示している。旧結合を解消する必要性は正しい。しかし実際、先進国市場が

成熟化し、完成した市場の既得権が、旧結合の解消を拒み、新たなイノベーション生成の

契機を失う可能性が大きいことを示唆している151。 

 

（３）旧結合から新結合への移行としての「猿の木登り論」 

競争劣位におかれた産業セグメントについて、後発国への移管に成功した場合と、失敗

した場合の両方から明らかにするうえで、「猿の木登り論」を考察する152。猿は木に登る際、

下方の枝を握ったままで、下の枝から手を離さなければ、さらに上方の枝を握ることはで

きない。また、あまり高すぎる枝を握ってしまうと高転びに転んで木から転落する可能性

がある。つまり、通常経済発展を遂げようと思うと、新しい産業を興そうという方向にと

らわれがちであるが、実はむしろ古い産業から決別し「卒業」することが、同時に新しい

産業の振興の種を播くことにつながる。まとめると、図 4-10 のような猿の木登りの寓意

は以下の 3 つの含意を持つ。 

① 「上の手＝新しい上の枝」に登る先が重要なのではなく、「下の手＝古い下の枝」を

どう処理するかというほうが重要である。つまり、通常我々は成長の先を議論しが

ちだが、成長によって取り残される部分のアップグレードと対応をどうするのか、

を考える必要がある（旧結合の解消）。 

                                                        
150 天野(2005), p.66 
151 この点が、第５章第４節で考察する新天地効果の背景である。その意味で、タイは旧
結合を「タイプラスワン」によって近隣国に押し出すかたちで解消しようとしている。こ
れは、日本以上にイノベーション生成の契機を掴むことに成功する可能性を示しているか
もしれない。 
152 実際、天野（2002）では、国際分業に基づく国内事業の高度化と比較劣位の海外移管
を 19 社の事例を用いて説明している。 
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② さらに「下の手＝古い下の枝」を放さずに、「上の手を＝新しい上の枝」を上へ上へ

と登り続けると、上下の手のバランスを失い木から落ちることになる（図 4-10 下の

パターン）。つまり旧結合を温存したままで、新結合を進めることは困難である153。 

③ 旧結合解消のためには、全く新しい新天地である新興国市場に展開する（隣の木の

枝）という選択肢があり、これが本研究における越境型イノベーションの根底にあ

る発想である。 

 

以上 3 つの点は、旧結合の解消が、いかに困難であるかを物語っている。そして旧結

合の解消方法の１つが、新興国市場への海外展開であるという立論が、この「猿の木登

り論」によって、萌芽的に示されている154。 

 

図 4-10 猿の木登りの寓意 

出典：著者作成 

 

4.2.3 イノベーション・クラスターが形成される新興アジアの地域 

（１）イノベーション・クラスター形成に向けたタイの政策の変遷 

新興アジアにおける産業構造の大きな転換は、海外直接投資（FDI）主導型経済成長戦

略からの転換をもたらした。それは日本の中小企業によるイノベーションを求めた新興ア

ジアへの進出という新しい動きの機会を提供している。背景には大企業の海外展開の「現

地化」が挙げられる。現地化の熟度が増すことによって、それぞれの地域の産業集積が形

成され、経済地理学による先行研究で明らかになった通り155、アジア一円の国際的な生産

ネットワークが形成される。この産業集積でありネットワークのハブとしての機能の中核

                                                        
153 敷衍すれば、日本のイノベーション後進国の現状は、こうした旧結合を維持したま
ま、新たな技術革新を進めているところに課題があるかもしれない。 
154 この論点は、第５章第４節の新天地効果及び第６章第３節の越境型イノベーションの
理論につながる。 
155 Kimura ＆ Ando (2005), pp.4-10 
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が、クラスター形成ということになる。また、従来の海外直接投資（FDI）優遇政策から、

いよいよ国の競争力強化のためのクラスター戦略の時代が来たといってもよいだろう。 

そもそも最初にクラスター概念を定式化したのは Porter のクラスター論である。Porter

（2008）では、クラスターについて明確な定義を与えている。 

  “A cluster is a a geographically proximate group of interconnected companies and 

associated institutions in a particular field, linked by commonalities and 

complementarities156” 

   「クラスターとは、ある特定の分野に属し、相互に関連した、企業と機関からなる

地理的に近接した集団である。これらの企業と機関は、共通性や補完性によって結

ばれている」157 

 

しかしこのクラスターという概念は時代の変遷に応じて受容のされ方に変化が生じて

いる。これまでのクラスター政策の系譜をたどる必要がある。特にタイでのクラスター政

策は日本の産業クラスター政策との対比のうえで興味深い（表 4-7 参照）。基本的には日

本もタイも、都市と地方の格差是正が中心であり、戦略的なクラスター形成という主張を

始めたのは、タイでのクラスター戦略である。この違いを強調する必要がある。 

2000 年代前半のタイのタクシン政権は、タイにマイケル・ポーターを招聘して国家競争

力強化戦略の策定を行った。著者はこのタイの国家競争戦略策定に関与した官学の担当者

から当時の話を聞いた158が、このときの戦略がタイの多国籍企業への競争力強化につなが

ったかといえば、その点は疑わしい。理由は、以下の３つである。 

1 つにタイがいわゆる小国であり、他国に影響を与えうる大国である米国や日本、中国

のような存在ではないため、一国の国民経済の競争力強化と、同国の多国籍企業の競争力

強化が同時に実現するか疑わしい。 

２つめはタイの産業構造自体が前節で見たように、日系企業のアジア一円で展開する生

産ネットワークに位置づけられており、そのなかでの国際展開という観点から検討する必

                                                        
156 Porter (2008), p.215 
157 ポーター(1999b), p.70 
158 タイ政府内部で当時の状況を知る人物からヒアリングした内容では、当時 2 日間ほど
の日程でタイ政府国家経済社会開発委員会（NESDB：National Economic and Social 
Development Board） などを中心に指導を行い、その後チュラロンコーン大学の教員な
どを動員して競争戦略を策定したとされる。 
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要がある。 

３つめには一国の競争力強化というマクロの議論ではなく、むしろ「メザニン（中二階）」

レベルのタイの中の個別地域クラスターの競争力強化に向かうべきではないか、という指

摘がある。その意味で、現下の脱日本化、産業構造転換を遂げつつあるタイであれば、ポ

ーターの処方の有効性がひろがるかもしれない。さらに、現下のタイ軍事政権が提唱して

いる東部臨海経済回廊（EEC）は、国際的な競争優位な地域性を活用して、タイの競争力

強化を図ることができるかもしれない159。 

表 4-7 クラスター政策の比較 

 特徴 国民経済か地方か 政策課題 

日本のクラス

ター政策160 

所得再配分政策 

中小企業が下請型企業から技術

指向型企業へ転換 

地方 都市と地方の格差

是正 

 

タイ 1.0＆2.0 OTOP（一村一品運動） 地方 都市と地方の格差

是正 

タイ 3.0 バリューチェーン（M.Porter） 国民経済 脱 FDI 経済 

タイ 4.0 情報化 地方 中進国の罠解消 

出典：著者作成 

これまでのクラスター政策は、あくまで個別のクラスターの発展に対する施策であり、

クラスター間の連携という観点からの政策ではなかった。ここで「クラスター連携」とい

う概念を用い、ビジネス連携を基礎におくと、新しい展望が広がる。「脱日本化」という垂

直的系列型企業間関係の溶解・解体、そして水平的系列型関係での越境的な企業行動が進

む161。オープンイノベーションの議論が盛んになるなかで、クラスター間の連携を通じ新

                                                        
159 これまでの国全体の競争力強化や各地域の特徴を生かした政策とは異なり、この過去
の反省の上に、タクシン政権当時、商業大臣、財務大臣を歴任した Somkid 
JATUSRIPATAK が 2019 年 9 月 1 日現在、経済担当副首相としてタイ東部臨海経済回廊
（EEC：Eastern Economic Corridor）などの政策を展開している 
160 日本の「産業クラスター政策」（経済産業省ホームページ：
https://www.meti.go.jp/policy/local_economy/tiikiinnovation/industrial_cluster.html
（2019 年 9 月１日現在））。このなかで、第 1 期（2000～2005 年：産業クラスターの立
ち上げ期）、第２期（2006～2010 年：産業クラスターの成長期）、第３期（2011～2020
年：産業クラスターの自律的発展期）の三期に分けて導入を検討している。 
161 次節第４章第３節でみることになるとおり、これまで企業組織や系列型下請関係とい
う中間組織の内部化理論として整理されてきた。 

https://www.meti.go.jp/policy/local_economy/tiikiinnovation/industrial_cluster.html
https://www.meti.go.jp/policy/local_economy/tiikiinnovation/industrial_cluster.html
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しい価値創造が期待されつつある。これがイノベーション・クラスター台頭の背景である。 

 

（２）イノベーション・クラスター形成の前提 

宮澤（1988）162は、「連結の経済性」を主張し、融業による他企業とのネットワーク化の

可能性を論じている。 

「これまで経済活動の基礎単位とされてきた「市場」の境界が揺らいで、業種・業

態・産業間の垣根を越えた相互乗り入れによる新たな競合関係と協同関係が生み出

されていること」163 

 

すでにタイの状況でみるとおり、情報ネットワーク化によって、「業際化」が進み、その

「技術面での融合化」と「市場面での融業化」を捉え、「連結の経済性」が進んでいる164。

これらが系列型下請関係に代わる、新しい水平ネットワーク型産業連携の姿であろう。 

従来の中間組織である系列型下請関係が標準であった日本の産業構造から、グローバ

ル ・ ス タ ン ダ ー ド を 目 指 し た 企 業 取 引 ネ ッ ト ワ ー ク が 進 み 、 IT （ Informational 

Transformation）が進んだ昨今では、さらに現実味を帯びていく可能性がある。 

 

（３）イノベーション・クラスター形成に向けた新興アジアの諸類型 

新興アジアにおけるイノベーション・クラスターについて、タイの産業構造転換及び産

業政策の変遷を確認した。さらに、新興アジア各国を類型化し、具体的なイノベーション・

クラスター形成の現状について確認する。表 4-8 でみるとおり、3 つの分類ごとにそれぞ

れ違うものの、イノベーション・クラスターを準備する生産拠点の変化と市場化の動きは

共通する。従って新興アジア全体で大市場が形成され、イノベーション・クラスターが現

出する。 

                                                        
162 宮澤(1988), p.89 
163 宮澤(1988), p.65 
164 宮澤(1988), pp.65-66 



 

 

61 

 

表 4-8 新興アジアの 3 類型 

出典：著者作成 

 

（４）新興アジア各地のイノベーション・クラスターの現状 

新興アジアにおけるイノベーションの現状について、定性的な状況を確認する。

IoT(Internet of Things)やキャッシュレス化などへの対応状況について、新興アジアに対

して、日本は大きく後塵を拝している。スタートアップスの組成状況や支援体制、いわゆ

るエコシステムの生成状況を見ても、実は新興アジア地域は大きなポテンシャルを秘めて

いる。米国のシリコンバレーと並び称される中国・深圳、北京の中関村、インドでは「イ

ンドのシリコンバレー」と呼ばれたベンガルール（バンガロール）、そしてチェンナイなど、

すでにイノベーション・ハブとしてのブランディングに成功している新興アジアの都市も

台頭しつつある。タイでは「タイランド 4.0」を目指す東部臨海工業地帯（EEC：Eastern 

Economic Corridor）が目指されている。著者は、2018 年 3 月と 5 月、7 月と相次いで中

国深圳、タイ、インド・バンガロール、チェンナイ、デリーを訪問し、それぞれの地域で

のスタートアップスの生成と支援に関する定性的な実地調査を行った165。その概要は以下

のとおりである。 

１）深圳 

  中国・深圳は、「世界の工場」としての基盤が存在したことから、スタートアップスを

支える技術的基盤、あるいは製品化・量産化に向けた裾野が存在している。つまりアイデ

ィアがそのまま形になる基盤が存在するということを意味しており、日本における TAMA

                                                        
165 2018 年 3 月 4 日～8 日：中国・深圳（日中経済協会深圳訪問団に参加）     
 2018 年 5 月 23 日～26 日：タイ・NSP: Northern Science Park（STeP：Science 

technology Park）開所式参加 
2018 年７月 22 日～26 日：インド・デリー、バンガロール、チェンナイを訪問 



 

 

62 

 

クラスター166や大田区、東大阪などの産業集積と同様に、ものづくりの基盤が存在するな

かで新たなイノベーションが形になる、形にすることができる。このポイントは、シュム

ペーターがイノベーションを「新結合の遂行（Durchestzung neuer Kombinationen）」167と

して定義し、その「遂行」、すなわち実行を強調したことを念頭に置くと、このようなアイ

ディアをかたちにする遂行機能は強調すべきである。 

Hax のようなアクセラレータと呼ばれる支援機能168は、本研究の対象となる支援者類型

に対して示唆を与える。Hax はスタートアップスのための試作を行う作業場の提供や素部

材の調達先、投資家へ頻繁に紹介するための投資ピッチ大会などを提供している。こうし

た仕組みを提供できるのは深圳という製造業の産業集積を前提としたものであり、これら

を結びつけ、アジャイル（agile：高速）な試作品の市場への投入によって軌道修正しなが

ら起業を実現していくことによって支援機能としてベンチャー組成に貢献している。この

点は日本のものづくりの強みである「試作」に通じる169。 

 深圳を中心に中国での起業家の動向として、「海亀」と呼ばれる、海外で留学や実業経験

を踏まえて戻ってきた人材が重要である。彼ら「海亀」が深圳で起業する事例が増えてい

るという。特に米国留学帰りの起業は勢いがある。著者が面談した起業家もやはり「海亀」

の１人であり、パーキンソン病患者向けのスプーンなどの食器を製造するというニッチ市

場における「破壊的なイノベーション」を目指して取り組んでいた。 

深圳で起業した事例でみると、ドローンで有名な「大疆創新科技（DJI）」（創業は 2006

年）に訪問したが、大変勢いが感じられた。また、最近 STEM 教材として台頭している「創

客工場科技（Makeblock）」（創業 2011 年）なども有望株である。同社は Hax の支援を得

て起業している。深圳では起業家とオールドエコノミーの支店事務所、大学の出先事務所

                                                        
166 第５章第３節の Industria の事例で取り上げる。 
167 シュムペーター(1977a), p.182 
168 深圳のイノベーション生成に向けたエコシステムを確認しておく。深圳の Hax は、ハ
ードウェア系アクセラレータ兼ベンチャーキャピタルとして 2011 年設立された。ここで
は、深圳・広州に広がる物作りの拠点を足がかりに、試作力を駆使して新しいイノベーシ
ョンに繋げる動きが盛んである。半年ごとに 15 チーム (各３～５名)を選び、資金 
(25000 米ドルの資金提供で 6％、10 万米ドルで 9％の株式を取得) とアドバイス(111 日
間、最後 2 週間はサンフランシスコでデモを実施)を提供しているという。最後は、IPO
（新規株式公開）か M&A（企業合併・買収）を通じたエグジット時の資金回収を目指
す。2018 年 3 月に訪問した際には、北米約 60％、欧州約 20％、アジア約 20％で起業し
ているとされる。 
169 第 8 章第 2 節参照。 
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などが、ところ狭しと立地し始めており、その動きは不可逆的である。 

 

２）タイランド 4.0 

 タイでは、イノベーション形成に向けたインキュベーションが整備されつつある170。「イ

ノベーション・タイランド」及び、「タイランド 4.0」として、国を挙げてイノベーション

主導経済への転換を進めている。特に、タイ東部臨海工業地帯（EEC：Eastern Economic 

Corridor）は、大型深海港であるレムチャバン港を通じた完成車の輸出と素部材の輸入を

可能にしていることから日系自動車業の集積を中心に開発が進んできた。こうしたオー

ルドエコノミーに対し、新たなイノベーション主導の産業構造構築を目指す。 

タイでは大学を中心に若い世代の間でスタートアップスが空前のブームである。これ

はインド、東南アジア、中国などおよそ新興アジア全域で同じように認められる傾向であ

る。タイで著者が訪問した泰日工業大学（TNI：Thai-Nichi Institute）という日本の大学

に留学したタイ人留学生同窓生が私費を投じて創設した工業系私立大学では、タイ全土

の大学と連携して学生によるスタートアップスのピッチ大会を恒常的に実施していると

のことである。2019 年 9 月に泰日工業大学 Bandiht 学長から説明を受けたタイにおける

いくつかのスタートアップス事例は表 4-9 のとおりである。表 4-9 でみるとおり、これ

らは「制度の隙間」171であり、社会課題やニーズがもたらしたイノベーションである。 

表 4-9 タイのスタートアップス事例 

 

出典：著者作成 

                                                        
170 その一つ、科学技術省傘下のイノベーション研究センターである STEP（Scienece 
andTechnology Park）のチェンナイブランチの開所式が 2018 年 5 月に行われた。著者は
この開所式で開催された投資ピッチ（プレゼン）大会に招待されたが、この投資ピッチ大
会では、いくつかの面白いビジネスが発表された。それぞれの地域で、特徴のある産業ク
ラスター形成を進めており、チェンマイ周辺の産業集積の 40％以上が食品やアグロビジ
ネスであることから、タイ北部では食品加工やアグロビジネスに力を入れるとしている。 
171 第６章第１節で詳述する。 
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３）スタートアップ・インディア 

インドでは、「インドのシリコンバレー」と呼ばれるベンガルール（旧名：バンガロー

ル）を中心にスタートアップスが隆盛を極める。インドの場合は、NRI（Non-Residential 

India）のインド回帰が進み、これらの人材が次世代の新たなイノベーションを展開する。

インドは 1990 年代のインターネットの普及以降、新たな IT 産業及びコールセンターな

どの後方支援ビジネス業務（BPO：Business Process Outsourcing）の分野で活用されて

きた。特に米国との時差がちょうど昼夜逆転しており、互いの夜の業務をアウトソースで

きる点や、言語が同じ英語でコールセンターとして向いていることがその理由とされた。 

インドの若い世代のキャリアデザインの中では近年、「ビジネス・カースト」とでも形

容すべき選好があるという。インドの大学卒業後の就職先の人気ランキングは、米国

GAFA（Google, Apple, Facebook, Amazon）や米国の一流企業ではない。マイクロソフト

社長などインド人人材が GAFA でも大きな勢力となっているが、それでも二番手とされ

る。むしろ一番手のキャリアデザインは、起業・スタートアップであり、自ら会社を興こ

すことに価値をおくという。特にトランプ政権成立以降は、米国への留学やグリーンカー

ド取得についていくつかの制約に直面する場合があるといい、インド国内での起業にイ

ンド人のハイエンド人材が集まりつつある172。したがって、情報・コンピューターサイエ

ンスや IoT 分野、データサイエンスをはじめとした人口知能（AI）分野で優秀な人材を

輩出するインド工科大学（IIT：Indian Institute of Technology）などを卒業した学生がこ

うしたスタートアップスの担い手として次々と輩出されていく。 

以上、新興アジアの現状をまとめると表 4-10 のようにまとめることができる。IT

（Information Transformation）化とグローバル化のなかで、だれでもどこでも起業でき

るという技術的ブレークスルーや国際的な流行の中で、新興アジアのそれぞれの地域で

スタートアップスがブームになり、またイノベーションが駆動する経済発展に向け、各国、

そして各地域が競争を進めている。国民国家・経済という一国単位の競争という以上に、

各都市、地域間の競争であるといえるだろう。敷衍すれば、「グローバル・シティ」173間

の競争や競合だけではなく、協力・共創関係によってクラスターリンケージを目指すとい

                                                        
172 著者は 2018 年 10 月にインド工科大学（IIT）ハイデラバード校を訪問したが、その
際も多くの学生がスタートアップス・起業に高い関心を示した。 
173 サッセン(2018), p.65-68 
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う方法も展望される。 

表 4-10 新興アジアのイノベーションの地域別特徴 

出典：著者作成 

 

（５）日本と新興アジアとのイノベーション生成契機の比較 

新興アジアの上述の現状と比較すれば、「イノベーション後進国」としての日本の国際

的な地位が一層明確になる。ポーター，竹内（2000）が指摘しているとおり、国の競争力

は結局、その国の生産性に由来するとすれば、残念ながら、グローバル市場において日本

が国際競争力を持つ産業は比較的少数となる174。 

「一般に日本型政府モデルと考えられているような施策が全く適用されなかった

産業こそが、実際には国際競争力を持つに至っている」175 

 

日本の場合、イノベーションではなく、同一もしくは類似の活動を競合相手より効率的

に行うというオペレーション効率を重視しており176、「持続的イノベーション」に固執する。

このことが、「破壊的イノベーション」生成の契機を提供する取り組みを遅らせているとい

わざるを得ない。 

以上、日本がいかに「（破壊的）イノベーション後進国」であるか、そして、新興アジア

と呼ばれる地域がいかに「（破壊的）イノベーション先進国」となっているか、について確

                                                        
174 ポーター＆竹内(2000), p.8  
175 ポーター＆竹内(2000), p.35  
176 ポーター＆竹内(2000), p.138。尚この点については、Christensen（1997）の「破壊的
イノベーション」との対置において、「持続的イノベーション」を語る際に、整理してい
く。即ち、ここでいう「オペレーション効率」とは「持続的イノベーション」と近似の概
念として理解することができる。 
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認した。イノベーション主導経済への展開を掲げる日本の官民にあって177、このような日

本の置かれた現状は深刻である。そして、日本の政府が提供する政策、民間企業の実施す

る各種の持続的イノベーションに向けた取り組みを進めていけば進めていくほど、逆説的

に日本の「後進性」が強化され、後退するように考えられる。このようなジレンマこそが、

クリステンセン（1997）が強調する「イノベーターのジレンマ」であり、その究極的な打

開策として新興アジアへの海外展開を構想する。ここで俯瞰したような新興アジアの現状

と日本の現実を前提として、次節では日本と新興アジアの将来展望を俯瞰する。 

 

4.3. 日系企業の新興アジアへの海外展開の変容 

本節では、新興アジアの新たな展望、特にこの地域が世界のイノベーション・ハブへと

変貌を遂げている状況を踏まえて、日系中小企業がどのように新たな展開を進めていく可

能性があるのだろか。クラスター化、そのなかで登場した新興アジア各地のイノベーショ

ン・ハブ、新興アジア全体の秩序を形容する「新しい中世」による「オープンイノベーシ

ョン 2.0」化について確認する。 

4.3.1 これまでの日系企業アジア展開【系列型下請関係を前提とした展開】 

（１）系列型下請関係による海外展開の経緯と本質 

日系企業の間では、従来型の海外展開から、新しい海外展開が興り始めている。先ずは

日系企業のアジアへの海外展開の歴史を概括する。日系企業は 1985 年のプラザ合意以降

の急激な円高により新興アジアへの海外展開を進めてきた（図 4-11 参照）178。その後、

図 4-9(「近年の暦年ごとの日本の海外直接投資の推移」)をみると明らかなとおり、2011

年を前後してこの新興アジアへの新たな展開を進めてきた。 

                                                        
177 日本政府の成長戦略である『日本再興計画』においても、イノベーションを目指すこ
とは冒頭に掲げられている（内閣官房(2013), p.2） 
178 例えば平(2005), pp.7-10 
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図 4-11 新興アジアへの日本の海外直接投資の推移179 

出典：著者作成 

 実際、タイ側は日系海外直接投資（FDI：Foreign Direct Investment）の誘致に期待して

きた。実際、これまでは日系企業と新興アジア各国政府は、互いに共犯関係になった海外

直接投資（FDI）主導型成長戦略であった。この点、新興アジアにおける日系企業による

生産ネットワークの構築について、Dunning（2008）の議論は示唆的である。Narula & 

Dunning (2000)によれば、各国のバーゲニングパワーによる FDI 誘致が盛んであるとし、

その高付加価値型への転換が指摘されている。また、Dunning（2008）の Bargaining Model

では一層明確に、この点について言及している。多国籍企業と受け入れ国との関係におい

て、FDI は自らが「賭金」となるのである。 

“… the MNE is in a strong position where its opportunity cost is low and when the 

government of the host country puts a hith value on the MNE’s contribution to its 

economic and social goals180” 

  「多国籍企業は機会費用が低くなるときに強い立ち位置になる。そしてホスト国政府

が、当該国の経済的、社会的目標に向けた多国籍企業の貢献に高い価値を置くことに

                                                        
179 財務省「対外及び対内直接投資状況」、財務総合政策研究所「財政金融統計月報」及
び日本銀行「外国為替相場」よりジェトロが作成した統計から該当国・地域を抽出した。 
https://www.jetro.go.jp/world/japan/stats/fdi.html 
日本の直接投資（報告・届出ベース）については 2004 年度が更新終了。 
1995 年度以降は、円建てで公表された数値を日銀インターバンク・期中平均レートを用
いてドル換算。 
180 Dunning & Lundan(2008), pp.670-671 

https://www.jetro.go.jp/world/japan/stats/fdi.html
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なる。」 

 

つまり、タイ政府など新興アジア各国政府は、自国に海外直接投資を招き入れるために、

トランザクション解消を目指して政策形成を進める。これは連結性・リンケージとして整

理することができるだろう。つまり、どの国に進出した方が自国及び当該進出国さらには

第三国との間で連結性を一層享受できるかということである。その意味で、一方で、「物理

的な連結性」を保証する物流インフラを整備していく。他方で、ハード面だけでなく「ソ

フトな連結性」を強化していく。すなわち、関税の譲許を通じた通商政策上の自由貿易化

と非関税障壁としての各種規制緩和、投資環境の整備を進めてきた。この文脈で 2001 年

以降の FTA や EPA ネットワーク形成の促進に向けた新興アジア各国政府の思惑を理解す

ることができるだろう。法定最低賃金の低位据え置きというのは、本来であればこうした

「投資環境」の一環として、海外直接投資を検討する企業側からみれば、大きな魅力にな

るはずである。その意味で、日系企業を中心とした海外直接投資の受入れ競争を実施して

きた新興アジア各国政府にあって、タイ政府の 2012 年法定最低賃金の引き揚げは大きな

パラダイムシフトといっても過言ではない。 

歴史的な経緯として、日系企業の海外展開、特に新興アジアへの FDI は、第一段階とし

て 1985 年のプラザ合意による円高ドル安への急激な変化によって牽引された。 

   「日本企業の海外進出が本格的に急速度で進み出したのもはやり八〇年代、とくに

八五年九月の G5（プラザ合意）による円高ドル安誘導以降のことであった。」181 

この第一次の大ブームとしての日系企業の海外展開は、その後の日系企業の新興アジア

進出形態を規定する。それは、「系列型下請関係」とでも形容すべき海外進出形態であった。

この系列とは産業における生産分業構造である。吉田（1996）によれば、表 4-11 で見る

ように、それぞれ概ね３つの層から構成されるピラミッド型構造で述べることができる182。 

                                                        
181 下谷(1993), p.14 
182 吉田(1996), p.18 
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表 4-11 日本の従来型系列下請構造 

 

出典：吉田（1996），p.16 より著者作成 

「系列型下請関係」183とは、「長期的継続的な取引をめぐって生起する非対称な企業間の

関係、またはその固定的な経路そのもの」184であり、「ある特定の大企業を頂点として形成

された企業間の固定的な関係、または「密接な連繋」」185とされる。1990 年に出された日

米構造協議でも、”Keiretsu Relationship”として取り上げられ、反競争的な取引慣行として

非難されている186。また今井他（1982）では、この系列関係を「中間組織論」187のなかで

提起され、市場と大企業組織の間の関係性が系列関係を生み出すことを示している。そし

てこの中間組織は、企業と市場の長所が発揮される必要を説いている。 

   「「成長」と「微調整的対応」という二つの前提に支えられたものであり、またそれ

ゆえに一方では危険をはらんでいる」188 

 

ここでは中間組織の危機について「予言」している。すなわち、高度経済成長による経

済的パイの拡大が不可欠であり、また、中間組織でイノベーションを期待することはでき

ないとされる。 

「その成長の内容が、多様に分化する需要を前提として企業がそれに微調整的に適

応していくパターンをとる・・・先見性のある戦略にもとづいて行動するというよ

                                                        
183 下谷（1993）によれば、「系列」という概念には、グループ子会社と下請会社が含ま
れているとしており（下谷(1993), pp.228-232）、ここでは、下請会社を中心とした取引
関係に限定しておく。 
184 下谷(1993), p.221 
185 下谷(1993), p.219  
186 通商産業調査会編(1990), p.104  
187 今井他(1982), p.126-130 
188 今井他(1982), p.159 
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うなイノベーションは大きくは期待しがたい」189 

 

つまり、再びクリステンセンのいう「持続的イノベーション」には適合できるかもしれ

ないが、「破壊的イノベーション」には不向きというわけである。この今井他（1982）の

1982 年時点の「予言」（分析）に従えば、経済成長が鈍化し、イノベーション競争が激し

さを増す現下のグローバル競争にあっては、「系列型下請関係」のような中間組織の存続は

難しいということになる。実際、清家（1995）では、次のように述べている。 

「企業グループへの要求は、1980 年代以降「効率」から、産業を変化させるような

「イノベーション」へと変わった。効率につながる“改善”ではなく、従来の技術と

まったく異なる画期的なイノベーションを行う機能が、企業グループに期待された

のである」190 

 

清家（1995）は、トヨタ自動車の事例を取り上げ、従来の研究で強調された「リーン生

産方式（トヨタ生産方式）」が「アッセンブラーであるトヨタ自動車とサプライヤーの部品

素材企業間の組織間分業の構図であった」が、「ボディーローテーション」による開発部門

の組織間分業と組織間競争は、R&D などの分業と競争によってダイナミックな生産活動

を実現していると指摘している191。つまり系列型下請関係取引は、下請としての機能に甘

んじるだけではなく、「中間組織」のなかでの「疑似市場」を通じて競争することによって

継続することとなる。伊丹他（1988）のいう「見える手による競争」によって、ダイナミ

ズムを維持し、系列関係が延命されてきた。 

現実には、既に横の系列（財閥関係）については、その系列関係は解体しつつあるとさ

れ192、1990 年以降、日本の「失われた 20 年」のなかで脱系列が進んでいるといえる。海

上（2014）は、新興アジアにおけるこうした脱日系の動きを指摘している。 

   「コスト低減という命題が脱日系という方向性に転換され、それまでの現地進出日

系サプライヤーとの取引という形式的な「現地化」ではなく、実際に非日系ローカ

                                                        
189 今井他(1982), p.159  
190 清家(1995), p.17 
191 清家(1995), p.180  
192 Lincoln & Gerlach(2004), pp.101-103 
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ルサプライヤーからの調達量を拡大する動きへと軸足を移しつつある」193 

 

このように日系企業のメーカーにとって、調達先は、新興アジアの現地企業（非日系ロ

ーカル企業）に軸足が移りつつある。またネットワーク理論の立場から、若林（2002）も

系列構造に関し同様の総括を行っている。 

「日本の系列の構造疲労にしてもこれは過剰な埋め込みという構造問題である。つ

まり強い紐帯からのみ閉鎖的に構成されたネットワークであるために、同質情報の

循環に陥り革新に対して有効性が低くなっている。」194 

 

このように日本の系列の課題について、ネットワーク理論に基づく過剰な強い紐帯の問

題であると言える195。つまり、新たなイノベーションを阻害するという意味で、従来型の

系列型下請関係は「破壊的イノベーション」生成の桎梏となっており、イノベーションの

ための新たなフレームワークが不可欠となってきたのではないか。その意味で、オープン

イノベーションにも親和性が高い。越境型イノベーションによる、過剰な強い紐帯の事実

上の解体は、「破壊的イノベーション」生成の契機を見つける方法として有効になる可能性

がある。 

 

（２）経済立地論（経済地理学）の基礎付けをもつ国際分業生産ネットワーク 

これまでの日系企業のアジアへの系列型海外展開の理論的な背景については、産業立地論

（経済地理学）の立場から主張されている。これまで経済地理学、特に重力モデル（Gravity 

Model）によって、「分散化（fragmentation）と「集積化（agglomeration）」が共存する状

況が指摘されてきた196。Deardorff(1998)によれば、重力方程式は以下の通り表すことがで

きる197。 

Tij=A
𝑌𝑖𝑌𝑗

𝐷𝑖𝑗
 

                                                        
193 海上(2014), pp.10-11 
194 若林(2002), p.11 
195 「強い紐帯」については第５章第６節で詳述する。 
196 Kimura & Ando(2005), pp.4-10 
197 Deardorff(1998), p.9 
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ここで Tij は i 国と j 国の間の貿易量、𝑌𝑖と𝑌𝑗はそれぞれ i 国と j 国の GDP、𝐷𝑖𝑗は i 国と

j 国の距離を表す。したがって、貿易量は当該貿易相手国同士の GDP に比例し、当該貿易

相手国同士の距離に反比例することが分かる。これが重力モデルのエッセンスである。こ

の産業立地論の文脈で新興アジア一円に広がる国際分業ネットワークについて補完的に論

じる。現在、「日本の工場」を成立させる国際分業のあり方が、大きく変わろうとしている。

そしてむしろこれまでの「日本化」から、「脱日本化」現象への産業構造転換について説明

し、その背景について確認する。 

これまでの東アジアにおける工程間分業については、1990 年代初頭以降、欧州に比べて

垂直的な産業内貿易と工程間分業が進められてきたとされる198。これは「サービスリンク

コスト」と呼ばれる物流などに係るコストや市場へのアクセスに依存して工場や生産関係

の設備の立地が進むことによって、国際間分業体制が形成されることで説明される。特に、

先進国の最終財においては垂直的な関係が形成されるのに対し、途上国の中間財では水平

的な結びつきが形成される199。 

先ずクラスターリンケージの背景を明らかにしておく必要がある。従来の「日本の工場」

として日系企業の生産ネットワーク、アジア一円の国際分業体制の構築にかわり、新しい

現象として「脱日本化」という現象が招来しつつある。従来は、「系列」関係を前提とした、

垂直的分業体制、下請体制がこの地域を形づくってきた。島田（1993）は系列関係の海外

展開を以下のように述べる。 

   「日本企業による現地生産の急速な拡大は、日本の生産システム、とりわけ生産系

列の海外への拡張という側面を強くもっていることを見逃せない。すなわちそれは、

企業の生産の一部が海外に移されて、本社との間に分業関係と同時に上下関係をも

つようになること、および国内で系列や外注の関係をもつ相手が並行的に海外に進

出することによってさらに複雑な系列の展開が生じる」200 

 

さらに、バーノンは、寡占企業の海外展開が、しばしば企業群での海外展開を惹起する

点に注目する。この説を援用すれば、系列型下請関係による海外展開を支持することがで

                                                        
198 Kimura (2006), pp.327-328 
199 Kimura(2007), p.17 
200 島田(1993), p.222 
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きる。 

   「中間産業資材をこれまで供給してきた米国のメーカーで、顧客から海外に供給拠

点を設けるように誘われた場合、この誘いを断ると〔取引停止などの〕どんな危う

いことになるかを承知している」201 

  

 このバーノンの主張は極めて示唆的である。原料や部品などの中間財を提供する各下請

企業が直面する最大の課題は、顧客獲得であることを物語っている。その意味で現実に海

外展開においてどのように顧客創造できるかが、系列型下請関係の軛から逃れるという意

味でも重要である。 

 

（３）日系中小企業の新興アジアへの新たな海外展開 

これまでの中小企業のアジア展開の実情と理論的な背景をまとめると、以下の通りとな

る。1985 年プラザ合意以降、大企業のアジア展開を通じて、系列型下請関係を前提とした

海外展開が要請され、新興アジアに国際分業ネットワークが形成されてきた。これらが「分

散化（fragmentation）」によって工程間分業が促されるとともに、「集積化（agglomeration）」

によってそれぞれの地域で集積が進んだ。これによってそれぞれの地域での産業集積の特

徴が出てきたところ（クラスター化）で、新しいクラスターリンケージが進むとともに、

世界のイノベーション・ハブとして新興アジアが新たな役割を提供するようになってきた。

この流れの中で、一方で、依然として系列型下請関係を前提とした日系中小企業の新興ア

ジア進出が続くが、他方で、新しい動きとしてイノベーション駆動型の海外展開、本研究

の主題となる「越境型イノベーション」が台頭しつつある、というのが現在の新興アジア

を取り巻く状況である。 

そして時を同じくして、日本企業における系列型下請関係を前提とした生産システムに

対しても大きな挑戦がもたらされてきた。一言で言えば、イノベーション駆動型経済に向

けて、日本で完成された中間組織としての系列型下請システムは適合的ではない。その意

味で、国内でも海外でも日本型系列下請生産システムが限界を迎えている。これが「脱日

本化」の本質である。こうした新興アジアにおける産業構造転換の全貌を俯瞰し、新たな

                                                        
201 バーノン(1978), p.83 
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クラスター間連携が進む展望については、図 4-12 のようなイメージとなる。 

 

図 4-12 新たなクラスター間連携 

出典：著者作成 

実際に足下、日本の中小企業はタイへの進出を拡大させている。例えば、表 4-12 にみ

るとおり、1995 年から 1999 年までの日本の中小企業のタイ進出は、大企業の半分程度で

あったが、2017 年の進出企業数では、大企業を凌駕する水準に達した。 

表 4-12 日本側株主の規模別企業数とその割合202 

 2014 年 2017 年 

大企業 1,884 社（50.5％） 2,288 社（49.1％） 

中小企業 1,427 社（38.2％） 1,859 社（39.9％） 

個人事業主 420 社（11.3％） 513 社（11％） 

出典：日本貿易振興機構（ジェトロ）バンコク事務所（2017）より著者作成 

次に、この構造転換のトリガーとなった 2 つの自然災害をめぐる影響を確認する。 

 

4.3.2 「脱日本化」のトリガー自然災害【東日本大震災とタイ大洪水】 

（１）トリガーとしての 2 つの自然大災害 

2011 年に同時に発生した二つの大きな自然災害が、この「脱日本化」のトリガーとなっ

た可能性がある。2011 年 3 月 11 日の東日本大震災と、タイで発生した大洪水である。こ

                                                        
202 日本貿易振興機構（ジェトロ）バンコク事務所(2017), p.12，図表２-３と２-４より作
成（日本側株主が分かった企業のみ）。 
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の 2 つの結果、事業継続計画（Business Continuity Plan: BCP）に向けた体制整備が進み、

系列型下請関係の見直しが進んだ。指定工場の選定見直しや供給リスクへの対応など、こ

れまでの日系製造業の生産システムが大きく変貌を遂げていくこととなった。大企業の側

では、当時デュアルシステム（dual system）という形でバックアップ生産体制を主唱する

向きもあったが、実際にはコスト負担が大きく、実際に同一の生産体制を複数構築すると

いう体制は難しい。いわんや中小企業ではこれまでの受注条件である指定工場取得に際し

て、BCP や緊急時の代替生産を要求する向きもあったが、現実的には難しい対応であろう。

そこでむしろ現地企業の活用が目立つようになってきた。大企業の側で従来の下請型生産

を前提とする垂直分業体制を維持することが、困難になりつつあることを示唆している。 

例えば、2012 年 4 月には、トヨタ自動車のサプライヤー互助会である「協豊会」に韓国

の製鉄メーカー・ポスコ（POSCO）が参加を認められ、今後のサプライヤーの連携地図が

大きく変わろうとしている。また典型的な系列関係とされるトヨタ自動車とデンソーの関

係も、ガソリン車から電気自動車へと舵取りを切る中で大きく変わろうとしている203。 

 

（２）構造変化の検証 

この構造変化について、系列型下請関係を前提としてタイに進出する自動車関連産業

（統計上は「輸送機械企業」に分類される）の、収益パフォーマンスの変化を確認する。 

 2011 年という大震災・大洪水の年を境にして、タイに進出する日本企業の「稼ぐ力」に

どの程度変化が見られるだろか。2018 年に発表された『海外事業活動基本調査』によれば、

タイ進出日系自動車関連企業の売上高経常利益率は、図 4-13 で示す通り、2010 年以降、

経年で趨勢的に凋落傾向にあると言える。タイに進出した日系輸送機械（自動車関連）企

業の 2016 年の売上高経常利益率 6.1％204は、在タイ日系自動車関連企業の 2010 年の売上

高経常利益率である 8.5％から比べ、趨勢的に凋落傾向にある。 

                                                        
203『選択』 2018 年 9 月号: https://www.sentaku.co.jp/articles/view/18211 
（2019 年 5 月 1 日現在） 
204 実際、日本で操業する企業の「稼ぐ力」は、製造業では過去最高の 3.92％であり、
2017 年度の日本国内の全産業平均の売上高経常利益率は 2.88％であった（帝国データバ
ンク(2019), p.2） 

https://www.sentaku.co.jp/articles/view/18211
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図 4-13 在タイ自動車関連産業の収益パフォーマンスの推移205 

出典：経済産業省（2018）より著者作成 

さらに同じタイ進出日系企業の産業種別での「稼ぐ力」の変化として比べてみる。タイ

に進出する日系企業のそれぞれの業種の 2 時点間の稼ぐ力の変化を、2010 年比で 2016 年

はどの程度売上高経常利益率が改善されたか分析を行った。この結果、表 4-13 でみると

おり、売上高経常利益率が最も改善されたのは「生産用機械」であった。表 4-13 最右列

は、2010 年を基準年としたときの 2016 年における各産業種のベンチマークである「生産

用機械」との比較である。 

表 4-13 各産業種の 2011 年前後の比較 

 

出典：著者作成 

                                                        
205 経済産業省（2018）海外事業活動基本調査（2018 年～12 年）から在タイ日系輸送機
械企業の売上高経常利益率を抽出 
経済産業省ホームぺージ：https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kaigaizi/index.html
（2019 年 5 月 1 日現在） 
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したがって次に「生産用機械」をベンチマークにして「１」として、各産業種の改善度

合いを比較することとし、結果を図 4-14 で確認することができる。 

 

図 4-14 2010 年を基準とした 2016 年の売上高経常利益率の改善度合い 

出典：著者作成 

ここでは、タイ進出日系自動車関連企業（輸送機械）の 2010 年から 2016 年の売上高経

常利益率の改善効率性についてみると、輸送機械は、下から 4 番目という低い改善水準で

あり、他の産業に比べても「稼ぐ力」が落ちていることが懸念される。特に本研究で仮説

としておいている 2011 年の東日本大震災とタイの大洪水を境にした産業構造転換という

立場に立てによれば、この 2011 年を挟んで「稼ぐ力」が落ちている可能性がある。同じ系

列型下請進出の代名詞であった「電気機械」については、図 4-14 で明かなとおり、今回

の比較調査対象でも第３位の改善度合いとなっている。これは「電気機械」分野では、電

気機械分野では大きな構造転換が興っており、例えば一般的なアプライアンスなどの電気

機械分野のみならず、自動車分野における車載電装部品への供給などへと向かうケースが

進んでおり、稼ぐ力が相対的に維持されている可能性がある206。 

                                                        
206 例えば、パナソニックの車載用部品・設備の会社であるパナソニックオートモーティ
ブ＆インダストリアルシステムズは、2016 年 2 月よりタイのアユタヤで車載部品用の耐
熱フェノール樹脂成形材料生産を開始しており、同社はタイにおける車載分野進出拡大に
ついてインタビューで回答している。 

「パナソニックオートモーティブ＆インダストリアルシステムズによれば、車載部品
メーカーや成形部品メーカーが東南アジア周辺で生産を拡大するなか、それら企業が
タイに主要拠点を設けるケースが増加しているといい、今回の決定はこうした傾向に
足並みをそろえた形だ」   
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また、本研究の分析で最も効率的だった「生産用機械」についても、「タイランド 4.0」

の政策の支援もあり、工場におけるロボテックの導入が進められた結果、「生産用機械」の

分野で「稼ぐ力」を向上させてきた可能性が高い。2017 年 7 月には、富山県の産業ロボッ

トメーカーである不二越が、同社のタイ法人ナチテクノロジータイランド(NTTC)のもと

に、タイ・バンコクに「ロボットテクニカルセンター」を開設した207。このように、産業

用機械が「稼ぐ力」において全産業種のなかで最善となっているのは、タイ産業の高度化

に貢献しその需要を満たすことに成功したこと、さらに「タイランド 4.0」でイノベーショ

ン駆動型の経済発展を目指すタイに対して産業基盤を提供したという側面が強い。 

 

（３）マルムクィスト指数（MI）による日系自動車産業の稼ぐ力変化の分析 

 さらに 2011 年のタイ大洪水を挟んで、輸送機械（自動車関連産業）分野の日系企業の

経年変化がどうなったのかについて、マルムクィスト指数（以下「MI」。）を用いて、タイ

に進出する日系企業の各産業種における効率性の推移を確認する。なお MI の分析手法は

補章２で詳述する。 

 MI を活用したイノベーション分析については、いくつか先行研究が存在する。羽田

（2010）では、イノベーションの時系列的な変化について、MI を活用して分析した208。

イノベーションの経年変化を生産性の向上をもって測定しようという研究である。羽田

（2010）では、マクロ生産関数（＝「平均的な」生産技術、と DEA 評価（現状で実現し

うる最も効率的な技術の測定）、の違いについて、生産フロンティアの上昇は、１）生産全

体の技術進歩の影響、２）当該主体の非効率性の改善した影響209とみることにしている。

また効率性改善の解釈について210は、効率性フロンティアを分析対象全体からなるとし、

産業全体で実現しうる最大の生産性（生産技術）をあらわすと解釈し、そのシフトは当該

産業の生産技術の変化と見る。またこの生産性の上昇は、二時点間のＤＥＡ効率値の変化

（生産性の上昇）＋効率フロンティアのシフト（産業全体のイノベーション）であると措

                                                        

先のホンダのタイ・プラチンブリ工場における電装部品集積などと相俟って、電気機
械分野では大きな構造転換の可能性を指摘することができる。 
207 これに先立つ 2016 年 2 月にはアチャカ工業大臣が富山で不二越本社を訪問し、同社
より、タイでのタイランド 4.0 に向けたロボテック導入について約束している。 
208 その他個別分野では、電気機械産業分野で生産効率性の経年変化について、
Malmquist 指数を用いている、谷澤・渡辺（2005）や、羽田・橋本（2005）がある。 
209 羽田(2010), P.24 
210 羽田(2010), P.36 
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定している。 

また Haneda, et.al. (2009)211では、茨城県の市町村合併前後の行政サービスの生産性の

変化について、MI を用いて時系列的な検証を行っている。 

 これら先行研究を参考に、本研究では、2011 年前後のタイ進出日系企業の産業種別の売

上高経常利益率の効率性（「稼ぐ力」）の経年変化について、MI を用いて分析を行う。デー

タについては、経済産業省が毎年発表している『海外事業活動基本調査』の直近までのタ

イ進出日系企業の時系列データを活用する212。入力には、「現地法人企業数」と「現地法人

設備投資額」を置き、出力には「現地法人経常利益」をおいてその効率性、「現地法人経常

利益効率性」を、入力指向の CCR モデルを用いて分析した213。ここで対象業種を意思決

定ユニット（DMU）とし、23 産業種のデータを基に分析した214。マルムクィスト指数で

は、「１」を越えると効率的とされる。 

ここで注目するのは、「輸送機械」である。「輸送機械」とは自動車関連産業を表す。既

に述べたとおり、自動車関連産業は、系列型下請関係を前提にしたアジアへの海外展開の

典型的な産業である。実際にタイに進出する自動車関連産業（系列型進出）が、2011 年の

東日本大震災とタイ大洪水を境に、利益率効率性が変化したかを分析する。 

その結果、図 4-15 でこの全体を考察する。まず全業種のなかで、「2008 年度から 2011

年度」までの業績について、利益効率（＞１）が確保されている産業種に着目する。その

なかでさらに「2011 年度から 2014 年度」までの業績が利益不効率（＜１）となり後退し

ている産業を抽出する215。 

自動車関連産業を示す輸送機械の「2008 年度から 2011 年度」までの業績は、利益効率

                                                        
211 Haneda, et. al. (2009), pp.268-260 
212 経済産業省（2018）『第 47 回海外事業活動基本調査 調査結果（2016 年度実績）
（2018 年 5 月 8 日）』、「４．現地法人の時系列データ」。データは、以下のＨＰより入手
した： 
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00550120&kikan=00550&tstat=000001011
012&cycle=7&tclass1=000001023635&tclass2=000001113714&result_page=1&second2=
1 
213 羽田(2010), p.35 では CCR モデルの活用を推奨している。 
214 23 業種とは以下の通りである：食料品、繊維、化学、石油・石炭、窯業・土石、鉄
鋼、非鉄金属、金属製品、はん用機械、生産用機械、業務用機械、電気機械、情報通信機
械、輸送機械、その他の製造業、鉱業、建設業、情報通信業、運輸業、卸売業、小売業、
サービス業、その他の非製造業。 
215 輸送機械（自動車関連産業）以外では、「繊維」、「化学」、「卸売業」が該当する。 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00550120&kikan=00550&tstat=000001011012&cycle=7&tclass1=000001023635&tclass2=000001113714&result_page=1&second2=1
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00550120&kikan=00550&tstat=000001011012&cycle=7&tclass1=000001023635&tclass2=000001113714&result_page=1&second2=1
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00550120&kikan=00550&tstat=000001011012&cycle=7&tclass1=000001023635&tclass2=000001113714&result_page=1&second2=1
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00550120&kikan=00550&tstat=000001011012&cycle=7&tclass1=000001023635&tclass2=000001113714&result_page=1&second2=1
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性（＞１）が確保される。他方、「2011 年度から 2014 年度」までの業績効率性に関する利

益効率性は悪化（＜１）したことが分かる。すなわち、系列型下請関係を前提とする自動

車関連産業は、2011 年を境に、「稼ぐ力」の低下が明らかになった。 

 

図 4-15 在タイ日系企業の業績変化に関する MI 分析結果216 

 出典：DEA-Solver-PRO(Version13.0)を活用して解析したものを著者修正  

さらに図 4-16 でみるとおり、2011 年のタイ大洪水のエポックを前後した二つの期間、

2008 年～2011 年と、2011 年～2014 年についてタイに進出する日系の輸送機械（自動車

関連）企業の利益率効率性について分析した。この利益率効率性は、2008 年から 2011 年

は MI が 1 以上で進化しているのに対し、2011 年から 2014 年には退化となった。その間、

フロンティアシフトも退化しており、趨勢的には低下傾向が窺われる。 

 

図 4-16 輸送機械と食品のマルムクィスト指数の分析結果217 

出典：DEA-Solver-PRO(Version13.0)を活用して解析したものを著者修正 

                                                        
216 マルムクィスト指数では、「１」を越えると効率的とされる。 
217 MI の計算については、DEA-Solver-PRO(Version13.0)を活用した。 
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この分析では、自動車関連産業の動向と比較するため、食品加工産業の動向を取り上げ

る。食品加工産業は、比較的独立独歩型の進出形態をとっており、系列型下請関係の影響

が弱いと考えられる。したがって、食品加工産業と比較することによって、自動車関連産

業の利益効率性の低下を明らかにできると考える。結果、食品加工産業では、MI の退化は

見られなかったことから、日系自動車関連企業の利益率効率性は、2011 年を境に進化から

退化に転じていることが予想され、「稼ぐ力」が他の産業種に比べて相対的に低下している

ことが推察される。 

 なお「2008 年度から 2011 年度」に利益効率性が「１」を超えたにもかかわらず、

「2011 年度から 2014 年度」に利益効率性が「１」を下回る産業種について、「輸送機械

＝自動車関連産業」以外についても参考までに考察する。「繊維」と「化学」について

は、タイを拠点とした日系企業の生産拠点として、日本のグローバルサプライチェーンに

取り込まれており、2011 年の 2 度の大規模自然災害の影響を受けた可能性がある。また

「卸売業」については、自然災害によるサプライチェーンの大きな変化を境に、直接被害

を受け、利益効率性が低下した可能性がある。 

 

（４）産業構造転換の可能性  

 以上の新興アジアの産業構造転換をまとめる。 

１）系列型下請関係による海外進出の終焉と中小企業の「二重の自由化」 

2011 年後半のタイ大洪水を境にした産業構造が変化し、これまでの系列型海外展開が限

界に向かう可能性が示唆される。サプライチェーンが寸断され、これまでのような系列型

海外展開を前提とした国際分業生産体制が維持できなくなった可能性がある。特に中堅・

中小企業では、自然災害に対して事業継続を行うことができるかどうかについては、さら

に難しい状況が予想される。先に言及したとおり、そもそも中堅・中小企業にとっては、

バックアップの生産システムをもつデュアルシステム（dual system）の構築というのは体

力的に難しい。またより本質的には、これまでの指定工場制度と裏腹の関係にある下請契

約について、自然災害によるサプライチェーンの寸断は、大企業との関係が希薄になるこ

とを意味しており、今後の取引関係の継続についても安定的ではなくなるだろう。 

この関係性は中小企業にとって「二重の意味での自由」を意味している。つまり、一方

で発注を通じた取引関係が希薄となるという意味で自由になる。すなわち「指定工場制度」
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や「納品義務」などの系列関係のなかでの極めて強い系列関係の軛からの自由を意味する。

その一方で「仕事がなくなる」という意味の自由を意味しており、ここでは新たなかたち

の顧客獲得が大きな問題となる。これが現在進行している日本国内の系列関係の解体であ

り、グローバルなサプライチェーン、国際的分業体制の文脈でこの状況が進行している。 

 

２）支援のジレンマ 

 「稼ぐ」力が悪化した理由として、過当競争が指摘され、その背後に「支援のジレンマ」

現象の可能性が示唆される。既に進出している日系企業と、これから進出する日系企業が、

下請の地位を争って価格競争を激化させてしまう現象である。この共食い（カニバリズム）

効果は、現在の旧支援を行えば行うほど、現地における競争が激化し、カニバリズムを生

み出す可能性がある。旧支援ではなく、「能動的支援」218が必要であることを示唆している。 

 

３）産業構造転換の実態 

さらにこの「脱日本化」現象は、自動車産業における技術的な構造転換をもたらす可能

性がある。電気自動車や自動運転分野が注目を集める次世代型自動車分野では、部品点数

も約 30,000 点から約 1,500 点へと激減し、もはや従来のような系列型下請関係により長

期的な取引関係を維持することは難しい。また、電気自動車は、「すり合わせ型」ものづく

りよりも、「モジュール型」ものづくりに親和性が強いことが予想され219、「脱日本化」が

一層加速する可能性がある。 

 

（５）新興アジアの変化に関する総括 

以上、従来の新興アジアにおける「日本化」現象と、2011 年を境とした「脱日本化」現

象については、表 4-14 及び図 4-17 でみる、これまでのメーカーに続いて下請である第一

下請け（Tier1）、第二下請け（Tier２）、第三下請け（Tier３）といった企業が一群をなし

て進出する垂直的な系列型下請進出と呼ばれる進出から、水平的ネットワークにより、ク

ラスター進出を目指すことが予感される。 

                                                        
218 第５章第６節で詳しく考察する。 
219 松島(2012), pp.86-89 
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表 4-14 タイの産業構造の変化 

 日本化 脱日本化 

特徴 垂直的系列型下請進出 水平的オープンイノベーション・クラスター進出 

産業構造 ピラミッド型 ネットワーク型 

時代 1985～2011 年 2011 年以降 

出典：著者作成 

図 4-17 は、この日本化と脱日本化を図で示したものである。 

 

図 4-17 日本化と脱日本化の進出形態のイメージ 

出典：著者作成 

 

4.3.3 これからの日系企業の新興アジア展開【オープンイノベーション】 

垂直的な取引関係（内部化）が終焉し、こうした水平的なネットワーク（外部化）へと

変化を遂げる。こうした変化する新興アジアの政治経済秩序はどのようなものなのだろう

か。新興アジアがこれから向かう総体としてのイメージを掴むための概念として「新しい

中世」というとらえ方について考察したい。今後、主権国家の秩序が溶解し、様々なプレ

イヤーが誕生しつつある状況で新たな連携の可能性が模索されることが予想され、政治経

済的な文脈における「新しい中世」というイメージが示唆的である。 

「主体の多様性、主体間の複雑性、そしてイデオロギー面でのおおまかな一致とい

う面で、二〇世紀末の世界は、かつての「中世」に似ているといってよいのではな

いか、というのが「新しい中世」という主張」220 

 

                                                        
220 田中(2000), p.26 
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田中（2000）は、第一圏域（「新しい中世」）、第二圏域（依然として近代的特徴を強く残

している部分）、第三圏域（根本的秩序が崩壊してしまった部分）と、世界を 3 つの圏域に

分類しており221、この考え方に従えば、「新興アジア」とは、この第二圏域に相当する部分

といえる。そして、田中の指摘から既に 20 年近く経っており、その主張について現状を踏

まえた分析が必要である。その際「新興アジア」とは、「近代国民国家」という「主体」が

力をもちながらも、新しいかたちの諸勢力が秩序に参画している立場といえる。中国の社

会資本主義や世界最大の民主主義国家を標榜するインドの参戦、ASEAN の経済共同体

（AEC）の発足はそうした事情を反映している222。 

この New Medievalism のコンセプトは、田中（2000）以外でも議論されている。

Friedrichs(2001)でも、「新中世主義」を以下のように定義している。 

“A system of overlapping authority and multiple loyalty, held together by a duality of 

competing universalistic claims223” 

「普遍性をめぐる要求を競う二つの仕組みによってひとまとまりとなった権力や

多元的な権威を包摂するシステム」224 

 

「新しい中世」では、権威の多元化や普遍性への挑戦が本旨であり、これまでの、主権

国家中心主義的なアプローチ、グローバリゼーションの位置づけ、分散化（fragmentation）

問題を扱う意味で重要である225。 

垂直型系列から水平型産業ネットワークへという転換だとして、どのような動きがすす

んでいくのだろうか。その条件として、科学技術的な前提として、IoT や AI の技術的なブ

レークスルーが到来し、ドイツなどではいち早く社会実装としての Industrie4.0 が掲げら

れた。こうした IT（Information Transformation）という情報技術による構造転換が前提

の一つである。また、政治的には AEC（ASEAN Economic Community）に代表される経

                                                        
221 田中(2000), p.27 
222 他方で、米国や欧州を中心とした新たな保護主義の台頭（米国のトランプ政権と英国
の EU 離脱問題（ブレグジッド））や、中国の「一帯一路」、米中貿易戦争などの昨今の現
状は、「第一圏域」の「第二圏域」化と、「第二圏域」の「第一圏域」化が進みつつあるこ
と、そのような主体間の関係の更なる複雑化、多層化が、「新しい中世」の深化に繋がっ
ている。 
223 Friedrichs(2001), p.482 
224 著者翻訳 
225 Friedrichs(2001), p.479 
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済統合や、経済連携の深化が加速しており、TPP（Trans Pacific Partnership）などの枠組

みが相次いで形成されつつある。最後に社会的文脈では、インターネットを通じたコミュ

ニティが形成され、新しい世論、国際世論が形成されつつある。 

こうした「新しい中世」の動きが、新たな規範の創出につながるとともに、新たなイノ

ベーション創出につながるのではないか。現実に、ASEAN プロセス（ASEAN＋１、ASEAN

＋３、EAS など）は提案合戦の様相を呈している。従って、一方で、各国・各地域のニー

ズや課題に自由にアクセスできるようになり、他方で、どのようにそのニーズを全うし課

題を解決できるかにかかっている。グローバルなオープンイノベーションの進展は、こう

した国家とは異なる新たな主体によるネットワーク形成であるといえる。国際的なバリュ

ーチェーン構築や、日本の分業ネットワーク形成と脱日本化も、この文脈で考えると新し

い秩序の生成を示している。 

そもそも新興アジアは、欧州統合（EU）と対比し、経済的な結びつきが先行し、企業間

のサプライチェーンネットワークが形成されてきた、「下からの」、事実上の（de-facto）統

合であった。従って、欧州統合のような、法定された政治的な枠組みを前提とした、「上か

らの」、法定された（de jure）統合とは統合の様態が異なっている226。こうした事実上の経

済統合の延長上に、「新しい中世」の秩序が展開されると考えられる。表 4-15 では、こう

した事実上の統合を、欧州統合と対比して説明する。 

表 4-15 事実上の統合と法定された統合の比較 

 

出典：著者作成 

NEDO（2016）が表 4-16 で示している通り、オープンイノベーション自体、従来のオ

ープンイノベーション 1.0 からオープンイノベーション 2.0 へと変遷を遂げてきていると

指摘している227。第５章第５節で詳細を確認する「国際的企業家精神」について、「破壊的

イノベーション」である越境型イノベーション生成の契機となる社会的共通課題の解決が

                                                        
226 松島(2012), p.74 
227 NEDO(2016), pp.10-15 
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存在し、企業だけの連携を越えて、ユーザーである消費者をも含めた社会全体で多極的な

参画の可能性に示唆を与える。これらを通じて、従来の「持続的イノベーション」に親和

性の強いオープンイノベーション 1.0 から、「破壊的イノベーション」の可能性を掴む「オ

ープンイノベーション 2.0」の時代が期待される。 

このような「オープンイノベーション 2.0」への質的変化を踏まえ、イノベーションに親

和性の強い新興アジアの現状と、新しい産業構造への転換の可能性を確認した。先に確認

したイノベーション後進国日本の現状、脱日本化を踏まえた新興アジアのイノベーション

を駆動力とする産業秩序への転換を総合すれば、日系企業は今後どのような展開をとげて

いくのだろうか。そしてどうすべきなのか。その具体的な戦略として、新興アジアへの進

出を通じたイノベーション生成、越境型イノベーション戦略である。 

表 4-16 オープンイノベーション 1.0 からオープンイノベーション 2.0 へ228 

 

出典：NEDO（2016）を基に著者作成 

以上、日本はもはや系列型下請関係に基づくアジアへの海外展開の時代ではない。新興

アジアは新たなイノベーションをもたらす地域へと変貌を遂げつつある。同時に、日本の

中小企業は大企業の下請から脱する（仕事を失う）ことで、新しい活路を新興アジアに求

めることとなった。これが RQ 及び SRQ が想定する新興アジアの実相である。  

もう一度第４章の内容を図 4-18 で示した流れを通じて振り返る。1985 年のプラザ合意

に始まる日本の系列型進出によって、タイを中心とする新興アジアはこれまで「日本の工

場」として発展してきた。しかし、2011 年以降、垂直型系列関係が解体し、代わって水平

的クラスター連携によるオープンイノベーションが主流になっていく。タイを中心とする

新興アジアでも新たな産業構造の地殻変動が起き、イノベーション主導経済が叫ばれるな

か、新興アジアは「イノベーション・ハブ」としての外貌を帯び始めている。 

                                                        
228 NEDO(2016), pp.10-15 を参考に作成。 
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図 4-18 日本企業の進出形態の変化と新興アジアの産業構造変化 

出典：著者作成 

 

以上を踏まえて、第４章では以下の論理的帰結をえた。 

論理的帰結４ 旧結合破棄の重要性 

従来の日系企業の系列型下請関係は「持続的イノベーション」に最適であり、

「破壊的イノベーション」に向け旧結合の解消を通じ国内を離れる必要がある 

（旧結合から新結合への移行には、新結合の追求以上に、旧結合の解消が重要） 

論理的帰結５ 新興アジアの構造転換 

2011 年前後から生産拠点から消費市場へと変貌した新興アジアへの日系企業

海外展開は、垂直的系列型からオープンイノベーションによる水平的連携型に

変貌しつつある  
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5. 越境型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件 

第５章は、第１章から第 4 章の前提を踏まえ、RQ に解答する。即ち、越境型イノベー

ション生成の契機に関する結合因果条件を段階的に抽出し、分析する。 

第１節では本研究における第５章全体の方法論的について述べる。 

第２節では仮説導出のため、電動自動車産業の現状を確認し、その電気自動車から登場

した FOMM の事例から、越境型イノベーション生成の契機をつかむ結合因果条件を仮説

として抽出する。第３節ではさらに仮説の強靭化を図るべく、Industria と紫紘の 2 つの事

例からこの条件を確認する。 

第２節と第３節で抽出した仮説について、RQ の解答となる第４節では「新天地効果」、

第５節では「国際的企業家精神」、第６節では「能動的支援」についてそれぞれ考察する。 

第 7 節で QCA を用いて、越境型イノベーション生成契機を掴む結合因果条件について、

50 の事例を用いて分析する。 

5.1. RQ をめぐる越境型イノベーションの解明の前提 

5.1.1 第 5 章全体の方法論的整理 

 第２章方法論で確認した通り、先ずは FOMM の事例における「一回限りの」契機を抽

出する。そのうえで、さらに Industria 社と紫紘社という 2 つの越境型イノベーションの

成功事例で結合因果条件を確認し、仮説の堅牢さ（ロバストネス）を確認する。 

この 3 つの事例を分析することによって仮説的に抽出された結合因果条件を、質的比較

分析法（QCA：qualitative comparative analysis）を用いて、50 事例において確認する（図 

5-1 参照）229。 

ここでは第３章方法論で述べたアブダクション（類推的推論）の手続きを踏むことによ

って、越境型イノベーション生成の契機に関する結合因果条件（RQ）を明らかにする。 

繰り返しになるが、FOMM、Industria、紫紘、の 3 つの事例を分析する目的は、それら

自身によって RQ の解明そのものを直接導くという「分厚い記述」230ではない。図 5-1 で

示したとおり、あくまで越境型イノベーションの生成契機を導く結合因果条件の仮説を抽

                                                        
229 なお QCA については、第 3 章第 2 節で詳述した。 
230 Geertz (1973), p.312 
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出するためのものであり、その抽出された仮説を検証し、理論構築していくプロセスが、

50 の越境型イノベーションの成功事例・失敗事例による、QCA 分析となる。 

Rihoux & Ragin (2008)では、因果条件の選択については、①変数は変動するものであり、

②条件の数は比較的少なめにする（事例数と条件数のバランス）、③明確な仮説を定式化す

る、としている231。従って、本研究では、先ずは 3 つの事例からこの因果条件の仮説を抽

出し、QCA を通じて結合因果条件を検証するというプロセスを採用する。 

 

図 5-1 第５章分析の流れ 

出典：著者作成 

 本研究が越境型イノベーションの原型として念頭においている BGC 論について、従来

の研究の限界として Zahra＆George（2012）が指摘しているのは以下の４つである。①い

くつかの理論の組み合わせからの説明であり統合した理論フレームワークが確立されてい

ない、②米国事例が多く、多国での観察は少ない、③事例数が少数に留まり、現象理解に

ついて少数の事例から明らかにすることが適切かどうか、④長期的な観察が行われていな

い、という指摘232がある。 

これらに対し本研究では、①越境型イノベーションの生成契機という点に着目した結合

                                                        
231 Rihoux & Ragin (2008), pp.25-28 
232 Zahra＆George(2012), pp.12-13 
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因果条件に関する包括的な説明を目指す、②BGC 研究において未だ珍しいとされる日系

企業の事例５０のケースで取り上げる、③「スモール n」と呼ばれるの少数の事例への対

応については、質的比較分析法（QCA）を活用し理論的な整合性を担保する、④FOMM の

事例にみるように 2014 年から 2019 年という比較的長期から観察を行う（表 5-1）。これ

によって、Zahra＆George（2012）が指摘した問題を克服することができると思われる。 

表 5-1 越境型イノベーション企業へのインタビューの日程一覧 

 FOMM 社 紫紘社 Industria 社 

第１回 2014 年 9 月 11 日 2015 年 9 月 17 日 2015 年 6 月 9 日 

第２回 2014 年 12 月 22 日 2015 年 12 月 15 日 2015 年 7 月 17 日 

第３回 2015 年 2 月 18 日 2016 年 11 月 2 日 2015 年 8 月 5 日 

第４回 2015 年 3 月 20 日 2017 年 5 月 29 日 2015 年 12 月 26 日 

第５回 2015 年 5 月 6 日 2018 年 2 月 2 日 2016 年 2 月 15 日 

第６回 2015 年 7 月 22 日 2018 年 7 月 31 日 2017 年 3 月 25 日 

第７回 2015 年 9 月 22 日 2018 年 9 月 9 日 2017 年 7 月 16 日 

第８回 2018 年 1 月 30 日 2019 年 2 月 1 日 2018 年 1 月 12 日 

第９回 2019 年 9 月 16 日 2019 年 7 月 7 日 2019 年 9 月 13 日 

出典：著者作成 

 

5.1.2 仮説抽出の 3 つの事例の選択とその理由 

（１）３つの事例選択の理由 

本研究では、3 つの事例を通じて、越境型イノベーション生成の契機となる結合因果条

件に関する仮説を抽出する。この 3 つの事例とは、①FOMM、②Industria、③紫紘、の３

つである。この 3 つの事例は、越境型イノベーションの成功事例として典型的であり、か

つ、３つそれぞれに、特徴的な出自をもっていることから、本研究の対象である RQ が追

求する、「イノベーション生成の契機を掴むために新興国市場（新興アジア）への海外展開

を行う」企業、越境型イノベーション企業である。 

具体的には、表 5-2 で示された 3 つの企業類型を念頭に置く。 
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①FOMM 

越境型イノベーションの代表事例である緊急時水上浮上型バッテリー式電気自動車

FOMM を分析することによって、越境型イノベーション生成の契機となる結合因果条件

に関する仮説を抽出する。FOMM は、ボーングローバル企業として、ゼロから事業を興す

起業そのものを、タイ進出を通じて実現したボーングローバル企業でもある。グローバル

スタートアップ企業として典型的な越境型イノベーションの事例である。 

また FOMM と国内自動車産業の電動化の課題を比較しながら越境型イノベーションを

説明すべく、国内型イノベーションがなぜ失敗するのか、越境型に対置させるかたちで、

同じ電気自動車産業の導入をめぐる国内状況と比較することができる。 

②Industria 

 Industria は、国内では系列型下請関係を前提としたビジネスを展開していたが、海外展

開を契機にメーカー化を志向した企業である。日本の大多数の中堅・中小企業が該当する

可能性がある。本研究のテーマである新興アジアにおいて「第二創業」を実現する。 

③紫紘 

 紫紘は、京都西陣の帯屋としての老舗企業である。このような伝統産業に属する企業が、

業態転換を通じて、越境型イノベーションを目指して新興アジアに海外展開した事例であ

る。創業数百年の老舗であっても、思いついたように、突然海外展開に舵取りを切った企

業であり、BGC 論でいう「ボーン・アゲイン・グローバル企業」である。 

 表 5-2 ３つの仮説検証ケースの事例選択理由 

 FOMM Industria 紫紘 

越境型イノベーション

企業の類型 

グローバル 

スタートアップ 

下請けからの 

メーカー化 

老舗企業からの業態

転換・産業化 

国内のイノベーション

との比較 

国内産業がイノベ

ーターのジレンマ

に陥るケース 

国内企業コンソー

シアム（オールジ

ャパン型）が失敗

するケース 

衰退する伝統産業 

本研究の該当箇所 第 5 章第２節 第５章第３節 第５章第３節 

出典：著者作成 

 以上、越境型イノベーションを興す企業の出自として想定される 3 つの類型を念頭おい
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て、仮説抽出を行う。 

 

（２）仮説抽出のためのインタビューの方法 

本研究では、越境型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件の仮設を抽出するに

あたっては、3 つの事例それぞれに対し、詳細なインタビューを行う。表 5-3 に示された

とおり、2014 年から 2018 年の間にわたって同一の人物に対し、8 回のインタビューを通

じて分析を行う。表 5-3 で示したように、実際インタビューは複数回にわたって行われた

ことから、同じ人物から複数回にわたって何度か同じ内容を問うことによって、真理に近

い回答を引き出すことができると考える。 

表 5-3 本研究の分析手法 

調査手法 本研究の分析手法 

調査対象 同一人物に何度も同じ質問 

さらに 2 つの事例で複数に確認し、最大公約数を仮説的抽出 

目的 

 

本事例における因果 

個別事例の結合的因果関係 

出典：著者作成 

その際、以下の 3 つの疑問について推論を展開することで、その固有の因果関係を明ら

かにする。その疑問とは以下の３つである。この 3 つの問いは、RQ 及び SRQ に答える形

で設定されている。また同時にこの３つの疑問は、McDougall & Shane & Oviatt (1994)が

BGC と相同の国際ニューベンチャー企業（INV）の解明にあたって、捉えた３つの問いを

連想させる。それは実践性を INV の分析同様に、今後の経営の実践において役立つ問いと

なる233。 

① なぜ FOMM は日本ではなく、海外に展開したのか（越境性） 

【RQ 及び SRQ の解明】 

② どのように FOMM の「破壊的イノベーション」を実現したのか（イノベーシ

ョン性） 

                                                        
233 McDougall & Shane & Oviatt(1994), pp.479-484, ここでいう 3 つの問いとは、Why 
Do These Entrepreneurs Choose to Compete Internationally Rather Than Just in Their 
Home Countries? / Who Are the Founders of INVs? / What Form Do Their International 
Business Activities Take?の３つである。 
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【RQ の解明】 

③ 何が越境型イノベーション生成の契機を掴む海外展開を成功させたか（実行：

新結合の遂行） 

【RQ の解明】 

 

5.1.3 50 事例の選択について 

本研究では、前節の FOMM、Industria 社、紫紘社の 3 社から抽出した越境型イノベー

ション生成の契機となる結合的因果条件を、タイを中心にした新興アジアにおける越境型

イノベーションを目指す日系企業 50 事例を通じて検証する。この 50 社の事例は、著者が

主に 2011 年から 2015 年にタイに駐在していた時代及び、2015 年以降にタイ工業省傘下

のタイ王国公益法人お互いフォーラムが把握した事例を中心に集めたものである。 

QCA では事例選択が重要な意味を持つ。今回の 50 事例は、RQ の検証を可能にするた

めの範囲を選択する234。本研究では、Rihoux & Ragin (2008)の提唱する QCA における事

例選択の条件に従い235、①背景的特徴の共通性、②結果(outcome)の明確化、③「ポジティ

ブ」な結果の事例と「ネガティブ」な結果の事例の両方を含める、とした。 

具体的に本研究では、事例の特徴については地域性、事業性、規模性について基準を設

定している。その詳細は以下の通りである。 

第１にタイを中心にした新興アジアの事例に限定した【地域性】。この地域は、これまで

日系中小企業が、大企業の下請けとなりグローバル・バリューチェーンの一環となった進

出が著しい地域である。他方、第４章第２節で確認したとおり、この日系企業の生産拠点

が、近年、産業構造が大きく変化しているという仮説を確認するうえで積極的に当該新興

アジア地域、特にタイは「日本の工場」として、1985 年のプラザ合意以降、日系系列型下

請企業の海外展開の歴史が古い地域であり、現在の変化をわかりやすく述べることができ

るため、新興アジアを中心に取り上げる236。 

第２に対象業種は、敢えて多様な業種、業態を選択した【事業性】。１つには、越境型イ

                                                        
234 田村(2015), pp.13-15 
235 Rihoux & Ragin (2008), pp. 20-25 
236 Matsushima (2017a), pp.1009-1010 
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ノベーションの特徴であり、また BGC 論でも先行して確認されている国内とは異なった

事業形成に着目している。こうした業態転換を通じたイノベーションこそ、越境型イノベ

ーションの一類型として仮定されるため、積極的な意味で、さまざまな業種を事例として

採用する237。 

特に越境型イノベーションは、製造業などの海外展開に複雑な手続を要する領域のみな

らず、サービス業のような比較的海外展開の準備が容易な業種においても、上述した結合

因果の条件が揃わなければ、イノベーション生成が成就しないと考える。従って、これら

業種、業態を問わず、この 50 事例を選択した。 

第 3 に対象企業者は、中堅企業、中小企業を選択した【規模性】。さらに急進的で断絶的

な海外展開を進める可能性を強調すべく、東京や大阪の企業だけではなく、地方の企業に

ついても事例の分析に積極的に加えることとした。この理由は、先に議論した BGC、ボー

ン・アゲイン・グローバル企業の動向を中心に分析していくこと、さらに、越境型イノベ

ーションの事例として、中堅・中小企業、ベンチャー企業、グローバル・スタートアップ

スを対象とする。 

以上を踏まえ、本研究で分析対象とする企業を、「新興アジアに進出して新規に事業を展

開する日系企業」としている。 

なお本研究では今後の企業動向に関する企業秘密や、成功と失敗という企業の機微情報

を扱うことから、結合因果条件の仮説を抽出するケースとして取り上げた、FOMM 社、

Industria 社、紫紘社の 3 社238以外は、匿名性を担保すべく、アルファベットで表現するこ

とにした、本研究で取り上げる 50 の事例は表 5-4 の通りである。 

 本研究では表 5-4 における、本研究の対象となる 50 事例を用いて、越境型イノベーシ

ョン生成の契機となる結合因果条件は何かについて、QCA を用いて分析する。先ずは仮説

構築のため、FOMM の事例、続いて、Industria と紫紘の事例について、分析を行う。 

 

 

 

 

                                                        
237 この論点は第６章第３節で詳述する。 
238 この３社についてはすでに許可を得た。 
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表 5-4 本研究の対象となる事例の概要 

 

出典：著者作成 
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5.2. 越境型イノベーションを興す破壊的イノベーターとしての FOMM 

5.2.1 グローバルな自動車電動化競争 

越境型イノベーションの代表として FOMM の事例を取り上げ検証するにあたり、先ず

はこの電気自動車（以下「EV」。）の産業動向について、イノベーションを巡る動きを中心

にまとめ、当該産業の世界的な趨勢を俯瞰する。ここでは、なぜ越境型イノベーションが

成功し、国内型イノベーションが失敗したのか、同じ自動車産業の事例を通じてその原因

を仮説的に抽出する。 

EV の導入競争は世界的な趨勢である。現在、EV を巡る自動車産業において、世界的な

パラダイムシフトが進んでいる。表 5-5 の各国の内燃自動車禁止に向けた取り組みは世界

的な趨勢であり、深刻に受け止められている。 

表 5-5 内燃自動車禁止を発表した国と時期239 

国名 内燃自動車禁止時期 目標 

フランス 2040 EV 販売 100％ 

アイルランド 2030 EV 販売 100％ 

オランダ 2030 EV 販売 100％ 

ノルウェー 2025 EV 販売 100％ 

スロベニア 2030 EV 販売 100％ 

スリランカ 2040 EV 保有 100％ 

スウェーデン 2045 EV 保有 100％ 

イギリス 2040 EV 販売 100％ 

出典：著者作成 

例えばフランス政府は、2040 年までに石油を燃料とするガソリン車やディーゼル車の販

売終了を目指す方針を表明しており、中国では、2017 年 9 月、EV 等の生産を一定割合義

務付ける新エネルギー車規制を 2019 年から導入すると発表、インドでも、2017 年 6 月、

国内販売自動車を 2030 年までに全て電気自動車に限定する政策を表明した。さらに、タ

                                                        
239自然エネルギー財団(2018), p.16 表 4-1 及び IEA（2018）”Global EV Outlook2018”
より作成。 
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イでも 2016 年 3 月 11 日、タイ国家エネルギー政策委員会(NEPC)は 、2036 年までにタ

イ国内の EV 台数を 120 万台にする計画を発表している。表 5-5 にあるとおり、その他

世界各国が遅くとも 2050 年までには内燃機関を動力とするコンベンショナルな内燃自動

車の販売を禁止する方向で検討されている。 

今後の将来予測をみると、日本は一層深刻な劣位に置かれる可能性がある。世界の自動

車電動化の現状に対し、保有台数ではドイツ、フランスが台頭するほか、10 年間の保有段

数の変化をみると、日本だけが電動車の保有台数が減少していくという見立てである（図 

5-2 参照）。さらに深刻なのは日本だけが、こうした具体的な数値目標や、禁止措置などの

規制法に基づく電動自動車の明確な方針が立てられていない。 

 

図 5-2 世界の自動車電動化の展望：保有台数240 

出典：著者作成 

一層深刻なのは今後の販売台数である。図 5-3 で確認すると、中国、米国に大きく水を

あけられるほか、2023 年までにインドに凌駕されるとみられている。このインド（2017 年

比で 233％増）、タイ（同 162％増）、中国（同 127％増）という高いレベルで成長が見込ま

れるなか、日本は今後 2017 年から 10 年間で 1 割以上の減少が予想されている。つまり新

興アジアの販売台数が大幅に拡大するなか、日本だけが販売台数が減少する予想である。 

                                                        
240 経済産業省(2018a), p.29 より活用。原典は、販売台数および電動車率については HIS 
Markit 等各種資料より経済産業省が産出。電動車の定義は、経済産業省(2018), p.8 より、
ｘEV として、電気自動車（BEV）、プラグインハイブリッド自動車（PHEV）、ハイブリッ
ド自動車（HEV）、燃料電池自動車（FCEV）が該当する。 
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図 5-3 世界の自動車電動化の展望：販売台数 

出典：著者作成 

現状の日本の電動化率は世界で最も高い（31.6％）にもかかわらず、将来的な自動車電

動化競争に落伍する理由は何か。実は日本の電動自動車は以下の通り、ハイブリッド自動

車が牽引している。図 5-4 では、ハイブリッド自動車以外の推移を確認することができな

い（図ではハイブリッド自動車とその他の電動自動車の販売台数の桁数が２桁以上異なる

ことが分かる。その他の電動自動車の販売台数は、図 5-5 で確認することができる）。こ

れらはみるとおり、圧倒的にハイブリッド自動車のボリュームが大きいことから、他の種

類の電動自動車について比較対象にならないことが見て取れる。 

 

図 5-4 日本の電動自動車販売段数の推移241 

出典：著者作成 

図 5-5 のハイブリッド自動車を除いた電動自動車でみると、たしかに電気自動車、プラ

                                                        
241 本データは、自動車検査登録情報協会・日本自動車工業会データと主要メーカへのヒア
リングにより算出した NEV 推定値、EV・HEV の「貨物車・乗合車等」は、2017 年度集
計時以降「その他」としてまとめた、HEV の乗用車には、軽も含む。一般社団法人次世代
自動車振興センター（http://www.cev-pc.or.jp/tokei/hanbai3.html）より入手。 
  
 

http://www.cev-pc.or.jp/tokei/hanbai3.html
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グインハイブリッド自動車（PHV）が一段高い販売台数を誇るが、本格的に増加したのは

2017 年以降と最近の出来事である。また EV 電気自動車ではなく、ハイブリッド自動車の

延長に外部から充電できる、プラグインハイブリッド自動車（PHV）の伸びが大きい。 

 

図 5-5 日本の電動自動車販売台数の推移（ハイブリッド車を除く） 

出典：著者作成 

日本政府の次世代自動車政策については、2010 年 4 月の次世代自動車研究会が発表し

た表 5-6 の「次世代自動車戦略 2010」が基礎となっている。日本政府は、この数値目標を

踏まえて政府の審議会である自動車新時代戦略会議で、この数字を実行ならしめる政策論

議を進めている。ここでもハイブリッド自動車及びプラグインハイブリッド自動車への政

策的な傾注が顕著である。 

表 5-6 経済産業省発表：次世代自動車戦略242 

 

出典：経済産業省（2018a），ｐ.4 

 

                                                        
242 経済産業省(2018a), p.4 
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5.2.2 イノベーターのジレンマとしての日本の自動車電動化 

（１）日本の自動車産業におけるイノベーターのジレンマ 

本節では、日本のハイブリッド自動車主導型の自動車電動化と今後の世界展開について、

クリステンセンの「イノベーターのジレンマ」における「破壊的イノベーション」と「持

続的イノベーション」によって整理する。 

第１章で既に述べたとおり、クリステンセンによれば、成功している企業が「持続的イ

ノベーション」に注力した結果、「破壊的イノベーション」の萌芽を見失い、競争に負けて

しまうという243。成功している企業が直面している市場では、これまでの成功体験を前提

に新たに導入する、改善された製品（「持続的イノベーション」）が市場でのボリュームも

あり、利益も出ることから手放すことは非合理な判断となる。他方、「破壊的イノベーショ

ン」は、その誕生の当初はシンプルで低価格でありきわめて小さな市場や、ニッチ市場で

あることが多く、利益率も低い。このため、「持続的イノベーション」を興し続けている成

功企業、ことに大企業にとってはまったく魅力的な市場とは映らない。従って、本来は「持

続的」技術と「破壊的」技術の間に、戦略的な違いが存在するにもかかわらず、そのよう

な判断には至らない。このように、成功している企業の合理的な判断を進めれば進めるほ

ど、逆説的に「破壊的イノベーション」を見失い、滅びの道を早めるジレンマである。 

この理論を前提に、日本が直面する自動車電動化のジレンマを容易に理解することがで

きる。クリステンセンの枠組みで「持続的イノベーション」に該当するのが、ハイブリッ

ド自動車である。ハイブリッド車についても内燃機関ガソリン車に引き続き、すり合わせ

型の設計思想に基づく自動車である244。これまでの内燃機関ガソリン自動車、コンベンシ

ョナル自動車での成功によって日本の自動車業界は世界を席巻してきた。このなかで、大

きなエコシステムを作り上げてきた。表 5-7 に見るように、日本の自動車産業は、全産業

の雇用の 1 割、製造業生産及び輸出の 2 割を提供している245。日本経済は自動車分野への

過度の依存体質を創り出してきたと言えるだろう。 

                                                        
243 1997 年時点で、既に Christensen（1997）は電気自動車の「破壊的イノベーション」
の可能性に言及している。これらを参考にしながらも現時点の日本の電気自動車導入の顛
末を分析し、その含意を明らかにする。 
244 クラーク＆藤本(2009), p.19 
245 こうした自動車産業への過度の依存体質は、「日本経済の一本足打法」と形容されて
いる。 
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さらに念頭におくべきは、いわゆる裾野産業における自動車産業依存率である。表 5-8

で明らかになるように、ダイカストに至っては、7 割近くを自動車産業に依存しており、

自動車産業の構造転換が実現した暁には、これらの産業がどうなっていくのか、政策当局

及び産業界が常に、この問題を念頭におくことになる。つまり、日本の自動車産業は、適

応能力の限界による競争力の喪失ではなく、野中（1985）のいう「過剰適応（over-

adaptation）」246に陥っている可能性がある。つまり、内燃機関自動車に対して過剰なまで

に適応した体制を作り込んでしまったことにより、構造転換が必要となる現状にあって、

自動車産業全体を自縄自縛に陥らせているというわけである。これこそ、クリステンセン

のいう「イノベーターのジレンマ」 に陥っているというわけである。 

表 5-7 日本の自動車産業の概況247 

自動車産業の概要 

全産業出荷額（主要製造業）に 

占める自動車産業の割合 

18% 主要製造業 57 兆円 2015 年 

全輸出額に占める自動車産業の割合 21% 主 要 製 品 別 輸 出 額

（F.O.B.ベース） 

16 兆円 2017 年 

全雇用に占める自動車産業の割合 10% 就業人口全体 539 万人 2017 年 

出典：著者作成 

表 5-8 各部品産業に占める自動車産業依存率 

各部品産業に占める自動車産業依存率 

基礎素材 30% 

ダイカスト 70% 

繊維 ３～40％ 

アルミ 30% 

鉄鋼 20% 

電線 10% 

出典：著者作成 

                                                        
246 野中(1985), p.180 
247 日本自動車工業会:http://www.jama.or.jp/industry/(2019 年 5 月 1 日現在)より入手。
また部品産業については、経済産業省(2017), p.2 

http://www.jama.or.jp/industry/
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こうしたなか新しい潮流である自動車の電動化について、従来のコンベンショナルな自

動車のまさにハイブリッド（両者混合）としてのハイブリッド自動車、その後継であるプ

ラグインハイブリッド自動車に向けた開発に傾注してきたきらいがある。またコンベンシ

ョナルな内燃機関の「持続的イノベーション」を業界全体で進める目的で、2014 年 4 月に

自動車用内燃機関技術研究組合（AICE：The Research association of Automotive Internal 

Combustion Engines）が設立され、内燃機関に関する専門技術力向上、技術者育成を目指

している（表 5-9 参照）。この AICE という名称が典型的に示しているとおり、「持続的イ

ノベーション」に人的資源を投入、しかも全産業的に進めていくという、まさに「イノベ

ーターのジレンマ」の典型例といえる248。 

表 5-9 AICE の概要249 

設立年月日 2014 年 4 月 1 日 

理事長 大津啓司（（株）本田技術研究所常務執行役員） 

組合員 9 企業、２団体 

いすゞ自動車、スズキ、ダイハツ工業、トヨタ自動車、日産自動車、富士重工業、本

田技術研究所、マツダ、三菱自動車工業、産業技術総合研究所、日本自動車研究所  

事業費と事業概要 2015 年度 10 億円／クリーンディーゼル技術の高度化に関する研究開発 

出典：著者作成 

 

（２）バッテリー開発への遅参 

バッテリー式電気自動車にとって、開発競争の本質はバッテリーの技術革新であった。

図 5-6 と図 5-7 を見比べると分かるように、バッテリーについて、車載用リチウムイオン

電池の市場シェアは、中国企業がわずか 3 年で完全に日系企業に取って代わってきた。

2013 年当時、日系企業が全体の世界シェアの 4 分の 3 を占めていた（図 5-6 参照）が、

わずか３年後の 2016 年にはわずか 3 割に大幅にシェアを下げている（図 5-7 参照）。さら

にこの間に中国企業がこの分野で半分のシェアを獲得している。この急激な交代劇は、外

生的な要因にも考慮する必要があるが、バッテリー式電気自動車市場に対する日系企業の

姿勢を物語っているだろう。 

                                                        
248 ちょうど旧エコノミーに属する業界団体となっている。 
249 経済産業省(2015), p.23 
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図 5-6 2013 年の車載用リチウムイオン電池の世界シェア 

総合計 10.6 万個（うち青色の部分が日系企業のシェア 75％）／出典：著者作成 

 

図 5-7 2016 年の車載用リチウムイオン電池の世界シェア250 

（円グラフの赤で示した部分が中国企業）／出典：著者作成 

 

（３）イノベーションの市場主導と「遠すぎる技術」 

日本の次世代自動車政策で登場するのは、電気自動車ではなく燃料電池車（FCV）であ

る。直感的な印象では FCV は次世代自動車の開発においてやや唐突な印象を与える。他

方で水素社会の実現に向け政府、産業界を挙げて未来志向の自動車として FCV を称揚し

ている251。この FCV はイノベーターのジレンマにおいてどう位置づけるべきであろうか。 

日本における電動化自動車の議論では、FCV は顧客の用事を満たすというジョブ理論の

考え方に背馳する、いわば「遠すぎる技術(too-far-a-way-tech)」となるかもしれない。ク

リステンセンの理論に立ち返ると、「破壊的イノベーション」とは顧客・消費者が何か仕事

                                                        
250 経済産業省(2018), p.8 
251 2017 年 12 月には「第 2 回再生可能エネルギー・水素等閣僚会議」が開催され、「水
素基本計画」が策定された（経済産業省 HP（水素基本計画）：
https://www.meti.go.jp/press/2017/12/20171226002/20171226002.html 
（2019 年 9 月 1 日現在））。 

https://www.meti.go.jp/press/2017/12/20171226002/20171226002.html
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をしてもらうために製品を買い入れるという「ジョブ理論」に基づいて興るものであると

される。 

“…this approach, based on the notion that customers “hire” products to do specific 

“jobs”252” 

   「この顧客が特別な「仕事」を行うために製品を「雇用する」という考えに基づく

アプローチ」253 

 

すなわち顧客・消費者のニーズや課題こそがイノベーションの源泉である。しかし顧客

が必要としない遠すぎる技術は、どんなに夢のある素晴らしい技術であっても必要とされ

ないだろう。生産・供給サイドの技術志向性の高い分野では、需要・消費サイドのイニシ

アティブが軽視される傾向があり、その好例がこの燃料電池自動車（FCV）のような場合

である。これらは実はジョブ理論で解決すべきものであり、どのような用事を片づけるた

めに雇用するか、切実な常住坐臥の課題やニーズを解決するといったアプローチでなけれ

ば実現しない254。ここにも、「イノベーション」＝「技術革新」という考え方がもたらす失

敗を見出すことができる。さらには市場が何を求めているのか、その声を忠実に反映しな

ければイノベーションはおぼつかない可能性がある。「遠すぎる技術」とはそのような状況

を反映して命名した。 

シュムペーターは発明や技術機能について以下の通り言明している。 

「発明家あるいは一般に技術者の機能と企業者の機能とは一致しない」255 

 

この点を敷衍して、米国ジェネラルモーター社（GM）における「空冷式エンジン開発問

題」を検証する。フリーマンの『スローン・コンセプト』256でも取り上げられているとお

り、GM 内部での空冷式エンジンの開発は、研究開発と事業をめぐる組織内のイノベーシ

ョンに向けた対立を惹起した。すなわち従来の「水冷式エンジン」に対し、ケッタリング

が開発を進める「空冷式エンジン」の導入をめぐり、社内の方針が混乱し約 2 年半にわた

                                                        
252 Christensen (2003), p.74 
253 著者翻訳 
254 タイムマシーンを「雇用」したいという需要の夢想に応えることは難しいだろう。 
255 シュムペーター(1977a), p.231 
256 フリーマン(2007), pp.43-47 
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って GM 全体が混乱した257。フリーマンの分析によれば、「工学設計」を優先させ「企業

としての目的」を忘れたことがこの問題の本質であるとされている。 

当時 GM を引いていたスローン自身、その教訓として、「①エンジニアリングに関する

事業部と本社の役割、②製品の改良と長期的な開発、をそれぞれ峻別しなければならない」

258と指摘している。この事例に関し、チャンドラーは、「本社スタッフが助言役としての機

能をうまく果たせていない」259と指摘しており、その反省から GM が 1923 年以降、「ライ

ン組織とスタッフ組織、事業部と事業部の意思疎通が密になるように、事業部横断的な委

員会（全社委員会）を設置」260したと分析する。 

これらを総合すると、イノベーションを提供する組織環境について、いくつかの示唆を

得ることができる。 

１）技術より市場 

まず、技術より市場という考え方である。例えば、同旨の意味で、レビットは、「創造的

破壊」の重要性を強調する。 

「会社の絶えざる成長を脅かす、もう一つの危険とは、トップ・マネジメントが

技術の研究開発を進めさえすれば、利益は間違いないと思い込んでしまうことで

ある」261 

  

 このような技術開発に向けての示唆はイノベーションを考えるうえで有益である。また

以下の R&D についての示唆も重要である。 

「（エレクトロニクス産業の最大の危険は、）R&D に無関心なことではなく、あま

りに注意を向けすぎるということ」262 

 

つまり、「遠すぎる技術」に向けた R&D に対する過剰な期待と持続可能なイノベーショ

ンに傾注した結果がイノベーターのジレンマの悲劇を生んでしまう可能性がある。 

 

                                                        
257 フリーマン(2007), pp.43-47 
258 スローン(2003), p.109 
259 チャンドラー(2004), p.193 
260 チャンドラー(2004), p.194  
261 レビット(2007), p.27 
262 レビット(2007), p.28 
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２）技術の経営 

 さらに経営者がどのように技術を扱うか、MoT（Management of Technology：技術経営）

にも通じる発想である。技術的なブレークスルーを確保したとしても、それをどう活用し

事業化していくのかにイノベーション駆動型の経営手腕が問われている。別言すれば、革

新的な技術開発に成功したからと言ってイノベーションに成功するわけではない263。 

 

３）改良と開発の峻別 

 スローンの言葉にもあるとおり、改良と開発は異なる次元の取り組みであるという認識

が必要である。本研究で繰り返し強調しているとおり、クリステンセンのいう「持続的イ

ノベーション」（＝「改良」に近い）と、「破壊的イノベーション」（＝「開発」に近い）を

峻別していくことから始めなければ、持続可能な経営はおぼつかない。足元の収益の源泉

である「持続的イノベーション」を完全に放棄してしまうという方法も制度的にも、また

財政的にも難しいと考えられる264。 

GM のケースは、イノベーションとは「技術革新」であるという巷間流通している誤解

について再考を迫る意味で重要である。しかし同時に消費主導のイノベーションとは、可

視化された課題やニーズを見つけるという単純な作業ではない。シュムペーターのいう指

導者原理にその「ものの見方」についての本質が描写されている。 

「（指導者類型を特徴づける）「事物を見る特殊な方法―・・・確固たる事物をつか

み、その真相を見る意志と力を意味する・・・－」265 

 

つまり特殊なものの見方であり、その真相をみるということである。さらにはクリステ

ンセンの言う、「破壊的イノベーション」に向けた深層の顧客、状況に応じた顧客を見出す

力である。 

 “…the critical unit of analysis is the circumstance and not the customer266” 

                                                        
263 この点、2019 年にノーベル化学賞を受賞した吉野彰氏のリチウムイオン電池の仕組み
は、その後日本や所属する旭化成にどの程度貢献したのか、前出の図 5-6 と図 5-7 の日
本企業の当該分野での退潮をみれば明らかであろう。 
264 「両利きの経営」（O’Reilly III ＆ Tushman(2016), pp.90-91）が望まれるだろう。こ
れについては第８章第３節で詳述する。 
265 シュムペーター(1977a), p.230 
266 Christensen (2003), p.75 
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「分析の重要なかたまりは、状況であり、顧客そのものではない」267 

 

こうした状況に応じた真因である顧客課題やニーズを見つける方法論を確立すること

が、実践的な越境型イノベーション生成の契機獲得に示唆を与える。これら次世代自動車

において、日本がイノベーターのジレンマに陥っている可能性を確認したところで、その

ジレンマに対抗して越境型イノベーションを実現した FOMM の事例を通じ、越境型イノ

ベーション生成の契機をつかむ結合因果条件の仮説抽出を行う。なぜ日本の自動車産業が

失敗したものを FOMM は成功したのか？ 

 

5.2.3 FOMM とは 

 プロファイルは以下の通りである268。 

会社名：株式会社ＦＯＭＭ 

所在地：神奈川県川崎市幸区新川崎 7-7 かわさき新産業創造センター(KBIC) 本館 214

号 

事業内容 

①小型電気自動車開発（2014 年 世界最小 4 人乗り電気自動車を日本、タイで発表）  

②部品開発（小型電気自動車用高性能インホイールモーターの開発）  

③超小型車両に関する技術コンサルタント  

④研究開発（地域ニーズに応じた機能開発） 

代表者：鶴巻 日出夫 

資本金：3,505,170 千円 

設立：2013 年 2 月 

 

5.2.1 及び 5.2.2 では、日本の自動車産業が国内における「持続的イノベーション」とし

て展開してきた現状について述べた。この「イノベーターのジレンマ」の課題と比較し、

FOMM がなぜ電気自動車をタイに進出し、越境型イノベーションとしての「破壊的イノ

                                                        
267 著者翻訳 
268 FOMM ホームページ：https://www.fomm.co.jp/company（2019 年 7 月 1 日現在） 

https://www.fomm.co.jp/company
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ベーション」の生成契機の獲得に成功したのだろうか。 

 神奈川県川崎に拠点を持つ EV 開発と製造を目指す FOMM 社は、創業と同時に、生産

拠点をタイに置くことを決め 2019 年 3 月から量産化を開始した。起業したのは鶴巻日出

夫社長で、長くスズキ・モーターでスクーターのエンジンデザインの開発などを手掛けて

きた。その後、ARACO（現トヨタ・オート・ボディ）で 15 年近く開発電動モビリティの

開発に従事し、一人乗り電気自動車である COMS の開発の従事してきた。 

社名の「FOMM」とは「First One Mile Mobility」の略である。鶴巻社長によれば「FOMM

は Last One Mile Mobility の逆転の発想です」と説明し、コンベンショナルな自動車から

の新型モビリティとしての位置づけを強調する。図 5-8 でみるようなコンパクト EV であ

る。従来の Last One Mile（「最後の 1 マイル」）という業界の一般的な発想は、生産者目線

である269。First One Mile（「家から最初の 1 マイル」）こそ、あくまで顧客であるドライバ

ー目線の表現である。「名は体を表す」の言のとおり、実は「破壊的イノベーション」の本

質である、このような「プロダクト・アウト」から「マーケット・イン」へのコペルニク

ス的転回を意味している。 

 

図 5-8 FOMM の初期モデル（水上走行する FOMM） 

出典：鶴巻社長提供 

2019 年 9 月 1 日現在の FOMM の最新モデルでは、インホイールモーターとして、車輪

のほうにモーターを内蔵している。性能としては、当初航続距離は 166 ㎞で、最高速度は

80 ㎞／時間となっている。現在タイの AMATA 工業団地内の工場の生産能力は 1 万５千

                                                        
269 一般社団法人日本自動車工業会(2016), p.4 
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台となった。2019 年 3 月 27 日から 4 月 7 日にバンコクで開催された「第 40 回バンコク

国際モーターショー」と呼ばれる自動車見本市では、FOMM の成約台数は 1,666 台とな

った。ちなみにタイに製造拠点を有し、ピックアップトラックでタイ市場を中心に新興ア

ジアを席巻してきたいすゞ自動車の同自動車見本市での成約台数は 2,715 台であり、いか

に FOMM の電気自動車が注目されてきたかを理解することができる。 

 

5.2.4 起業に至った動機について 

 鶴巻社長が繰り返し用いる比喩は「筋斗雲（キントウン）」である。西遊記で悟空が乗る

雲形の空飛ぶ乗り物、新しいモビリティである。そこには「自動車」でなければならない

というこだわりはない。「コンパクト EV」というカテゴリーを生み出したのもそのような

理由による。まさに自由自在のどこでも行ける乗り物を開発したい、これが彼の究極の目

標である。 

また彼の技術者としての原点となる言葉はこちらである。 

   “We provide technology that impresses people all over the world270.” 

   「我々は技術で世界中の人々を感動させる」 

 

 会社の理念について、以下の４つが挙げられる271。 

・Compact Vehicle for Short Range 

・Zero Pollution 

・Highest Efficiency 

・Affordable Price 

鶴巻社長によれば、「お客様が感動するテクノロジー」、「コンパクト EV を提供、その開

発を通してエネルギー（蓄電）関連企業と協業」、「将来 50 万円で販売できるコンパクト

EV（貧困の根絶）」という言葉が浮かぶ。 

                                                        
270 Tsurumaki(2015), p.4 
271 Tsurumaki(2015), p.11  
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5.2.5 作業仮説の検証 

 では、以下で先に挙げた 3 つの疑問に対する作業仮説を構築していく。 

第１疑問：なぜ FOMM は日本ではなく、海外に展開したのか（越境性） 

⇒第１仮説：日本国内のイノベーション阻害要因が存在することから、新興アジ

アで越境型イノベーション生成の契機獲得を目指す（新天地効果） 

日本国内ではなく、新興アジアへの海外展開を目指した理由は何か。その理由は、「新天

地効果」と要約されるものである。FOMM のタイ進出できわめて大きな意味を持つのは、

日本国内での起業の困難性である。同社は、日本国内における強力な規制制度（コンパク

ト EV 規格の不存在等）や、固定的な取引関係（内燃機関ガソリン自動車の垂直型サプラ

イチェーンの固定的取引関係）が存在し、日本国内での創業が困難であることから新天地

であるタイに進出を目指した。新天地効果（NF: New Frontier Effect）とは、日本国内の

強力な規制制度や、固定的な取引関係を避けて新天地である新興アジアに抜け出し、新し

いイノベーションを目指すことである。また、生産過程のみならず、流通・販売過程にお

いても新規企業の参入固有の問題として、従来型のガソリン自動車の流通網との間では、

厳しい競争・競合関係が想定される。このような状況が、新天地効果を生む条件として抽

出される。 

FOMM の新機軸は、日本で開発し、日本で売り出しを開始するのではなく、タイでワー

ルド・プレミア、つまり、世界に先駆け FOMM の電気自動車を最初にタイで生産し、発

売する方法である。日本で開発されたものを海外に持ち込むのではない。また米国や欧州

などの先進国で最初に販売するというやり方でもない。しかし FOMM は、新興アジアで

最初に売り出した。タイで世界初販売（World Premire）という発想は単なる思い付きでは

ない。実際に 2014 年のバンコク・モーターショーに出品された FOMM は、タイ人女性に

大人気であった。東南アジアでは、男性以上に女性が良く働く。タイでも、公社の総裁や、

政府の次官、局長クラスなどの政府高官、経営者に女性が多い。このような女性が、リッ

チで可処分所得が多い国なので、男性より女性に人気であるというポイントは、マーケッ

ティング戦略を顧慮する上で重要である。このバンコク・モーターショーのアンケートに

よれば、FOMM のスタイリッシュで、近未来的なデザインに魅了されたという。 

イノベーションの課題として立ちはだかったのは、日本の「岩盤規制」とよばれる強固
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な規制制度とされる。FOMM では、日本の E モビリティの規制制度のなかに「コンパク

ト EV」というカテゴリーがそもそも存在しなかった。これが大きな問題のひとつである。 

もうひとつ FOMM にとって新天地を目指すのは、取引関係の構築であった。政府のベ

ンチャー企業育成策は 1998 年に通商産業省に初めて「新規産業課」が創設されて以来、

本格的に展開され 20 年になる。残念ながらブレークスルーが起ってこない背景には、こ

の規制制度の問題だけにはとどまらない、もう一つの壁が立ちはだかっている。それが日

本国内における排他的な長期固定取引下請取引関係、製造業における「系列」関係である。

つまり日本経済に張り巡らされた取引の経済関係を超えた関係性のネットワークである。

それは、仕事の繁閑の波を平準化するなどの所得再配分を中心としたセキュリティと混然

一体となったシステムであり、簡単には変えられない。BGC 論において、必ずしも、なぜ

国内事業ではなく海外展開が先行するのか、という論点については語られてない。もちろ

ん、一部には国内市場の矮狭性によって、「生まれてくる場所を間違えた」企業として海外

展開を志向するという議論もある。こうした議論の延長上に、積極的に海外展開する意味

の新天地効果が抽出される。FOMM にとって、新たなビジネスを構築するにあたって、い

かに部材を調達するのか、その調達先確保の観点から、なかなか日本で取引関係を新たに

構築するのは難しい。電気自動車は内燃機関自動車に比べて部品点数が 10 分の１から 20

分の１に縮減されるが、それでも日本国内で部材調達を関係するのは難しかったという。

その点、タイは、一定程度の素部材産業の裾野産業が立地しており、これらからの調達が

可能となる。 

 

第２疑問：どのように FOMM は「破壊的イノベーション」生成の契機を掴んだ

のか（イノベーション性） 

⇒第 2 仮説：国際的企業家精神が越境型イノベーションとしての「破壊的イノベ

ーション」生成の契機獲得に絡んでいる（国際的企業家精神） 

BGC 論では、国際的企業家精神を強調する。FOMM においても国際的企業家精神と呼

ばれるものが大きく貢献した。国際的企業家精神（TW：Transnational Will）は、国内事

業をそのまま海外展開する方法を超えた、日本と現地による相互双方の越境型イノベーシ

ョンへの意思である。BGC 論でも国際的企業家精神としてその重要性を強調している 。

FOMM 社では、その過程について３つのフェイズを確認できる。「課題発見⇒新結合⇒ビ
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ジネスモデル化」の段階論的なアプローチである 。 

FOMM 社は、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災の津波やタイ大洪水という未曾有の災

害を契機に、緊急時水上浮上型電気自動車を開発した。鶴巻社長自身も福島出身で、御母

堂が東日本大震災の際、静岡におられ津波予想の TV 放送を見て「静岡の家に同じような

津波が来たときは逃げることは出来ない」と言ったことが緊急時水上浮上型電気自動車で

ある FOMM 開発のきっかけになったという。つまり「洪水や津波などの水害のなかを避

難できる自動車」という強い思いが生まれたという。 

水に浮く電気自動車というのはまさに「コロンブスの卵」である。実際、電気自動車は

防水加工を施せば当然感電しない。むしろ通常のガソリン車では、逆に水に浮いて泳ぐこ

とができない。なぜなら、空気（酸素）を燃焼させて動力とする内燃機関だからだ。つま

り、水があって困るのは、コンベンショナルなガソリン車というわけである。 

なぜタイなのか。この質問に対し、この緊急時水上浮上型という機能は明確な回答をも

っている。2011 年 11 月に襲ったタイの大洪水では、路上に留め置いた車のいくつかが水

没し、タイ社会が大混乱に陥った。 

FOMM はタイの産業構造の課題に着目、次世代の産業を担うバッテリー開発の進展を

取り込むため、バッテリークラウドネットワーク構築を目指す。鶴巻社長が提唱している、

「バッテリー・クラウド」という「システム」メーキングの発想である。シュムペーター

がのべているとおり、全てのイノベ―ターに共通するのは、こうした革新と「システムメ

ーカー」としての構想力である。新たな「自らの王国を作る」という発想が重要になる。 

「彼〔企業者〕の行動を適切に解釈する動機は十分に手近なところにある。すなわ

ち、第一に、私的帝国を、また必ずしも必然的ではないが、多くの場合に自己の王

朝を建設しようとする夢想と意志がそれである。・・・ここで充足される欲望は「単

なる業主」のそれではなく、また経済活動の原因を形づくる欲望でもなく、また欲

望の法則のみが適合するような欲望でもない」272 

 

「バッテリー・クラウド」は、自動車産業において新しいシステムメーキングを仕掛け

ている。バッテリーを制するものが、電気自動車、すなわち次世代産業を制する時代であ

                                                        
272 シュムペーター(1977a), pp.245-246 
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る。電気自動車の登場によって、これまでのコンベンショナルな自動車の部品点数約 3 万

点から、電気自動車は約 1,500 点に激減する。これは自動車産業一辺倒の産業構造という

「一本足打法」を変えられなかった日本の生産基盤を解体するインパクトを持ち合わせて

いる。これまで日本が得意としてきた「摺り合わせ」型のものづくり、その典型が自動車

であった273。しかし電気自動車の衝撃は、自動車自体は限りなく、モジュール化される。

直感的に、一番解りやすい説明は、電気自動車が、家電量販店で売れるようになる。実際、

FOMM の場合には、電気量販店のヤマダ電機がマジョリティをもつ出資者となった。つ

まり、自動車の売り方が変わり、自動車の本来的な生産構造が変わる。その究極の近未来

に、鶴巻社長は、電気自動車はスマートフォンショップで、スマホのアクセサリーとして

売れるようになるかもしれないという。自動車のアクセサリーとしての通信デバイスから、

通信デバイスのアクセサリーとしての電気自動車としての「転倒」を狙っている。 

むしろ自動車本体の負荷が軽減される分、世界競争が激化しているのが、バッテリーの

開発である。各国がしのぎを削る中、圧倒的な国内市場のボリュームなどで量産化が期待

され、規模の経済性を享受できる中国やインドは、競争優位なポジションにある。日進月

歩、「ドッグイヤー」とも呼ばれるバッテリーの技術進歩をどうやって常に取り込むか。電

気自動車の開発競争とバッテリー技術開発競争の転倒構造を制する戦略こそが、「バッテ

リー・クラウド」というわけである。「バッテリー・クラウド」は FOMM の設計思想から

出発する。通常バッテリーを内蔵すると、そのバッテリーの陳腐化とともに心中する運命

にある。これでは、生き馬の目を抜くようなバッテリー技術革新競争に劣後するだろう。

しかし鶴巻社長の発想はこれを逆手にとって、むしろ最先端のバッテリーを常に活用でき

るよう、図 5-9 のようにバッテリーを着脱可能な形で提供する。4 個のバッテリーを持ち

運び自由な形で設計することで、そのバッテリーをガソリンの給油よろしく、既存のガソ

リンスタンドのような場所で交換するという仕組みなのである。この方法であれば、最先

端のバッテリーが導入されるや、常に、これを「バッテリー・クラウド」のインフラで古

いものを回収し、新しいものを投入することで交換できるというわけである。 

                                                        
273 藤本(2003), pp.15-20 
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図 5-9 着脱式バッテリーのイメージ 

出典：鶴巻社長提供 

さらに、これらを長期的にタイ企業と互恵的で持続可能な仕組みとするためのビジネス

モデルを構築し、最終的には自動運転や都市交通のスマート化への貢献を展望している。 

 

第３疑問：何が海外展開を成功させたのだろか（実行：新結合の遂行） 

⇒第３仮説：越境型イノベーションを興す海外展開に成功した理由は能動的支援

が関係している 

中小企業において、自社独力で海外展開を目指すことは社内のリソースの制約から考え

て難しい。FOMM 社においては、2015 年当時従業員はわずかに 11 人であった。また鶴

巻社長自身、スズキ自動車などで電気自動車の開発を行ってきた熟練の技術者であり、会

社自体も技術者集団であった。他方で海外の市場に精通したスタッフは皆無であった。従

って、海外展開支援を外部化し、社外のオープンリソースの活用という観点に立てば、こ

れら支援を活用することが越境型イノベ―ションを生み出す条件といえる。 

2015 年春、タイへの進出を模索している同社にとって決定的なマイルストーンが実現し

た。今後の成長戦略として、新たな技術による発展を掲げ、電気自動車を中心とした新し

い研究開発（R&D）を進めているタイ政府にあって、プラユット首相から電気自動車政策

担当大臣を拝命しているピチェット科学技術大臣が FOMM の電気自動車最新モデルに試

乗したのだ。著者は、大臣が試乗する車に同乗したが、当初大臣は本当に電気自動車でス

ピードがでるかに関心があったが、百聞は一見に如かずで、快適なスピードを実現するこ

とで当初の期待を越え、FOMM の軽快なドライブを楽しむことができた、という感想を

聞くことができた。 

このように政府関係者に認知してもらうという作業は特に重要である。実際タイでは、
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電気自動車の規制が 1970 年代から変わっていない。規制があるのではなく、存在しない

ということも問題になる。規制が不在の中これに対処するため、新たな規制改革、場合に

よっては規制制度の創設が不可欠となり、そのための政治的な判断が待たれるのである。

その後、タイの政権内でも電気自動車の破壊的なイノベーションへの認識が進む中、タイ

政府内部での根回しを進めていった。タイではタイ王国公益法人お互いフォーラムが協力

し、タイ工業省が川崎市との覚書（MoU）締結を契機に、連携、2015 年 9 月 22 日にバン

コクで開催された第 12 回お互いフォーラムでは、ソムキット副首相の試乗が実現し、そ

の後のタイでのこうしたロビーイングにつながった。さらに、タマサート大学の Virach 教

授の支援を得て、継続的な支援を可能とした。同教授は、科学技術大臣の顧問を務め、ま

たタイの政界、官界にも太いパイプを有している。また自らもタマサート大学国際工学部

でインキュベーション・ハブを運営し、これらを通じた支援体制が貢献した。 

これは、従来型の日本貿易振興機構（JETRO）などが提供している従来の海外展開支援

とは異なる。そして、支援機関の組織の能力の問題だけではない。公的機関の場合、本質

的に平等に支援することが義務付けられているという、制度的な課題の存在に留意する必

要がある。従来の支援は、海外展開に関する基本的な情報を提供するものであり、既に想

定されたビジネスの海外展開支援が基本となる。これに対し能動的支援とは、単なる情報

提供ではなく、また既存のビジネスの枠内の活動ではなく、新しいビジネス創造を目指す。

これは伴走者としての役割を持つものであり、FOMM 社の事例では、規制創造を含むロ

ビーイングとネットワーキング・クラスタリングという二つの要素が必要とされた。

FOMM では、L7e（コンパクト EV）車両法規の創造に向け、タイ・プラユット首相の FOMM

社製 EV 試乗後、タイ政府にコンパクト EV 規格を導入させることに成功した。FOMM を

支援してきた Virach タマサート大学准教授によれば、プラユット首相の FOMM 試乗翌日

に電気自動車の導入に関し、全省的に対応する旨発表があったという（2017 年 2 月 16 日

タイ運輸省告示）。また、タイにおけるバリューチェーン構築に向けたネットワーキング・

クラスタリングとは、同社が構想するバッテリー・クラウドに向けた関連企業紹介や、タ

イ国内での部材調達のクラスター形成支援がこれに相当する。 

FOMM のケースは、BGC 論が注目している資金と人材については特筆すべきポイント

がない。実は FOMM 社はファイナンス調整（FA: Finance Arrangement）について、案件

形成が進むなかで、投資案件として堅牢化し、投融資環境が改善されていく傾向にある。
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またグローバル人材（GH: Global Human Resources）については、先に言及したとおり、

特に海外経験豊かな人材を社内においているわけではない。同社は、11 名から出発し、電

気自動車開発の技術者や国内でのパートナー選びの専門家が集まっているものの、海外に

精通した人材はいない。 

グローバル人材については、単なる海外駐在経験や海外の取引経験などは、むしろ「生

兵法は怪我のもと」という状況が予想され、越境型イノベーションを遂行するような新し

いグローバル人材とはどのようなものか再考を迫るものといえよう。諏訪（2014）でも、

先行する BGC のケース分析で、「渡航経験・海外ネットワーク」は「重要ではない要因」

として結論づけている。 

「経営者の渡航経験・貿易実務取引経験・海外との人的ネットワーク等がないとい

った要因は決して成長を阻害する要因には働いていないことがうかがわれた」274 

 

 FOMM の分析結果からみると、この諏訪（2014）の分析結果は大変示唆的である。 

FOMM が越境型イノベーションとして、日本が直面するイノベーターのジレンマを克

服する可能性を指摘される。Christensen（1997）では275、既に 1997 年、という 20 年近

く前に、既に電気自動車の「破壊的イノベーション」の可能性に言及している。彼の「予

言」通り、この電気自動車がタイの渋滞をにらんで市場に投入されている276。  

   “Another possible early market might be taxis or small-parcel delivery vehicles 

destinated for the growing, crowded, noisy, polluted cities of South-east Asia. 

Vehicles can sit on Bangkok’s road, all day, mostly idling in traffic jams and never 

accelerating above 30 miles per hour. Electric motors would not need to run and 

hence would not drain the battery while idling. The maneuverability and ease of 

parking of these small vehicles would be additional attractions” 

      「もう一つの可能性がある初期市場は、成長しつつある、混雑が甚だしく、大気汚

染にまみれた東南アジア仕様のタクシーや小荷物の宅配便である。車両はバンコク

                                                        
274 諏訪(2014), pp.49-50 
275 Christensen(1997), pp.206-220 
276 クリステンセンは、同書（Christensen(1997), p.280）のなかで、既に、「破壊的イノ
ベーション」としての電気自動車が展開すべき初期市場は、具体的に、10 代の若者向け
の最初の車としての利用か、バンコク大渋滞のなかで活用できる、タクシーや宅配サービ
スに利用できる移動手段とみている。 
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の道路であれば、一日中交通渋滞でアイドリングを余儀なくされ、決して時速 30 マ

イル以上のスピードを出す必要はない。電気自動車はアイドリングにバッテリーを

無駄に使用することはない。操作のしやすさや駐車の簡便さなどからも小型電気自

動車はさらに魅力である」277 

 

この分析を前提に、20 年後の 2017 年時点の日本の電気自動車導入の顛末を分析し、そ

の含意を抉りだす。例えば、図 5-10 の電気自動車に関する意識調査では、電気自動車の

アーリーアダプターに対するアンケート調査によって、電気自動車の「課題」とされたも

のがおおむね解消されていることが理解できる。最大の課題となるのはバッテリーの充電

時間の長さ、充電問題であるが、これを逆手にとって、以下の言及する FOMM 社は、ク

リステンセンのもう一つの「予言」どおり、「破壊的イノベーション」として、バッテリー・

クラウドという、コンベンショナルなガソリン自動車の延長ではない、断絶的なイノベー

ションを実現しつつある。 

 

                                                        
277 著者翻訳 
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図 5-10 ＥＶ利用者の意識調査278 

出典：一般社団法人次世代自動車振興センター＆三井情報株式会社（2012），pp.60-66 

より著者作成 

このような従来型の受動的な支援（旧支援）に対し、新しいかたちで能動的に行われ

る支援のことを、「能動的支援」として措定する。 

 

5.3. 越境型イノベーションのケース分析：Industria と紫紘 

FOMM の事例に続いて、越境型イノベーション生成の契機となる結合因果条件につい

て作業仮説抽出の強靭化と、表 5-2 で示した越境型イノベーションの全類型を網羅するた

め、さらに 2 つの事例を検討する。この際、FOMM の時と同様に同一人物への複数回の

                                                        
278 2012 年の数字は、一般社団法人次世代自動車振興センター＆三井情報株式会社
(2012), pp.60-66，で 2012 年 1 月 28 日～2 月 2 日までに行ったもの。電気自動車を購
入・利用する前と後での電気自動車の懸念点を聞き、「意識している」と回答したもの
（サンプル数 78）。なお 2017 年の数字は、一般社団法人次世代自動車振興センター＆株
式会社ラクテック(2017), p.190 
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面談を行い、具体的な条件を抽出する。なお、その際質的分析法を精緻化し、単なるイン

タビューにおける事実の羅列となることを防ぐとともに、研究者の主観的な思い込みを排

除することも可能となる。 

5.3.1 追加事例１：Industria 

株式会社 Industria279 

会社プロフィールは以下の通りである。 

商号：株式会社 industria 

所在地・本社・本社工場：埼玉県入間市宮寺 2700 

設立：平成 3 年 5 月 

資本金：1,600 万円 

従業員数：40 名 

代表取締役社長：高橋一彰 

営業内容： 

industria ブランド製品の企画開発製造販売 

各種装置の設計・製造 

微細加工・溶接・磨きの受託加工 

 はじめに Industria 社のフィルスターの技術を確認する（図 5-11 参照）。金属を削ると

必ず、削りかすができる。通常はスポンジなどに水を含ませ、こうした粉末を回収するの

が通例である。しかし、Industria 社高橋一彰社長の開発した「フィルスター」を用いるこ

とで、いったんこの金属の削りかすを水で洗い流し、一か所に集め出したうえで、これを

分離することが可能となる。ものづくりの現場では、大いにコスト削減につながる。また、

スポンジなどで含ませて廃棄していた工程を省くことで、環境にも優しい。実際、自動車

産業における切削加工に関する工場現場での「フィルスター」の採用は実にシェア 6 割に

上っている。実際、金属加工は日本が誇るものづくりの基本中の基本の工程であり、その

なかで切削加工、つまり削る技術は微細加工として日系企業に強みがある分野である。そ

れは細かく、精密さを要求される部品には不可欠な工程である。こうした技術を競う日系

                                                        
279 Industria のホームページ：http://industria.co.jp/company（2019 年 7 月 1 日現在） 

http://industria.co.jp/company
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中小企業は多く、その驚異的な技術に着目することができる。 

 

図 5-11 フィルスターの概念図 

出典：Industria 社提供 

この「フィルスター」の開発は、そもそも Industria 社内部の旧来型のフィルターの交換

やメンテナンスの「面倒くささ」を解消するため、自社で改善を進めていくうちに確立さ

れた創発的技術である。「自分が楽になるというサービスを、人様に提供して、他人も楽に

なってもらう」というのが高橋社長の口癖である。これまでのように、フィルターを交換

する手間暇、交換している間の生産ライン停止の無駄を考えると、現場は、Industria 社製

「フィルスター」の技術水準が良く分かる。 

（１）越境性 

Industria 社において、リーマンショックに伴う国内での注文途絶になか、なぜか韓国で

爆発的に売れ始めたという。その理由は、韓国の工作機械メーカーが同社の商品を採用し

て標準装備を促したことによる。さらに 2008～2011 年の日系企業の「現地化」の流れ、

タイでの完成車メーカーの集中、調達の決定権の大部分が現地タイに移ること見越して、

Industria 社はタイへの進出を決定した。つまり、新たな現地主導の産業構造への転換を理
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解していたことになる。 

しかし Industria 社の場合、この「フィルスター」単品の製品販売が、海外展開の目的で

はない。これだけの技術である「フィルスター」を、水処理の領域全体に拡大することが

同社の新機軸である。つまりソリューションプロバイダーであり、プラントメーカーを目

指す構想である。その背景には、水の浄化技術を巡る「イノベーターのジレンマ」がある。 

水の浄化技術にとって、「フィルスター」がどれほどのインパクトをもたらすのだろうか。

水処理の技術、ノウハウを謳う日本企業は多い。さらに 2010 年前後から水ビジネスが注

目を集め、いくつかの水ビジネスの協議会が立ち上がり、また地方自治体を中心に、日本

で培った上水道の技術を海外でビジネス化しようという動きが進んだ。しかし総じて、結

果は厳しい状況にある。実際 2014 年度の『平成 26 年度インフラシステム輸出促進調査

等事業（水ビジネス市場に関する動向調査）報告書』280（2015）では、表 5-10 のように、

2007 年から 2013 年にかけて日本企業の各地域市場の占有率は後退し、かけ声とは逆に極

めて厳しい環境にあるといえる。 

表 5-10 世界の水ビジネスにおける地域別市場の日本企業の占有率（％） 

 2007 年 2013 年 

北米 0.2 0.2 

欧州 0.1 0.2 

中東 4.4 1.1 

アジア 1.6 1.3 

全体 0.7 0.5 

出典：経済産業省・株式会社富士経済（受託者）（2015b），p.28， 

図表 2-11「地域別市場における日本企業の業績」より著者作成 

官民双方が連携して、「オールジャパン」で日本の先端技術を海外展開に、という過信が、

収益を度外視し、何年も血税を投入し、「儲かる」事業には至っていない。 

もう一つの問題は、水処理の手法、設計思想に関してである。もちろん飲み水のろ過と、

工業用の水浄化ではプロセスの複雑さなど違いがある。しかし水処理に関し、日本の技術

については、膜（エレメント）でこしとる技術が持ち出されることが多い。しかし膜技術

                                                        
280 経済産業省・株式会社富士経済（受託者）(2015), p.28 
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は、膜の交換のためメンテナンス・コストがかさんでしまう。その点、Industria 社の水処

理技術は、一旦設定された「フィルスター」は、遠心分離の原理に基づいて半永久的に水

処理を実施できるのだ。凡そ 30 年はメンテナンス・フリーで対応できるというのが最大

の強みである。 

バッテリー式電気自動車同様、一方で、「イノベーターのジレンマ」に陥ったエレメント

型水ビジネスの持続的なイノベーション、さらにその他技術的には最先端の仕組みを活用

した「遠すぎる技術」などが、日本の水ビジネスの案件形成を阻んでいる。これに対し高

橋社長は、新しい設計思想を新興アジアで展開する。新たな水処理関係の分野において、

自社あるいは技術をもつ企業を束ねて受注を図るという新たな水処理メーカーを目指す。

FOMM 同様、国内の「看板系列」関係では、すでにある水処理事業者にかわって事業展開

することは難しく、アライアンスもままならない。海外展開する理由は、こうした自らが

新たなプラントメーカー化するための方法であると言える。 

 

（２）イノベーション性 

 高橋社長が次に目指すのは、バンコク運河の浄化作戦である。バンコクを訪問したもの

であれば、悪臭が漂い、ヘドロが堆積した運河に辟易した経験があるだろう。あるタイの

有名 TV タレントが、取材中に誤ってこの汚水運河に落ち、感染症に罹って身罷ったとい

う訃報に接した。それほど汚れているというわけである。もっと大きな課題は、町中の大

小の運河、そして水運都市バンコクの暗渠など、街のいたるところに溜まる汚水が、ボウ

フラを生み、感染症を流行させる。ボウフラの沸く汚水が、新しいデング熱の流行を煽っ

ている。高橋社長は、こうした汚い運河を、如何に浄化するかを目指す。デング熱で命に

危機にさらされる子供たちを救う。「サムライ・イノベ―ターとしての闘いは、憎しみの為

の闘いではなく、幸せにする闘いである」、とは高橋社長の口癖である。 

 

（３）実行 

 Industria 社における支援者については、TAMA 協会岡崎英人専務理事（当時）の存在が

重要である。 

「支援機関として TAMA 協会を設立、傑出したクラスターマネジャー岡崎英人氏



 

 

123 

 

の強力なリーダーシップにより実績を積んできた」281 

 

TAMA 協会とは正式名称「一般社団法人首都圏産業活性化協会」282であり、「TAMA」

とは、「Technology Advanced Metropolitan Area：技術先進首都圏地域」の略称であ

る。東京、神奈川、埼玉、山梨にまたがる関東平野西部に広がる多摩川周辺の工業集積ク

ラスターである。1998 年 4 月に TAMA 産業活性化協議会（任意団体）として設立、2001

年 4 月に社団法人となった。日本における産業クラスターの嚆矢であり、成功した事例の

ひとつといってよい283。岡崎氏は、伊勢崎市の公務員からスピンアウトして、産業支援の

団体を作り上げた。同氏によれば、TAMA 協会の海外展開は以下のような方針であった。 

「優れた技術を活かし、マーケティング要素を取り入れた「売れるものづくり」を

推進するため、大手企業出身者等、販路にネットワークを持つ専門家を活用して、

具体的な販路のコーディネートに加え、販路戦略の構築や売るための社内体制の構

築支援などを行っている」284 

 

特にタイでは、新しい海外展開支援を模索することになり、この影響で、同社のタイ進

出が実現している。 

「タイは日系産業の工場が集積しており、裾野産業が活発である。加えて現地企業

も 成長しており、後発からの参入は難しいのではないかと思われていたが、タイに

はない技術、例えば熱処理や特殊なメッキといった分野を発見し、そういった技術

を持った企業をタイにつないでいくこと、すなわちミッシングリンクの補完が可能

であると考えている。更にはタイでも環境ものづくりが求められており、環境にや

さしいモノづくりの技術が必要とされている。来年から本格的に始動していく予定

である。」285 

 

 現地主導の経済への移行、産業の隙間への補完型海外展開の一環として、Industria 社の

                                                        
281 岩本(2015), p.50 
282 TAMA 協会ホームページ：http://www.tamaweb.or.jp/（2019 年 7 月 1 日現在） 
283 星(2016), p.12 
284 岡崎(2010), p.273  
285 職業訓練大学(2014), p.41  

http://www.tamaweb.or.jp/
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タイ進出を後押ししたということである。 

Industira 社は、外部からの評価としても、このような TAMA 協会、支援者としての岡

崎氏の支援を受けており、アイディアを形にするための研究者の紹介、開発補助金の支援

286、また海外での能動的な売り込みが功を奏した結果であると言える。 

「元々、大手企業からの加工業務下請けのみ（売上高 2.3 億円）であり、自社製品

はなかった。2000 年、同社は遠心分離と重力沈殿により油に混入したゴミを 濾過

する装置を考案した。それはフィルターを使わないため、産業廃棄物が出ず、画期

的なアイデイアであった。TAMA 協会が、技術指導者として広島大学の吉田教授を

探してきた。TAMA 協会の支援で経産省の技術開発補助金を獲得。TAMA 協会の

ソウルと台北の事務所が大手企業に売り込み、海外の販路を開拓した。2012 年、同

製品の売上高約 11.4 億円になった。本企業の成功のポイントは、支援機関が新製

品（試作品）の開発に当たって、技術指導者を紹介、かつ公的資金を獲得したこと、

海外の販路開拓を支援したことにある。」287 

 

5.3.2 追加事例２：紫紘 

紫紘株式会社～次世代型完全人工養蚕 

 紫紘株式会社のプロフィールは以下の通りである。 

商号：紫紘株式会社 

所在地・本社・本社工場：京都市上京区東千本町 411 

設立：1954 年紫紘株式会社として創立   

代表取締役社長：野中明 

営業内容：西陣織の伝統的な手織り技術の粋を受け継ぐ工房 ジャカートに複雑な綜絖（経

糸を動かす仕組）を使用した織物を制作する工房 

 

 紫紘株式会社は、京都西陣に本社・工場を構える京都の老舗帯屋である。同社の野中明

社長は、日本の伝統産品の典型である帯の製造に長年従事し、当初は、高付加価値化を目

                                                        
286 岡崎氏によれば TAMA 協会では申請書の書き込みまで支援するという。 
287 岩本（2015），p.51 
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指した。1980 年代は技術的に登場したばかりのコンピューターグラフィックスを活用し、

源氏物語絵巻を帯に織り込むことで究極の高付加価値化を目指した（図 5-12 参照）。 

 

図 5-12 高付加価値化を目指した源氏物語を織り込んだ帯 

出典：野中社長提供 

 しかし高付加価値化を進めると生産量の制約があり、構造的なブレークスルーを果たせ

なかった。こうした場合、多くのビジネス指南では「差異化」「高付加価値化」を目指せと

いわれている。それに従えば、高級イメージの絹について、高価で販売できるのであれば、

ブランディングや高機能性を高めて高付加価値に進むと言う方向に行くだろう。ところが

野中社長は、それでは限界があると悟ったという。高価な商品や高機能性を追求しても市

場のニーズに応えられない。現下、IT、IoT、AI、ロボテックなどの技術が飛躍的に進歩し

ている。野中社長はそれらを使って、質的なブレークスルーではなく、量的なブレークス

ルーを目指し、量産化に向けてかじを切った（表 5-11 及び 図 5-13 参照）。従来の「人

間」を主語にした産業から「IT」を主語とした産業の総張替えを導く抜本的転換である288。 

表 5-11 IT を通じた質量双方のブレークスルー分類 

 質的ブレークスルー 量的ブレークスルー 

高付加価値化 ○（生産主導） × 

量産化 × ○（市場主導） 

出典：著者作成 

 

図 5-13 二つの方向性 

出典：著者作成 

                                                        
288 industrie 4.0 の文脈で多くの産業分野で IoT 等が導入されているが、その多くは労働
力の代替としての IT 導入であり、あくまで「人」を主語とした労働力の補完としての IT
である。 
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 構造的なブレークスルーである量的なブレークスルーを実現するためのボトルネックと

は、生糸の供給制約である。2012 年の世界絹生産は 12 万トンに対し、日本国内の生産は

わずか 36 トン、全世界生産の 0.03％にすぎない。このため帯から生糸、生糸からさらに

養蚕、養蚕から栽桑へと、次々に上流へと遡行した。京都繊維工芸大学の松原藤好教授の

考案した「松原式無菌養蚕」を参考に、野中社長の試行錯誤によって蚕の全自動無菌養蚕

システムを考案し実践したのである。 

つまり、当初から明確な目的があったわけでも新規技術を前提にしたわけでもない。あ

る意味で、バリューチェーンの一角で全体を俯瞰し、上流へと遡行する過程で、問題の根

源、本質にたどり着いたのだ。野中社長が強調するのは、「産業化」の視点である。それは、

従来の日本の農水省や研究者の発想とは異なるいくつかの性格を持つ。 

（１）越境性 

野中社長によれば、日本での養蚕は、産業ではなく、もはや伝統文化としてのバイアス

が前提にあるという。この伝統的養蚕という文化的な次元でのバイアスがあることから、

養蚕を産業にして活性化させるという視点はない。その結果、所管官庁である農水省の指

導も、伝統の維持と「安楽死を狙った補助金政策」であると見ている。 

野中社長は、これまでの日本での養蚕の経緯や履歴を「アンラーニング」し、純粋に産

業として展開できないかという視点で海外に目を向けてきた。 

ここでいう次世代養蚕とは、「旧来型の日本の伝統養蚕の技術・ノウハウを海外に伝える

というアプローチでなく、I 栽桑、II 蚕飼育、III 製糸、という養蚕の 3 つの段階について、

AI や IoT を中核とした現下の科学技術を総動員し、旧来の養蚕業の産業構造全体の総張

替えを展開し、栽桑における精密農業の導入や、人間が保菌者として蚕の致死率を低下さ

せる松原式無菌養蚕方式を援用し、高効率かつ高品質な絹生産を実現する新産業化」と定

義している。 

以下この 3 つの段階を確認する。 

１）第１段階：精密農業による桑栽培（栽桑） 

 野中社長が 30 有余年世界中を回った扶桑体験によれば、桑の生育最適地は、経験的に

北緯 25 度、南緯 25 度の「桑ベルト」である。これに該当するタイを中心とする ASEAN

は、日本では 1 回限りの栽培のところ、3 毛作以上の栽培が可能である。また繁茂の量は

日本での栽培に比べ、3 倍以上という実証データがあり、栽桑分野に精密農業が導入すれ
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ば、飛躍的な生産性向上が見込める。つまり日本での養蚕はかなり無理をした営農である

といえる。ある意味、国民経済圏で仕切られた営農によって、無理をして生産してきたシ

ステムに対し、グローバルな文脈でみて、新興アジアで実践すればよいではないか、とい

う発想の転換を促す。 

 野中社長は、ラオスのパクソンという阿蘇のカルデラの 2 倍ほどのカルデラ地域に、実

験用栽桑農場を設置し、ここで精密農業を駆使した農業実験を行いながら事業化を進めて

いる（図 5-14 及び図 5-15 参照）。 

 

図 5-14 紫紘社が展開するラオス・パクソンの栽桑地域 

出典：野中社長提供 

 

図 5-15 ラオス・パクソンの実験用栽桑農場 

出典：野中社長提供 

 この精密農業では、センシングが重要な要素となる。農業をリアルタイムで精密に管理

する仕組みこそが最も重要なのである。普通に考えれば、「ドローンやセンサーのポールを

立てて管理すればよい」と考えるだろう。しかしドローンでは航続時間が限定されて 100

ヘクタール（片道約 300 ㎞）を想定する大農場では難しく、ポールを立てる費用負担は大

きい。そこで、図 5-16 のような月面探索車と同様の原理で走るローダーを開発し、セン

シングを行うことを目指している。 
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図 5-16 月面探索車と同様の原理で走るローダーのモデル 

出典：野中社長提供 

 

２）第２段階：蚕用人工飼料である桑葉パウダーの大量生産（飼料製造） 

 生育最適地で生産された桑葉を乾燥桑パウダーとして生産するシステムを確立すれば、

養蚕の原材料である桑葉供給の供給地制約から解放される（図 5-17）。桑葉は減圧低温乾

燥装置により乾燥桑パウダー化され、紫外線殺菌の後、無菌天然人工飼料になる。そして

真空包装された場合、３年間の長期保存が可能となる。栽桑の適地で生産された乾燥桑パ

ウダーが世界各地に輸送することできる。つまり世界中どこでも養蚕ができるのだ。東京

産の生糸、マンハッタン産の絹が可能となる。この結果、長期間保存可能な人工飼料によ

る養蚕の随時通年生産が可能となり、農業生産の季節性を克服できる。桑の繁茂最盛期、

繁茂休止期にかかわらず収穫された桑葉により乾燥桑パウダーが生産できる。 

 

図 5-17 桑葉パウダーの大量生産 

出典：野中社長提供 

 

３）第３段階：昆虫工場における蚕の完全人工飼育（蚕飼育） 

 最後に、蚕の卵の孵化から繭を完成させるまでの完全自動無人化を実現する。養蚕時の

無菌人工飼料は防腐剤などが無添加であり、腐敗しやすい。そのため蚕虫の罹患を防ぐた
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め滅菌処理された無菌環境で、ロボティクスや生育環境コントロール、蚕虫モニター等の

設備を導入し、無菌養蚕による無人自動養蚕を行う。特に現在は海上コンテナを活用し、

無菌昆虫工場の商業化に向けた体制が試みられている（図 5-18）。 

 

図 5-18 蚕の完全人工飼育・昆虫工場 

出典：野中社長提供 

 このあたりの個別要素技術は、すり合わせの工学技術の極致であり、野中社長は既に各

要素技術を完成させ、知的財産戦略にもぬかりない。これは壮大な垂直および水平のバリ

ューチェーンであり、図 5-19 で表したとおりである。このスケールの大きさこそ、持続

可能なビジネスモデルを構成するものであり、随所に様々な仕掛けを見出すことができる。 

 

図 5-19 養蚕 2.0 の垂直的・水平的バリューチェーン（野中社長提供） 

出典：野中社長提供 

伝統継承のために伝統の桎梏を解消する、アンラーニングのプロセスを実行する。その
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ためにラオスやタイへの進出を実現した。 

 

（２）イノベーション性 

野中社長は、地球規模課題への効果の大きさ・インパクトを考慮し、人類の三大欲求で

ある衣食住のうち「衣」に着目し、化学繊維に比べ、圧倒的に環境適合的であり、持続可

能なプロテイン繊維の代表格であり、古くから「繊維の王様」と形容される「絹」を取り

上げた。被服分野のみならず、医療分野や機能性食料分野等、様々な産業への展開が可能

である絹は、化学繊維の既成概念を打破し、桑栽培から養蚕、撚糸・紡糸までを一貫し、

現代技術を適正に適用すれば、完全自動化による「次世代養蚕糸絹業システム」（以下「次

世代養蚕」）として再構築できる。経済性を考慮し、化学繊維価格に対する競争力を持つ形

で事業化すれば、本格的な持続可能社会への移行が可能である。 

タイ王国は、ジムトンプソンなどの「タイシルク」に代表されるように、現在でも中国

やインドに続く養蚕大国であり、伝統的な養蚕分野での研究の蓄積がある。養蚕に遺伝学

を導入し、昆虫で初めてメンデルの法則を証明した外山亀太郎はバンコクの帝室養蚕研究

所で 4 年間勤務するなど、日タイの養蚕研究の連携は長い歴史を有する。本研究による次

世代養蚕を通じた絹生産の大規模・安定供給は、タイにおいてシルク産業を一大新規産業

として復活させることができる。この次世代養蚕の導入と栽桑分野での精密農業の導入が、

タイにとって必要とされる理由は以下の通りである。 

１） 日本の最先端の科学技術、特に現下の IoT 技術を融合することにより、農業大国

タイの農業ポテンシャルを開花させることができる。IoT 技術やビックデータ、リモー

トセンシング等の技術を中核とした「タイランド 4.0」がタイ政府の中心的政策アジェ

ンダである。 

２） 養蚕 2.0 は、「破壊的なイノベーション」によって、これまで伝統的養蚕に拘泥し

てきたタイが「イノベーターのジレンマ」を解消し、桑葉の機能性食品としての展開や、

絹の医療用縫合糸への転用、無菌蛹を利用した冬虫夏草養殖への供給など、様々な用途

と可能性を実現すれば、イノベーション主導の経済発展を目論むタイの発展の切り札と

なる。 

３） 農業大国タイは、個別農家が政治的には強力なステークホルダーであることから、

農業分野の生産性向上、高付加価値化は最大の政治課題である。タイは『第 12 次五か年
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計画』（2017～2022 年）において農地の大規模化を進め、精密農業の抜本的導入が期待

されている。同計画では”Smart Farming Policy”が強調されている。またタイは既に高齢

化社会の問題が深刻化し、もはや低賃金労働力では国際競争力を維持できない「中進国

の罠」に陥る可能性が指摘され、イノベーションを駆動力とする成長に向け産業構造全

体に斉一的に IoT や AI を活用した展開が期待されている。タイは単位面積当たりの農

業生産性向上が優先的な課題である。したがって大規模・高効率・高品質農業生産を実

現する精密農業分野での技術移転は、タイの国是といえる。 

４） またタイの地域的な課題であるヘイズ（煙害）を解決できる。タイ北部及び ASEAN

山岳地帯では、焼き畑への過度の依存による森林火災とその結果招来するヘイズが深刻

化し、桑などの果樹への転作による課題解決が望まれる。野中社長が導入を目指すコミ

ュニティベースの精密農業意思決定支援システムは、データに基づき、住民参加で自主

的に転作を推進する期待が大きい。 

５） 精密農業の強みを生かした新たな栽桑・養蚕ベルトが、東南アジア、さらに、今

後は大洋州、インド、中近東、アフリカへと広がり大規模生産が実現することは、地球

規模での過度な化学繊維依存からの脱却を可能にし、この地域に次世代養蚕という新し

い持続可能な産業とイノベーションの源泉を生む。 

「次世代養蚕」の一貫した価値連鎖を確立するため、その最大のボトルネックである栽

桑について、精密農業を通じて高品質・大規模化することである。次世代養蚕が、現在、

学術的な研究にとどまっているのは、絹生産に対する産業技術開発としての視点が欠如し、

絹の生産コスト低減に対する取り組みが全く行われていないからである。低価格で安定的

な絹供給を実現すれば、シルクを産業化できる。 

これまでのアプローチは、絹繊維の機能性を高めて付加価値を上げ、原材料のボトルネ

ックを放置したまま、製品としての絹派生商品を実現してきた。これに対し、野中社長は、

原材料生産そのもの、即ち養蚕そのものを抜本的に見直し、絹の高効率な大量生産を実現

し、生産コストの破壊的な削減を実現する（表 5-12 参照）。  



 

 

132 

 

表 5-12 養蚕 2.0 とこれまでの養蚕へのアプローチの違い 

 

出典：著者作成 

このためのメカニズムとして、栽桑分野に着目した精密農業を通じた越境型イノベーシ

ョンのエコシステムを構築する。これにより、精密農業システムの完成に向けた各種技術

の確立、活用方法・利用コストを踏まえた転作や大規模農業化が実現する。 

 

（３）実行 

紫紘社の場合、京都府庁との連携が機動的、弾力的に働いている。西陣は京都の伝統産

業を支えるとともに、革新的な企業を生んできた京都ならではの支援が可能になる。伝統

を乗り越えようとする試みのなかで生まれるイノベーションは、その伝統が強力であるほ

ど革新的になることが多い。 

野中社長が歩んできた先々で、支援の輪が広がる。野中社長はラオスの山野に広大な桑

畑の展開を進めている。なぜラオスなのか。人口わずか 600 万人の東南アジアの小国ラオ

スこそ、イノベーションの極北ではないか。インターネットはおろか電話すら通っていな

かった時代から、野中社長はここが桑の栽培に適していると見抜き、桑畑を開いてきた。 

さらに、タイ屈指の財閥 T 社が、野中社長が桑畑を丁寧にメンテナンスしている様子か

らヒントを得て、ラオスに広がるコーヒー畑を桑畑に変えるという構想を持ち込んできた。

聞けば、広大な面積の農場を、一大リゾートとして利用し、新たなグリーンツーリズムを

実現したいというのが、同社の着想だという。桑畑は、そのグリーンツーリズムの舞台と

しての中核的な候補だという。実は、東南アジアを中心に、アジアの大地は桑の生育に最

適である。逆に、日本は過酷だったのだ。ならば、厳しい条件でシルクを作ってきた日本

の養蚕技術やノウハウは、最適な環境に移せば一気に花開くはずだ。ラオスでうまくいけ

ば、アジア全域に桑畑の適地が広がることになる。これらは在ラオス大使館関係者の熱心
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な支援の賜である。またタイではチェンマイ大学と連携し、こちらでも名物教授であった、

チェンマイ大学副学長の支援を受け、栽桑の実験農場を貸与され、桑葉のパウダー製造装

置の開発を実現した。 

 さらにここで注目すべきは、紫紘が活用した JICA が提供する「中小企業海外展開支援

事業」（以下「案件化予算」）である。この調査予算は、基礎調査、案件化調査、普及・実

証事業、の 3 段階に分かれており、それぞれのフェイズでグローバルな社会課題を解決す

ることを前提にしたビジネス案件形成を支援している289。 

 この案件化予算及び関連予算メニューについては、いくつかのメリットを指摘すること

ができる。 

第一に、案件形成に向けた「軍資金」を調達できる効果により、支援者を調達すること

ができる。中小企業にあっては、海外展開にかかる海外事業部をおくこと、マンパワーを

さくこともままならないで、このような措置は有効である。金額も、案件化調査（機材を

現地対象国へ搬入する場合）で 5000 万円、普及・実証調査で 1 億円程度を上限に軍資金

を確保できることから、これらを活用することは効果的である。 

第二に、「生兵法は怪我のもと」を回避している。専門家そのものの配置については、そ

の人物の能力の「ムラ」が生じる場合が多い。このため、資金提供を行い、実施は基本的

に案件化を目指す事業者にゆだねられることは大変便利である。 

第三に、比較的自由な活用が可能である。特に招聘事業などを通じて、相手国政府から

要人や本事業、案件形成にキーパーソンを招聘することが可能であり、当該案件形成にサ

ポーターを得ることが可能である。 

                                                        
289 「国際協力機構（JICA）は、企業の皆様がお持ちの優れた製品・技術を開発途上国の
経済社会開発に活かして頂くため、以下の事業を実施しております。」とし、中小企業向
け事業として、以下の予算を充当： 
①中小企業海外展開支援事業：「基礎調査」、「案件化調査」、「普及・実証事業」 
企業規模の枠を設けない事業 
②民間連携事業：「開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業」、「途上
国の課題開発型ビジネス（SDGs ビジネス）調査 」 
を設定している。 
https://www.jica.go.jp/priv_partner/activities/index.html 
（JICA ホームページ、2019 年 7 月 1 日現在） 

これと類似の予算メニューとして、JICA の民間連携事業があり、開発途上国の社会・
経済開発のための民間技術普及促進事業として、「開発途上国の社会・経済開発のための
民間技術普及促進事業」、「途上国の課題開発型ビジネス（SDGs ビジネス）調査 」が設
定されており、こちらは企業の大小を問わず活用できる。 

https://www.jica.go.jp/priv_partner/activities/index.html
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第四に、出口戦略への支援、ソーシャルビジネスについて、公益性が高く、収益性が低

い案件については ODA（政府開発援助）による出口も用意されており、市場での実ビジネ

スか開発金融による両睨みの出口戦略が可能である。 

第五に、新興アジア推しである。表 5-13 でみるとおり、アジア全体で 8 割近くを占め

ており、この地域での案件形成に最適である。 

第六に、JICA との連携によるブランド効果、後光効果（ハロー効果）が期待できる。日

本政府の七光りで、事業の「正統性」を調達することが容易になる。 

第七に、基礎調査、案件化調査、普及・実証調査というように、段階別にそれぞれの案

件化の熟度に合わせたフェイズで支援が可能である。 

 もちろん、この JICA 案件化調査プログラムにも限界がある。 

１つは、有力な能動的支援機能の協力を得られない場合は難しい。資金的な支援である

ため、実際に活動する体制を構築しなければ、実施は難しい。いくつかの国際コンサルな

どがこの分野で進出しているが、事業に関する内実を理解したうえで、対象とする海外現

地の実情を理解し、案件形成に向けた支援を行うことができるかどうかというレベルまで

考えると、このような能動的支援をどのように調達するのかについて検討が必要である。 

２つには、官僚主義的レッドテープに陥る可能性がある。政府の公的資金を活用する観

点から、コンプライアンスの遵守や、文書主義での厳格な運用についても一部トランザク

ションコストとして発生する可能性がある。他方で、極めて有効なプログラムであるが故

に、政策当局の側でも、第三者における監督や、手続きの簡素化など、政策目的と管理の

適正化を両立できる仕組み作りが今後不可欠となる。 

さらに予算の提供が国別にある程度政策的に割り振りがなされており、そのつど政策判

断に左右される可能性があり、長期的な視野で個別企業がそれぞれの国で対応する場合に

は障碍になる可能性もある。その意味で、現行の日本政府がどのような地域戦略を展開し

ているかなど、地域性などを考慮する必要が出てくる（表 5-13 参照）。 
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表 5-13 案件化予算の地域別割合 

地域別 件数 

基礎調査、案件化調査、普及実証調査

の全てを含む 

割合 

東南アジア・大洋州 87 66.4％ 

東・中央アジア 5 3.9％ 

南アジア 11 8.4％ 

中南米 13 9.9％ 

アフリカ 14 10.7％ 

中東・欧州 1 0.7％ 

出典：JICA（2018），p.52 より著者作成 

3 つには、越境型イノベーションや BGC を考えるうえでは、要件を緩和し、支援機能及

び被支援者双方の側で国内での実績がなくても採択される枠組みが必要である。これにつ

いてはどうしても厳格な審査という方向に向かいがちであるが、イノベーション、特に越

境型イノベーションの萌芽を「適切に」評価、審査するというのは本来的に難しい。その

ため、事前に案件のアイディアベースでのマーケットを構築して、そのプラットフォーム

を JICA が運営する中で、パートナー企業が確定した企業に対して実現可能性調査に対す

る資金的支援を行うなどの仕組みを構築すべきではないか。あるいは、支援機能と被支援

者とのマッチング市場の提供や、支援機能についてのレーティングを行うなどの措置によ

って、より案件形成の「打率」を高める仕組みが必要である。 

これらの改善により、支援者と被支援者を支えるエコシステムが可能となる。 

 

5.3.3 3 事例の越境型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件仮説 

 FOMM 社の事例に続いて、Industria 社と紫紘社の事例を分析するによって、FOMM

の事例で抽出した、越境型イノベーション生成の契機となる 3 つの条件を抽出した。3 つ

の機能とは、表 5-14 の「新天地効果」、「国際的企業家精神」、「能動的支援」、である。

この３つの条件の組み合わせとして、どのような結合因果条件（2 つ以上の条件の組み合
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わせ）によって、越境型イノベーション生成の契機を掴むことができるのか、第５章第７

節で QCA を用いて分析する。 

表 5-14 越境型イノベーション生成契機の結合因果条件 

 FOMM Industria 紫紘 集約 

越境性の動機 日本国内における、

強固な規制と固定的

な取引関係 

日本国内にお

ける固定的な

取引関係 

日 本 国 内 に お け る

強固な規制 

新 天 地

効果 

イノベーション性 

課題発見 

新結合 

ビジネスモデル 

 

洪水 

サービスへ 

バッテリークラウド 

 

水問題 

水平連携へ 

水処理クラスター 

 

原料供給 

垂直展開へ 

バリューチェーン 

国 際 的

企 業 家

精神 

実行（支援） お互いフォーラム 

タマサート大学 

TAMA 協会 JICA・中小企業案件

化調査 

能 動 的

支援 

出典：著者作成 

 QCA を用いた結合因果条件の検証に前に、まずは第５章第４節では「新天地効果」に

ついて、第５章第５節では「国際的企業家精神」について、第５章第６節では「能動的支

援」について、それぞれ条件の内容を考察し、第５章第７節での QCA を用いた分析の準

備を行う。 

 

5.4. RQ の解明「新天地効果」 

本節では、「新天地効果」と命名した新興アジア展開の動機を解明し、その理論的背景

について考察する。 

既に第 5 章第２節及び第３節では 3 つの事例で、新天地効果について、「新規顧客を前

提とした事業創造にもかかわらず、国内の案件形成の障碍がある」という状況を確認した。

この障碍とは、強固な規制制度（「岩盤規制」）と固定的な取引関係（「看板系列」）の２つ

である（表 5-14 参照）。本節ではこの新天地効果の意味を確認し、さらに新天地効果をめ

ぐる議論の整理を行う。最後に、これを踏まえた 50 事例のプロジェクトの新天地効果発

現に向けた、強固な規制制度と固定的な取引関係の状況を確認する。 

（１）新天地効果の意味 



 

 

137 

 

１）新規顧客創造の構想 

 新たな顧客を念頭においた事業を想定しているかどうかについてである。これまでの事

業を前提としているのか、あらたな顧客を見つけるべく構想しているのかについて、確認

する。 

 

２）規制制度の意味 

 新天地効果では、規制制度とは、旧結合を維持することを通じた新結合に向けた障碍で

ある。本研究では、規制制度は、法令による規制だけではなく、行政指導などの規制慣行

や非関税障壁となっているような取り決めや旧結合への助成制度を意味する。 

 

３）取引関係の意味 

 新天地効果では、取引関係とは、旧結合を維持することを通じた、新結合に向けた障碍

である。取引関係が固定されることを通じて、新しい提案が拒絶される。通常、「岩盤規制」

と形容される日本国内の規制制度は問題視されることがあるが、「取引関係」が固定化され

ていることが、系列型取引関係の前提となる。このような関係は「中間組織」290として、

高度経済成長期にはクリステンセンのいう「持続的イノベーション」として、「カイゼン」

などの従来の軌道を維持することが可能である。他方、イノベーションが求められる時代

には、新しい軌道を目指す「破壊的イノベーション」生成の契機を掴むことは難しい。 

 

（２）3 つの事例における新天地効果をめぐる考察 

 既に検討した FOMM、Industria、紫紘の 3 つの事例から、強固な規制制度と固定的な

取引関係を確認する。表 5-15 に見るとおり、強固な規制制度と固定的な取引関係につい

ては、どちらか一方または両方存在するときに成立すると見做すことができる。規制制度

と取引関係が支えているのは、既得権益である。これまでの成功を前提に、規制制度が適

合的に形成され、取引関係が固定化していったと考えられる。新天地効果とは、これら母

国における旧結合を温存するシステムからの解放を目指すものであると考えられる。この

旧結合を温存する仕組みの強さによって、相対的に新興国市場における新結合が破壊的に

                                                        
290 「中間組織」としては、既に第４章第 3 節で議論した。 
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なることを予感させる。ここにおいて、規制制度と取引関係による国内の「持続的イノベ

ーション」と、その軛を断った新興アジアにおける「破壊的イノベーション」を対比する

ことができる。 

表 5-15 3 つの事例における規制と取引 

 強固な規制制度 固定的な取引関係 

FOMM あり あり 

Industria なし あり 

紫紘 あり なし 

出典：著者作成 

 ではこうした既得権がイノベーションとどのように関係するのか。確かに、日本のがん

じがらめの規制はビジネスを立ち上げる、イノベーションを起こすには大変不都合な存在

である。しかし規制が存在したことによって、かえって新しいイノベーションを生む可能

性があるかもしれない。日本で典型的な事例としては、小倉昌男のヤマト運輸による宅配

サービスが典型であろう。沼上（2018）によれば、小倉昌男の真骨頂は、みずからが考案

して生み出したビジネスを越えた広がりにあったとされる。 

「みずからが考案して生み出したビジネスは、自分とモノとの関係ではなく、自分

と他者との関係を作り出す」「自分とは異なる他者は、それぞれに異なる意図を持ち、

異なる価値観・知識・発想をビジネスに持ち込む。その結果、当初に構想されたビ

ジネス・モデルは数々の「意図せざる結果」を生み出していく。もし当初のビジネ

スを構想した人物が素直な学ぶ心を持っているならば、その「意図せざる結果」は

単なる「不確実性」ではなく、発見に満ちた学習の機会である。」291 

 

見方を変えると規制制度に対し、新たな課題を生むという意味で、クリステンセンのジ

ョブ理論にみる課題に対し、その解決のために新たな雇用を雇い入れるという方法を採用

することができる。FOMM の場合は、日本に学び、日本に強固な規制制度が存在したこと

により新天地である新興アジアでの可能性に賭けたということになる。日本の規制制度の

背後には、先述のガソリン車によって確立された規制行政体系が存在している。 

                                                        
291 沼上(2018), p.59 
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つまり規制制度があるからイノベーションが興ったのではなく、あくまで規制制度がも

たらす課題に対する解決がイノベーションを導くのである。同時に過度の規制制度は、日

本の特殊状況を生み出し、その状況への過剰適応は、日本の競争力を削いでしまう可能性

がある。いわゆる日本独特の規制制度としての「ガラパゴス化」となる。 

 

（３）50 事例における新天地効果 

 表 5-16 で見るとおり、今回取り上げた 50 事例の新天地効果を確認する。 

新天地効果の条件は以下の①を満たし、②か③のどちらか一方、もしくは両方を満たす

ものが、「１」、そうでないものを「０」とする。 

①新規の顧客を想定した新たな事業を検討している（旧結合から新結合への意思） 

②日本国内における厳しい規制制度（岩盤規制）が存在することにより障碍に直面してい

ると認識しており、①が実現できない。 

③日本国内における固定的な取引関係（看板系列）が存在することにより障碍に直面して

いると認識しており、①が実現できない 

以上、本研究での新天地効果は、①を前提に、②規制制度と③取引関係のどちらか（若

しくは両方）を満たすものであることとした。 

表 5-16 50 事例における新天地効果 

 

出典：著者作成 

強固な規制制度と固定的な取引関係の有無を確認したものである。これによって、新天
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地効果の存在・不存在の事実を確認した。この表 5-16 を活用し、第５章第７節では QCA

による越境型イノベーションの結合因果条件を検証する。 

 

5.5. RQ の解明「国際的企業家精神」 

本節は、RQ の解答を構成する、「国際的企業家精神」と命名した企業行動に関する傾

向について、その内容と理論的な背景について考察する。 

5.5.1 国際的企業家精神とは 

国際的企業家精神（TW：Transnational Will）とは、越境型イノベーション生成の契機

をつかむ条件として命名した。国内事業をそのまま海外展開する方法を超えた、日本と現

地の相互互恵の意思である。先行する BGC 論ではその重要性を国際的企業家精神として

強調している292。この国際的企業家精神はクリステンセンのジョブ理論293で説明できる。

海外の各地域固有の「課題＝用事」を済ます「課題解決」の方法を「雇用」する動機、が

機縁となる意思であり、FOMM 社の海外展開過程では３つのフェイズを確認できる。「課

題発見⇒新結合⇒持続的ビジネスモデル化」の段階論的なアプローチがこれである294。

FOMM 社は、2011 年東日本大震災の津波やタイ大洪水という未曾有の災害、交通問題や

環境問題など現地の様々な課題やニーズを契機に、緊急時水上浮上型ＥＶを開発した。 

本研究では、越境型イノベーションの契機として、国際的企業家精神を行動様式の問題

と捉え、その論理的な過程を辿る。実際ドラッカー（1985）は、企業家精神なるものを精

神的な態度と捉えるのではなく、行動様式として理解することを明言している。 

  「企業家精神の特性とは、性格の問題ではなく、行動様式の問題である。しかも、

企業家精神の基礎となるものは、直観的な能力ではなく、じつに論理的かつ構想的

な能力なのである」295 

 

                                                        
292 中道(2016), pp.17-18 
293 Christensen M, Taddy, Karen and David (2016b) 
294 このイノベーション生成に向けた三段階論は、Doz らのメタナショナル経営論の
Sensing, Mobilizing, Operations の 3 つのレベルに共通するものと考える（Doz, Santos 
and Williamson(2001)）。 

295 ドラッカー(1985), pp.40-41。またこの結果として、企業家精神なるものは、反復可
能性をもち、教育現場で享受可能なものとして定式化が可能である。 
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すなわち「企業家精神」とは、精神論ではない。それは論理的かつ構想的な能力を活用

した実践である。具体的には、3 つのプロセス、「課題発見⇒新結合⇒持続的ビジネスモデ

ル構築」、について、各社において国際的企業家精神が実践の過程でどのように進めること

ができるかを確認した。つまり本研究はでは、国際的企業家精神は、以下の 3 段階と規定

する。 

第一段階：課題発見 

第二段階：課題解決に向けた新結合 

第三段階：持続可能型ビジネスモデル化 

の 3 段階である。 

 

 先に見たとおり、FOMM をはじめ、Industria、紫紘の 3 つともに、これら三段階プロセ

スを通じて、越境型イノベーションの萌芽を掴むこととなる。このような段階論的なプロ

セスは、イノベーション生成の契機として極めて重要である。確定的なノウハウや予定調

和的にアプリオリに答えが導かれるという性格のものではない。まさにイノベーションそ

のものを導く、創発的なプロセスを想定し、当初から各企業が試みるプロジェクトが成功

するかどうかは分からない、という性格のものである。 

 

5.5.2 先行研究に現れた国際的企業家精神の萌芽 

（１）ジョブ理論にみる国際的企業家精神 

 この 3 段階のプロセスは、Christensen（2016）における「ジョブ理論」とも整合的であ

る。ここでは、「破壊的イノベーション」に向けた三段階のプロセスが描かれている。 

“ All three layers – Uncovering the Job, Creating the Desired Experiences, and 

Integrating around the Job – are critical.296”  

＜ Uncovering the job – A job is the progress an individual seeks in a given 

circumstance.＞ 

＜Creating the desired experiences – The experiences we enable in each of these three 

                                                        
296 Christensen(2016), p.129 
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dimensions to fulfill the job＞ 

＜Integrating around the job – Aligning our internal processes with the job in order 

to provide the desired experiences＞297 

   「全三段階の層に分かれ、ジョブ（仕事）を見つけ、望ましい経験を創造し、ジョ

ブ（仕事）を統合していく、という 3 つが重要である。 

   仕事を見つけるとは、仕事は与えられた環境下での個別の発見の成果である。 

   望ましい経験を創造するとは、仕事を満たすためのこれら３つを実現するという経

験である。 

   ジョブ（仕事）を統合していくとは、望ましい経験を提供するためのジョブ（仕事）

を伴う内部プロセスを整理することである。」298 

 

ブランク（2006）の『アントレプレナーの教科書』：The Four Steps to the Epiphany  

Steven Gary Blank(2006)でも同趣のマーケット・インを通じた起業のアプローチが提起さ

れている。彼の主張によれば、起業のためのステップは以下の 4 つである。即ち「顧客発

見⇒顧客実証⇒顧客開拓⇒組織構築」299であり、これは課題発見を掲げる越境型イノベー

ションとも親和性のある主張である。特に顧客発見の要諦として、「顧客が解決したい課題

を特定できたか」300としており、クリステンセンの「ジョブ議論」とも整合的である。ま

た理論的な背景として国際経営論のメタナショナル経営論、さらには実践から導かれた「お

互いメソッド」ともこの国際的企業家精神の三段階のプロセスは整合的である。 

 

（２）メタナショナル国際経営論にみる国際的企業家精神 

 メタナショナルが提起している 3 つのプロセスは、国際的企業家精神と類似している。 

“Startup companies can leapfrog their competitors and go straight to a metanational 

structure rather than treading the well-worn path of internationalization301” 

   「スタートアップ企業は彼らの競争相手に対して蛙飛び戦略を活用できる。そして

                                                        
297 Christensen(2016), p.129 
298 著者翻訳 
299 ブランク(2006), p.36 
300 ブランク(2006), p.54 
301 Doz, et.al.(2001), p.232  
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周到に準備された国際化の道を歩むのではなく、一足飛びでメタナショナルな構造

に行き着くことができる」302 

即ち、メタナショナル国際経営は、組織のためのイノベーションではなく、イノベーシ

ョンのための組織である。これがトランスナショナル国際経営との間の断絶である。組織

はイノベーションに従う。このようなイノベーションを世界中から探すために、3 つのフ

ェイズを想定している。それは図 5-20 にみるようなプロセス、すなわち、「センシング」

→「モビライズ」→「オペレーション」である。センシングによって新たな可能性を見つ

け出し、新しい組み合わせを行い、最終的にビジネスモデルを構築するという段階で構成

される。 

 

図 5-20 メタナショナルの 3 つのプロセス 

出典：Doz,et（2001），p.6，The Three Levels of Competition in the Global Knowledge 

Economy (Figure 1-1)より修正して著者作成 

 

（３）「お互いメソッド」にみる国際的企業家精神 

 このメタナショナル国際経営論のフレームワークは、実は著者が 2011 年以降、日タイ

の連携を通じたイノベーションを興すために活用してきた「お互いメソッド」と驚くほど

似ている。図 5-21 で示すとおり、国を超えた越境型イノベーションを生み出す手法であ

る。お互いメソッドとは、プロダクト・アウト型の企業内のリソースの配賦や活用から出

発するのではなく、マーケット・インの発想として、ニーズ・課題を見つける作業を出発

点とする（センシング）。さらに、見つけられたニーズ・課題に対応するかたちでシーズ・

能力・資源を組み合わせる（モビライズ）。最後に、現地との Win-Win の関係をもたらす

持続可能な体制を構築するという意味で、イノベーションの遂行を完遂する（オペレーシ

                                                        
302 著者翻訳 
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ョンズ）。 

 

図 5-21 お互いメソッド 

出典：著者作成 

このように BGC が目指す射程は、一方でウプサラモデルが提唱する漸進的海外展開に

対置される、生まれながらの海外展開である。またメタナショナル国際経営論を実現する、

世界のどこでもイノベーションを興すことができる経営、イノベーションのための経営で

あるといってもよいだろう。まさに「born in the “wrong” place（生まれてくる場所を間違

えた）」企業303に注目する。そしてイノベーションは地方、中小企業という、周縁から起こ

る可能性が理論化される。 

“ Innovation and leadership are just as likely to come from the organization’s 

periphery304” 

   「イノベーションとリーダーシップは組織の辺境から起こりがちである」305 

 

5.5.3 国際的企業家精神の定式化 

以上、RQ への条件の 1 つとして、国際的企業家精神の存在が必要となる。国際的企業

家精神によって、「破壊的イノベーション」を伴うビジネスの萌芽を見出すことができる。

越境型イノベーション生成の契機となる条件として、 表 5-17 で明らかなとおり、

メタナショナル国際経営論と共通する 3 つのステップが存在する。 

                                                        
303 Doz, et.al.(2001), p.53 
304 Doz, et.al.(2001), p.24 
305 著者作成 
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 表 5-17 越境型イノベーションとメタナショナル経営との比較306  

出典：Doz,et.al（2001），p.6，The Three Levels of Competition in the Global 

Knowledge Economy (Figure 1-1)より修正して作成 

 メタナショナル国際経営論を通じて、「イノベーションのための組織」が登場する。「自

らイノベーションを興してこれによって海外展開を図る」というスタンスから、「イノベ

ーションを興すための海外展開」というコペルニクス的転回を獲得するに至った。 

 以上を踏まえて、50 事例について表 5-18 よって、3 つのプロセスについて確認する。

国際的企業家精神の条件は以下①、②、③をこの順番で実践したものが「１」、そうでない

ものを「０」とした。 

①先ず新興国市場において課題･ニーズ発見を行う。 

②次に①で抽出された課題やニーズに対し、自社を含めた新たな組み合わせによって課題

解決を行う事業を形成する。 

③最後に②で構築された新結合について、持続可能なビジネスモデルを構築する。 

 本研究での国際的企業家精神は、上記①、②、③をこの順番通りに実践する企業の行動

規範を指す。 

 

                                                        
306 Doz,et.al.(2001), p.6, The Three Levels of Competition in the Global Knowledge 
Economy (Figure 1-1) 
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表 5-18 国際的企業家精神の結果307 

 

出典：著者作成 

 

5.6. RQ の解明「能動的支援」 

第５章第４節及び第５節では、RQ「どのように越境型イノベーション生成の契機を掴

むのか」に対する結合因果条件である「新天地効果」と「国際的企業家精神」を確認し

た。本節では、もう一つの条件である「能動的支援」に着目する。 

5.6.1 能動的支援の条件 

 第５章第２節及び第３節の 3 事例について、能動的支援をまとめたものが、表 5-19 で

ある。ここで組織化、物語化、一貫した遂行化、の 3 つが、次に検討するイナクトメント

型支援である。またネットワーク化は能動的支援のネットワーク理論的な基礎付けである。 

                                                        
307 「０」は条件が存在しないこと、「１」は条件が存在することを表す。 
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表 5-19 3 事例における能動的支援とその支援内容 

 

出典：著者作成 

 

5.6.2 能動的支援の本質：イナクトメント型支援 

以上を踏まえ、能動的支援を理論化するにあたり、その能動的側面について Weick の組

織化理論を、またネットワーク型支援についてネットワーク理論を援用して、概念化する。

まずは、一方の特徴である能動的支援を Weick の議論を参照してその支援者と被支援者の

関係性のなかに支援の本質を見出すべく、“enactment”及び“sense-making”という術語を参

照して考察する。 

（１）能動的支援における支援者と被支援者の相互性 

能動的支援とは、単なる助言ではなく、外部環境に専門的な見地から意味を与えながら、

被支援者である相手への働きかけを前提に、支援者と被支援者双方を変えてしまう行為で

ある。それは一方通行でもなければ、受動的な行為でもない。被支援者自体も支援機能か

ら得られる支援の受動的な受け入れ先ではない。従って両者の相互作用のなかからイノベ

ーションが形成されていくとみることができると考える。つまり支援者の支援は、外部の

環境の中から自らの認知対象、意味対象を創り出そうしているわけである。それはお互い

の安定的な関係を創ろうとする行為として、外部環境や他者にたいし「気づき」と「囲い

込み」を行う。これは単なる受け身の反応（react）ではなく、能動的な行為（enact）とし
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て理解できる。 

 つまり天下り式に専門知識を活用して支援することは能動的支援の本質ではない。支援

者と被支援者が、相互学習を介してイノベーション形成の契機を獲得していくことを強調

する必要がある。例えば原，岡（2013）では、「慮りによる価値共創」308を提唱しており、

このような被支援者への忖度を通じて支援者とともに価値創造していく過程である。さら

には「摺り合せによる価値共創」309による相互双方性が、今後の能動的支援において重要

なファクターとなる。 

 また海外進出の意思決定過程を分析した Aharoni(1966)は、複雑な海外進出の判断につ

いて関係する主体間の社会的な相互作用プロセスとしてとらえており、竹下（2009）では、

相互作用の重要性を強調する。 

   「組織が個人の海外経験により形成された暗黙知を活用するためには、対面による

相互作用が効果的」310 

 

 さらに、相互作用が状況に依存することを強調する。 

   「〔中国〕進出支援においては、規則リスト的なものではなく、状況を共有する相互

作用が重要となる」311 

 

竹下（2009）は、中国への海外展開の過程における自己（支援者：外部専門家）と他者

（被支援者）の相互作用とその過程における両者の一体化の認知プロセスを分析している

312。このなかでも、「局面への一体的な被爆」を通じ支援者と被支援者が一体化したうえで

現地政府や企業との交渉における「不断に出現する局面」に対応しつつ、「学習の肩代わり」

を行うことで進出支援を相互双方のプロセスとして実証している。 

 さらに、中川他（2014）ではエコシステムについて以下の通り説明している。 

「エコシステムは人々の解釈と行為というミクロレベルの事象の連鎖で成立して

いる。エコシステム変容とは、主体の解釈と行為の変質と模倣が積み重なっていく

                                                        
308 原＆岡(2013), p.258  
309 原＆岡(2013), p.259  
310 竹下(2009), p.21 
311 竹下(2009), p.22 
312 竹下(2009), p.30，図２ 概念図「中国進出プロジェクトにおける外部専門家の支援
プロセス」 
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中で進行するものであり、あくまでミクロレベルの行為変質として表象化する」313 

 

このエコシステムに注目するならば、支援者と被支援者の邂逅の場こそが、越境型イノ

ベーション生成の契機を提供する。図 5-22 では従来型の一方通行の支援に対し、ここで

検討をすすめてきた相互双方の支援である能動的支援をまとめる。未知のイノベーション

領域であり、海外展開というこれまた被支援者にとって未知の領域に対し、支援者と被支

援者の相互学習的な支援こそが、「イノベーション×海外展開」の成功において、重要な契

機となりうる。 

 

図 5-22 今後のイナクトメント型支援と従来の支援の違い 

出典：著者作成 

 

（２）相互学習としての学習の状況性 

このように意思決定のための情報が先の立つのではなく、心証形成が先に立つ可能性が

高い。問題はそのような心証形成に至る支援者と被支援者の相互学習が重要というわけで

あり、論理的な納得という以上の相互の認識の到達点が不可欠となる。この相互性自体が、

活動の状況性（situated activity）によって規定されており、支援者と被支援者の交渉の結

果であることがわかる。 

      “it〔situated activity / situatedness of activity〕took on the propotions of a general 

theoretical perspective, the basis of claims about the relational character of knowledge 

and learning, about the negotiated character of meaning, and about the concerned 

(engaged, dilemma-driven) nature of learning activity for the people involved314” 

                                                        
313 中川他(2014), p.5 
314 Lave & Wenger (1991), p.33 
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   「状況に埋め込まれた活動は、一般化される理論的な視座をもっているものである。

それは、知識や学習が関係性をもっていること、意味内容が関係者の間の交渉の結

果として作り出され、参画している人々が学習活動の本質に関心を向けられ、（入り

込んでしまい、矛盾に突き動かされる）ものであるという考え方の基礎になる」315 

 

（３）能動的支援の特徴 

以上を前提に日本研究では Weick の議論の延長上に能動的支援を位置付ける。能動的支

援の特徴を、「組織化」、「物語化」、「遂行化」の 3 つで述べることができる。つまり能動的

支援とは、以下の通りである。 

１）膨大な意味情報の縮減を通じて、支援＝被支援の関係性のなかで、不可欠なイノベー

ションの本質をあぶり出す【組織化】 

２）物語化・物語を通じたセンスメーキング（有意味化）を行う【物語化】 

３）実行の過程を通じてイノベーションを興す【一貫した遂行化】 

以上の３つとして定義することができるだろう。特に、表 5-20 は能動的支援と旧支援

の比較であり、これを踏まえて能動的支援の 3 つの特徴を述べる。 

表 5-20 能動的支援の特徴と旧支援との比較 

支援者と被支援者の関係性 能動的支援 旧支援（受動的支援） 

外部との関係 組織化 

情報を縮約して取り込む 

市場化 

外部市場調達型 

内部の関係 物語化 

回顧的意味形成 

分析化・分断化 

アプリオリな事前的意味形成 

実行における様態 一貫した遂行化 

実行の過程で形成される 

計画化 

つどつどの機会主義的 

出典：著者作成 

１）組織化 

 Weick（1979）は、「組織」という静的な分析対象ではなく、動的な組織「化」が分析対

象としている。 

                                                        
315 著者翻訳 



 

 

151 

 

“…Organizing, which is defined as a consensually validated grammar for reducing 

equivocality by means of sensible interlocked behaviors316” 

   「組織化は、意識的な相互に結びつけられた行動によって、多義性を縮減するため

の人々が納得できる妥当な文法〔法則〕」317 

 

 この相互連結行動（interlocked behaviors）として、支援者と被支援者の関係を規定する

ならば、まさに組織化の萌芽的段階として位置づけることが可能である。組織化によって

オープンイノベーションが形成される契機として、緩やかに結合された組織化（loosely 

coupling system）として、ワイクの議論を援用する。そしてこの環境を創造し、その環境

に拘束されていく過程こそがイナクトメントとされる。 

    “Enactment is to organizing as variation is to natural selection. The term enactment 

is preferred over variation because it captures the more active role that we presume 

organizational members play in creating the environments which then impose on 

them318.”  

   「イナクトメントとは、組織化にとって、ちょうど自然淘汰に対する変異に当ては

まる。イナクトメントという言葉は変異よりも選好されるのは、イナクトメントと

いう言葉が、組織メンバー自身を強制することになる環境を創造すると考えられて

いる、より積極的な役割をとらえるからである」319 

 

ここでイナクトメントは、環境を意味ある世界に変えていくこと（Ecological change⇒

Enactment⇒Selection⇒Retention）320であり、組織が環境の一部を生み出している、組織

が拘束される環境を創っているという共犯関係を強調する概念である。その意味で、行為

が認知を先行するという立場である。 

星井（2016）は、イナクトメントを組織化の始点として分析している。 

「イナクトメントは、外部での事象や変化などをとらえて他者との相互関係を構築

                                                        
316 Weick(1979), p.3 
317 著者作成 
318 Weick(1979), p.130 
319 著者翻訳 
320 Weick(1979), p.132、Figure5.1 
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し、組織化を進展させるきっかけとなるプロセスである。イナクトメントは組織化

の始点であり、新たな気づきやひらめきのきっかけとなる性質をもち、能動的に環

境に働きかけて新たな環境を創出する組織形成の源泉という側面を有している」321 

 

 つまり能動的支援では、イノベーションという新たなものを作り出す営為において、環

境の中から自らを規定していく必要がある。と同時に、クラスタリングを通じてその外延

を広げるプロセスでもある。外部の様々な対象との新結合に向けた気づきを与える支援が、

能動的支援であるといえる。 

 それは時として強引に「創ってしまう」という支援であるかもしれない。企業者がしば

しば、自らの世界観を中心としたコア・コンピテンスの世界に生きており、容易に新たな

組織化に向かわず躊躇するのに対し、やや強引にそれを進める立場ともいえるだろう。た

とえるならば、俳優（企業者）（actor / actress）に対する、プロデューサー（支援者）(producer)

という関係である。 

 

２）物語化 

ワイクは創発性を以下のように述べる。      

“…people converge first on issues of means rather than on issues of ends322” 

 「最初に人々は手段について収斂するのであり、目的について収斂するのではない」323 

 

イナクトメントは「導出的意味形成」の行為であり、自己成就的予言（self -fulfilling 

prophecies）として回顧的であり、創発的なふるまいと親和性がある。センスメーキング

が指すところの「回顧的意味形成」について、目的が後付けで形成されてくるものと思わ

れる。そして Weick はセンスメーキングについて以下の通り宣言している。 

“In short, what is necessary in sensemaking is a good story324.” 

  「端的に言って、センスメーキングに必要なのは、良い物語である」325 

                                                        
321 星井(2016), p.78 
322 Weick(1979), p.91 
323 著者翻訳 
324 Weick(1995), p.61 
325 著者翻訳 
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この物語を形成する役割こそが支援者に期待される部分であると言える。単なる情報提

供のような受動的支援が評価されない、あるいは効果が薄いものとされる。Lave & Wenger 

(1991)でもこの物語の重要性を強調している。 

   “This is why stories can be so powerful in conveying ideas, often move so than an 

articulation of the idea itself326” 

   「したがって、物語は考え方を伝える際の大きな力を発揮することができ、しばし

ば、考え方それ自体の語感以上に効果をもたらす327」 

 

 混沌とした秩序からなにかを創造するという場合、最初から明確な目的やゴールの具体

像があるというわけではない。ベンチャーキャピタリストがよく言うように、スタートア

ップスにおいて、当初の計画が採用されることはほとんどない。より踏み込んでいうと、

誰が行うかというイノベーター本人（ここでいう企業者）しか決まっていないのが普通で

ある。企業者本人ですら、自分が最初から何をやりたいのかが分からない。そしてこの状

況に対し、有意味化させるのが能動的支援ではないかと考える。そして支援者は、回顧的

にこの事業の積極的な意義を導出していく328。いわば役者（actor / actress）＝企業者と演

出家（director）＝支援者の関係である。 

 

３）一貫した遂行化 

今度は俳優（actor / actress）＝企業者と代理人（agent）＝支援者の関係である。イナク

トメントを通じたイノベーション形成の契機を提供する支援において、「遂行」が重要なプ

ロセスとなる。Weick が引用している、アルプスで遭難した際に、ピレネー山脈の地図を

頼りに下山できたという事例を参照すれば329、イノベーションのような未知の領域の探索

において、遂行化が大いに効果を発揮する。 

  “Once people beign to act (enactment), they generate tangible outcomes (cues) in 

some context (social), and this helps them discover (retrospect) what is occurring (on 

                                                        
326 Lave & Wenger (1991), p.34 
327 著者翻訳 
328 著者の経験でも、当初から持ち込まれた案件計画が、そのまま実現したというケース
は存在しない。むしろ対話を通じて、事業の外延を確定させていくプロセスが重要であ
り、意味づけは回顧的なものになりやすい。 
329 Weick (1995), p.54 
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going) ), what needs to be explained (plausibility), and what should be done next 

(identity enhancement)330” 

   「いったん行動を始める（イナクトメント）と、何らかの文脈のなか（社会）で、も

のとして明らかになる結果（手がかり）を見出す。そしてこれは、人々に何が起こ

りつつあるのか（進行中に）、何を説明すればよいか（なにがもっともらしいのか）、

そして次にどうすればよいか（特定化を高める）を見出すことを手伝う」331 

 

つまり不確実な状況において、行動の中で意味形成が導かれるのである。日本の海外直

接投資について先駆的な業績を残した洞口（2002）では、企業の海外展開動機は煎じ詰め

ると「意図（intention）」や「心情」であるとされる。つまり、いろいろな分析、データを

そろえて計画を立てて意思決定を行っているのではない。むしろ実行の過程で、さまざま

な判断が下されていく。その過程のなかでつど必要なデータを集めているということにな

る。例えば洞口（2002）は、海外直接投資を実行するために事前に行う調査、FS（Feasibility 

Study）の本質を以下のように分析している。 

  「投資決定とは主観的な「意図」が先行するものであり、FS による現状認識は、そ

れを後づけるように見える」332 

 

遂行の過程を通じて意思決定する能動的支援は、企業者に対して力強い伴走者となる。

２）で示した回顧的意味導出と同じ結論であるが、決定が情報に先立つという意味でも支

援の実践を通じて確立された知識による支援はイノベーション生成という未知の領域に

おいて、重要なよりどころとなる。 

この点、遂行性を持った行動が知識として他への応用が可能であり、各所で同様に展開

できるとする。BGC 論で登場するこの「知識の移動可能性」を考慮すると説得的である。 

  “Knowledge is inherently mobile in that it can be combined with fixed assets, such as 

distribution channels or manufacturing resources, in foreign markets at relatively low 

costs333” 

                                                        
330 Weick(1994), pp.54-55 
331 著者翻訳 
332 洞口(2002), p.233 
333 Oviatt & McDougall(2005), p.548 
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   「知識とは本来移動可能なものであり、相対的に安い外国市場における流通チャン

ネルや製造業のための資源のような固定資産と組み合わせることができる」334 

 

知識の移動可能性を考慮すれば、能動的支援が未知の領域おいて、遂行過程を通じた意

思決定や、未知の領域としてのイノベーションにおける新たな展開を行う際に役立つこと

が理解できる。考えてみれば、Weick が主張しているように、越境型イノベーションにお

ける遂行の過程において必要なのは、周到な計画ではない。いくつかのパターンとしての

知識を前提に、１回限りのイノベーション生成の契機を、遂行の過程で伴走し意思決定に

つなげていくことができる支援なのである。これがイナクトメント型支援の３つめの特徴

である。 

 

5.6.3 支援機能のネットワーク理論的基礎付け 

支援人材ネットワークをどのように構築し、また活用するのか。能動的支援のもう一つ

の機能であるネットワーク機能について、ネットワーク理論を踏まえ、理念型としての「支

援者」を抽出する。 

（１）ネットワーク論における支援者の位相 

Granovetter (1977)335以来、“the strength of weak ties（弱い紐帯の強さ）”が注目を集め

ている。これは、もともとは労働市場における就職斡旋の際、強い絆で結ばれているよう

な近しい友人などのネットワークよりも、異なるネットワークに属する遠い存在である弱

い絆の人物からの紹介の方がうまくいくという現象に着目した理論である。そもそも、近

しい関係の人物であれば、本人と同じコミュニティやネットワークに属しているはずであ

り 、 就 職 機 会 の 情 報 も 本 人 と 重 な っ て く る だ ろ う 。 こ れ が そ の 理 由 で あ る 336 。

Sharma&Blomstermo（2003）では、数多くの弱い繋がりを持つ企業は、強い繋がりを有す

る企業よりも優位性を享受できる場合が指摘されている。さらに、Burt（2004）では、「構

造的空隙（Structural holes）」という概念を用いて、比較的接点のない下位ネットワーク同

                                                        
334 著者翻訳 
335 Granovetter(1977), pp.1361-1363 
336 グラノベッタ(1998), pp.79-82 
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士を仲介するブローカー的立場が競争的優位性を得ることができるとしている。 

さらに、若林（2009）によればブローカー的立場はイノベーションにむけ重要である。 

「近年有力になっているのは、ネットワークの中で、分断されているグループや

組織をうまく媒介するブローカー的な立場に立つ個人や組織は、イノベーション

や競争において有利である・・・〔理由は〕他の企業では手に入らない新規で異質

な情報や資源を幅広く獲得しやすいので、画期的なイノベーションを行ったり、

新たなビジネス・モデルのシーズを得やすかったりする」337 

 

これら情報の結節点として、支援者機能の性格とその論理的根拠を浮かび上がらせるこ

とができる。 

支援者類型の具体像と供給方法については、Arthur & Rousseau（1996）338が参考になる。

ここでは、「boundaryless career」とよばれるキャリアが取り上げられており、企業境界の

みならず、越境型イノベーターのような国境を越える人材も想定される。またこれらを支

援する PEOｓ（professional employer organization）が台頭している。 

 組織間ネットワークにおける情報やリソースを管理する「境界連結管理者」（boundary 

spanning manager）339という存在が既に「支援者」として出現している。そしてこれらを

更にまとめて、ばらばらに存在する組織間、個人の間のブリッジ機能が求められていると

いう。このブリッジ機能とは、若林（2009）によれば、以下のように定式化される。 

「互いにかかわりのない何人もの行為者たちや、いくつもの集団を橋渡ししている

行為者は、仲介するという意味でブローカー（Broker）という重要な役割を果たす。

こうした行為者が持っている橋渡しをする紐帯のことを「ブリッジ」という」340 

 

 そして安田（2000）によれば、このブローカーの力の源泉はその位相にある。 

「ネットワーク回路において自分以外の複数の人間にとって絶対的に重要な、しか

し、それらの者が占めることのできない位置を占有していることに起因する」341 

                                                        
337 若林(2009), p.177 
338 Arthur, M. B., & Rousseau, D. M. (1996), p.28 
339 若林(2009), p.64 
340 若林(2009), p.250 
341 安田(2001), p.108 
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この位相こそがブリッジ的立場であり、その効果を発揮することができる。ここでブリ

ッジ効果については、「媒介中心性」、「第三者媒介」、「構造的空隙」という術語をもちいる

ことで効果を解明することが可能である。Burt（2004）が提唱している「構造的空隙

（structural hole）」こそが、このような分断された状況がもたらすブローカーの役割・貢

献を説明している342。例えば良いアイディアをもたらすためにもある程度の距離が必要に

なり、それを繋ぐのがブローカーの役割となる。 

      “New Indeas emerge from selection and synthesis across the structural holes etween 

groups. Some fraction of those new ideas are good. “Good” will take on specific 

meaning with empirical data, but for the moment, a good idea broadly will be 

understood to be one that people praise and value.343” 

   「新しいアイディアはグループ間の構造的空隙を通じた選択と生成から興る。これ

らの新しいアイディアの断片は良いものである。この「良い」は、経験的なデータ

を伴って特別な意味をもつが、その間、良いアイディアは人々が称賛し、価値を見

出すものとして広く理解されることになる」344 

 

その役割としては、１）ブリッジの中心性の存在によって間接的に結合させること、２）

分断が大きいほどブリッジ機能も大きい345。そして、３）このブローカーの機能こそが社

会関係資本なのである。 

“The link between good ideas and structural holes is key to the social capital of 

brokeage.346” 

  「良いアイディアと構造的空隙の間の結びつきは、ブローカー機能の社会的資本に

対する鍵となる」347 

 

また「関係的組織能力」（relational capability）を活用することで、企業との連携を可能

にする。つまり本来は出会うことのない企業や人が、ブリッジ効果を通じて連携すること

                                                        
342 Burt(2004), p.349. 
343 Burt(2004), p.350 
344 著者翻訳 
345 Burt(2004), p.351 
346 Burt(2004), p.351 
347 著者翻訳 
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によるメリットが存在するなかで、支援機能がこの構造的空隙を埋め合わせ、ブリッジ効

果を発揮するという役割が期待される。そしてこの仲介機能は情報と支配によって競争力

を有すると指摘されている348。従って、支援者の位相そのものが競争力の源泉であり、被

支援者は適切な支援者と連携することによって大きなメリットを生むことになる。 

 

（２）強い紐帯の強さと弱い紐帯の強さ 

 このような支援者機能のネットワークの位置づけを考える場合、「強い紐帯の強さ」と

「弱い紐帯の強さ」の両面が存在する。前者については、起業において多様な社会ネット

ワークを活用しているとする意見349がある。また社会的な関係性を一つの資本と見なす社

会関係資本（social capital）の概念を適用することで350、ネットワークを通じた経済活動の

一部が、実際に「社会的に埋め込まれている（social embeddedness）」と見られている。古

い時代からの道徳や文化、慣習といったものからの拘束や、他方で新しい個人主義を前提

とした市場における取引でもない、ネットワークの力によって個別のプレイヤーが影響を

受けている状況である。 

つまり支援者が取りなすネットワークにより、新たなイノベーションのための新結合が

誕生し、そのつながりがある種の規範性をもって活動を展開する可能性がある。これはオ

ープンイノベーションによってつながったクラスター間連携が、ゆくゆくは一つの「王国」

を形成する、ルールメーキングとしてのシステムメーキングの実現性を示唆している。 

さらに Granovetter（1985）で明らかにしたこの「埋め込み（embeddedness）」の議論の

延長に、過小社会化（市場原理にもとづいてバラバラの個人が誕生していく現象）におけ

る距離を隔てた紐帯と、過剰社会化（社会の道徳や文化、慣習が支配していく現象）にお

ける埋め込まれた紐帯のはざまで、ほどよい関係性が見出され、これがイノベーションの

創造性を担保する可能性が展望される（表 5-21 参照）。 

 企業の国際展開が、組織と市場の間で、組織に内部化していく方向で展開してきたのに

対し、近年のグローバル化と IT 化という外生的な環境変化に呼応して、むしろ外部に開

                                                        
348 Burt(2009), p.46, Figure 1.10 Argument 
349 金井(2009), pp.94-95 
350 INV や BGC をこうした社会関係資本をもつ企業として捉える先行研究も多い（Yli-
Renko & Autio & Tontti (2002), p.301，Sharma & Blomstermo (2003), p.750, 
Coviello(2006), p.201,Presutti & Boari & Fratocchi(2007), p.40-44,など） 
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かれたオープン・イノべーションを目指す優位性、逆に言えば内部化理論の崩壊が進行す

る。この延長上に、ネットワーク理論に基づく社会関係資本を活用したネットワークの力

が、この内部化と外部化の間に登場することが期待される。表 5-22 はこの変遷を示す351。 

表 5-21 取引の特徴352 

 新規の取引 継続した取引 

紐帯の種類 距離を隔てた紐帯 arm’s length ties 埋め込まれた紐帯 embedded ties 

課題 過小社会化 過剰社会化 

出典：著者作成 

表 5-22 内部化と外部化の間としてのネットワーク 

内部  

⇒ 

外部  

⇒ 

ネットワーク 

企業組織内部 市場取引 企業間オープンイノベーション・社会関係資本 

出典：著者作成 

そして、社会的なネットワークを繋ぐ意味で、旧支援と能動的支援のネットワーク理論

的位置づけが鮮明となる。すなわち、これまでの旧支援は、組織内部に向けた専門家とし

て暗黙知の部分を顕在化している知識と照らし合わせて支援を展開してきた。このため、

どちらかといえば企業側主導の、つまり既にある知識である暗黙知を前提とした「持続的

イノベーション」に向かう傾向がもたらされる。 

これに対し新たに登場した能動的支援は、市場の情報を取り込む。さらに企業間をつな

ぎ合わせる新結合を惹起する機能として期待されている。その結びつきはむしろ全く関係

性を持たない他者同士のつながりを前提とするものである。そこにはこれまでの延長上で

はない全くの「破壊的イノベーション」の可能性を胚胎する。 

そのような意味で、能動的支援を行う支援者がなぜ必要であるのか、その存在理由につ

いて、ネットワーク理論に基づいて以下の３つの必要性にまとめることができる。 

１）「弱い紐帯の力」＝社会関係資本の活用 

支援者機能の必然性は、「弱い紐帯の力」で表される程良い距離の位置づけであることが

重要である。支援者機能は社会関係資本(Social Capital)353を十二分に活用できる。これま

                                                        
351 詳細は第６章第１節で説明する。 
352 若林(2009), pp.191-194 を参考に作成。 
353 パットナム(2000), p.14 



 

 

160 

 

での個々の強さを強調する「強い紐帯の強さ」だけではなく、「弱い紐帯の強さ」を通じて、

新結合を実現し、新規事業の立ち上げにおけるクラスタリング、ネットワーク形成が容易

になる（表 5-23 参照）。 

表 5-23 紐帯の強度別の強み 

紐帯の強み類型 強い紐帯の強み 弱い紐帯の強み 

主唱者 Krackhardt（1998）354 Granovetter（1973）355 

成立の根拠 組織内部の信頼関 構造的空隙 

Structural holes 

強い知識 暗黙知 オープン知 

イノベーションへの親和性 持続的イノベーション 破壊的イノベーション 

支援との親和性 旧支援 能動的支援 

能動的支援 

出典：Krackhardt（1998）及び Granovetter（1973）を参考に著者作成 

越境型イノベーションにおいて、企業者である起業家が新興国市場について何も知らな

いほうが良い場合も大きく、また新興国市場の知見が深い人物は、今度は事業の具体には

口出ししないというかたちで機能分業が成立するほうがよい場合がある356。支援機能がぶ

れない伴走者としての役割を果たすことによって、構造の空隙を埋めて自律的なネットワ

ークとしての「王国」を建設することができる。 

 

２）支援機能の公益性 

能動的支援機能はこのように、どこかにどっぷりつかるかたちで連携すると言う性格の

ものではない。可能であれば、支援者に公益的性格、超然的なポジションが付与されるこ

とで、ロビーイングを完遂した方がよい。 

その意味で安田 (2018)の「非市場機構の役割」は傾聴に値する。実際、イノベーション

生成の契機として、非市場的な基盤が必要になるという主張は重要である。支援者とは、

市場にあって非市場的な存在としてみることが可能ではないか。特に安田（2018）が協調

                                                        
354 Krackhardt(1998), p.22 
355 Granovetter (1973), pp.1377-1378 
356 BGC の支援について貿易会などの協会を利用すべきという指摘する意見もある
（Falaht & Knight & Alon(2017), p.15） 
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しているとおり、IoT 時代のハイテクが背景となる新たな産業構造の到来によって、さら

に非市場的な基盤について相互作用が強調される。 

「不確実性への対応、技術の融合、NIS〔National Innovation System〕による相互

作用の調整（coordination）」357 

 

したがって「市場がよく分かって、而して市場的なふるまいをしない」という支援者の

役割が一層重要になるだろう。これこそ支援者類型の本質的な存在理由であると考えられ

る。つまり支援者は、企業者「以上に」利益を追求する主体ではなく、非市場的主体とし

て公益性を帯びた存在、現実的な成功以上に精神的な成功を求めることが予感される。 

 

３）ネットワークの解釈システムに揺らぎを与える 

寺本（1990）によれば、ネットワークの解釈システムに揺らぎを与えることによって、

ネットワークイノベーションを喚起する方途を説明している。システムメーキングやロビ

ーイングを行う支援者というのは、越境型イノベーションにおいて、能動的な支援機能を

発揮する可能性がある。 

またこうした第三者である支援者が、地方創生や町おこしでしばしば指摘される、いわ

ゆる「よそもの、ばかもの、わかもの」が外部から地方に参入することの重要性を裏打ち

しているのである。 

「地域エコシステムの参入者・潜在的参入者の解釈を揺さぶることの大切さ」358 

 

新規参入者による「ゆさぶり」を強調する。このような組織変容を引き起こす原点は、

主体の解釈の揺らぎであり、イノベーション支援の本質として考えられるだろう。 

 

以上、図 5-23 でまとめたとおり、支援者の位置取りは、被支援者との間で役割分担を

可能にする。支援者は、構造的空隙を埋める位置取りを行い、社会関係資本を駆使して、

「弱い紐帯の強さ」を使って、様々なネットワークを形成する。その後、被支援者が「強

い紐帯の力」を目指した新結合を進める。 

                                                        
357 安田（2018），p.20 
358 中川他（2014），p.12 
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図 5-23 支援者の位置取りと役割分担 

出典：著者作成 

 

（３）3 事例からみたネットワーク形成 

 以下 3 事例からどのようなネットワークを形成しているのか確認する。図 5-24、図 5-25、

図 5-26 の３つで検証すると、以下の 3 つのことが明らかになる。 

１）いずれの場合にも、国内と海外をつなぐ、支援機能が不可欠であることが分かる。 

２）3 つの図では、点線で囲った範囲が、比較的強い絆の効果を発揮する関係性であり、

その外側は、弱い紐帯の強い力を発揮する。したがって、図 5-24 では「タイ王国公益

法人お互いフォーラム」359、図 5-25 では「TAMA 協会」、図 5-26 では、「JICA 案件化

調査」が、この「弱い紐帯の強い力」を発揮することができる。 

３）図 5-24、図 5-25、図 5-26 の 3 つのケースでも明らかなとおり、常に能動的支援機

能である「支援者」として、「タイ王国公益法人お互いフォーラム」が登場する。これは、

第２章で考察したとおり、イノベーション生成の契機自体は、一度限りの行動であるが、

能動的支援機能自体は、いくつかの事例で何度も被支援者であるイノベーターに貢献す

ることが可能である。これらの経験を通じて、支援者の習熟効果を期待することができ

る。そして、その能動的支援者機能を解明することを通じ、能動的支援機能の強化を通

じた、越境型イノベーションの再現可能性に迫ることができる可能性がある。 

                                                        
359 「タイ王国公益法人お互いフォーラム」は、第８章第３節で詳述する。 
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図 5-24 FOMM のネットワーク 

出典：著者作成 

 

 

図 5-25 Industria のネットワーク 

出典：著者作成 
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図 5-26 紫紘のネットワーク 

出典：著者作成 

 

5.6.4 旧支援の課題 

 実際に、足元、現行の海外展開支援メニューが活用されていない可能性がある。中小

企業庁の委託調査では、以下のような事実を確認することができる。この『平成 25 年度中

小企業の海外展開に関する調査報告書』360は、政府の『中小企業白書』の報告内容を構成

するものであり、この種の調査のなかでは、政府主導で公的な意味を持つ。したがって、

批判的に検討するうえで、中立性の高い公表データとして注目に値する。この調査報告書

によれば、既に海外展開している企業に対する海外展開の相談相手（海外展開支援メニュ

ー別に相談相手を示す割合を合算、製造業、非製造業別）は図 5-27 及び図 5-28 の通りで

ある。 

海外展開に関する個別の相談内容以前に、「相談相手がいない」という回答が圧倒的に多

い。注目すべきは、「取引先・同業企業等」への相談の評価が、本来の海外展開支援機関で

あるジェトロを凌駕していることである。相談相手は取引先がメインになることが窺われ

                                                        
360 損保ジャパン日興興亜リスクマネジメント(2014), pp.85-130 
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る。実際海外展開の現場では、取引先や同業企業からのリアルな情報が最も重要である可

能性が高い。これは生の海外現地情報の必要性を物語っている。 

 

図 5-27 海外展開の相談相手（製造業） 

出典：損保ジャパン日興興亜リスクマネジメント(2014)，p.119，問 45 より著者作成361 

 

図 5-28 海外展開の相談相手（非製造業） 

出典：損保ジャパン日興興亜リスクマネジメント(2014)，p.119，問 45 より著者作成362 

またこの事実は支援機能の育成にも示唆を与える。海外展開において取引先からの学び

が重要であることが分かる。他方で逆にいえば日系企業の海外展開における系列型下請進

                                                        
361 左の数字の単位は％で、各支援メニューを足し上げたもの。 
362 左の数字の単位は％で、各支援メニューを足し上げたもの。 
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出を前提とした取引が一部で依然と続いている可能性も考慮しておく必要がある363。 

必要とされる支援内容について海外展開している企業に聞いたところ（各種支援に対す

る各支援機関を頼る割合を示す、製造業、非製造業別）、回答は図 5-29 および図 5-30 の

通りとなる。見るとおり、製造業でも非製造業でも、支援については、「支援の必要がない」

が圧倒的であり、支援内容の評価に入るまでもない。 

 

図 5-29 各種支援メニューへの各支援機関の対応（製造業） 

出典：損保ジャパン日興興亜リスクマネジメント(2014)，p.120，問 46 より著者作成364 

 

図 5-30 各種支援メニューへの各支援機関の対応（非製造業） 

出典：損保ジャパン日興興亜リスクマネジメント(2014)，p.120，問 46 より著者作成365 

 では支援の評価はどうだろうか。海外展開している企業に対する海外展開支援機関の評

価（各支援機関の評価割合、製造業、非製造業別）は図 5-31 及び図 5-32 の通りである。

見るとおり、製造業でも非製造業でも、「利用したことがない」が圧倒的になる。つまり、

                                                        
363 Matsushima(2017a), pp.1009-1010 
364 下の数字の単位は％で、各支援メニューを足し上げたもの。 
365 下の数字の単位は％で、各支援メニューを足し上げたもの。 



 

 

167 

 

評価以前に、日本の各種海外展開支援機関は、全く活用されていない。 

 

図 5-31 支援機関別の被支援者満足度（製造業） 

出典：損保ジャパン日興興亜リスクマネジメント(2014)，p.121，問 46(2)より著者作成 

 

図 5-32 支援機関別の被支援者満足度（非製造業） 

出典：損保ジャパン日興興亜リスクマネジメント(2014)，p.121，問 46(2)より著者作成 

以上、海外展開に関し、日本の中小企業から既存の支援機関はほとんど利用されてない

という可能性が示唆される。2014 年度の中小企業白書でも、現行の中小企業に対する海外

展開支援の限界を指摘している。 

   「概して海外展開の相談において、公的な海外展開支援機関の利用率は、あまり高

いとはいえない。一方で、相談相手はいないと回答する企業もそれぞれの経営課題



 

 

168 

 

でかなりの割合を占めており、政府としても何らかの対応が必要とされる」366 

「現状では、公的な支援機関が企業の要望に十分に対応しきれていないことが、利

用者の満足度の低さにつながっている可能性がある」367 

 

このように既存の公的な海外展開支援機関の利用状況及びその評価は必ずしも高くな

いことを、日本政府自ら表白している。原村（2013）の集めた「中小企業等の生の声」で

は、本来積極的に海外展開支援を行うはずの金融機関に対して厳しい声が聞こえる。 

   「本当の「飯の種」になるような取引先や情報は地域金融機関からは得られないの

が本音である。（滋賀県・電気機械器具製造業）／ 

現地ローカル企業の販路開拓にあたり、金融機関に企業情報を照会したが、回答は

なかった。（大阪府・パルプ・紙・紙加工品製造業）」368 

海外展開における支援機関の存在について、多くの国民に認知されていないということ

だけではなく、認知されたとしても、現行の旧海外展開支援が、今必要とされている能動

的支援と乖離している可能性が高い。いわば、「政策のミッシングリンク」が存在しており、

これを解消しなければ、新興アジアの産業構造転換に取り残される可能性がある369。 

 

5.6.5 50 事例における能動的支援の存否 

以上、本研究の 50 事例について、この能動的支援を遂行する主体と能動的支援の存否

は表 5-24 のとおりである。能動的支援の条件は以下の①～③の条件を満たすものを「１」、

そうでないものを「０」とする。 

①固有名詞で存在する支援者が存在する。 

②イナクトメント型支援の存在を確認する。 

③ネットワーク型支援の存在を確認する。 

 

                                                        
366 中小企業庁(2015), p.354 
367 中小企業庁(2015), p.361 
368 原村(2013), p.9 
369 第 4 章第 2 節で説明し、また Matsushima(2017a)で指摘した。 
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表 5-24 能動的支援の結果370 

 

出典：著者作成  

                                                        
370 「０」は条件が存在しないこと、「１」は条件が存在することを表す。 
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5.7. RQ の解明「越境型イノベーションの結合因果条件」 

本節では、RQ に解答すべく、第 5 章第４節、第５節及び第６節で明らかになった結合

因果条件（能動的支援、新天地効果、国際的企業家精神）及び、グローバルな金融（カネ）

と人材（モノ）の条件を検証する。この実証のための方法論である質的比較分析法（QCA）

を確認したうえで、実証に活用する 50 の事例について確認する。これらの事例を確認し、

どのような条件が組み合わさったときに越境型イノベーション生成の契機を掴むことがで

きるのか、その結合因果条件を明らかにする。 

5.7.1 質的比較分析法（QCA）分析の準備 

（１）前提となる仮説  

本研究では 50 事例について、FOMM、Industria、紫紘、の 3 社より抽出された３つの

条件について QCA を活用し、越境型イノベーション生成の契機を掴む、結合因果条件を

確認する。 

さらに BGC で主張されてきた企業資源論（RBV）に基づく企業の海外展開理由である

2 つの仮説的条件を追加し、5 つの条件についても分析を行う。この越境型イノベーショ

ン生成の契機【結果】と仮説的な５つの条件【原因】の構図は、図 5-33 のとおりとなる。 

 

図 5-33 越境型イノベーションに向けた結合因果条件の構造371 

出典：著者作成 

                                                        
371 この１）～６）は、それぞれ表 5-25 及び（２）の判定基準と対応している。 
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この越境型イノベーション生成の契機と結合因果条件をまとめたものが表 5-25 になる。

次に、本研究におけるそれぞれの項目の判定について、評価基準を確認する。 

表 5-25 の各因果条件である新天地効果、国際的企業家精神、能動的支援は、関係者の

ヒアリングや各社に関する資料を通じ、それぞれの条件の存否を確認した372。 

表 5-25 各因果関係の仕分け 

出典：著者作成 

 

（２）個別因果条件と結果の判定基準 

表 5-25 で示したとおり、本研究で採用するのは、QCA の二値分析であるクリスプ分析

である。従って、それぞれの因果条件及び結果について、存在する・成立する場合には「１」、

存在しない・失敗する場合には「０」とした。 

これら、存在する・成立「１」と、存在しない・失敗する「０」の２値の判断基準につい

ては、それぞれの条件ごとの基準を改めてまとめる。Varone, et. al. (2006)にみるように373、

QCA を用いた先行研究では、こうした質的な基準を用いることが積極的に採用されてお

り、本研究でもこれに倣い、２価化の条件を設定する。 

１）越境型イノベーション生成の契機の実現 

「越境型イノベーション」生成の契機を掴んだかどうかの条件は以下の通りである。①

～④の全てを満たすものが「１」、そうでないものは「０」とする。 

①「事業性」の観点からは、ベンチャー起業論の先駆的な業績であるティモンズ（1994）

                                                        
372 河合他(2017), pp.27-29，などの先行研究でこうしたインタビューを通じた各条件の
２値化の分別を行っている。 
373 Varone, et. al. (2006), p.329 
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による新規事業の「成功の約束」を参考に374、同事業が海外展開後 4 年以上事業継続して

いるかどうかで判断した375。 

そのうえで、本研究の第２章第 1 節で定義した「イノベーション」の条件として、以下

の追加的条件を満たす現象としている。 

②新しい軌道を確保したかどうか。新しい軌道とは、日本国内とは異なる新たな顧客の開

拓したことで判断する。 

③旧結合から新結合（日本国内の事業とは異なる特徴を有する） 

④遂行（実行）した 

以上、越境型イノベーション生成の契機を掴んだか否かは、①～④をすべて満たすか否か

で判断する。 

 

２）新天地効果 

新天地効果の条件は以下の①を満たし、②か③のどちらか一方、もしくは両方を満たす

ものが、「１」、そうでないものを「０」とする。 

①新規の顧客を想定した新たな事業を検討している（旧結合から新結合への意思） 

②日本国内における厳しい規制制度（岩盤規制）が存在することにより障碍に直面してい

ると認識しており、①が実現できない。 

③日本国内における固定的な取引関係（看板系列）が存在することにより障碍に直面して

いると認識しており、①が実現できない 

以上、本研究での新天地効果は、①を前提に、②規制制度と③取引関係のどちらか（若

しくは両方）を満たすかどうかで、その存否を判断する。 

 

３）国際的企業家精神の条件 

 国際的企業家精神の条件は以下①、②、③をこの順番で実践したものが「１」、そうでな

いものを「０」とした。 

                                                        
374 ティモンズ（千本訳）(1997), p.21 
375 因みに経験則であるが、新興アジアへの海外展開については、国による期間の差はあ
るものの、一般的に 3 年間は赤字を計上することを覚悟することが見込まれ、それ以降
に黒字に転換し、5 年でイニシャルコストの回収が始まるという言い方が、駐在員の間で
流布されていた（2010～2015 年当時のタイ）。 
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①先ず新興国市場において課題･ニーズ発見を行う。 

②次に①で抽出された課題やニーズに対し、自社を含めた新たな組み合わせによって課題

解決を行う事業を形成する。 

③最後に②で構築された新結合について、持続可能なビジネスモデルを構築する。 

 本研究での国際的企業家精神は、上記①、②、③をこの順番通りに実践する企業の行動

の存否で判断する。 

 

４） 能動的支援 

①固有名詞で存在する支援者が存在する。 

②イナクトメント型支援の存在を確認する。 

③ネットワーク型支援の存在を確認する。 

能動的支援の条件は、以上の①～③の条件を満たすかどうかの存否を判断する。 

 

 以上が実際に越境型イノベーションに成功した企業から絞り出された結合因果条件であ

る。これら以外に BGC 論や企業資源論が注目してきた資金と人材はどう評価すべきかに

ついて述べる。 

 

５）ファイナンス調整 

ファイナンス調整の条件は、当該海外展開案件の事業化に向けた事前の予算が 2,300 万

円以上376であるか否かで判断した。予算化されていれば「１」、なければ「０」となる。 

 

６）グローバル人材の条件 

グローバル人材の条件は、海外駐在経験３年間以上377のグローバルビジネス経験者がい

るかどうかで判断した。人材がいれば「１」、なければ「０」となる。 

 

                                                        
376 洞口(2002), p.72 では米国進出にあたっての海外展開初期の判断に当たっての費用を
平均、2,300 万円としている。また JICA の案件化調査は 3,000 万円（機材を用いた実証
の場合は 5,000 万円）としており、このうち低い金額である 2,300 万円を採用した。 
377 著者は経済産業省でアジア大洋州（新興アジア）における駐在員の派遣、ポストの設
置などを担当していたことがあり（2010～2011 年）、この間の経験では、3 年間が通常の
海外駐在任期とされ、5 年間がその上限であったことから、3 年間を目安とした。 
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７）企業資源論に由来する２つの条件の考察 

企業資源論（RBV：Resource Based View）の立場から、越境型イノベーション生成の契

機を掴むためには、潤沢な資金とグローバルに精通した人材は必要かどうかを検証する。

本研究では、イノベーション生成の契機として、逆説的であるが、この資源としての「カ

ネ」と「ヒト」よりも、イノベーターの行動と外部環境が重要なのではないかと考える378。 

実際 FOMM 社は、ファイナンス調整（FA: Finance Arrangement）は案件形成が進むな

か、投資案件の熟度に伴い堅牢化、パートナーとなる企業群が形成され投融資環境が改善

してきた379。またグローバル人材（GH: Global Human Resources）について、同社は 11

名から出発、海外駐在経験者はおろか、海外に精通した人材はいない。 

通常中小企業であっても、いきなり海外展開をめざすとなれば、経営者の国際経験や組

織の持つリソース、そして外部とのネットワークが強調される380。企業資源論において、

BGC が必要とする資源のうち特に重要なのは、表 5-26 で明らかなとおり、個人と組織の

リソースである。ここでは、BGC が海外展開を目指すために必要な企業資源とは、個人の

国際経験や、組織が持つ技術やノウハウといった企業の資源を前提にした海外展開とされ

てきた。グローバル人材の必要性については、BGC 論では常に議論されてきた。 

   “The antecedet of a Born Global is one or several strong entrepreneur(s) with strong 

international experience…381” 

   「ボーングローバル企業の先達は、強力な国際経験をもつ 1 人もしくは複数の強力

な企業者である」382 

 

しかし本研究では、この企業資源論に対し、越境型イノベーションの具体的な事例を分

析することによって、新たな企業行動や外部環境を前提とした新興アジアへの海外展開の

意味、つまり、SRQ で掲げた、「なぜ新興アジアに海外展開するのか」について、理論的

な背景と仮説を越境型イノベーションの具体的な事例を通じて検討する。 

 

                                                        
378 その内容は第 6 章第３節で考察する。 
379 大手企業で越境型イノベーションが興りにくいことは、資金や人材が必ずしも重要で
はないことを示唆している。 
380 山本他(2014), pp.65-66 
381 Madsen & Servais (1997), p.576 
382 著者翻訳 
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表 5-26 企業資源論に基づく海外展開の強み 

 海外展開の強み 強みの具体的な内容 

個人 個人 社長の国際経験 

組織 リソース ハイテク技術 

出典：著者作成 

 

（３）QCA 分析の個別事例の条件と結果 

これまでに抽出された結合因果条件は、表 5-27 のとおりである。 

表 5-27 QCA 分析の結果と条件 

QCA 分析の結果と条件 略語 

越境型イノベーション生成の契機を掴んだかどうか Outcome／TI 

新天地効果 NF 

国際的企業家精神 TW 

能動的支援 ES 

ファインナンス調整 FA 

グローバル人財 GH 

出典：著者作成 

 以上の条件で（２）の存否の判定基準を踏まえた総括表は、表 5-28 の通りである。 

表 5-28 QCA 分析に向けた全体総括表 

 

出典：著者作成 
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5.7.2 ３条件をめぐる結合因果条件の分析と考察 

以下、3 条件について、QCA を用いた分析結果について考察を加える383。 

なお、ブール代数式での表記の慣行に従い、「かつ（AND）」（論理積・積集合）を「*」

で表し、「または（OR）」（論理和・和集合）を「+」で表す。さらにここで因果関係を「⇒」

で示すこととする。「A*B+A*C⇒D」の場合、「A かつ B または A かつ C は、D」となる。

以下の真理表及びベン図はこれにもとづいて記述される。 

（１）QCA 分析の結果概要  

表 5-29 の真理表、図 5-34（ベン図１）にみるとおり、ベン図１の「101」と「111」と

「110」の３つ領域で越境型イノベーションが興っており、以下の結果を得る。 

ES * TW  + ES * NF ⇒ 越境型イノベーション（TI） 

事例： 

ES * TW 

 (FOMM,Industria,SHIKO,L1,S2,H1,W1,A1,O1,L2,H3,W2,A2,G,E1,K3,P1,S3,S4,N2,

N3,H5,S5,T1,O2,F1,T2,E2,M2,F2,N4+S1,B,S6)   

 + 

ES * NF 

(FOMM,Industria,SHIKO,L1,S2,H1,W1,A1,O1,L2,H3,W2,A2,G,E1,K3,P1,S3,S4,N2,

N3,H5,S5,T1,O2,F1,T2,E2,M2,F2,N4+N1)   

ブール代数式に則り、表 5-29 のそれぞれの行は、それぞれの結合因果条件（multiple 

conjunctional causasion）の組み合わせによって現れるアウトカム（結果）を表現する。因

果条件の存在、不存在及び結果の発現、失敗を表現する。例えば能動的支援【ES】が存在

する場合、越境型イノベーション生成契機【Outcome】が成立する場合には「１」、存在し

ない、発現しない場合を「０」とする。なお表中の「C」は矛盾が生じていることを示して

おり、結合因果条件が存在する・発現する場合は大文字（ES, NF, TW, FA, GH）で表す。 

 

 

                                                        
383 Tosmana ソフト（TOSMANA ホームページ：https://tosmana.net（2019 年 9 月１日
現在）の分析結果である。なお TOSMANA は Tool for Small-N Analysis の省略である
（Cronqvist(2004), p.1））。 
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表 5-29 結果の真理表（Truth Table） 

 

出典：Tosmana Version 1.6.1.０で解析して著者作成 

表 5-29 について、上から３行目だけは、同じ結合因果条件にもかかわらず、越境型イ

ノベーションが興ったり、興らなかったりしている。これは「矛盾行（contradictory row）」

と呼ばれている。これについて、詳細の分析の際に個別事例にさかのぼって検討を加える。 

以上の結果を活用した QCA 分析により、各々の因果関係について、３条件については

図 5-34 において，５条件については図 5-37 の真理表とベン図を得た。真理表より各因果

要件とその結果が 50 の事例を通じて縮約される。その結果ベン図で視覚化されるように、

「０」で不存在、「１」で存在、「Ｒ」で事例がカバーしていない領域、「Ｃ」で矛盾が生じ

る領域を示す。なお QCA の概要は、第３章第２節で詳述したとおりである。 

 

図 5-34 ベン図１（３つの結合因果条件） 

出典：Tosmana Version 1.6.1.０で解析して著者作成 

すなわち、能動的支援【ES】と新天地効果【NF】が結合された場合、または、能動的支

援【ES】と国際的企業家精神【TW】とが結合する場合とにおいて、越境型イノベーショ

ン生成の契機を掴むことができる。双方に能動的支援が不可欠であるほか、新天地効果、
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国際的企業家精神のいずれかは不可欠な要素であることが分かる。 

 

（２）矛盾についての解釈  

次に、矛盾が発生している領域（「C」）（真理表では「矛盾行」）について分析する。表 

5-29 の真理表に表れる矛盾は、〔能動的支援（ES）なし、新天地効果（NF）あり、国際的

企業家精神（TW）なし〕という組み合わせで発生する。これに属する企業で見ると、同じ

条件にもかかわらず、Y4 社、H6 社、O3 社で成功しており、K2 社と H7 社で失敗してい

る。実は６社ともタイ進出を考える食品関係の企業であった。この背景には、2011 年以前

の進出と以降の進出、という進出時期の差が寄与していると考えられる。第４章第２節で

確認したとおり、新興アジアの産業構造転換によって、「中進国の罠」解消に向けて挑戦し

ているタイにおいて、いずれの企業も進出を目指すものであった。食品については第４章

第３節で見たとおり、基本的に系列型下請関係構造から離れて独立しており、各社の事業

戦略が反映されやすい。なによりも 2011 年以降も、産業種としての経常利益効率性が向

上していたことから、各社の実力が反映されやすい。このなかで勝ちと負けがはっきりし

たのは、Y4 社、H6 社、O3 社が、2011 年より遙かにまえに進出したのに対して、K2 社と

H7 社は 2011 年以降に進出を検討してきたという進出時期の違いが浮き彫りになってい

る。この理由は以下のとおりである。 

1 つめの理由は、「創業者利得」とでもいうべき、早期に進出を果たしたことで、タイに

おいてライバルが存在せず、3 社ともにタイのなかでは同社または同社製品が、固有名詞

から一般名詞化されるほどのインパクトをもっている。多くのタイ人にとって、この 3 社

は、日系企業ではなく、タイのオリジナルブランドであるという認識が浸透しているほど

である。これに対し、失敗した 2 社は後発の新参者であったというのが一つの大きな差異

である。 

2 つめの理由は、タイの産業構造転換以前は、比較的競争圧力も低く、比較的容易にタ

イ市場に受け入れられたのではないかと考えられる。しかしながら近年は、戦略と支援の

面での条件が揃わないと越境型イノベーションにはたどり着けないことがわかる。ここで

も 2011 年以降の進出パターンの変化を理解する必要がある。 

3 つめの理由は、K2 と H7 については感性商品である食を扱うなかで、日本国内での売

り方、商品の味付け等に固執するあまり、ニーズ発見能力の部分で配慮が足りなかったの
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ではないかと考えられる。成功した他の 3 社は同じ食を扱い、現地化にも注力している。 

例えば、このうち１社では、タイの現地ニーズを想定して用事を満たす方法を追求した。

タイでは１日に軽食・間食も含め 5 食程度をまんべんなく食べるような慣習がある。この

食習慣に合わせて 1 食あたりの量を減らすよう工夫を行っている（図 5-35 参照）。 

 

図 5-35 タイで成功している日系ラーメン店のラーメン 

（量が少ないことが特徴） 

出典：著者作成 

また別の１社では、リバース・イノベーションを実現し、タイの食材を日本市場にも投

入し、相互双方でビジネスを拡大し、もう１社は、タイでチェーン展開に成功した。 

 ここで越境型イノベーションについては、３つのパターンを確認することができる。１

つは、〔能動的支援と国際的企業家精神と新天地効果〕の 3 つの条件が揃う場合（典型型）

である。これに加え、残りの２つは、〔能動的支援と国際的企業家精神〕（アントレプレナ

ー追求型）と、〔能動的支援と新天地効果〕（新天地追求型）である。アントレプレナー追

求型は、国内市場は安定的な場合、特に独占的な規制や取引がむしろ当該企業にプラスに

働くか、少なくとも中立的なケースである。例えば S1 は自然独占を前提に一定の国内市

場を確保している。B は特殊なライセンスなどを前提にして一定のシェアを誇るとともに、

ブランディングに成功してきた。また S6 は AI 技術を駆使して台頭してきた企業であり、

技術的な優位性を前提にしたハイテク型ボーングローバル企業といえるだろう。 

新天地追求型は今回の研究では N1 のみが該当している。同社は大変ニッチな分野であ

るが、能動的支援が積極的にお膳立てをした特殊な事例である。特に海外では、文房具本

来の機能性ではなく、工業デザインなどの芸術性が評価された384。 

 

                                                        
384 このような芸術的な評価については、越境型イノベーションとは別して議論する必要
があるかもしれない。今後の課題としたい。 
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（３）最終結果 

 矛盾行について、2011 年以降の事業に限定した場合、以下のような結果を得ることがで

きた。つまり追加的な条件として、2011 年以降に新興アジアへの展開を行った企業とする。 

この場合、具体的には全 50 事例のうち、H3, S5, Y4, O3, H6, N4 の６事例の新興アジア

への海外展開が 2011 年以前であったことから、これら事例を除くこととした385。 

 TOSMANA ソフトで分析したところ、図 5-36 のベン図と表 5-30 の真理表の結果を得

た。これによって矛盾が解消されていることを確認することができる。 

 

図 5-36 矛盾を解消したベン図（3 つの因果条件） 

出典：Tosmana Version 1.6.1.０で解析して著者作成 

表 5-30 3 条件について修正後の真理表 

 

出典：Tosmana Version 1.6.1.０で解析して著者作成 

また今回は、表 5-31 でみるとおり、「ES*TW＋ES*NF」で整合度「１」、被覆度「１」

となることから、本条件での矛盾はなく、すべての事例を満たすことになる386。 

                                                        
385 この場合、日本の本社の創業が 2011 年以前であっても、新興アジアへの海外展開が
2011 年以降であれば事例として採用する。BGC 論の「ボーン・アゲイン・グローバル企
業」を念頭に置いている。 
386 整合度（consistency）と被覆度（coverage）については、第３章第２節で詳述した。 
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表 5-31 矛盾を解消した 3 条件の整合度と被覆度 

 

出典：Tosmana Version 1.6.1.０で解析して著者作成 

さらに、「論理残余（logical remainder）」を考慮する。この理論残余とは、経験的な事例

が存在しないものの、ブール集合論を用いた条件の組み合わせによって導かれる因果条件

であり、通常節約解（parsimonious solution）と呼ばれる解を導出する。これは、今回の事

例では存在しないが、ブール集合論の演算の結果、節約された最も単純な最小式、最小条

件である。この節約解として、以下の通り、「ES」が抽出された。したがって、理論的には、

越境型イノベーション生成の契機を得る条件として、能動的支援「ES」が最も節約された

条件であることが分かった。 

結果:ES    

(FOMM,Industria,SHIKO,L1,S2,H1,W1,A1,O1,L2,W2,A2,G,E1,K3,P1,S3,S4,N2,N3,H5

,T1,O2,F1,T2,E2,M2,F2+S1,B,S6+N1)   

 また、この「論理的残余項（logical reminder）」を考慮した節約解について、表 5-32

で見るとおり整合度と被覆度がそれぞれ１.0000 となり、縮約の結果である能動的支援

が、越境型イノベーション生成の契機を掴む必要十分条件であるといえる。 

表 5-32 3 条件の節約解の整合度と被覆度 

 整合度（Consistency） 被覆度（Coverage） 

能動的支援（ES） 1.0000 1.0000 

出典：Tosmana Version 1.6.1.０で解析して著者作成 

 以上、2011 年以降に新興アジアに進出した企業については、能動的支援が中核条件とな

り、能動的支援と国際的企業家精神もしくは能動的支援と新天地効果によって越境型イノ

ベーション生成の契機を掴むことが分かった。 
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5.7.3 ５条件をめぐる結合因果条件の分析と考察 

 次に、5 条件について QCA を用いた検討結果を考察する。 

（１）QCA 分析の結果概要 

 さらにファイナンス調整(FA)とグローバル人材(GH)とを加えたものが表 5-33 の真理

表及び、ベン図２（図 5-37）である。結果は以下の通りである。なお結合因果条件が存在

する・発現する場合は大文字（TI, ES, NF, TW, FA, GH）、存在しない・失敗する場合は小

文字（es, nf, tw, fa,gh）で表す。 

ES*NF*TW+ES*NF*fa*gh+ES*TW*FA*gh+ES*TW*fa*GH+es*NF*tw*FA*GH⇒TI 

＜１＞   ＜２＞    ＜３＞    ＜４＞    ＜５＞ 

事例： 

＜１＞の事例 

(FOMM,Industria,SHIKO,S2,H1,A1,O1,S3,N2,N3,H5,S5,T1,F1,T2,F2+L1,W1,L2,A2,E1,

S4,O2,E2,M2,N4+H3,W2,G+K3,P1)   

＜２＞の事例 

(FOMM,Industria,SHIKO,S2,H1,A1,O1,S3,N2,N3,H5,S5,T1,F1,T2,F2+N1)   

＜３＞の事例 

(S1,B+K3,P1)   

＜４＞の事例 

(L1,W1,L2,A2,E1,S4,O2,E2,M2,N4+S6)   

＜５＞の事例 

(Y4,O3) 

 

以上の結果を踏まえて、二つのパターンを確認することができる。即ち第一に、能動的

支援【ES】が得られる場合で越境型イノベーション生成の契機を得ることができる。これ

がベンチャー型類型と定義することができるだろう（＜１＞、＜２＞、＜３＞、＜４＞の

事例パターン）。 

 今一つは、能動的支援【ES】が無い場合というケースである（＜５＞の事例パターン）。



 

 

183 

 

この場合、新天地効果【NF】、に加えて、ファイナンス調整【FA】とグローバル人財【GH】

が加わる場合も越境型イノベーションの契機を掴むことができる。このグループに属する

Ｙ４とＯ３はともに 2011 年以前にタイに進出した企業であることから、構造転換前の状

況であることが理解できる。 

 ここでのポイントは、資金的な準備やグローバル人材がいないという条件（fa 及び gh）

でも、他の結合因果条件によって越境型イノベーション生成の契機を掴むということであ

る（＜２＞、＜３＞、＜４＞参照）。特に 2011 年以降については、資金や人材ではなく、

越境型イノベーション生成の契機は、企業行動や外部環境に依存することになる。 

以上の 5 つの条件による QCA を用いた検証結果から次の結論を得ることができる。す

なわち、従来強調されてきた企業資源であるグローバル人材や資金は、必ずしも必要とさ

れない可能性がある。多くの先行研究が述べているとおり387、資金ありきのイノベーショ

ンは必ずしも成功しないこと、単なる海外駐在経験を積んだ「グローバル人材」は「生兵

法は怪我のもと」であり、グローバルな課題解決という目的意識を持った国際的企業家精

神の存在を示唆している388。 

この論点を敷衍すれば、企業資源論（Resource Based View）が唱える企業の資源の強み

に対し、本研究の結果は、イノベーターである企業者の行動や外部環境が、越境型イノベ

ーション生成の契機に寄与するということであった。それは「内部化理論」の崩壊とも共

振する。ウプサラモデルのような従来の古典的多国籍企業論（「内部化理論」）は、不安定

で御し難い海外展開プロセスを企業内部に取り込み、市場における取引費用を引き下げる

と説明されてきた。つまりウプサラモデルでは、企業がもつ資源が海外展開を行うにあた

っての重要な「武器」になるというわけである。 

これに対し、既に安室（2010）は「内部化理論の限界有効性」を指摘389しており、従来

の日系企業の系列型下請関係を前提としたサプライチェーン型海外展開とは一線を画した

BGC 論が登場した。本研究は、これまでの内部化理論による内生的なメカニズムに対し、

新たな海外展開の理由を「内部化」と対置する「外部化」に依ると考える。そこでは企業

                                                        
387 例えば Timmons (1994) 千本訳(1997), pp.35-36 
388 越境型イノベーションを遂行する新しいグローバル人材とは、グローバルな課題解決
への志向性を持った人材であり、グローバル人材そのものに再考を迫る可能性がある。 
389 安室(2009), p.14 
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行動や外部環境が重要となる390と考える。すなわち、先進国企業がイノベーションを興す

ために新興国市場に海外展開するという戦略である。少なくとも、新興アジアにおける日

系中小企業の海外展開は、越境型イノベーションを興すことを期待して登場しつつある。 

表 5-33 結果の真理表（Truth Table）FA と GH を含む 

 

出典：Tosmana Version 1.6.1.０で解析して著者作成

 

図 5-37 ベン図２（５つの結合因果条件） 

出典：Tosmana Version 1.6.1.０で解析して著者作成 

 

（２）矛盾についての解釈 

ここで再び矛盾が発生する領域（真理表の「矛盾行」）に着目してみる。表 5-33 及び図 

5-37 の領域「01010」において、矛盾「C」が発生している。ここに属する K2 と H6 がき

わめて特徴的な結果となっている。真理表からも明らかなとおり、同じ結合因果条件にも

かからず、K2 は失敗し、H6 は成功している。実は両社とも同じ品目の飲食チェーンをタ

イで展開している企業であり、先に説明したとおり、K2 は 2011 年以降進出し、H6 は 1992

年から進出しており、老舗中の老舗である。特に H6 は、地方から、名古屋、大阪などの

                                                        
390 内部化理論の限界については、第６章第１節で詳述する。 
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地域リーグに出て、東京に出て日本の市場を制して海外に出るのではなく、地方から一足

飛びでいきなり海外展開を果たした、象徴的な企業である（元祖 BGC）。実は日本国内で

は K2 社のほうがネットワークを拡大しており、このような同じ分野の飲食チェーンが明

暗を分けたのは興味深い。つまり、K2 はウプサラモデル型の海外展開であり、日本国内で

の学習効果を前提に海外展開を進めた企業となる。これに対し、H6 は BGC として、いき

なり新興アジアへの海外展開を目指し、学習棄却、再学習を進めた企業である。従って、

ウプサラモデル型に比べ、BGC 型企業の海外展開の行動が典型的なパターンが、越境型イ

ノベーション生成の契機を掴む可能性が示唆される。そして、K2（ウプサラモデル型）が

失敗したということは、特に現下の新興アジアにおいて、従来のウプサラモデルに基づく、

漸進的かつ段階的な海外展開は限界である可能性がある。 

 

（３）最終結果 

3 条件と同様、5 条件についても矛盾行を除いて検証する。2011 年以降の事業に限定し

た場合、以下のような結果を得ることができた。この場合、具体的には全 50 事例のうち、

H3，S6，Y4, H6, O3，N6 の６事例の新興アジアへの海外展開が 2011 年以前であったこ

とから、これら事例を除くこととした。 

 TOSMANA ソフトで分析したところ、図 5-38 のベン図と表 5-34 の真理表の結果を得

た。これによって矛盾が解消されていることを確認することができる。 

 

図 5-38 修正したベン図（5 つの条件） 

出典：Tosmana Version 1.6.1.０で解析して著者作成 
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表 5-34 5 つの条件の修正した真理表 

 

出典：Tosmana Version 1.6.1.０で解析して著者作成 

今回は、表 5-35 でみるとおり、以下の式を得る。 

ES*NF*TW+ES*NF*fa*gh+ES*TW*FA*gh+ES*TW*fa*GH⇒TI 

この条件について、整合度「１」、被覆度「１」となることから、本条件での矛盾はな

く、すべての事例を満たすことになる。 

表 5-35 5 つの条件の修正後の整合度と被覆度 

 

出典：Tosmana Version 1.6.1.０で解析して著者作成 

さらに、3 条件と同様、節約解（parsimonious solution）を導出する。今回も、節約解と

して、「ES」が抽出された。したがって、理論的には、越境型イノベーション生成の契機を

得るための条件として、能動的支援「ES」が必要十分な条件であることが分かっ 

結論：ES    

(FOMM,Industria,SHIKO,S2,H1,A1,O1,S3,N2,N3,H5,T1,F1,T2,F2+S1,B+L1,W1,L2,A2,

E1,S4,O2,E2,M2+N1+W2,G+K3,P1+S6)   

 5 条件についても、実際の事例としては存在しないが、ブール代数を用いて算出された

「論理的残余項（logical reminder）」を考慮した節約解について、 
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表 5-36 で見るとおり整合度と被覆度がそれぞれ１.0000 となり、縮約の結果である能動

的支援が、越境型イノベーション生成の契機を掴む最も節約した条件であるといえる。 

表 5-36 ５件の節約解の整合度と被覆度 

 整合度（Consistency） 被覆度（Coverage） 

能動的支援（ES） 1.0000 1.0000 

出典：Tosmana Version 1.6.1.０で解析して著者作成 

  

以上を踏まえ、第５章の論理的帰結は以下のとおりである。 

論理的帰結６ 新天地効果 

新天地効果とは、強固な規制制度や固定された取引関係による先進国市場にお

ける制約から、新興アジアへの海外展開を進め破壊的イノベーション生成の契

機を掴むという、RQ の結合因果条件の一つである 

論理的帰結７ 国際的企業家精神 

国際的企業家精神とは、課題発見⇒課題解決に向けた新結合⇒持続可能型ビジ

ネスモデル化、の段階的な 3 つの手続きであり、市場主導の破壊的イノベーシ

ョン生成の契機を掴む（RQ の解答）条件の一つとなる 

論理的帰結８ 能動的支援 

能動的支援は、イナクトメント型支援とネットワーク型支援によって構成され、

越境型イノベーション生成の契機を掴む条件の 1 つとなる 

論理的帰結９ 越境型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件（RQ の解答） 

RQ の越境型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件は、2011 年以降「能

動的支援と新天地効果」もしくは「能動的支援と国際的企業家精神」であり、「能

動的支援」が不可欠である 

企業資源論に基づく「潤沢な資金」や「グローバル人材」は必ずしも必要ない 
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6. 越境型イノベーションのメカニズム（SRQ の解明） 

第６章では、第５章で QCA を活用して検証した本研究の RQ である越境型イノベーシ

ョン生成の契機を掴むための結合因果条件を前提に、SRQ の解答である越境型イノベーシ

ョンのメカニズムを考察する。越境型イノベーションとは、日系企業が、日本におけるイ

ノベーションの成果を新興アジアで開花させるという意味ではない。むしろイノベーショ

ンを興すために、方法論的に新興アジアを活用するというアプローチである。この「イノ

ベーションを興すための方法としての新興アジアの活用」という、従来の「先進国市場で

興ったイノベーションを新興国市場に均霑する」という流れに対する転倒構造の理論的根

拠を解明する。 

第１節では、第５章の越境型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件を踏まえ、

第 4 章の日本（先進国市場）と新興アジア（新興国市場）の現状から、越境型イノベーシ

ョンを興す背景を理論化する。その際、図 6-1 で示された、以下の 3 つの背景からアプロ

ーチを行う391。 

背景 1：企業組織戦略の内生的な背景（内部化理論から外部化理論へ） 

背景２：新興国市場の外生的な背景（「隙間」としての新興国市場） 

背景３：内部と外部の双方性により「破壊的イノベーション」生成の契機を掴む背景 

                                                        
391 背景１は、企業組織の内生的な背景である。企業にとって、自らの組織内部の問題と
して、海外展開が従来のように内部に引きこもって治外法権的な仕組みでイノベーション
の成果を新興アジアに持ち込むかたちを卒業し、むしろイノベーションを興すために組織
の殻を破って新興アジア現地に入り込むことが期待される。トヨタ自動車が世界中でレク
サスを販売するではなく、インドに入って新たにエティオスを開発し現地と一緒に創り出
すというイメージになる。ここでは、内部化のための海外展開ではなく、イノベーション
のための新興アジア展開が目指される。 

背景２は、企業にとって外生的な要因である市場性を検討する。新興アジアの未成熟市
場において、早期に市場を獲得する意義が示される。これが BoP、制度の隙間、リバース・
イノベーションによって実現することになる。越境型イノベーション企業は、先進国市場
における完成された秩序では実現できない「破壊的イノベーション」の萌芽を獲得できる
という新興国市場の本質を享受することができる。  

最後に背景 3 として、イノベーションを興すための新興アジア展開の意味を考察する。
内外の相互双方の化学反応が生み出す特性であり、越境型イノベーションの本質である。 
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図 6-1 越境型イノベーションの概念化 

出典：著者作成 

さらに第２節では、本研究の具体的な 50 事例を通じて、コア・コンピテンスの発見と新

規顧客創造という観点から越境型イノベーションの背景・動機・メカニズムを検証する。 

最後に第３節では、SRQ である越境型イノベーション生成の契機を掴むメカニズムにつ

いての統合理論を提示する。 

6.1 越境型イノベーションの背景 

6.1.1 内部化理論から外部化理論へ 

越境型イノベーション以前の企業の海外展開はどのようなものだったのだろうか。海外

展開を進める企業、多国籍企業にとって、海外での事業展開は様々な取引費用（transaction 

cost）が発生する。海外展開の実務で、企業が躊躇するのは海外の「分かり難さ」であると

いえる。これを組織内部に取り込むことによって、海外展開の課題を解決するという方法

である。 

「市場を通じた取引の組織への「内部化」（取り込み）によって、「市場の失敗」か

ら「取引」を守る」392 

 

安室（2009）は、従来の「内部化」理論の限界とその延長上に、「垂直統合型組織」やそ

の中間組織である系列型下請システムの崩壊の可能性を示唆する。 

                                                        
392 安室(2009), p.9 
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「国境を跨ぐ垂直統合型組織を前提とした多国籍企業の有効性は、ある限られた範

囲内でしか成立しない（限界有効説）」とされ、「今日のフラット化した世界で、古

典的多国籍企業の論理（‘classic theory’ of MNE）が、なぜ一般妥当性を失ったかが

理解できる」393 

 

表 6-1 でみるように、市場の確実性、不確実性による状況依存によって、両端において

市場化、中心において内部化が選択されることになる394。市場の不確実性が増大し、競争

が激化するならば、組織内部化によるメリットは少なくなる。市場の活用に舵取りをきる

だろう。 

表 6-1 市場の確実性・不確実性と組織 

 市場の不確実性拡大 内部化優位領域 市場の確実性拡大 

組織内部化か市場か 市場優位 組織内部化優位 市場優位 

市場リスクの評価 リスクが拡大しすぎて組

織化できない 

「 破 壊 的 イ ノ ベ ー シ ョ

ン」に最適（北風政策） 

ほ ど ほ ど の リ ス ク

とリターン 

「 持 続 的 イ ノ ベ ー

ション」に最適 

IT(Information 

Transformation)による

「信頼関係に基づく」

取引コミュニティ・ネ

ットワークの確立（太

陽政策） 

「破壊的イノベーショ

ン」に最適（北風政策） 

活用は組織か市場か 市場の活用 組織内部化活用 市場の活用 

出典：安室（2009），p.9 を参考にして著者作成 

安室（2009）の指摘は重要である。現在の市場が確実性を増す状況、IT（Information 

Transportation）によって、情報の非対称性や信頼醸成に向かう様々な経済社会の制度構

築、ネットワークが形成されると、「内部化」理論による「内部化」する利益が失われる可

能性がある。従って市場の活用に向かうだろう。かつての「内部化」か市場の活用かにつ

                                                        
393 安室(2009), p.9 
394 組織内部化は、北風にも弱いが太陽にも弱い。また新たな外部化理論は、ネットワー
ク理論に基づく「埋め込まれた紐帯」が重要になる可能性がある。 
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いては、国際市場におけるリスク拡大が論点であった。しかし、現在は国際市場における

リスクの回避方法の拡大が市場化を促進しているといえるだろう。 

さらに第４章第３節で確認したとおり、日系企業の系列型下請関係の解体で言及した

「中間組織」の限界同様、今井他（1982）の「予言」395のとおり、組織内部化で成功する

のはつかの間の僥倖と言えるだろう。 

また新興国市場の台頭が越境型イノベーションにとって大きな後押しとなる。後述する

Khanna & Palepu (2010)のいう“institutional void（制度の隙間）”の議論である。彼らは、

むしろ「新興国市場とは、「制度の隙間」が存在する市場」として定義しており396、これら

制度の欠缺こそが新しいビジネスチャンスを生むとしている。つまり、これからの新興国

市場は、企業のコア・コンピテンスを守るために内部化するための外部環境ではなく、む

しろ新興国市場が「破壊的イノベーション」を興すための広大な孵卵器として機能するこ

とになるだろう。新興国市場の機能不全、制度の隙間にこそイノベーションのヒントとな

る。「内部化」して先進国のイノベーションを新興国市場に投入する発想から、市場へ「外

部化」してイノベーションを見つけるというコペルニクス的回転こそが、越境型イノベー

ションを支える新興国市場の実相であるといえる。 

越境型イノベーションは、学説史的には企業の海外展開論の中核にあった内部化理論の

崩壊を通じ、これまでの海外現地における制約、組織化の制約から脱出することを通じて

発現する。その意味で市場と組織の関係性について、これまでの組織に「内部化」するこ

とによる「作為のリスク」の低減から、市場化を通じた「外部化」による「不作為のリス

ク」回避への転倒した形態である。 

越境型イノベーションとは、新興国市場への海外展開を通じて、この市場と組織の関係

を再定式化しているといえる。 

 

6.1.2 新興国市場の「隙間」 

越境型イノベーションが発現する理由として、イノベーション生成の契機となる新興国

市場の未成熟性を挙げることができる。未だ完成せずこれから成長する市場、ここにこそ

                                                        
395 今井他(1982), pp.126-130 
396 Khanna & Palepu(2010), p.54 
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無限の可能性が広がる。通例イノベーションは先進国市場で興り、新興国市場に均霑され

るというイメージで議論される。第２章第１節で議論したとおり、イノベーション＝「技

術革新」というイメージを念頭におけば自然な帰結であろう。しかし、イノベーションは

シュムペーター以来その原義は「新結合」であり、最先端技術の追求ではない。むしろ新

興国市場の課題やニーズに注目した新しいイノベーション生成の契機が存在する。ここで、

先ずは新興国市場についての先行研究を整理する。 

表 6-2 でみるとおり、ここでは（１）新興国市場の成長の隙間としての固有のイノベー

ションの可能性である「BoP 戦略」、（２）新興国市場の制度の欠けた部分であり、先進国

市場からの気づきによる新興国市場のイノベーション生成の契機となる「制度の隙間」、

（３）新興国市場のビジネスの隙間から登場し、新興国市場で生成されたイノベーション

の果実が先進国市場へと展開する「リバース・イノベーション」を取り上げる。総じて新

興アジアの未成熟さや不完全さ、即ち「欠缺（欠けたる部分）」によって、先進国市場で培

った学習が棄却され、強制的に忘却される。これが「破壊的イノベーション」を惹起する。 

表 6-2 新天地効果による未成熟市場へのアプローチの意義 

従来 新潮流 

未成熟な新興国市場が前提 

先進国市場と新興国市場

のギャップ 

先 進 国 市 場 ⇒

新興国市場 

（一方通行） 

『BoP』 

・先進国市場⇒新興国市場 

・カスタマイズした技術導入 

成長ギャップ 

『制度の隙間』 

・先進国市場⇒新興国市場 

・先進国のベストプラクティス導入 

制度ギャップ 

『リバース・イノベーション』 

・新興国市場⇒先進国市場（逆方向） 

ビジネスギャップ 

出典：著者作成 

（１）BoP（Bottom/Base of the Pyramid）戦略 

BoP 市場とは、新興国の「成長の隙間」である。BoP 戦略の嚆矢は Prahalad（2006）に

求めることができる。このなかで、新興国市場において、１日１米ドルで生活するような

貧困層、所得ピラミッドの底辺に向けたいくつかのビジネス事例を分析している。バング
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ラデッシュのグラミン銀行の取り組みや、インド南部・ケララ州における E-chopal と呼ば

れる漁業支援システム等が BoP 戦略の典型である。 

 この BoP 戦略の一環として、Hart, et.al（2004）では、新興国への理論化が可能か、そ

の典型的な状況が現れるのが BoP であると規定しており、特に“Radical transactiveness”の

概念を提出する。ここでは、”core stakeholders”という中核の利害関係者・集団と同時

に”fringe stakeholders”という周縁の利害関係者・集団を措定し、特に後者との連携によっ

て、BoP の対象としている辺境地域の理解と把握に向けた活用を主張している。例えば、

インドでは、「パーンチャットラジェ（5 人組の長老制度）」の制度が存在し、1 つのパーン

チャットラジェが管理する村人は 3000 人に達する場合もある397。そして予め彼らに新し

い技術やサービス、プロジェクトを説明し根回ししたうえで納得するなど、ローカライズ

の提案を受ける中で彼らと連携することによって、技術導入が容易になるという指摘があ

り、新興国における“local wisdom（土着の知恵）”をどのように活用するかが示唆的である。 

また London, et. al(2004)でも、こうした地域との連携が不可欠となることから、以下の 3

つの連携を重視する。 

①非伝統的なパートナーとの連携 

②カスタムソリューションの協働・共創 

③ローカルキャパシティの構築 

その意味で、BoP といえども実は先進国企業との相互性が重要であり、第５章第５節で

強調した能動的支援による相互学習や、相互補完と互恵関係からなる「お互い」の視点が

重要となる。 

 

（２）制度の隙間（Institutional Void）理論 

 新興国の特徴として、「欠缺」と「成長可能性」を挙げることができる。別言すれば、「隙

間」と「格差」を狙った戦略が新興国市場戦略であるといえる。そして、経験的なビジネ

スシーンでは、新興国の課題はビジネス環境の未整備にあるといってよい。 

“companies and entrepreneurs first need to recognize the absense of an intermediary 

                                                        
397 著者も 2007 年当時、インドの最貧州の一つチャティスガール州の貧困対策プロジェ
クト立ち上げに向けた調査で、同州を訪問し、このパーンチャットラジェと対話して、説
明と意見交換を行った。 
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that would add value in an emerging markt…institutional voids occur when 

specialized intermediaries are absent”398（著者下線） 

「企業や企業者は、特別な媒介者が不在であるときに発生する制度の隙間が現れる

新興市場における付加価値創造を実現するであろう媒介者の不在について最初に

認識する必要がある。」399（著者下線） 

 

このように「制度の隙間」を措定することで、新興国市場の意味を内実化し、その戦略

を明確化する。新興アジアの投資環境整備については、これまで日本国際協力銀行（JBIC）

などの調査があり、またマルチナショナルなフォーラを通じて、ビジネス環境整備が議論

されてきた。 

そして Khanna & Palepu（2010）らは、むしろ制度の隙間（Institutional Void）にこそ、

新興国市場のビジネスチャンスがあるという議論を展開する。逆に言えば、Khanna & 

Palepu（2010）らの議論は、新興国市場（emerging market）を以下のように定義している。 

“emerging markets reflect those transactional arenas where buyers and 

sellers are not easily or efficiently able to come together400” 

「新興市場とは、買い手と売り手が容易には、そして効率的には出会うこと

がない調整コストのかかる競争の場である」401 

 

すなわち「新興国市場」を、「制度の隙間（Institutional Void）」が存在する市場と定義す

ることによって、先進国市場との差異を強調する。さらに、「制度の隙間（institutional void）」

402に乗じて制度を創造する企業と統治システムを変える試みであるといえる。 

この「制度の隙間」は、次に展開されるリバース・イノベーションの発想につながる。 

 「制度の隙間」を見つけ事業化した典型的な事例として、タイの Omise Payment という

電子決済システムが分かりやすい。これはグローバルオンライン決済プラットフォームで

あり、オンライン決済制度というタイ（新興アジア）の「制度の隙間」を解決するという

                                                        
398 Khanna & Palepu(2010), p.54  
399 著者翻訳 
400 Khanna & Palepu(2010), p.6 
401 著者翻訳 
402 Khanna & Palepu(2010), p.6 
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仕組みである。そして、同社の長谷川社長の発言にもあるとおり、当初は EC サイトを立

ち上げる予定で、このような「制度の隙間」と偶然に遭遇し、むしろこの解消に向けたビ

ジネスを立ち上げることになった。 

「Omise は当初 E コマースプラットフォームとしてタイで事業を開始しました。優

秀なチームメンバーを採用し、プロダクトも作り上げたところで EC に必要な決済

の導入で壁にぶつかりました。  

従来型の決済システムは導入までの開発が複雑で実際に事業をスタートするま

でに長い時間を要するようなものばかりでした。これは私たちだけの課題ではなく、

オンライン事業者全ての課題であると考え、E コマースプラットフォーム事業を取

りやめて”Online Payment for Everyone”を企業アイデンティティとして誰でも簡単

に導入できるオンライン決済サービスを作りあげました」403 

 

この結果、同社はタイにおいて、他の EC サイトのプラットフォームとして事業展開形

成を実現している。まさに「制度の隙間」を埋めることによってイノベーションを実現し

たのである。 

 

（３）リバース・イノベーション（Reverse Innovation） 

Govindarajan & Trimble（2012）において分析されたリバース・イノベーションとは、

以下の通り定義されている。 

“a reverse innovation is any innovation that is adopted first in the developing 

world”404 

「リバースイノベーションは、発展途上国において最初に適応されるイノベーシ

ョンである」405 

 

それは、従来の常識である先進国市場（富裕国）から新興国市場への流れとは異なる。 

 “What works in the rich world won’t automatically achieve wide acceptance in 

                                                        
403 創業手帳「タイ発の Fintech ベンチャー「Omise」に学ぶ、多国籍経営のポイント」：

https://sogyotecho.jp/omise/（2019 年 7 月 1 日現在） 
404 Govindarajan & Trimble (2012), p.4 
405 著者翻訳 

https://sogyotecho.jp/omise/
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emerging markets, where customer needs are starkly differenct”406 

「富裕国で機能することが自動的に新興市場で広く受け入れらるとは限らない。新

興市場では消費者のニーズは完全に異なっている」407 

 

リバース・イノベーションによって示唆されるのは、これまでのイノベーションが先進

国市場から新興国市場へと均霑されていくというイメージから、新興国市場における新た

なイノベーションが先進国市場へとリバースされるという展開である。そしてリバース・

イノベーションの主張は、クリステンセンの「イノベーターのジレンマ」からの解放を意

味するものである。 

“Reverse innovation begins not with inventing, but with forgetting. You must let go 

of whtat you’ve learned, what you’ve seen, and what has brought you your greatest 

successes. You must let go of the dominat logic that has served you well in rich 

countries”408（著者下線） 

   「リバースイノベーションは発明から始まるのではなく、忘却から始まる。学んだ

こと、経験してきたこと、最大の成功をもたらしたことを打ち捨てなければならな

い。富裕国において豊かにしてきた支配的論理から離れなければならない」409 

   （著者下線） 

 

 この「忘却」の重要性こそが、越境型イノベーション生成の契機に向けた新興国市場の

重要なポイントである。 

 具体的にリバース・イノベーションは途上国における先進国との 5 つのギャップに着目

する。性能、インフラ、持続可能性、規制、好み、の 5 つである。410この観点は、BGC の

活動でも重要なポイントである。すなわち、基本的にはマーケット・インの発想であり、

新興国市場の現状を理解しなければイノベーションは生まれない。 

“Globalization is a product-out mind-set. …Reverse innovation requires a market-

                                                        
406 Govindarajan & Trimble (2012), p.5 
407 著者翻訳 
408 Govindarajan & Trimble (2012), p.14 
409 著者翻訳 
410 Govindarajan & Trimble (2012), p.19, Table 2－1. 
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back approach. You start with the distinctive needs of customers in the developing 

world, and work back to the necessary solution”411 

   「グローバルゼーションはプロダクトアウト（生産主導）の考え方である…リバー

スイノベーションは、マーケットバックアプローチを要求する。途上国の消費者の

特徴的なニーズから始め、必要な解決方法に遡行する」412 

 

 リバース・イノベーション理論を用いることによって、いよいよなぜ新興国市場へのア

クセスが必要となるか、そのマーケット・イン、あるいはマーケット・バックの発想が不

可欠となる。 

 このリバース・イノベーションは通常、大企業に特有の現象として捉えられる向きもあ

る。秋池・岩尾（2013）413が指摘しているように、ゴビンダラジャン（2012）のリバース・

イノベーションの議論は、あくまで大企業中心のリバース・イノベーションであり、クリ

ステンセンのいう「イノベーターのジレンマ」の議論を参照すれば、大企業にはこのよう

な「破壊的イノベーション」を実現することは難しい可能性がある。しかし大企業であっ

ても、新興国市場を借りて、新しい「破壊的イノベーション」を実現できる可能性がある。

これが越境型イノベーションの本質であるといえる。 

このような新興国市場の「活用法」については、中堅・中小企業が進むべき海外展開の

新潮流である。１社単独では難しい場合であっても、先進国企業及び新興国企業による水

平的連携によって、この新興アジアというオープンイノベーションの磁場を介して越境型

イノベーションを実現し得る。その先には本研究で強調している、新興アジアにおけるリ

スタートアップス（第二創業）である。 

特に Tange（2014）によれば、中小企業であってもリバース・イノベーションの可能性

が観察されており、その場合外部リソースの活用が強調される。 

      “For SMEs with scarce management resources, skillful utilization of not only their  

own management resources but also of external resources is an important factor for 

realizing reverse innovation414” 

                                                        
411 Govindarajan & Trimble (2012), p.38 
412 著者翻訳 
413 秋池・岩尾(2013), pp.712-713 
414 Tange (2014), p.38 
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  「経営資源の少ない中小企業にとって、自社の経営資源だけでなく、外部資源を有効 

に活用することは、リバース・イノベーションに向けて重要なポイントである」415 

  

また、リバース・イノベーションは、先進国市場の完成された仕組みに対抗する戦略で

もある。新興国市場で生成の契機を掴んだ新たなビジネスが、先進国市場に逆流するとい

うことは、それによって、個人向けの健康診断機器など、先進国市場の「隙間」を開拓す

ることができる。この点は、Khana＆Palepu（2010）が指摘する先進国市場の「新興国的

部分（emergingness）416」を目指すといえるだろう。先進国市場では、制度を維持するた

めのトランザクションセクター（transaction sector）は年々増加しており、米国は 1970 年

代で既に 50％近くに達するとされる417。 

“every market, including those of the United States and other developed economies, 

has some degree of “emergingness” built in”418 

   「米国や他の先進国を含むすべての市場にはなにがしかの新興国特性がどの程度か

存在している」419 

 

つまり、このような先進国の途上性は、科学技術的要請や国民経済的要請によって常に

拡大することから、リバース・イノベーションにも通じる、新しいイノベーションの萌芽

を期待できる。 

以上、新興国市場の未成熟性に来歴したビジネスチャンス、創業者利得や青田買いの効

果が、越境型イノベーション生成の契機をもたらす外部的な存在理由となる。 

 

6.1.3 忘却効果による新結合 

新興国市場の「隙間」について確認した。次に、企業行動の前提となる新興国市場と先

                                                        
415 著者翻訳 
416 Khana＆Palepu(2010), pp.24-25 
417 Wallis & North (1986), p.121, Table 3.13 The Transaction Sector as a Percentage of 
GNP 
418 Khanna & Palepu(2010), p.24 
419 著者作成 
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進国市場のギャップがもたらす「忘却効果」を考察する。BGC 論では、なぜ創業まもなく

いきなり海外、特に新興国に進出すべきか、という必然性についての動機の解明が期待さ

れる。つまり BGC 論では、なぜ国内事業ではなく海外展開が先行するのか、という論点

は明確に語られてない。もちろんこれまでも、BGC は、「生まれてくる場所を間違えた」

企業として海外展開を志向する議論はあった420。これが企業行動や外部環境を強調する議

論である。第５章第７節で確認した通り、企業資源ではなく、企業行動や外部環境が重要

である。換言すれば、BGC 企業の母国国内市場の制約から、海外展開が必然的に求められ

るケースである。特にボーン・アゲイン・グローバル企業のような既存企業の場合は、こ

の新興国市場への海外展開が重要な意味を持つ。実際、知識集約度、国際的ネットワーク、

国際経験は、伝統的な中小企業の急速な海外展開にとってはそれほど影響があるものでは

ない可能性がある421。第２章第２節で述べた企業の漸進的な海外展開を理論化したウプサ

ラモデルでは学習効果が強調される。これに対し、BGC 論では、むしろこれまでの母国市

場での学習や適応が足かせになり、イノベーションを阻害してしまう。この点が、新たな

BGC 論の特徴である。本研究では、この新たな BGC 論の論点を考察する。 

（１）忘却論をめぐる先行研究の系譜 

１）BGC 論における学習の初期化 

この新たな BGC 論の最大の特徴は、学習の初期化（Unlearning）である。この点につい

て、多くの先行研究が指摘している。中村（2008）は、過去のしがらみからの解放を指摘

する。 

「若い企業は自由度の高い意思決定と行動ができるのであり、古い企業のように過

去のしがらみに拘束されたり、急速な国際化の邪魔になるものがない」422 

 

Autio & Sapienza & Almeida (2000）は、新しい実践に導く新知識は、既存の心的態度や

業務活動と衝突する傾向にあることから、組織学習理論は海外という捨てるべき組織的ル

ーティンがほとんどないか、全くない状況の中で、新しい組織的知識の開発が最もうまく

行われることを示唆している。 

                                                        
420 Mdsen & Servais (1997), p.578 
421 Kalinic & Forza (2011), p.12 
422 中村(2008), p.13 
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      “the adoption of new knowledge involves not merely the learning of the new, but the 

unlearning of the old423” 

   「新しい知識を自分のモノにするということは、新しいことを学ぶというだけでは

なく、古いことを学習棄却することにもつながる」424 

 

このように、BGC 論及び本研究の対象となる越境型イノベーションは、「学習の初期化」

に重みをおく。すなわち、学びを断つことがイノベーションにつながる。第５章第７節の

QCA を活用した分析では、同じ飲食関係の「K2」と「H6」の２つの越境型イノベーショ

ンの成否を分けたのが、まさに学習蓄積と学習棄却である。180 度相反する二つの発想が

両者を分かつ大きなポイントであり、この二つの性格の学習蓄積と学習棄却が、そのまま、

「持続的イノベーション」と「破壊的イノベーション」を説明していることにつながるの

ではないだろうか。表 6-3 にみるとおり、ウプサラモデルと BGC 論との相違点である、

漸進型と早期型の海外展開という表層の現象の深層には、このような、学習に対する態度、

すなわち、学習蓄積と学習棄却という全く相異なる２つの学習スタンスと考えられる。 

表 6-3 学習蓄積と学習棄却 

 ウプサラモデル BGC 論 

知識・学習に対する考え方 学習蓄積 学習棄却 

イノベーションの種類 持続的イノベーション 破壊的イノベーション 

出典：著者作成 

 

２）管理の遺産 

学習の初期化と類似の概念として、Collis (1991)は、「管理の遺産（Administrative 

Heritage）」という概念を提出する。この「管理の遺産」は、組織における戦略的な判断の

制約要因となるものであり、過去のやり方、これまでの方法を固執する余り、実際には最

適な方法を採ることができなくなる可能性が示唆される。 

逆に Stray & Murray（2001）が主張しているとおり、企業の規模が小さく、創業からの

年数が短いほど BGC が出現するとされる。力を蓄えた企業が海外展開を目指すのではな

                                                        
423 Autio & Sapienza & Almeida(2000), p.911 
424 著者翻訳 
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く、この背景には同じく、比較的若年の企業には他から拘束されない自由な判断と柔軟性

に基づく行動が期待されるからであるとされる。 

      “This flexibility is characteristic of young firms that lack the administrative heritage 

of large, older competitors. The absence of a firmly embedded infrastructure and 

managerial mindset facilitates early and rapid internationalization425” 

   「この柔軟性は若い企業の特徴であり、大きく古い企業の強みである管理の遺産を

もっていない。このしっかりと埋め込まれたインフラと経営に関する考え方の不在

が、早期にそしてすみやかに国際化する手助けをしているのだ」426 

 

これら BGC の海外展開の動機として、これまで母国で学んできた内容の棄却、すなわ

ち「学習のリセット」があげられており、「母国では実現せず、海外展開でなければ実現し

ない」という越境型イノベーションの萌芽的に指し示すことができる。ここでは、新たな

知識獲得と知識創造を求める海外展開の積極的な意味付けがなされる。ここにおいて、こ

れまでの先行学説で捉えられてきた生産主導の海外展開論、国際経営論から、より動的な、

各国にまたがって消費主導のイノベーションを目指す、イノベーション主導の国際展開、

国際経営が展望される。 

例えば、高井他（2012）では香川県の水族館用のアクリル製回遊式水槽の製造を行う日

プラ株式会社の海外展開事例が紹介されている。実際、著者は同社を訪問して敷山社長に

インタビューしたが、全くネットワークや関係性をもたない中東やタイの大手商業施設サ

イアムパラゴンの水族館に導入されるなどで大きな成功をもたらしている。各国でのメン

テナンスや水槽で飼うことになる魚類の生態系などについての新しい学びにつながったと

いう。同社は当初、系列型下請取引関係を通じてアクリル製照明器具付属部品を製造し、

さらにアクリル板については、高速道路の透光性遮音板などで使用していた。しかし海外

の大きな市場を理解することによって、ニッチ市場であるはずの水族館の水槽用に活用す

るアクリル板に、用途が広がったという427。 

                                                        
425 Knight & Cavusgil (2004), p.136 
426 著者翻訳 
427 同社の敷山哲洋社長が海外展開を決めた発想を述懐している。 

「海外であれば、知名度がなくても、高い技術力を評価してくれる可能性があった」（高
井他（2012），p.18）という。 つまり生産サイドのアンラーニング効果だけでなく、消
費市場において知名度がなくても十分に競争できるという市場のノン・ラーニング（未
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この未学習を通じて重要なのは新たな知識の獲得、再学習である。Freeman, et. al. (2010)

では、急速な海外展開を図る BGC は、ネットワークや信頼関係のほかに、「吸収力

（absorptive capacity）」の重要性を指摘する428。Cohen & Levinthal (1990)では、この「吸

収力（absorptive capacity）」を以下のように定義している。 

  “the ability of a firm to recognize the value of new, external information, assimilate it, 

and apply it to commercial ends is critical to its innovative capabilities. We label this 

capability a firm’s absorptive capacity429” 

「新しい外部の情報の価値を認識し、それを取り込み、最終的な事業化に向けて応

用する企業の能力は、イノベーションを興す能力において重要である。我々はこの

能力を企業の吸収力と命名する」430 

 

 つまり過去の経緯や母国のしがらみというバイアスのない吸収力によって、新しい市場

開拓が可能である、というわけである。Rodriguez-Serrano & Martin-Armario（2019）は、

スペインの BGC について実証を行い、吸収力の重要性を検証している431。 

以上の記述は、クリステンセンの「イノベーターのジレンマ」に対し、海外におけるグ

ローバルなニッチ市場を目指すことによって、「破壊的イノベーション」を喚起する可能性

を示唆している。海外のニッチ市場の拡大に伴って、当該企業が直面する市場が成長して

いくことで、母国市場で展開していた場合の様々な桎梏である「管理の遺産」、その枠内で

生成される「持続的イノベーション」に拘泥する「イノベーターのジレンマ」を超克する

ことができる。 

また、Carlson（1977）432によれば、途上国においてニッチを見つけることを通じて、

多国籍企業と中小企業が互角に戦えることになる。北欧諸国は、自由貿易で海外展開を進

めることで、技術の吸収や国際競争力の強化を図っており、海外展開がイノベーションの

実現を阻む「過去」を清算する。この点、ノキアやイケアに代表される BGC が台頭する

北欧諸国の動向と合致する。まさに、「イノベーションのための」海外展開を予感させる

                                                        

学習）効果が期待できるとされる。 
428 Freeman, et. al. (2010), p.81 
429 Cohen & Levinthal (1990), p.128 
430 著者翻訳 
431 Rodriguez-Serrano & Martin-Armario(2019), pp.301-302 
432 Carlson (1977), p.140 
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先行研究であるといえるだろう。これが「イノベーションのための新興国市場（新興アジ

ア）への海外展開」という SRQ の解明を準備することになる。 

 

３）脱成熟化 

最後に、学習の初期化・棄却、「管理の遺産」の解消、と同趣旨の「脱成熟化」の概念を

確認しておく。Abernathy (1978)によれば、産業の成熟化の程度に応じて、イノベーショ

ンの性質の変化と、産業の標準化がなされていくことが強調される。 

      “The stimulus for innovation changes as a unit matures433” 

   「イノベーションのための刺激は成熟化とともに変化する」434 

 

Abernathy et.al. (1983）は、この成熟化に対し「脱成熟化 de-matuarity 」を強調す

る。新しい急進的なイノベーションの登場に伴い、新たな「脱成熟化」が始まるとされ

る。つまり学習棄却と同様の概念として、「脱成熟化」のダイナミックなプロセスを念頭

におくことができる。この「脱成熟化」について、特に標準化に向けた階梯を導く仕組み

として、新興アジアへの展開というプロセスを位置づけることが可能ではないか。つま

り、最終的には新興アジアの進出を通じて新たなドミナントデザインを通じた標準化によ

る市場支配力を確保するプロセスこそが、新興アジアへの海外展開の目的であるといえる

だろう。この点は、国際的企業家精神における「持続可能モデルの構築」435に示唆を与

える。 

 BGC の進出動機が、学習ではなく学習棄却であるとすれば、従来の学習を重視する立場

と忘却を重視する立場に分けることができる。学習と忘却はそれぞれ顕在した知識か、暗

黙知によっても分けることができる。表 6-4 のようにそれぞれのイノベーションの種類で

分けると、実は、学習派の立場はあくまで「持続的イノベーション」を追求するものであ

り、本研究が追求する「破壊的イノベーション」こそが忘却派に属するものと考える。こ

の二分法を通じ、学習の重要性を強調するクリステンセンの「持続的イノベーション」と、

「破壊的イノベーション」につながる学習棄却の 2 つが展望される。そして、新興アジア

                                                        
433 Abernathy & Utterback (1978), p.7 
434 著者翻訳 
435 第５章第５節を参照。 



 

 

204 

 

への海外展開を通じて「破壊的イノベーション」の実現を目指す越境型イノベーションは、

母国である先進国市場での学習の棄却を通じて実現する可能性がある。 

表 6-4 学習派と忘却派 

 学習派 忘却派 

主張する立場 

 

学習する組織436 

知識創造企業（暗黙知）437 

学習の初期化、管理の遺産

の清算、脱成熟化 

越境型イノベーション企業 

海外展開 ウプサラ型段階的海外展開 BGC 

メタナショナル経営論 

イノベーションの種類 持続的イノベーション 破壊的イノベーション 

出典：著者作成 

 

（２）新興国市場のジレンマ～学習棄却と再学習の失敗 

 天野（2010a）によれば、新興国市場については「市場条件や資源条件が、そもそも非連

続な市場」438ととらえる。 

「先発企業は当初、市場での競争優位を築いたとしても、瞬く間に後発国企業に市

場シェアを逆転されてしまう」439 

 

つまり、逆に言えば新興国市場では先進国市場で蓄積された学習の効果は期待できない

かもしれない。むしろ先進国での念の入った学習は、新興国市場進出に際しては足かせに

なる可能性すらある。天野（2010a）はこのような新興国市場戦略における先進国企業が陥

る現象を「新興国市場戦略のジレンマ」440と命名し、その「イノベーターのジレンマ」と

の類似性を指摘している。これは、当初先進国企業が、新興国市場に進出するが、進出後

に新興国企業が台頭し、やがて当該先進国企業が新興国市場での地歩を失うという現象で

ある。つまり新興国市場への国際展開を目指す先進国企業が、クリステンセンのいう「イ

                                                        
436 Ｋ・ワトキンス＆Ｖ・マーシック(1995), pp.24-50 
437 野中＆竹内(1996), pp.23-28 
438 天野(2010a), p.8 
439 天野(2010a), p.8 
440 天野(2010a), p.8 
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ノベーターのジレンマ」に陥るというものであった441。このため新興国市場の本質である

今後成長するボリュームゾーンについて、先進国企業はこれにアクセスできない可能性が

大きく、これが新興国市場への国際化戦略の最大の桎梏とみることができるだろう。しか

し本研究では、新興国市場において企業が学習棄却を行い、忘却することにより、新興ア

ジアへの現地化を進め、再学習を行う可能性を追求する。 

 

（３）越境型イノベーションのための忘却 

BGC 論から出発した越境型イノベーションは、新興アジアでの先進国市場の「忘却」の

必要性を強調する。母国である先進国のしがらみが無くなって初めて、イノベーション勃

興につながるというわけである。このような現地のニーズに照らした新興国市場戦略442は、

一つの地域に閉じた日本国内型イノベーションとしての「持続的イノベーション」ではな

く、新興アジアでの越境型イノベーションとしての「破壊的イノベーション」を強調する

議論である（表 6-5 参照）。 

越境型イノベーションは、こうしたイノベーターのジレンマ超克を目的としたものであ

る。そもそも BGC の進出動機が、学習の初期化（Unlearning）であるとすれば、BGC の

部分集合である越境型イノベーションにおいても、このような学習棄却効果が期待できる

だろう。 

さらに新興国市場は再学習（relearning）のチャンスを提供する。 

   “…the higher the diversity of foreign markets entered, the greater the opportunity for 

organizational learning. … For most firms, moving into new international markets 

produces an exposure to the greatest diversity of knowledge443” 

   「参入する外国市場の多様性が高ければ高いほど、組織の学習の機会が大きくなる。

ほとんどの企業にとって、新たな国際市場への参入は、知識の最大の多様性をもた

らす」444 

 

 このような多様性こそが新たな学習を生むという。そして、このような多様性の結果、

                                                        
441 天野(2010a), p.10 
442 松島（2012）では、「現地化」と命名している（松島(2012), pp.55-157）。 
443 Zahra & Ireland & Hitt (2000), p.942 
444 著者翻訳 
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越境型イノベーションにおいて、再学習の機会を得ることができる。 

表 6-5 新興アジアと国内のイノベーション比較 

出典：著者作成 

ここで定式化された越境型イノベーションのメカニズムは、図 6-2 の通り定式化するこ

とができる。日本国内における制約要因に対し、方法としての新興アジアへの海外展開が、

先進国市場の忘却を通じ、再学習により「破壊的イノベーション」の萌芽を掴むことがで

きる。では再学習は具体的に、どのようなメカニズムなのだろうか。この点について、次

節第６章第２節で個別事例を通じて考察する。 

 

図 6-2 越境型イノベーション生成の契機を掴むメカニズム 

出典：著者作成 
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6.2 事例による越境型イノベーション生成の契機を掴むメカニズムの考察 

第６章第１節の越境型イノベーションの背景を踏まえ、具体的な 50 の事例で越境型イ

ノベーションのメカニズムを検証する。個別事例について、前節で述べた忘却と再学習効

果を確認する。 

日系中小企業にとって、新興アジアへの海外展開を通じた忘却効果によってもたらされ

るのは、自らの新たなコア・コンピタンスの「発見」である445。すでに図 6-1 で見たとお

り、これまでの系列関係、あるいは第５章第４節でみた「新天地効果」を参考にすれば、

母国で直面するのは、これまでの下請関係を前提とした旧結合を維持する規制制度や取引

関係である。新天地効果については、既にみたとおり、国内における制約要因である２つ

の制約（規制制度もしくは取引関係）として措定した。下の手を離すという「猿の木登り

の喩え」446にみるとおり、新結合の獲得以上に、旧結合の解消が強調される。すなわち、

先進国市場を忘却するとは、旧結合で隠され、国内で矯められていた自らのコア・コンピ

タンスを「発見」する過程であるとみてよいだろう。このコア・コンピテンスを踏まえた、

新興国市場での新しい顧客創造と対になってはじめて、越境型イノベーション生成の契機

を得ていくというプロセスが確立する。表 6-6 では 50 事例における、自らのコア・コン

ピテンスの「発見」と新しい顧客の創造の可否についてまとめている。 

表 6-6 をみると、QCA を用いて第５章第７節で確認した越境型イノベーション生成の

契機を掴んだ企業は、全て新たに創造された顧客と自らのコア・コンピテンスの発見した

ことを確認することができる。 

しかし一方で、日本と同じビジネスを新興アジアで展開しようとする企業（表 6-6 の「日

本のビジネスをそのまま導入」としている企業）は、第５章第 7 節で確認したとおり、QCA

を用いた分析では、越境型イノベーション生成の契機を得ることができないことが分かる。

このことは、越境型イノベーションは、国内から押し出される効果、日本での構想の実現

を困難にする条件（「新天地効果」）と同時に、新興アジア側の新たな再学習、課題やニー

ズに即応した新結合（「国際的企業家精神」と「能動的支援」）が不可欠なことがわかる。 

                                                        
445 「発見」を「」（カギ括弧）で括っているのは、再発見・再認識の意味である。 
446 第４章第３節参照。 
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表 6-6 海外展開のメカニズム検証 

 

出典：著者作成 

図 6-1 で示したとおり、国内市場での系列型下請関係に甘んじてきた中堅・中小企業が、

新興アジアへの海外展開を通じて、自らのコア・コンピテンスを「発見」する機会を得る

ことができた。つまり、忘却とは、一方で日本のシステムの棄却であると同時に、そのシ

ステムに甘んじてきた企業本来のコア・コンピテンスを見出し、そのコンピテンス（能力）

を全開させるプロセスといえるだろう。新規の顧客創造の過程を通じ、新興アジアの課題

を解決し、ニーズを満たすプロセスである。それは、新興アジアの「隙間」に対する解決

方法として、自らの強み（コア・コンピテンス）を中核に、新しい組み合わせ（新結合）

を遂行するプロセスと共振する。 

表 6-7 でみるとおり、新天地である新興アジアへの展開を通じて、各社がコア・コンピ

テンスを見出し、さらに新たな顧客を創造していくことが不可欠である。表 6-7 では、新
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天地効果が確認された企業について、新興アジア進出を契機として「発見」された自らの

コア・コンピテンスと、新たに顧客を創造する。 

表 6-7 越境型イノベーション企業の新興アジアでの変態 

 

出典：著者作成 

以上の越境型イノベーションのメカニズムをまとめたものが、図 6-3 である。これによ

って、越境型イノベーションの統一理論の前提を準備する。国内の強固な規制制度と固定

的な取引関係によって、国内では自らの構想が矯められ、系列型下請関係のなかに搦め捕

られてしまう。シュムペーターのいう「旧結合」のなかに取り残されるといっても良いだ

ろう。 

これに対し、新興アジアという新興国市場における「隙間」に対する新結合を目指す。

そこでは、制度や市場、技術の隙間を通じ、「隙間」に対応するかたちで、自らのコア・コ

ンピタンスを中核に据え、その部分を変えずに、新結合を通じて自らとその連携によって、

変態を遂げるのである。その過程こそが、需要・市場の課題やニーズに対する用事を満た
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す、「破壊的イノベーション」の萌芽を獲得する営為であり、ここにおいて、越境型イノベ

ーション生成の契機を掴むことができる。 

 

図 6-3 越境型イノベーションのメカニズム 

出典：著者作成 

 そして、新興国市場で自らのコア・コンピテンスを改めて「発見」することができる理

由については、分業の深化がもたらす効果を強調することができる447。たとえ競合関係に

立つ企業との間であっても、分業の深化によって自らのコア・コンピタンスが細分化され、

そこに注力することで、新しい新結合が可能であり、新興国市場における制度の隙間、課

題の解決に貢献する448。新天地である新興国市場に進出することで、一方で先進国市場の

軛を脱することができる。他方で、自らの本来の強みを開放し、新たな組み合わせを実現

することができる。これこそが、越境型イノベーションの「方法としての新興アジア」の

真意である。 

                                                        
447 「分業の深化」については、補論４章第３節で詳述する。なお、この「分業の深化」
理論を前提にすれば、中小企業の越境型イノベーションは、新興国市場でのリスタートア
ップを目指す全ての企業が潜在的に当てはまるかもしれないことを示している。 
448 分業効果については、補論４第３節で詳述する。そこでは、同じメッキ産業クラスタ
ー同士の連携を通じ、分業が深化することによって、メッキ工程単独のサービスと、メッ
キ工程に磨き工程を加えたサービスとに、それぞれ強みが分かれて棲み分けできること
や、新興国市場と先進国市場で、現地化と技術の連携（「まんじゅの薄皮と餡子の比喩」）
を実現する事例を紹介する。 
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 第４章第 2 節で確認した新興アジアにおける産業構造転換は、コア・コンピテンスを先

鋭させる過程での変態であった。より付加価値を高める過程で、自らの強みを先鋭化させ

ることができるのである。 

 

6.3 越境型イノベーションの統合理論 

 越境型イノベーション生成の契機の端緒となるのは、先進国市場（日本）における新天

地効果である。国内の旧結合を延命するための岩盤規制（強力な規制制度）と看板系列（強

化な取引関係）を起点とした「新天地効果」である。さらに新結合を目指して、新興国市

場の「隙間」を発見し、これを埋め合わせることで用事を満たす（「ジョブ理論」）ことを

通じた「破壊的イノベーション」の萌芽の追求が「国際的企業家精神」である。さらに、

「能動的支援」によって、この海外展開支援を相互学習やネットワークを通じて能動的に

支援することによって、越境型イノベーション生成の契機を得ることができる。 

国際的企業家精神が目指す新興国市場での新たな価値創造と、新天地効果による母国で

の国内の制約を前提にした海外展開とは表裏の関係に立つ。相対的に日本のマーケットが

縮小して、固定的な取引から逃れて、死蔵された技術やノウハウを新興アジアで展開する

ことが、国際的企業家精神の 3 段階プロセスの案件形成であるとすれば、能動的支援とも

含めて三位一体のプロセスと言えるかもしれない。 

日本の中小企業にとって、新興アジアへの海外展開を介したイノベーション生成の契機

を目指すということは、自らのコア・コンピタンスを中核として、「新結合」としての「再

結合」を意味することに他ならない。これこそが、日系中小企業の新興アジアにおける「第

二創業」としての越境型イノベーションなのである。 

見方を変えると、日本国内で「持続的イノベーション」に拘泥してしまい、新興アジア

で「破壊的イノベーション」生成の契機を掴むことができるのは、企業の能力や努力では

なく、企業のコア・コンピテンスを生かしきれていない可能性がある。日本国内で、この

各企業のコア・コンピテンスを死蔵させてしまい、可能性を奪っているのは、新天地効果

で言及した規制制度と取引関係である可能性がある。 

以上をまとめたものが、図 6-4 であり、先に図示した図 6-1 の越境型イノベーションの

３つの背景を発展させて、3 つの結合因果条件を取り込んだものである。 
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図 6-4 越境型イノベーションのメカニズムに対する 3 つの結合因果条件 

出典：著者作成 

以上、第６章から導かれる論理的帰結は以下のとおりである。 

論理的帰結 10 企業組織の「外部化」（オープンイノベーション） 

新興アジアに展開する日系企業は「内部化」から「外部化」へと変貌を遂げた。

日系企業の新興アジアへの海外展開は、「外部化」を機縁として、クリステンセ

ンの「ジョブ理論」を前提に、新興国市場（新興アジア）の「隙間・欠缺」を

解決するという新結合により「破壊的イノベーション」の萌芽を提供する 

論理的帰結 11 越境型イノベーションのメカニズム（SRQ の解答） 

新興国市場への海外展開の動機（SRQ)は、企業資源論の立場からではなく、企

業行動や外部環境によって規定される 

国内での「持続的イノベーション」を退け、新興国市場で「破壊的イノベーショ

ン」を追求するため、日系企業は忘却（学習の初期化・管理の遺産の清算・脱成

熟化）を目指し、自らのコア・コンピテンスを再認識・再結合し変態するために

新興アジアの「隙間」へ進出する（「方法としての新興アジア」）  

  



 

 

213 

 

7. 越境型イノベーションについての論理的帰結 

（１）まとめ 

本研究は、近年観察される日本企業、特に中小企業やグローバル・スタートアップスに

よる新興アジアへの海外展開を通じたイノベーションに着目し、『どのような結合因果条

件によって、先進国企業が新興国市場への海外展開を介して、「越境型イノベーション」と

いう、クリステンセンのいう「破壊的イノベーション」の生成契機を得ようとするのか』

【RQ】及び、『「越境型イノベーション」生成の契機を掴むメカニズム・動機・背景』【SRQ】

を解明するものである。 

日本国内のイノベーションは、クリステンセンのいう現在の軌道に基づいた「持続的イ

ノベーション」であり、技術の高度化に傾注するほど、パラダイムシフトを伴う真の「破

壊的イノベーション」から遠ざかる可能性がある。むしろ顧客の用事を満たすことで「破

壊的イノベーション」生成の契機を導く「ジョブ理論」に基づいた顧客志向のアプローチ

が必要である。 

従来イノベーション論では、先進国における学習効果が競争力の源泉であると主張する。

これに対し本研究で提示したのは、いずれの成熟化した経済においても、過剰な学習は、

イノベーション生成の契機を掴むためには逆効果をもたらす可能性である。イノベーショ

ンのために、新興アジアへの海外展開が一つの学習棄却方法となる。学ぶことよりも忘却

に重きをおくことで、逆に新興アジアにおいて新たな市場主導の「破壊的イノベーション」

に着手できる。 

新興国市場は、制度などの「隙間」がある不完全な市場であることにより、イノベーシ

ョンの契機を掴むことができる。大震災と大洪水によって 2011 年を境に大きな産業構造

の転換を遂げた新興アジアこそ、日系中小企業が、下請関係から脱して自らのコア・コン

ピタンスを「再発見」し、新たな顧客を創造し、再結合としての新結合を目指すことがで

きる。新興アジアは、日系中小企業にとって、系列型下請関係の変化による企業間関係の

「外部化」という「オープンイノベーション」と相俟って、越境型イノベーション生成の

契機を提供する可能性がある。 

本研究で導いた論理的帰結１～11 について、あらためて以下にまとめる。 

＜第２章より＞ 

論理的帰結１ イノベーションの定義 
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RQ（及び SRQ）を解明する前提となる越境型イノベーションのイノベーション概念は、

需要主導の「破壊的イノベーション」であり、新たな価値・システムを通じた新しい軌道

に向かう経済発展の駆動力であり、旧結合からその要素を奪い取って新たに結合を遂行す

る営為となる 

すなわち、①新しい軌道に向かう、②旧結合から奪い取り新結合する、③遂行、の３つが

要件となる 

論理的帰結２ 越境性（海外展開）の定義 

RQ（及び SRQ）を解明する前提となる越境型イノベーションの越境（海外展開）概念は、

ボーングローバル企業論の延長に、従来の先行研究と比較し、大企業ではなく中小企業、

漸進型海外展開ではなく急進的・断絶的海外展開、イノベーションの成果を海外に展開す

るのではなくイノベーションを見つけ出すための海外展開、として定義する 

＜第３章より＞ 

論理的帰結３ 方法論の導出 

質的比較分析法（QCA）によって、事例の詳細と概念化・理論化の往復運動を通じ、越境

型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件を導出し（RQ）、その「行為メカニズム」

を解明する（SRQ） 

＜第４章より＞ 

論理的帰結４ 旧結合破棄の重要性 

従来の日系企業の系列型下請関係は「持続的イノベーション」に最適であり、「破壊的イノ

ベーション」に向け旧結合の解消を通じ国内を離れる必要がある 

（旧結合から新結合への移行には、新結合の追求以上に、旧結合の解消が重要） 

論理的帰結５ 新興アジアの構造転換 

2011 年前後から生産拠点から消費市場へと変貌した新興アジアへの日系企業海外展開は、

垂直的系列型からオープンイノベーションによる水平的連携型に変貌しつつある 

＜第５章より＞ 

論理的帰結６ 新天地効果 

新天地効果とは、強固な規制制度や固定された取引関係による先進国市場における制約か

ら、新興アジアへの海外展開を進め破壊的イノベーション生成の契機を掴むという、RQ の

結合因果条件の一つである 
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論理的帰結７ 国際的企業家精神 

国際的企業家精神とは、課題発見⇒課題解決に向けた新結合⇒持続可能型ビジネスモデル

化、の段階的な 3 つの手続きであり、市場主導の破壊的イノベーション生成の契機を掴む

（RQ の解答）条件の一つとなる 

論理的帰結８ 能動的支援 

能動的支援は、イナクトメント型支援とネットワーク型支援によって構成され、越境型イ

ノベーション生成の契機を掴む条件の 1 つとなる 

論理的帰結９ 越境型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件（RQ の解答） 

RQ の越境型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件は、2011 年以降「能動的支援と

新天地効果」もしくは「能動的支援と国際的企業家精神」であり、「能動的支援」が不可欠で

ある 

企業資源論に基づく「潤沢な資金」や「グローバル人材」は必ずしも必要ではない 

＜第６章より＞ 

論理的帰結 10 企業組織の「外部化」（オープンイノベーション） 

新興アジアに展開する日系企業は「内部化」から「外部化」へと変貌を遂げた。日系企業の

新興アジアへの海外展開は、「外部化」を機縁として、クリステンセンの「ジョブ理論」を前

提に、新興国市場（新興アジア）の「隙間・欠缺」を解決するという新結合により「破壊的

イノベーション」の萌芽を提供する 

論理的帰結 11 越境型イノベーションのメカニズム（SRQ の解答） 

新興国市場への海外展開の動機（SRQ)は、企業資源論の立場からではなく、企業行動や外

部環境によって規定される 

国内での「持続的イノベーション」を退け、新興国市場で「破壊的イノベーション」を追求

するため、日系企業は忘却（学習の初期化・管理の遺産の清算・脱成熟化）を目指し、自ら

のコア・コンピテンスを再認識・再結合し変態するために新興アジアの「隙間」へ進出する

（「方法としての新興アジア」）   

以上、本研究の成果は、論理的帰結１～11 を踏まえ、図 7-1 で全体をまとめた。 

このように、論理的帰結１～５及び論理的 10 のマクロ外部環境を前提に、論理的帰結６

～８の個別の企業行動から、越境型イノベーション生成の契機に向けた結合因果条件（論

理的帰結９）とその生成メカニズム（論理的帰結 11）について考察した。 
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図 7-1 本研究の構図 

出典：著者作成 

さらに本研究で解明した RQ 及び SRQ を再確認し、あわせて追加的示唆を得た。 

 

（２）越境型イノベーションの結合因果条件（RQ）とは 

【解答】能動的支援と国際的企業家精神又は能動的支援と新天地効果 

本研究では、越境型イノベーション生成の契機となる結合因果条件として新天地効果、

国際的企業家精神、能動的支援の 3 条件を抽出して検証した（図 7-2 参照）。 

 

図 7-2 越境型イノベーション生成の契機としての 3 つの結合的因果条件 

出典：著者作成 
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本研究は、越境型イノベーション生成の契機となる結合因果条件として、「新天地効果」、

「国際的企業家精神」、「能動的支援」の 3 条件を抽出した。国内での強固な規制制度や固

定的な取引関係を前提とした「新天地効果」、課題発見、課題解決のための新結合、持続可

能モデルの設定という「国際的企業家精神」、相互学習による「イナクトメント型支援」と

「弱い紐帯の強さ」を前提としたネットワーク上の位相である「能動的支援機能」、の 3 つ

の条件において、「能動的支援×新天地効果」または「能動的支援×国際的企業家精神」の

組み合わせが、越境型イノベーション生成の契機を掴むこと、他方、「潤沢な資金」や「海

外経験のある人材」は越境型イノベーションには必ずしも貢献しないことを明らかにした。 

１）RQ の解明による追加的示唆①：能動的支援者類型の措定 

本研究で抽出された能動的支援者類型は重要である449。能動的支援機能こそが、新興ア

ジアにおいて学習棄却に向かう企業にとって、不可欠のイノベーションの触媒となる。能

動的支援は、イナクトメント型支援を通じた、支援者と被支援者の間の相互の再学習及び、

ネットワーク論における「弱い紐帯の強さ」の立ち位置で構成される。これらを総合して、

能動的支援機能が、被支援者が越境型イノベーション生成の契機を獲得する支えとなる。 

 支援者のイメージは、参謀と将軍の違い、あるいは、帷幄の内に策を練る軍師としての

イメージであろう。しかし旧帝国陸軍の参謀本部の例を引くまでもなく、「参謀」はより積

極的に機能している450。さらにイノベーター育成において、能動的支援者としての学びこ

そが、イノベーター（企業者）になるための第一歩であり、その意味で「能動的支援者は

イノベーターの道場」であり、「越境型イノベーターの学校」となる可能性がある。支援者

から被支援者としての企業者への転換を遂げていくことによって、新たな支援者の調達と

その先の出口を見出すことができる。本研究でみたとおり、支援者としての学びは、将来

の企業者としての判断の参考になるだろう。 

そして、このような能動的支援機能は従来の古い革袋に新しい酒を入れても熟成されな

い451。むしろ新たな支援機能を措定し、その支援者を育成し、越境型イノベーションを創

り出すメカニズム、新たな新興アジアと日本における新たなイノベーション・エコシステ

                                                        
449 能動的支援の支援者機能については、補論で詳述する。 
450 著者の個人的な体験でも、「顧問」や「参与」という立場はあくまで諮問された内容
に回答する受け身な立場を想起するが、実際にはより積極的な立ち振る舞いを期待され、
要求される場合がある。 
451 補論１参照。 
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ムの創造を目指す必要がある452。 

 

２）RQ の解明による追加的示唆②：リスタートアップによる日本再興 

第 2 章第１節のイノベーション論で整理したとおり、日本では、イノベーションは「技

術革新」や「最先端技術」に着目したテクノロジーの問題と考えられている可能性が高い。

したがって、イノベーション駆動型の経済発展を政策アジェンダと掲げた場合、更なる技

術力強化という結論に導かれるかもしれない。しかしこれは、クリステンセンのいう「持

続的イノベーション」に近く、「破壊的イノベーション」ではない。技術の高度化に傾注す

ればするほど、真の「破壊的イノベーション」から遠ざかる可能性がある。「破壊的イノベ

ーション」生成の契機を掴むためには、むしろ「ジョブ理論」に基づいたマーケット・イ

ン型の顧客志向のアプローチが必要である。そしてその背景にはテクノロジーやサイエン

スの問題ではなく、「岩盤規制」や「看板系列」の解消という社会的な既得権などの政治経

済的な問題に由来するもののほうが多い。したがって、本研究の結論は、これら制度的、

非制度的障壁を解消するために新興国市場への海外展開を進めるという戦略でもある453。 

したがって日本が追求すべきは、テクノロジーやサイエンスを基盤とするハイテク・ス

タートアップスではなく、日本の、特に地方に点在する中堅・中小企業の新興アジアにお

けるリスタートアップス（第二創業）であると考える。これまで系列型下請取引のなかで

下請構造としての「中間組織」に甘んじてきた日本の中堅・中小企業が、その軛を脱し、

2 重の意味で自由化する。系列からの自由と仕事・顧客を失う自由という二つの自由であ

る。新興アジアを通じた課題解決・ニーズ充足を目指す越境型イノベーションを通じて、

真にオープンイノベーションとして新興アジアでのリスタートアップスが可能ではないか。

すなわちリスタートアップスとは、既存の中堅・中小企業が新興アジアへの海外展開を通

じて第二創業を目指すというものである。 

その際、クリステンセンのいう「キャッシュを急がせ、成長を気長に待つ」という戦略

が重要である454。オープンイノベーションを通じた新たなクラスター形成にはこの戦略が

                                                        
452 第 8 章第３節の「タイ王国公益法人お互いフォーラム」が参考になる。 
453 当然ながら規制改革や「特区構想」は、国内での規制緩和により、イノベーション環
境を整備するという政策であるが、本研究は、国内の規制の制度的側面や取引関係の固定
化に着目し、これらは上記の施策では対応できない、できてないことを念頭におくもので
ある。 
454 Christensen et. al. (2003), p.236，”patient for growth but impatient for profit”（「成長
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有効である455。 

イノベーションの本質が「新結合」であって、技術革新や科学技術でないという本研究

の前提から、またイノベーション後進国日本の将来展望から考え、その強みを生かした「リ

スタートアップス」（第二創業）に賭ける可能性は大いにあると思われる。なぜなら、新興

国市場である新興アジアは、新興国の課題解決を機縁として進出企業のコア・コンピテン

スを「再発見」し、その再編成を通じた新結合の機会を与えるからである。 

 

（３）越境型イノベーション生成のメカニズム（SRQ）とは 

【解答】学習棄却を伴う新興国市場展開が「イノベーターのジレンマ」456超克 

本研究は、先進国市場を市場取引制度の完全性として定義すれば、こうした完成された、

学習された、成熟した市場では「持続的イノベーション」に傾き、「破壊的なイノベーショ

ン」が生じにくい。そして対照的に、新興国市場は、制度等の「隙間」がある不完全な市

場として「破壊的イノベーション」の契機を提供する。日系企業にとって新興アジアこそ

が、国際的企業家精神、新天地効果、能動的支援機能によって越境型イノベーションの契

機を獲得する可能性があることを明らかにした。 

これまでイノベーション研究において、学習の重要性を強調してきた要素が大きい。そ

もそも「習熟効果」により生産効率性を向上させるという発想すらある。このなかでも欧

米流の経営学では、経営層の戦略が重要であると説かれてきた。考えてみるとこの企業の

戦略自体、先進国市場での深い洞察であり、学習する組織こそがこの競争戦略のなかで伍

していけると説く。 

日本では、経営陣の戦略よりも、現場の「暗黙知」が経営資源として競争力の源泉とな

ると説かれてきた。この「暗黙知」も実は学習の結果に他ならない。QC サークル、トヨ

タ生産方式などは、日々の学習と集団の集合知の賜である。しかし、2000 年以降、情報革

命、IT（Information Transformation）を前提に、IoT、AI の台頭によって、暗黙知が「見

える化」される過程で競争力が失われていくと説く。 

従って、欧米、日本のいずれの場合も、先進国における学習効果、能力構築こそが競争

                                                        

は気長に待つが、収益はせかす」）という内容である。 
455 補論３参照。 
456 「イノベーターのジレンマ」については、第２章第第１節参照。 
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力の源泉となるという主張であった。これに対し、本研究の第５章で QCA を用いて分析

したとおり、学習の蓄積が期待されるグローバル人材は、「破壊的イノベーション」として

の越境型イノベーション生成の契機として必ずしも必要ではなかったことからも、学習に

ついては慎重な議論が必要である。   

むしろ本研究で提示したのは、イノベーションのためには、極端にいえば「学べ」では

なく、逆の「学ぶな」という主張である。いずれの成熟化した経済においても、過剰な学

習はむしろ、イノベーション生成の契機を掴むためには、逆効果をもたらす可能性がある。

完成された成熟化した日本が置かれた現状は、学びではなく忘却・棄却が重要である。そ

のためには新興アジアへの海外展開が一つの学習棄却方法となる。学ぶことよりも忘却に

重きを置くことで、逆説的に新興アジアにおいて新たな市場主導の「破壊的イノベーショ

ン」に着手することができる。むしろ、イノベーションのためにこそ新興アジアに進出す

べきだ、という新興国市場への海外展開の、戦略的意味を刷新する提案である。 

１）SRQ の解明による追加的示唆①：クリステンセン理論の水平展開 

 本研究は、見方を変えるとクリステンセンの唱える「イノベーターのジレンマ」及び、

その回避に向けた「ジョブ理論」等の理論体系を、先進国企業の新興国市場展開に援用す

るものとみることができる。先進国市場は、「隙間」がなく、完成され、「用事が片づいて」

満たされた市場である。その意味で、課題や雇用すべき用事が容易にはみつけにくい可能

性がある。従って、新たな「破壊的イノベーション」の萌芽を見つけることは困難である。

課題発見能力が発揮される可能性について、先進国市場において皆無とは言わないが、課

題を見つけることに時間がかかる。 

これに対し、先進国企業が、新興国市場に海外展開する過程を通じて「イノベーターの

ジレンマ」を超克し、越境型イノベーションとしての「破壊的イノベーション」を実現す

ることは現実的に、実現性が高い戦略といえるだろう。これが「方法としての新興アジア」

戦略である。ここでは、日系中小企業の新興アジアへの海外展開は、イノベーションの適

用・応用先としての「目的」ではなく、イノベーション生成の契機を掴む「方法」なので

ある。 

 クリステンセン理論を、先進国市場における後進国体質（満たされない用事、課題とい

う意味で）を見つけるよりも、新興国の課題やニーズに着目するという水平展開を実現す

ることにより、はるかにトランザクションコストの低い、効率的な「破壊的イノベーショ
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ン」生成の契機獲得を可能にするであろう。 

本研究の成果は、このようなクリステン理論の水平展開と言う性格をもつ。 

 

２）SRQ の解明による追加的示唆②：イノベーション概念のジレンマ 

 １）と表裏一体の事実として、日本で受容されているイノベーション概念がもたらす、

「持続的イノベーション」への傾注が、却って「破壊的イノベーション」の萌芽を摘んで

おり、まさに「イノベーターのジレンマ」を招来している可能性がある。 

イノベーション後進国日本が、国際的なイノベーション競争、より厳密には市場主導の

「破壊的イノベーション」競争に伍していくには、新興アジアへの進出を通じて、新興ア

ジアを方法的に活用するしかないのではないか。日本における中堅・中小企業の大多数が、

従来の系列型下請関係に基づく海外展開から、イノベーション指向型の新興アジア展開に

向けて、舵取りをきることにより、広義のボーングローバル企業（ボーングローバルアゲ

イン企業を含む）が、新興アジアでイノベーションの萌芽を掴むことを目指すことができ

る。つまり越境型イノベーション企業は、学習棄却の機会を見つけて新興アジアへの急進

的かつ断絶的な海外展開を目指すべきである。 

 

以上より、本研究では、新興国市場展開によるイノベーションである、破壊的イノベー

ションとしての越境型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件と、そのメカニズム

が明らかとなった。この研究成果を踏まえ、次章第 8 章では、越境型イノベーションに向

けた実践として、3 つの政策提言を行う。 

  



 

 

222 

 

8. 越境型イノベーションに向けた実践～3 つの政策提言 

 第８章では、第５章第７節の QCA の分析結果（RQ の解明）及びこれを前提とした第６

章の越境型イノベーションのメカニズム（SRQ の解明）、第７章の結論を踏まえ、実践的

に越境型イノベーション生成の契機を見出すための政策提言を行う。新興アジアで越境型

イノベーション生成の契機を掴む企業者としての実践と、支援者としての行動がどのよう

なかたちで結びついていくのか、具体的な政策提言を行う。 

第１節では、「能動的支援」に着目し、能動的支援機能が発揮される制度構築を提言する

【提言１】。 

第２節では越境型イノベーション生成の契機として説明してきた「能動的支援と国際的

企業家精神」における政策提言を行う。このなかで、越境型イノベーション生成の契機を

掴む海外展開支援のフローチャートを検討する【提言２】。 

第３節では、「能動的支援と新天地効果」に関する政策提言を行う。ここでは国内の「持

続的イノベーション」と、新興アジアでの「破壊的イノベーション」を「両利き」で狙う

ための、「軒先ベンチャー」、さらには、「投資戦略庁」などの政策提言を行う。能動的支援

機能が開花しうるエコシステムの構築について検討を加え、社会実装に向けた活用を目指

す【提言３】。  

以上について、表 8-1 にまとめることができる。 

表 8-1 ３つの政策提言 

 

出典：著者作成 

8.1 提言１：【支援機能】の政策提言 

第５章第 6 節及び第７節でみてきたとおり、能動的支援は、越境型イノベーション生成
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の契機獲得において重要な役割を担う。能動的支援者とは、イノベーターを支援するサポ

ートとして、能動的であり相互学習的な「強い紐帯の強さ」を発揮できる人材である。他

方で、ネットワーク理論で基礎付けられた「弱い紐帯の強さ」を発揮できる人材である。 

（１）能動的支援者とは誰か～「人材ブロックチェーン」に向けて 

 能動的支援者について、今後の人材活用を目指すのであれば、流動化し、世界的に渡り

歩くような人材を念頭におく必要がある457。つまり「ノマド化」（遊牧民化）したイノベー

ターや支援者に対して、これらをネットワーク化する必要がある。いわば、オープンイノ

ベーション向けの人材ネットワークを構築することが急務である。 

具体的には能動的支援者登録制度やレーティング制度・認定制度が一つの考え方となる。

現在こうした支援者のマーケットが成立していない。一部コンサルタント、弁護士や会計

士などの士業従事者、大学教員等がこれらを担う候補となるが、支援機能に従事するだけ

で生活できるわけではない。このため制度的に支援者を活用し、さらには育成する仕組み

が必要となる。 

一般に考えられる人材バンクは、一定の機関に人材登録を行い当該機関がデータを管理

する方法である。しかしこのような制度構築は常に情報更新等のメンテナンスがかかる。

そして更新を怠るとデータベースとしての機能はすみやかに劣化してしまうだろう458。特

に人材は人的資本の投資によって、日々成長することが予想される。このような問題を解

消する意味で、機関や組織側の情報を集めるのではなく、個人の側の情報を管理する仕組

みを検討する必要がある。 

そこで図 8-1 にみるとおり「人材ブロックチェーン」構築を提案する。人材データを「見

える化」するとともに、スキルスタンダードに基づいて評価する仕組み、さらにその際の

能力構築に向けた教育プログラムを付与することにより、オープンイノベーションに適合

的な流動化した人材市場を活用することができる。 

それまでの人材の能力構築の履歴やスキルの達成状況とそれぞれのスキルスタンダー

ドをそれぞれの就職先での業績、教育・研修機関での能力構築のデータ等の情報を、人材

                                                        
457 補論５で能動的支援者の動機付けについて詳述する。 
458 著者はインドやタイで企業間の政策的なマッチングサイトの構築を支援してきたこと
があるが、マッチングサイトは多くの場合上手くいかない。例えば 2009～2010 年に日印
政府間で「Indo-New-Window」という自動車部品企業向けのビジネスマッチングサイト
を構築したが、わずか 1 年程度で情報が劣化し活用されなくなった。 
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側に置きキャリーできる仕組みを構築してはどうか。個人情報保護の観点から極めて慎重

に行う必要がある一方、住居などはこれまでのような住居の方を前提に管理するのではな

く、ノマド化する人材の、人の側で管理できる仕組みということになる459。その延長には、

IoT を活用した「人財の証券化」によってこれらのネットワークの流動化をすすめること

ができるだろう。つまり一定の能動的支援者のマーケットを構築するのである。支援者や

場合によってはイノベーターの人材市場を整備することにより、支援者が裨益し、生活で

きるエコシステムを構築することができるだろう。またこの「人材ブロックチェーン」を

活用すれば、被支援者が、仲介機関を介することなく相対で能動的支援者を見つけること

が可能である。 

 

図 8-1 人材ブロックチェーンのイメージ図 

出典：著者作成 

 

（２）「アントレプレナーの学校」としての支援者機能 

支援者を教育することは重要である460。いくつかのアントレプレナー教育を提供するこ

とが必要であるが、それは座学（サイエンス）だけでなく、実践（アート）による試行錯

誤が不可欠である。そして支援者こそが将来のイノベーターであり、「企業者」461予備軍で

                                                        
459 例えば住民登録や住民票などの仕組みを土地ごとに管理していくのではなく、人の側
に寄せて流通させる方法でもある。 
460 支援者の育成に関する「正統的周辺活動」についての考察は、補論５で行う。 
461 企業者（アントレプレナー）とは、シュムペーター依頼のイノベーションを担う人材
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ある。実際支援者は将来の実際の企業者（被支援者）と支援者とのイナクトメント型支援

による相互学習を通じて、自らも成長することが期待される。その出口として、自らも将

来的にはイノベーターとして活躍することが期待される。すなわちこれら能動的支援者こ

そが、「企業者（アントレプレナー）の学校」となる。 

 

（３）リスタートアップスの重要性 

越境型イノベーションのターゲットは０から１を追求する「スタートアップス」だけで

はない。むしろ第５章第３節で見たとおり、Industria や紫紘のような、日本の強みである

中堅・中小企業のもつ技術やノウハウ、経験を、新興アジアで新たに再創業させることを

通じた越境型イノベーション、「リスタートアップス」が重要である462。QCA を用いて５

０事例で検証した内容についても、新天地効果が結合因果条件を構成していることから463、

国内の制約を超え、新興アジアにおいて新しいコア・コンピテンスの発見及び新たな顧客

創造が実現される。この現象こそ、日系中小企業の新興アジアにおけるリスタートアップ

スと読み替えることができる。これによって、「０」からではなく、一定の案件形成の可能

性が整い、イノベーションの基盤を有したところから、新たに新興アジアを通じた市場主

導型の「破壊的イノベーション」を追求することをめざすべきである。リスタートアップ

スは発射台が高い分だけ成功の打率も大きいことが予想される。 

それぞれの企業のコア・コンピテンスをつぶさに見分けるために、中堅・中小企業の「コ

ア（餡子）診断士」制度を創設してはどうか。現行の「中小企業診断士」464がやや経営戦

略寄りに傾いてしまったことを反省し、むしろかつての「鉱工業部門」が設置されていた

時代の技術診断に力点をおいたものに移行させる。そしてこれを育成する「課題発見型研

修・投資ピッチ」の提供が望まれる。シリコンバレーを模倣して「０から１」に向けて政

策資源や経営資源を投入することは効果を生まない。むしろ第２章でみたとおり、シュム

ペーターの説く本来のイノベーションの概念に立ち返ることによって、日本の中堅・中小

企業がもつ既存の技術やノウハウの新結合を目指す、「破壊的イノベーション」を新興アジ

                                                        

である。 
462 このリスタートアップス（第二創業）については、補論３で、官民ファンドの事例を
通じて、既存企業の新興アジアにおけるリスタートアップスについて考察する。 
463 第５章第４節及び第７節参照。 
464 現行の「技術士」の資格に近いが、むしろ MoT に力点をおいたものである。 
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アで実現していくべきである。 

最後に、図 8-1 の右側に記述した、リスタートアップスのための「新興アジア・リスタ

ートアップスファンド」465を検討してはどうか。日系中小企業の第二創業への資金提供を

すすめることで、現行の中堅・中小企業の軒先ベンチャーとして、越境型イノベーション

を成功するためのファンドである。これは、スタートアップスの「０から１」の投資案件

とは異なる、リスクとリターンを勘案した金融仲介機能を再編することが不可欠である466。

現行の日本のメガバンクの国際投資部門、信用金庫や地方銀行のネットワークなど金融機

関や信用制度を前提にした再編を行うだけで比較的容易に体制整備できるだろう。 

 以上の体制が整備されることで能動的支援者自身が生活できるエコシステムを整えるこ

とができる。図 8-1 は、こうしたエコシステムの構築についての政策提言である。既存企

業の承継再生、新興アジアでのリスタートアップス、そして学生の「かばん持ちインター

ンシップ」を活用した「軒先ベンチャー」を活用し、日系中小企業の新興アジアにおける

第二創業を支援する体制である。 

 

8.2 提言２：【能動的支援×国際的企業家精神】の政策提言 

 能動的支援とともに、越境型イノベーション生成の契機を掴む結合的因果条件として、

国際的企業家精神を促進していく政策を検討する。第５章第５節で説明したお互いメソッ

ドや、メタナショナル経営論のアプローチを活用していく。そのポイントは、換言すれば、

日本の中堅・中小企業による新興アジアにおける「リスタートアップス」の促進である。 

8.2.1 課題発見・新結合・持続可能モデルに向けた支援機能 

支援機能については、国際的企業家精神と呼応して 3 つの機能に分割することができる。

表 8-2 で示されるとおり、これらが、それぞれ、課題発見、新結合、持続可能モデルの場

面で、適切な支援が実行される必要がある。この 3 つのフェイズそれぞれに必要とされる

支援者の特徴は、表 8-2 で示すとおりである。各々、フェイズ１では目利きとしての案件

                                                        
465 図 8-1 の右側参照。 
466 既存事業のリノベーションが有効である可能性については、補論３において、PFI フ
ァンドの民間投資の呼び水効率性と収益効率性のパフォーマンスの高さと INCJ の呼び水
非効率性から説明することができる（補論３第２節及び第３節参照）。 
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形成に関するキューレーター、フェイズ２では、新結合に向けてのコネクター、フェイズ

３では、持続可能なビジネスモデル構築を構想するプロデューサーの役割が期待される。 

表 8-2 国際的企業家精神の 3 つのステージ 

 支援概要 期待される支援機能 

フェイズ１：課題発見 

〔顧客探索〕 

【トライアル】 

テストマーケッティング／試作／

制度の隙間発見（市場テスト） 

キューレーター 

フェイズ２：新結合 

〔組織化探索〕 

【内部化（内）】 

クラスタリングピッチ 

コネクター 

フェイズ３： 

持続的ビジネスモデル化 

〔戦略探索〕 

【オープン化（外）】 

プラットフォーム化・価値連鎖構築 

プロデューサー 

出典：著者作成 

（１）フェイズ１：課題発見 

顧客探索が最初に行われる必要がある。そこでは、「課題発見」のためのテストマーケッ

ティングや試作による検証や学びを重視する。この学習姿勢は、Validated Learning（効果

が認められた学習）とよばれ、起業に向けたリーンスタートアップの手法として重視され

る467。お互いフォーラムで実践している「課題発見ピッチ」は、それぞれの企業が、相手

国・地域の課題の仮説を提案する。期待される支援機能は、課題を見つける「キューレー

ター」（表 8-2 参照）であるといってよい。 

本研究で論究してきたとおり、「課題発見」こそが越境型イノベーション生成契機の第一

歩である。クリステンセンのジョブ理論を活用し、新興アジアにおけるそれぞれの国・地

域でこうした課題やニーズに対する「雇用」をみつけることができる。 

 

（２）フェイズ２：新結合 

次に組織探索の過程として、新結合にむけた仲間を探す過程が重要である。通常、投資

ピッチ大会は、投資家を探すプレゼンテーションであるが、ここでは仲間を見つけるピッ

                                                        
467 Ries(2011), p.29 
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チ大会である。タイ王国公益法人お互いフォーラムで実践しているのは「クラスタリング

ピッチ」であり、仲間を見つける提案を行う。ここでの支援機能は、「コネクター」（表 8-2

参照）として、互いを結びつける人材である。 

 

（３）フェイズ３：持続可能性モデルに向けたシステムメーキング 

 最後に戦略探索段階では、新たな持続可能なビジネスモデルが展望される。これは単な

るビジネスモデルというより、システムメーキングである。システムメーキングとは、シ

ュムペーターのいう「私的王国」であり、標準などを通じた制度化である。そしてこのよ

うなシステムメーキングの担い手として、ここでは「プロデューサー」（表 8-2 参照）が

求められる。 

 システムメーキングが進むと、図 8-2 のように、それぞれの「王国」同士のクラスター

リンケージが可能となる。例えば養蚕 2.0 から見れば、水処理技術や、自動運転は別のカ

テゴリーのクラスターになる。また自動運転・電気自動車のカテゴリーから見れば、今度

は養蚕 2.0 が農業分野への進出の足掛かりとなるはずだ。このように、相互から見てそれ

ぞれを補完しあう関係こそが、オープンイノベーション時代の水平的な産業構造をかたち

創ることになる。Porter（2008）ではこの点にてマサチューセッツ州における医療分野、

大学・研究教育分野、情報産業分野の連携を指摘する。 

   “Cluster development often becomes particularly vibrant at the intersection of 

clusters. Here, insights, skills, and technologies from different fields merge, sparking 

new businesses468”（著者下線） 

   「クラスターの発展はしばしばクラスター同士が重なり合う分野で特に活発になる。

そこでは、異なる領域における洞察やスキル、技術が合わさって、新しいビジネス

を生み出す刺激をもたらす」469（著者下線） 

                                                        
468 Porter (2008), p.257 
469 著者翻訳 
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図 8-2 クラスターリンケージと複数分野の重複連携 

出典：著者作成 

 ボーングローバル企業論において、こうした企業同士の補完的な関係は、BGC の特徴で

あるとされ、これまでの海外展開企業とは区別される。 

   “In comparison with other exporting firms, Born Globals more often rely on 

supplementary competences sourced from other firms; in their distribution channels 

they more often rely on hybrid structures (close relationships, network partners, 

joint ventures, etc.)470” 

   「他の輸出企業と比較して、ボーングローバル企業はしばしば、補完的な競争力の

源泉を他の企業から調達する。ボーングローバル企業は、販売チャネルでは、（緊

密な関係、ネットワークパートナー、ジョイントベンチャーなど）一層混合型の構

造に依存するのである」471 

  

このシステムメーキングの標準化戦略は、表 8-3 のデファクト標準（下からの標準）で

もデジュリ標準（上からの標準）でもない、コンセンサス標準に親和性がある。コンセン

サス標準のような新たな結びつきから、新しいクラスタリングの可能性が示唆される。 

表 8-3 ３つの標準化比較472 

 標準設定 標準普及 

デファクト標準化 市場プロセス 市場プロセス 

デジュリ標準化 非市場プロセス 非市場プロセス 

コンセンサス標準化 非市場プロセス 市場プロセス 

出典：著者作成 

                                                        
470 Madsen & Servais (1997), p.578 
471 著者翻訳 
472 立本(2011), p.64 
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8.2.2 国際的企業家精神による海外展開のフローチャート 

 以上の３つのフェイズを踏まえ、フェイズごとの支援を実際に企業が越境型イノベーシ

ョン生成の契機を掴むためのフローチャートにおいて確認する。支援者が、越境型イノベ

ーションの可能性について、実践の現場において被支援者の診断を行うことが可能である。

既に、Aharoni（1966）473によれば、海外展開を検討するための条件は以下４つである。 

- Foreign government 

- Fear of losing a market 

- The band wagon effect 

- Strong competition from abroad in the home market 

「外国政府 

  マーケット喪失の恐れ 

  バンドワゴン効果（他の競合企業の動向） 

  自国市場における海外からの強い競争」474 

 

つまり数多い事例を検討していくこと、さらには外生的な要因に目が行きがちである。

これに対して、越境型イノベーションにおける海外展開は、市場における課題発見を中心

に見据えるものと考えている。ここでは実際のタイ王国公益法人お互いフォーラムの能動

的支援の活動への参与観察475により、それぞれの支援ステージ①～⑤ごとに展開すべき支

援476について、表 8-4 にまとめる477。このように企業の海外展開の全プロセスを網羅して、

能動型支援のステージを確認することで、新興アジアにおける越境型イノベーションの生

成契機をつかむための海外展開の支援イメージを理解することができる。 

ここでは全く初めてのステージとして、能動的支援を通じてマインドセットを変える支

                                                        
473 Aharoni (2006), p.9 
474 著者翻訳 
475 2015 年～2019 年におけるタイ王国公益法人お互いフォーラムで、パサコン共同代表
兼タイ王国政府工業省産業振興局副局長（2019 年 9 月現在）と益雪事務局長を中心に参
与観察を行った結果に基づいて作成 
476 Gawanda (2009), Chapter 6 等を参考とした。 
477 補論１第３節では、この５つの支援ステージに関する支援者と被支援者の認識の乖離
を分析し、特に支援ステージ①における能動的支援の必要性について越境型イノベーター
である被支援者が強く要望しているにもかかわらず、支援者は、海外展開の初期ステージ
では、受動的な支援メニューを提供すべきと認識していることを明らかにした。 
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援としての支援ステージ①、新天地効果により海外展開に向けた戦略と行動を確認する支

援ステージ②、最後に国際的企業家精神に基づいて、課題発見（支援ステージ③）、新結合

（支援ステージ④）、持続可能ビジネスモデル（支援ステージ⑤）としてまとめることがで

きる。 

表 8-4 支援ステージごとの越境型イノベーション海外展開とその段階別支援 

出典：著者作成 

 また、このプロセスを通じて、本研究で明らかにした、新興国市場展開を通じた自己の

再「発見」を促す方法として、「コアコンピテンスシート」は一つのアイディアである。そ

の具体的事例として、長崎県の消防自動車メーカー、ナカムラ消防化学の「コアコンピテ

ンスシート」は付図 C１で確認することができる。 

 

8.2.3 能動的支援の活用と国際的企業家精神の活性化に向けた具体的な施策 

 以上を踏まえた具体的な施策は以下のとおりである。 

（１）JICA 案件化調査の拡充 

第５章第３節で説明した JICA 案件化調査のスキームを拡充することは実現可能性の高

い方法である。他方案件の採択やその後の案件の成功打率向上などの観点から、例えば民

間の資金を動員する、官民ファンドとして組成する方法を検討してはどうか。すなわち国

際的企業家精神における案件形成のステップ２にあたる「新結合」のフェイズで、既存企
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業の技術やノウハウを積極的に取り込む仕組みを構築すべきである。 

 

（２）リスタートアップ優遇税制 

税制面でのサポート・インセンティブを設定することで、企業行動への変容をもたらす

ことが可能である。具体的には、新興アジアを中心とした新興国市場で新たに第二創業を

目指す中堅・中小企業に対する海外展開開始から 5 年の減税・免税の優遇措置や、リスタ

ートアップス向けの投資案件に関する信用保証枠の設定（「軒先枠」）を検討してはどうだ

ろうか。また越境型イノベーション向けの先行ストックオプション優遇制度、それらを含

めた移転価格税制面での改善措置、例えば内外一体型経営に向けたブランド広告品の損金

算入などを検討すべきである。 

越境型イノベーションは、従来型の系列型下請関係を前提とした海外展開と違って各国

の支援が得られやすいものと考える。なぜなら越境型イノベーションは、各国・各地域の

課題解決を通じたビジネスであることから、相手国にも大きな裨益をもたらす互恵的ビジ

ネスである。したがって、これら越境型イノベーション生成の契機となる国際企業家精神

のマインドセットを変えるための、国際的な税制協調、グローバル・リスタートアップス

の支援に向けた国際的エコシステムの整備が望ましい。 

 

（３）新国際産学連携支援 

最後に国際産学連携や、グローバル・アントレプレナー教育の一環としての学生のかば

ん持ちインターンシップの活用を通じ、大学と中堅・中小企業の海外展開支援を通じた越

境型イノベーションを加速すべきである478。具体的には以下の 3 つの施策が考えられる。 

１）軒先ベンチャー（カーブアウト）促進税制 

     ２）（有償）インターンシップ（かばん持ちインターンシップ）ビザの緩和 

     ３）国際産学連携に向けたファシリティ（新興アジア各地とのリスタートアッ

プスの連携・制度構築：タイ王国公益法人お互いフォーラム参照） 

    

さらに広い意味での国際産学連携を実現するための人材育成を進める必要がある。特に、

                                                        
478 補論５第３節参照。 
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研究者としての留学生ではなく、今後の産学連携を結ぶ能動的支援人材として育成する仕

組みは有効ではないか。留学生は、出身国でのテストマーケティングや、母国での日系企

業の現地化に向けた試作について、現地市場の動向を十二分に知悉しており、越境型イノ

ベーションの初期には、強力な戦力である。福岡県にある本田機工の「のれん分け」戦略

がこのような留学生の活用について模範的なベストプラクティスを展開している。同社は

高層ビルなどに活用する高圧ポンプの会社である。各国の留学生を採用し、数年福岡で働

いたあと母国に帰国し、それぞれの国で高圧ポンプ関連の販売やメンテナンスサービスを

中心とした会社を起業するという「のれん分け」を実施している479。これは留学生側にと

っても故郷に錦を飾り、社長になることができるほか、本田機工の技術的な基盤の世界展

開に大きく寄与する。 

こうした人材が人材を呼ぶ仕組みとして、人材バンク型奨学金ファンドを活用し、高度

人材の留学を通じた「内なる国際化」を加速する。いわば、「内なる国際化ファンド」であ

る。「内なる国際化：“Internationalization at Home”」なる術語は、2001 年に Crowther, et.al. 

(2001)によって定式化された。その後、Beelen,et.al.（2015）によって、目的意識を持った

統合的教育として、公式、非公式に留学生と現地学生の双方に裨益した教育モデルとして

定式化されている。このようなシステムは、非公式なチャネルを通じて、国際産学連携に

活用することが可能である。 

“ Internationalization at Home is the purposeful integration of international and 

intercultural dimensions into the formal and informal curriculum for all students 

within domestic learning environments480.” 

「内なる国際化とは、国内の学習環境において、すべての学生たちに対して提供さ

れる公式、非公式のカリキュラムのなかに、国際的で多文化間の要素を合目的的に

統合したものである」481 

 

新たな支援者供給先として留学生などを活用するという方法である。能動的支援と国際

的企業家精神を掛け合わせて、企業者と支援者のエコシステムの構築が可能となるだろう。 

                                                        
479 経済産業省・新日本有限責任監査法人（委託者）(2015a), pp.85-88 
480 Beelen, et.al. (2015), p.69 
481 著者翻訳 
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8.3 提言３：【能動的支援×新天地効果】の政策提言 

越境型イノベーションの支援者をネットワーク化し、活用し、育成する機関として海外

戦略投資庁の創設を提案する。本研究では、第５章第４節で明らかになったとおり、新天

地効果とは、強固な規制制度（岩盤規制）と固定的な取引関係（看板系列）によって日本

国内での「破壊的イノベーション」のチャンスを失う可能性がある。こうした国内の規制

や取引が、政治でのみ解決できるかどうかという問題である。第５章第 2 節の電気自動車

の事例で見てきた通り、これらの背後には既得権益が存在し、それが一部の集団ではなく、

社会全体に張り巡らされている。つまり政治的に規制改革を実行しても、効率性が確保で

きない可能性がある。つまり新天地である新興国市場にこそ解があるといえる。 

実務のビジネスシーンにおいて、新天地効果を活用して越境型イノベーションを実現す

るためには、どのような戦略が可能だろうか。以下にその戦略について考察する。 

（１）新天地効果による「方法としての新興アジア戦略」 

第５章第４節の新天地効果の議論を踏まえ、新天地効果をもたらす「方法としての新興

アジア」戦略は以下のようになる。日本国内の既得権益による「岩盤規制」と「看板系列」

は国内におけるガラパゴス化を助長し、生産現場での「カイゼン」を前提とした「持続的

イノベーション」に傾斜する。まさに「イノベーターのジレンマ」である。「破壊的イノベ

ーション」を興すには、新興アジアの胸を借りるしかない。そこでは、いくつかの具体的

な戦略を駆使しながら、日本でのこれまでの蓄積、学習を陳腐化し、忘却する一方、ジョ

ブ理論に基づくマーケットの力を借りて、新興アジアでの再学習を展開、最終的には新た

な標準化を目指し、この地にリスタートアップ（再創業）することで、自らの帝国を築く

ことができる。これこそ、「破壊的イノベーション」のための方法としての新興アジアの大

意である。 

 

（２）新天地効果から両利き戦略へ 

 本研究では、天野（2010a）が提起した「新興国市場戦略のジレンマ」482を基に、先進国

市場と新興国市場の 2 つの市場の特徴を捉えたイノベーション戦略を提起した。すなわち、

天野（2010a）では新興国市場に進出した先進国の先発企業が、出自である先進国市場での

                                                        
482 天野(2010a), p.8 
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競争に適応しすぎて先進国市場の知識に拘泥した結果、すべからく失敗するというジレン

マが生じることを捉えた。図 8-3 で整理したとおり、天野（2010a），立本（2017），小川

（2015）と続く、ネットワーク理論を援用した新興国市場戦略は、いくつかの共通点があ

る。1 つは大企業を念頭に置いている。また２つには新興国市場における融業などの新結

合ではなく、先進国企業の論理を貫く傾向にある。３つには、その新興国市場支配の理論

を開拓してきたといえるだろう。 

これらに対し、本研究ではその議論をさらに進め、先進国市場におけるクリステンセン

の「イノベーターのジレンマ」解消のために、新興国市場への進出を捉えるという戦略を

提起した。この戦略こそが、新天地効果を前提とした、「イノベーションを興すための新興

市場への海外展開」である。それは、「企業が新興国市場を活用することで、イノベーター

のジレンマに対抗できる」ということである（図 6-2 参照）。 

 

図 8-3 新天地効果と先行研究の比較483 

出典：著者作成 

本研究で見てきたとおり、ネットワークを駆使し、新興アジアでそれぞれの企業の強み、

コア・コンピテンスを生かしていく工夫が必要である。イノベーションが新興アジアで興

るとすれば、この流れをどのように取り込むか、これまでの日本と新興アジアを分かつ発

                                                        
483 「二面市場（戦略）」とは、小規模で価格弾力性が低い先進国市場と、大規模で価格
弾力性が高い新興国市場という「２つの市場を創出する戦略」（付表 B1 及び付図 B1 参
照）。「毒まんじゅう海外展開戦略」とは、新興国市場は競争が激しい分、ややもすれば技
術の模倣、知的財産の侵害などに見舞われるかもしれない。そのため企業秘密として保持
するか、知的財産戦略によって、先進国企業が中核部分を技術で抑え込み、新興国企業と
コンセンサス基準を共有しながら海外展開を進めることで、先進国企業が高い利益を独占
する体制を構築する戦略である（小川(2015), pp.359-364）。 



 

 

236 

 

想ではなく、2 つを繋ぐ発想が必要である。新興アジアでの「破壊的イノベーション」の

果実を、持続的に回収するメカニズムを構築する必要がある。 

そして新興アジアでのイノベーションを完遂するため、今回取り上げたどんなに小さい

起業からスタートしても世界を変える気概で挑戦している。これはパッションの問題だけ

ではない。システムメーカーと形容する新しいシステムをつくる標準化戦略こそが、シュ

ムペーターのいう、「私的帝国」484の実体を担保するだろう。各企業のもつ強み、コア・コ

ンピテンスを中核に、日本内外の企業やクラスターとオープンイノベーションを興す戦い

方につながる。新興アジア市場創発の新しい標準を形成する485ことによって、新たな水平

的クラスタリングを保証する戦略となる486。 

 

（３）「軒先ベンチャー」による両利き戦略 

今後目指すべき方向性は、新興アジア市場と日本市場を両にらみする戦略である。これ

により、「持続的イノベーション」と「破壊的イノベーション」を追求する。新興アジア市

場で気長に成長を期待し、日本市場ですみやかに稼ぐという戦略である。新興アジアへの

進出を通じた陳腐化、再学習と、日本市場での両睨みである。 

本研究では、新天地効果による先進国市場と新興国市場の両利き戦略を、クリステンセ

ンの「イノベーターのジレンマ」を前提とした、「持続的イノベーション」と「破壊的イノ

ベーション」に置き換え、その実践的な戦略を提案する。 

O’Reilly III ＆ Tushman (2016)によれば、クリステンセンの「破壊的イノベーシ 1 ョ

ン」を見いだす「探索（exploration）」と、「持続的イノベーション」を進める「利用

（exploitation）」を二つながらに実現することが企業にとって重要な戦略であるという。

また学習する組織という前提に立てば、ここでいう「探索」と「利用」は、イノベーショ

ンに向けた二つの傾向に対応する。すなわち、未知の領域の「探索」という機能と、既知

の分野の改善による「利用」機能である487。クリステンセンの議論の限界は、「破壊的イノ

ベーション」を追求する「探索」は、スピンアウト（独立）しなければ実現しないという

                                                        
484 シュムペーター(1977a), p.245 
485 標準化戦略の詳細については、付表 B2 を参考。 
486 現在著者は機能性食品、精密農業などの分野でいくつかのプロジェクトを仕掛けてい
るが、こうしたコンセンサス標準を目指す戦略の手応えは大きい。 
487 ワトキンス＆マーシック(1995), pp.211-212 



 

 

237 

 

見立てである488。 

すなわち企業が両利きの経営を実現するためには、十分に「探索・開拓（exploration）」

するための準備ができるかということが重要になる。 

“Both exploration and exploitation are essential for organizations, but they compete 

for scarce resources489”  

「探索と利用は組織の本質であるが、それらは希少な資源を目指す競争に向けられ

ている」490 

 

 この議論の延長上に、Brunner, Staats and Tushman（2009）は、効率性（efficiency）と

適応性（adaptability）を位置づけ、その時間軸（長、短）を明確にして位置付ける491。以

上の議論を踏まえ、これまで本研究で繰り返し言及してきたクリステンセンの「破壊的イ

ノベーション」と「持続的イノベーション」（改善）とを弁別し、表 8-5 に示す。 

表 8-5 探索と利用 

 真のイノベーション イノベーションでない 

（改善） 

イノベーション 破壊的イノベーション 持続的イノベーション 

活動 探索（exploration） 利用（exploitation） 

学習する組織 未知の領域の探索 既知の領域の改善 

目的 適合性（adaptability） 効率性（efficiency） 

対象とする期間 長期 短期 

出典：著者作成 

ではこうした両利きの経営が実現するための仕組みをどのように構築すべきか492。これ

が「軒先ベンチャー」という提案である。 

 軒先ベンチャーとは、タイ王国公益法人お互いフォーラムや、長崎における長崎ブレー

                                                        
488 O’Reilly III ＆ Tushman (2016), pp.90-91 
489 March(1991), p.71 
490 著者翻訳 
491 Adler et. al.(2009), p.110 
492 この点、ボーングローバル企業における「両利き」能力については Martin＆
Javalgi&Cavusgil（2017）がハイテク企業について限定しているが、市場開拓能力と輸出
力の分野でその有効性を分析している。（Martin＆Javalgi&Cavusgil(2017), pp.540-541） 
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クスルーでの活動を通じて、企業と学生を繋ぐ一つの方法論として検討してきた、組織形

態に関する造語である。学生のインターンが、企業の「母屋」ではなく、「軒先」を借りて、

海外展開の新規事業を模索し、実践するという方法である。現在、いくつかのチームで、

学生が長期インターンシップのかたちで企業に入り込んでスタートアップスを検討してい

る。これらは、「スカンクワーク（Skunk Works）493」や「どぶろく造り・密売（bootleg）」

と呼ばれる既存企業組織内部での新規事業の立ち上げに向けた行動様式を、実践的に制度

化した仕組みと言える。 

Criscuolo, et. al.(2019)の主張する”bootleg”は、非公式（informal）であるが故に新たな

領域に踏み出すことや、萌芽的なアイディアの検討に時間をかけることでイノベーション

に向けて効果的なパフォーマンスを上げるとされる。Manemelis(2010)では、“creative 

deviance”「創造的逸脱」が、組織への適合（conformity）を超えて活躍することを説明し

ている。 

   “creative deviance is more likely to occur when structural strain is present and when 

an organization places a relatively greater emphasis on creativeity than on 

conformity494” 

   「創造的逸脱は、構造的な緊張が存在したり、組織への適合よりも創造性を相対的

に強調しているような局面で起こりやすい」495 

 

これら組織内の非公式な活動、「創造的逸脱」が、カーブアウト（Curb-out）の起業形態

によって実現することが可能であり、「破壊的イノベーション」を実現する可能性がある。

そして表 8-6 にみるとおり、このカーブアウトにおいては、起業した側の組織が「糸の切

れた凧」になることなく、経営者側の戦略として位置付けることが可能である。 

 

 

 

                                                        
493 Rich & Janos (2013), Chapter 1 
494 Mainemelis (2010), p. 572 
495 著者翻訳 
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表 8-6 企業からの起業類型496 

 カーブアウト スピンアウト スピンオフ 社 内 ベ ン チ ャ

ー 

経営側の戦略 ○   ○ 

従業員側の戦略  ○ ○  

出典：水野他（2008），p.224 表２，表３を参考に著者作成 

木嶋（2007）によれば、カーブアウト（Carve Out）とは以下の通り定義できる。 

「カーブアウトとは、経営戦略として経営陣が事業の一部分を切り出し（Carve 

Out）、第三者の評価、投資などを含む参画を得る大企業・中堅企業ベンチャーの一

つである」497 

 

カーブアウト型の起業については、いくつかの先行研究が存在する。カーブアウト型起

業の仲介機能に言及した水野等（2008）では橋渡し役を強調する。 

「大企業と有効な関係を持っているカーブアウト型起業はその〔外部ベンチャー企

業との関係の〕場としても有効に機能し、創業者はその橋渡し役を行うことができ

る」498 

 

つまり本体事業の再編などをにらんだ、企業の内外のリソースの調整、すなわち、内部

でのコア・コンピテンスの強化と、外部＝カーブアウト企業における新規事業の立ち上げ

を念頭に置いている499。 

 三浦（2016）は、「イネーブリング・コントロール（enabling control）」の概念を用いて、

組織学習との関係で、提携型カーブアウト組織の自律性をもちつつ、高い統合安定性（ア

ライアンス度合い）を実現しているという500。従って、「軒先ベンチャー」の立ち位置の安

定性を窺い知ることができるだろう。 

 さらにボーングローバル企業との関連性でも、カーブアウトの手法で海外展開する優位

                                                        
496 水野他(2008), p.224 表２，表３ 
497 木嶋(2007), p.2 
498 水野他(2008), p.225 
499 例えば、木嶋(2007), p.41 
500 三浦(2016), p.212  
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性について言及されている。甲斐田他 (2015)によれば、カーブアウトが足下少ないものの、

コーポレートベンチャリングのなかでは有効な方法であり、社内に新事業専門の組織を創

ることを提唱している。この延長上に、本来は企業の内部に存在する組織と、ベンチャー

起業との連携を通じた、新たな企業形態を模索することは可能ではないかと考える。 

 「軒先ベンチャー」のメリットはいくつか存在する。 

１）第１に、これら企業側すなわち「母屋」からの資金提供を期待できる点である。資金

調達の困難性、特に、日本やアジアにおける起業環境に対するエコシステム不在の状況

にあって、このような「母屋」企業からの資金提供のシステムは期待されるかもしれな

い。カネだけでなく、ヒトや情報、そして知財の面でも、本来企業に死蔵された、知的

財産権や、場合によっては「塩漬けされた」人材までも、新たな新興国市場に投入する

ことができる。実際、シリコンバレーでも、1990 年代までは出口戦略として新規株式公

開（IPO）が主流であったが、1990 年代以降は企業による買収、A&D（Acquisition & 

Development）が盛んである501。こうした既存、そして企業の資源を有効に活用する戦

略外部環境とエコシステムをにらんだファイナンスや起業のあり方を検討する必要が

ある。 

２）スピンアウトなどとも違い、またスピンオフという主に従業員が主導するベンチャー

でもなく、経営側が主体となって事業構築を目指すことが重要である。その意味で、両

利きの経営を目指す方策であり、また社内ベンチャーのような、企業組織側からも適度

な距離が保証されることが重要である。 

３）「軒先ベンチャー」では、学生の長期インターンシップを活用することで、昨今の新規

学卒一括採用の廃止、新規学卒労働市場の激変を捉え、長期インターンシップと連動し

た人事戦略として採用されることが期待される。特にグローバル市場であれば企業側と

学生の相互学習と相互信頼醸成の場所という意味合いが大きく、新しい展開に期待がも

てる。 

Chhotray & Sivertsson & Tell (2017)が指摘している通り、BGC にとって従業員の責

任と自律性を付与することは有効である502。責任によって、企業への帰属と企業からの

自由度のバランスを獲得することができると期待される。 

                                                        
501 中川他(2014), pp.8-9 
502 Chhotray & Sivertsson & Tell (2017), P.39 
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以上の「軒先ベンチャー」を通じ、母国国内本社の「持続的イノベーション」と新興国

市場での「軒先ベンチャー」のよる「破壊的イノベーション」の、「両利き」を目指すこと

ができる。 

 

（４）タイ王国公益法人お互いフォーラムの能動的支援ベストプラクティス 

海外展開支援の現状は図 8-4 のとおりである。図 8-4 の座標軸で示したこれまでの日

本の海外展開支援機関の総括を確認すれば、越境型イノベーションに向けた支援が如何に

限界であり、必要とされることが理解できるだろう。図 8-4 にみるとおりオープンイノベ

ーションを前提に、ハンズオンを中核に据えた新たな越境型イノベーション支援体制構築

が不可欠である。第２象限と第４象限に現れた支援の限界こそが、先述の支援のジレンマ

を惹起する。熱心に支援すればするほど、本来的な支援の目的である持続可能な海外事業

ではなく、カニバリズム的な先行進出企業と後発進出企業の仕事の奪い合い・過当競争を

もたらしてしまうだろう。今後追求すべきは、第１象限の越境型イノベーションをハンズ

オンで進める能動的支援である。 

 

図 8-4 海外展開支援機関の分類 

出典：著者作成 

横軸の越境型イノベーション支援、縦軸の能動的支援・ハンズオン支援が交錯する図 8-4

の第一象限の支援である。旧支援から能動的支援へ、そして支援の限界を超克し、能動的

支援を進める方法に照準を合わせる。その際、すでに能動的支援を実践している「タイ王

国公益法人お互いフォーラム」（以下「お互いフォーラム」。）のベストプラクティスが参考
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になる。 

お互いフォーラムは、2015 年 6 月 21 日にタイ王国内務省の認可が下り、タイ王国工業

省傘下の公益法人として設立された。その体制は図 8-5 のとおりである。タイ工業省が進

める産業高度化に向けた産業政策の一環であり、日本とタイの間における越境型イノベー

ション形成支援を目的としている。 

 

図 8-5 タイ工業省傘下タイ王国公益法人お互いフォーラムの組織概要 

出典：著者作成 

2011 年 11 月、タイの大洪水からの復興に向けた長期的な対策として、日本政府からの

提案を受け、タイ王国国家経済社会開発委員会より 11 月 21 日に閣議報告議案として提出

された「お互いプロジェクト」にその淵源が由来する。「困った時はお互い様」の精神で、

相互に協力するという趣旨で、当初は「お互い事業継続」を目指すことが目的であった。

タイ工業省が本プロジェクトの主管となるに及び、日タイ両国間のビジネス案件形成に向

けた相互補完、イノベーション喚起のプラットフォームへと進化を遂げた。 

2012 年 2 月 1 日にはアーコム国家経済社会開発委員会長官（National Economic & Social 

Development Board：NESDB）臨席のもと、タイ政府「お互い」関係省庁間連絡会議が開

催、関係各省庁間で「お互い」の基本コンセプトが了承、さらに工業省産業振興局

（Department of Industrial Promotion：DIP）が実施機関となることが決定された。2012

年 3 月 1 日には、バンコクでお互いフォーラムが開催、タイ産業界などタイの民間企業、

タイ政府関係者、及び在タイ日本企業ら約 120 人近い参加があり、「お互い」のコンセプ

トがタイ産業界に浸透することとなった。日本で先行する燕市と横浜市の事例など「お互

い」プロジェクトの先行事例を紹介、NESDB、DIP、JICA のトップが、タイ政府として

「お互い」プロジェクトを積極的に進める意思表明し、各般の洪水対策にかかるハード措

置に加えた長期的なソフト対策（高い堤防と「お互い」）として「お互い」プロジェクトの
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意義が強調された。 

2014 年 8 月にミャンマーの首都ネピドーで開催された日 ASEAN 経済大臣会合におい

て、日タイの連携を範にとって、2015 年末の ASEAN 経済共同体発足を睨み、ASEAN10

か国に拡大することが決まった。その前身である「お互いコンクレーブ」は、タイへの地

域企業の海外展開を支援しようと考えている自治体や地域経済団体を集めた集合体であり、

表 8-7 で示した通り、日本やタイ、東南アジアの各都市で既に 18 回にわたって実施され

てきた（2019 年 9 月現在）。 

表 8-7 お互いフォーラム（旧「お互いコンクレーブ」）の開催実績 

 

出典：著者作成 
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お互いフォーラムは日本の自治体と直接タイをつなぐ、クラスターリンケージを目指す

ことで、越境型イノベーションを支援してきた。タイ工業省が進める日本の自治体との連

携は、図 8-6 で確認することができる。図 8-6 でみるとおり、2019 年 9 月現在、21 の自

治体と正式な連携覚え書きを締結している503。 

 

図 8-6 タイ工業省 MoU 締結自治体 

出典：タイ工業省産業振興局パサコン副局長より提供 

 

（５）海外戦略投資庁の創設 

以上の議論を踏まえ、越境型イノベーションの萌芽を見出す仕組みとして、「海外戦略投

資庁」を構想してはどうか504。その具体的な体制は表 8-8 の通りである。海外戦略投資庁

                                                        
503 これら「お互いフレンズ」と呼ばれる日本の自治体の規模は、日本国内の地域 GDP
のうち日本全体の 50％以上となり、人口では全人口の 40％を超えている。 
504 補論３で考察するとおり、官民ファンドは本来、民間の投融資を誘発する呼び水効果
を期待することによって、公的支援における平等の原則を緩和する正統性が付与されるべ
きである。その意味で、ネットワークの強みを生かしながら、クールジャパンファンド
（CJ）の機能を拡張し、さらに海外のニーズ及び課題を吸収するところに特化した、新
しいかたちの官民ファンドを目指すべきである。これが「海外戦略投資庁」に他ならな
い。 
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は、関係各省庁にまたがる海外展開支援部局を統一し、マーケット・イン型の需要主導の

「破壊的イノベーション」生成の契機を掴むために、新興アジアに拠点を設けている。こ

の、日本ではなく新興アジアに設立するというのがポイントである。これによって、新興

アジアの課題やニーズなどのさまざまな隙間を見つけることができる。こうした新興国市

場の「制度の隙間」を敏感に発見する「課題発見能力」を十二分に活用することが、この

海外戦略投資庁の本旨となる。 

表 8-8 海外戦略投資庁の概要 

論点 概要 

設置 内閣直結の政府組織の一部として設置 

経済産業省経済協力局及び通商政策局と外務省経済局及び各省庁の国際課、

各自治体の海外支援業務部門（CLAIR や SMRJ、JICA、JNTO の個別企業

支援部門を統合する 

JOIN や CJ をはじめ、海外での案件形成ファンドを傘下におく 

所在地 新興アジアの中心にあるシンガポール又はバンコクに所在する 

支援対象 新興アジアに限定・地方の中堅・中小企業のリスタートアップス支援に限定

505 

資金 資金調達について、承継再生ファンドや、リスタートアップスファンド、場

合によってはクラウドファンディングなどを活用し、多様化を進める506 

方法 各国現地の政府、企業、大学との国際産学官連携を前提に、オープンイノベ

ーションを促進、連携縛りを一つの要件としてセットする部分を検討する。 

試作とテストマーケティングに注力させる 

自走型案件を応援する 

人材 学生長期海外インターンシップを設定し、若手人材の教育を実践的に展開す

る（支援者をアントレプレナーの学校として積極的に活用する 

出典：著者作成 

表 8-8 の海外戦略投資庁は、新興アジアでの BGC の案件形成、越境型イノベーション

生成、特に既存の中堅・中小企業の新興アジアでの「リスタートアップス」の支援を行う。

                                                        
505 補論３の民活ファンド（PFI）を参考にする。 
506 補論３を参照。 
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これによって、伴走型海外展開支援を通じ日本の海外におけるプレゼンスの再興し、従来

の金融的手法による間接的な支援方法ではなく、人材を活用した海外展開とネットワーク

形成を実現する。そしてグローバル・アントレプレナー教育の一環として若手海外人材の

教育を提供し、より効果を挙げる案件形成と、現場を通じた人材育成を実現できる（アー

ト、サイエンスの融合）。案件形成と人材育成を両立する方途が摸索される。 

この海外戦略投資庁では、表 8-9 で示すとおり、越境型イノベーションを介したイノベ

ーション大国を実現するという方法である。金融規律と成長戦略を活かす工夫である507。

こうした積極的支援によって、地方の中堅・中小企業がもつ日本で死蔵された技術やノウ

ハウを活用し、新興アジアで新たな「破壊的イノベーション」を興す。これが本研究の提

言である、新興アジアでの「リスタートアップス（第二創業）」である。あわせて日本国内

での「持続的イノベーション」をも両睨みで実現することで日本企業の再興を遂げること

を期待する。これがイノベーション後進国日本の再興戦略である。 

表 8-9 金融の論理と成長の理論と支援するイノベーション 

 金融の論理 成長の論理 

概要 収益性を追求する金融規律

を重視する立場 

高品質、低価格（安定・大量

生産）、適正なデリバリーを

追求する立場 

従来 グローバルに「破壊的イノ

ベーション」の追求 

日本で「持続的イノベーシ

ョン」の追求 

今回の提案 日本で「持続的イノベーシ

ョン」の追求508 

新興アジアで「破壊的イノ

ベーション」の追求 

出典：著者作成 

   

                                                        
507 その詳細は、補論３で考察する。 
508 五十川, 大橋（2012）によれば、飽くまで国内志向型企業のうち公的助成を受けた企
業の 4 割程度は助成がなくともイノベーションを実現したとのことであり、金融の論理
による「持続的イノベーション」の追求は国内企業が望ましい可能性がある（五十川, 大
橋(2012), p.31） 
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補論 支援機能の経済学 

補論序論 能動的支援機能 

補論では、第５章で抽出された越境型イノベーション生成の契機のうちコアとなる条件

であり、かつ操作することができる能動的支援機能について、実際に機能する状況を５つ

の政策事例を用いて考察する。 

補論１では、海外展開支援施策について、旧支援と新支援の比較を通じてその課題を確

認する。 

補論２では、クラスター形成にみる支援者と被支援者の認識の乖離を確認する。ここで

はネットワークの重要性とイナクトメント型支援の必要性を確認する。 

補論３では、能動的支援のイナクトメント型支援の事例として官民ファンドの事例を取

り上げる。官民ファンドの成否をもたらす制度設計から、政策的含意を得る。 

補論４では、ネットワーク型支援の事例として、タイ王国公益法人お互いフォーラムの

事例を取り上げる。ここではネットワーク型支援による被支援者のコンピテンスの「発見」

について議論を行う。 

補論５では、能動的支援における支援者の育成が可能かどうかを検討する。ここでは、

国際産学連携を通じた、ナカムラ消防化学の事例を取り上げる。 

 最後に補論結論では、能動的支援について、補論１章から補論５章の政策事例分析を踏

まえた理論構築を行う。全体の見取り図は表 0-1 である。 

表 0-1 支援機能分析（補論）の見取り図 

補論 事例 イナクトメント型支援 ネットワーク型支援 

補論１ 旧支援 × × 

補論２ クラスター形成支援 ○ ○ 

補論３ 官民ファンド ○ △ 

補論４ お互いフォーラム △ ○ 

補論５ 国際産学連携 ○ ○ 

出典：著者作成 

 また補論は、方法論的に以下の 3 つの点を念頭において考察する。（１）支援機能の可視

化、（２）支援機能への着目、（３）OR 手法による実践的なベストプラクティスの抽出、
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の３つである。 

（１）支援機能の可視化 

本研究では、内外の環境を前提にして、登場する個別企業、この場合はイノベーター・

アントレプレナーと、支援者という登場人物が実際に意思決定していく過程に注目したい。

マクロ的に構造化された相関関係でなく、個別主体の生の意思決定が重要であると考える。

そしてこうした意思決定の思考プロセスの解明が、本研究の目的である越境型イノベーシ

ョンの生成契機を掴むために必要となると考えている。支援者の意思決定という、最も重

要な意思決定のプロセスが今まで見えてこなかった。したがって、イノベーションやその

支援において、超越的な天下り式の説明では今後の再現可能性という意味においても限界

があるのではないかと考えている。 

 

（２）支援機能への着目 

イノベーションの支援機能に着目する本研究は、支援者と被支援者（＝企業者＝イノベ

ーター）との相互作用を通じて、因果関係が変容する状況、「行為の意図せざる結果」であ

る。これによって支援者と被支援者の双方が生み出す創発性＝意図せざる結果としてのイ

ノベーションに着目する。これは、演繹法によるイノベーションという事象の厳密な因果

分析でも、また帰納法による法則発見とも異なる推論の方法である。 

支援者と被支援者のイノベーション生成契機を掴む関係性は、図 0-1 のようなイメージ

となる。すなわち、被支援者でありイノベーターである企業者と、支援者の能動的支援が

相互作用をもたらすことによって、意図せざる結果としてイノベーション生成の契機を掴

むことができるという構図である。この際、能動的支援はあくまで支援の立場であり、イ

ノベーション自身の創発性と違い、一定の傾向やパターンなどの再現可能性という意味で

の科学的なアプローチが可能ではないかと考えている。支援機能のネットワーク理論的基

礎付けとして第５章第６節で詳述した被支援者と違い、支援者は様々な被支援者との関係

で連携する。つまり、被支援者＝企業者のイノベーションは１回限りであるが、支援者は

複数にわたってイノベーションに関与することにより、知識を吸収し、経験を積み、ネッ

トワークを広げる。これが支援機能を分けて抽出する大きな理由のひとつである。 
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図 0-1 支援者と企業者（被支援者）関係の分析枠組み 

出典：著者作成 

 これがイノベーションにおいて企業者にとって「意図せざる結果」になった背景として、

間接性という背後にあるメカニズムを抽出する作業にほかならない。沼上（2000）では、

行為主体が組織外であり、生成メカニズムとして相互作用・相互依存にあるという間接性

は、「環境メカニズムの論理」509として位置付けられている。この間接性は、本研究で取り

上げる支援者の本質であるといえるだろう510。 

 

（３）実践的なベストプラクティスの抽出 

OR 手法を用いる最大の理由の一つは、具体的に存在するいくつかのケースを統合的に

扱い、そのなかで分類を行い、ベストプラクティスや、ボトムケースをメルクマールとし

て、個別事例を相対的に比較することが可能だからである。現実に存在する選択肢を念頭

において、実践的な支援者や企業の行動分析が可能である。これは計量モデルを用いた統

計分析などの量的分析法においてしばしば行われる、実際には存在しない平均への回帰と

して全体構造をみる立場とは性格を異にしている。まさにラージ N（膨大な量のデータセ

ット）を前提に集計し、のちに分析するのではない。 

 こうした自覚的な方法論やその方法論上の留意点を念頭に置いて、本研究では再現性を

も考慮して研究を進める。  

                                                        
509 沼上(2000), ｐ.208，図 7－6 「間接性の主たる源泉と異本論理」 
510 この詳細については、「イナクトメント型支援」として第５章第６節で考察した。 
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補論１ 企業の海外展開をめぐる旧支援から能動的支援へ 

補論１では従来の支援（旧支援）と本研究で考察する能動的支援の差異について分析す

る。そもそもイノベーションにおいて「支援機能」はどう位置付けられるだろうか。シュ

ムペーター（1977a）によれば、イノベーション（新結合）生成の支援として「銀行家」を

定義し、彼らの旧結合から新結合への金融的機能、信用仲介の機能を強調する。 

   「一般に新結合は必要とする生産手段をなんらかの旧結合から奪い取ってこなけれ

ばならない」511 

「旧いものは概して自分自身のなかから新しい大躍進をおこなう力をもたない・・・

鉄道を建設したものは一般に駅馬車の持主ではなかった」512 

 

このような広義の支援機能の延長上に金融、信用を位置づけることが可能である。自ら

が展開できない新結合への組み合わせの資源を、旧結合から取り込むという作業を、金融

仲介機能を介して実践するのが「銀行家」である。 

ボーングローバル企業論が対象とする、創業まもない中堅・中小企業を対象としたイノ

ベーションは、1 社に限定された内部リソースだけでは限界がある。むしろオープンイノ

ベーション513を前提としたイノベーションの生成の契機を得るための支援機能が重要に

なってくる。そのような「支援機能」を越境型イノベーション生成に向けて企業組織に対

して外部存在として位置づける。  

補論 1.1 海外展開支援の現状（旧支援から能動的支援へ） 

支援機能について分析を進めるにあたり、これまでの海外展開支援について確認する。 

 海外展開の支援機能として、「外部専門家」の役割が指摘される514。柴原（2017）は、

2013 年 9 月から開始された「長田廣告」のマレーシアへの海外展開における日本貿易振興

機構（JETRO）の「専門家による新興国進出個別支援サービス（中堅・中小・小規模事業

者新興国進出支援専門家派遣事業）」の活用を通じた「外部専門家」の役割を論じている。

                                                        
511 シュムペーター(1977a), p.185  
512 シュムペーター(1977a), p.184 
513 Chesbrough (2008), pp.1-2 
514 柴原(2017), pp.62-67 
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柴原（2017）及び柴原（2018）では、既に外部専門家の活用について、4 つの役割要因を

指摘している。具体的には「文脈に沿った情報提供」、「ネットワーク紹介」、「精神的支援」、

「学習支援」という４つである515。この柴原の分析は、本研究で取り上げている越境型イ

ノベーション生成の契機となる能動的支援及びその理念型である「支援者」について、外

部専門家という具体的な存在を分析したものとして意義深い。またそのなかで取り上げら

れた 4 つの役割、特に越境型イノベーターの国際的企業家精神とネットワーク、ニーズ開

拓に向けた支援は、越境型イノベーションの生成に向け、能動的支援の在り方についてよ

り詳細に分析するに当たって示唆を得ることができる。 

柴原（2018）が提唱した 4 つの支援は、第５章第６節で説明したイナクトメント型支援

とも共鳴する。意味の縮減と通じた「文脈に沿った情報提供」、ゆるぎない軸の設定による

「精神的支援」、相互の「学習支援」であり、支援者と被支援者の相互作用により「ネット

ワーク支援」が実現する。これは、支援者から被支援者への一方通行の支援とは隔絶した

様態である。海外展開支援の現場では、「ハンズオン」や「伴走型」支援という言い方が流

行しているが、その本質は、この支援者と被支援者の間の対話を通じた有意味の形成

（sense-making）である。 

以下では現状の支援が、能動的支援に適合的なのかについて分析を進める。 

 

補論 1.2 能動的支援と旧支援 

日本の中小企業海外展開支援に関して、中小企業庁が毎年発行する『明日から、世界が

相手だ－中小企業海外展開支援施策集 2018－』に、関係政府機関の施策がまとめられてい

る。2018 年度版では、122 の施策が網羅されており、各支援主体の支援を、体系的かつ網

羅的に紹介している。これらを表 0-2 のように旧支援と能動的支援のそれぞれに分類する

ことで、どの程度現行の支援メニューが、能動的支援に適合的かを理解することができる。 

 

 

 

                                                        
515 柴原(2017), p.62、柴原(2018), p.57 
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表 0-2 能動的支援と旧支援 

 旧支援 能動的支援 

姿勢 受動的支援 

支援依頼があれば支援する 

能動的支援 

支援者と被支援者の連携 

支援対象の類型 下請系列型 イノベーション型 

種類 レディーメードの支援メニュー 個別案件ごとのオーダーメード支援 

支援の契機 プロダクト・アウト マーケット・イン 

支援の動き 他律的 自律的 

支援の開閉性 クローズド オープン 

概要 国内での既存事業を前提に海外展

開が可能かどうかを検証する支援 

新規事業の立ち上げ検証支援 

（トライアル・テストマーケティング） 

出典：著者作成 

能動的支援を、オーダーメード型支援、マーケット・イン、新規事業立上げ支援、本業

支援＋間接業務支援、という性格で分類することで、新たな支援の外貌が明らかとなる。

現行の支援はどの程度こうした新たな支援に適合的なのだろうか。中小企業庁の海外展開

支援を図 0-2 のように分類することが可能である。 

 

図 0-2 中小企業庁の海外展開支援施策の分類とその構成割合516 

出典：著者作成 

 本来の目的として能動的支援にかなう施策以外にも、やや広めに能動的支援としても利

用可能な施策を分類すれば、図 0-2 の「能動型」でみる通り、6 割近くの支援メニューを

                                                        
516 中小企業庁（2018）に記載された中小企業向け海外展開支援施策を分析した。 
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活用し、これまでの旧支援から能動的支援への転換を図ることが可能である。しかし現状

で政策当局が期待している本来の支援については、能動的支援、オーダーメード型、トラ

イアル可能、マーケット・イン型支援を実践している政策メニューは比較的少ないことが

窺われる517。 

 

補論 1.3 支援者と被支援者の認識の乖離 

ここで実際の支援者と被支援者の動向を確認する。在バンコク日系企業支援機関とタイ

進出日系越境型イノベーション企業の支援に関する認識のギャップについて AHP を用い

て分析を行った。 

（１）調査方法 

 2018 年６～7 月に行われたタイ王国公益法人お互いフォーラムのお互いフレンズミー

ティングにおいて、タイ工業省と覚書（MoU）を締結し、タイに進出して海外展開支援を

担当している 2 つの地方公共団体と、タイ進出を果たした越境型イノベーション企業（６

社）に対して調査を行った。まず①国際的企業家精神における 3 つのフェイズの重要性に

ついて、支援者である地方自治体と被支援者である企業の重要度を確認した、次に②それ

ぞれ支援段階でどの段階が重要かについて確認した、最後に③支援メニューについての支

援段階別評価（支援段階１～５でそれぞれどのように異なるか）を分析した。 

 この②では、階層型意思決定分析法（AHP）の手法を活用する。AHP については、補章

３で詳述している。また図 0-3 の階層図に基づいて、能動的支援と受動的支援（旧支援）

を評価基準として、支援段階１～５を代替案として評価した。AHP とは、Analytic 

                                                        
517 例えば旧支援に分類され、かつ多くの支援機関で多用されてきた、これまでの「ビジネ
スマッチング」はどのように評価されるだろうか。旧支援の現場では、「ビジネスマッチン
グ」が「万能の杖」として機能しているようにみえる。武石（2017）によれば、海外展開
について、受動的支援の結果である二者間の取引は、新しい価値創造にはつながらないと
いう見方を示している。マッチングといってもそれだけで価値を生むわけではない。ネッ
トワークのような相互性のある信頼に基づいた創発的価値の創出が必要であり、「商取引」
だけでは意味がない（武石(2017), p.40）。比喩的にいえば、お見合い相談において、単に
お見合い相手だけを紹介するようなデータベースの紹介だけでは奏功しない可能性があり、
より積極的な「仲人」による介入が不可欠となる。これが能動的支援に明確な根拠を与え
るだろう。後述するネットワーク理論によってこうした仲人の位相は、近すぎる立場であ
るよりも一定の距離があることによって「構造的空隙」を埋め合わせる立場であることが
重要である。こうした「弱い紐帯の力」を利用することが仲人としてのビジネスマッチン
グの機能となるだろう。 
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Hierarchy Process の略語である。通常 AHP は意思決定について合意形成を行うため主観

的なデータを定量化し、必要となる条件や明確な判断基準に基づいて意思決定を行った場

合に採択されるべき最終的な選択肢を提供するという未来志向の政策科学として位置づけ

られる。ここでは支援者である在バンコク支援機関と、被支援者であるタイ進出越境型イ

ノベーション企業の両選好の乖離を数値化する。 

＜調査概要＞ 

日時：2018 年 6 月～7 月にタイ王国工業省及びタイ王国公益法人お互いフォーラムによ

り、調査を行った。 

調査結果： 

在バンコク・日本地方公共団体出先支援機関 2 名 

タイ進出日系企業 6 名 

 

図 0-3 海外展開支援の評価基準 

出典：著者作成 

 

（２）国際的企業家精神に現れた 3 つのフェイズの重要性比較 

AHP での分析に先立ち、図 0-4 にみるとおり、 越境型イノベーションを駆動させる「国

際的企業家精神」を引き合いに 3 つの段階で検証した結果、段階１の課題ニーズ発見に重

きを置く点で現地支援企業と越境型イノベーション企業は共通している。やはり課題・ニ

ーズ発見がイノベーションにおいて重要とわかる。そしてその程度は越境型イノベーショ

ン企業のほうが強い。 
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図 0-4 ステージ３における 3 つのフェイズの重要度比較（％） 

出典：著者作成 

また越境型イノベーション企業については、段階２、段階３については段階的にその評

価が低くなる。これに対し、現地支援機関は、段階２の新結合と段階３の持続可能モデル

では同等の評価を下している。 

  

 

（３）海外展開支援段階の重要性認識 

次に図 0-3 の評価基準に基づき、AHP を用いて分析を行う。図 0-5 は、第８章第２節

で分析した海外展開支援の 5 つのステージについて、AHP を用いて、それぞれ受動的支援

（旧支援）と能動的支援の判断に基づいて評価した結果である。ここでステージングは 5

つの段階として表 0-3 のとおりに表す。 

 図 0-5 でみる通り、「受動的支援」は全てにおいて、現地支援機関が優勢である。現地

支援機関が引き続き、「能動的支援」ではなく「受動的支援」に注力していることが分かる。 

また「能動ステージ１」では、タイへの海外展開を果たした越境型イノベーション企業

の能動的支援の必要性は、どちらかといえば海外展開を検討する初期のステージで期待さ

れているのに対し、現地支援機関はその必要性を考えていない。逆に、「受動ステージ１」

では、現地支援機関の評価が進出企業の期待値を凌駕しており、この現地支援機関と越境

型イノベーション企業との認識のギャップが明確になる。越境型イノベーションのために

は、初動対応における能動的支援が重要であることが分かる。 
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図 0-5 海外展開支援に関する主観的判断の格差（％） 

出典：著者作成 

表 0-3 海外展開支援の 5 つのステージング 

支援ステージ 企業の海外展開判断 支援の概要 

支援ステージ１ 越境型イノベーションを目指

す海外展開の理解 

マインドセットを変える 

「牛を暗がりから連れてくる」 

支援ステージ２ 企業戦略の確認 全体戦略確認 

支援ステージ３ 海外での顧客創造 お互いメソッド 

かばん持ちインターンシップ 

軒先ベンチャー検討フェイズ 

支援ステージ４ 新結合 事業計画 

支援ステージ５ 持続可能モデル・遂行・実行 海外展開 

出典：著者作成 

 

（４）認識調査のまとめ 

 これらの分析結果より得られた考察は以下のとおりである。 

①一般に考えられている以上に、マインドセットを変えるなどの初期段階の支援は、進出

企業にとっては重要な問題である。本研究で明らかにしてきた新興アジアへの海外展開

を介した越境型イノベーションについて、現地支援機関は「受動的支援」を強調する。 

また「能動的支援」については案件形成の初期が重要であるにもかかわらず、現地支

援機関は、支援段階の後半にのみ「能動的支援」の重要性を認識している。越境型イノ

ベーション企業と比較するとよく分かる。現地支援機関について、越境型イノベーショ
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ンを目指す能動的支援について、未だ浸透していない可能性がある。現地支援機関は、

当初の想定通り、旧支援のままの認識である可能性がある。 

②また能動的支援機能において、越境型支援企業の認識において、現地の課題やニーズの

発見機能が最も重要であることがこの調査によっても明らかになった。これから新興ア

ジア現地進出して越境型イノベーションを目指す企業にとっては、ニーズを発見する事

が重要であり、課題発見に向けたピッチイベントは支援機能として有効である。 

③第 5 章第６節でみた中小企業庁が行った海外展開支援機関の評価に続き、ここでも被支

援企業の間できちんとした支援ツールの情報が行き渡っていない可能性がある。さらに

新たな能動的支援体制の構築が、今後の課題である。これまでの系列型下請関係を前提

とした海外展開の支援ではなく、これからの新しい越境型イノベーションに向けた進出

の支援体制を構築していく必要がある。 

 

（５）結論 

以上の考察から、以下の能動的支援機能に関する結論を導出することができる。 

能動的支援機能の結論１： 

旧支援に対するニーズはなく、また旧支援から能動的支援への移行が進んでいな

い。特に初期ステージの越境型イノベーション生成の契機を掴む能動的支援が機

能不全である 

 

補論２ クラスター形成支援分析に見る被・支援者認識の乖離 

補論 2.1 調査の前提（メコン経済圏南部経済回廊クラスター形成支援） 

第５章第６節及び第８章第３節で説明したタイ王国公益法人お互いフォーラムの活動

を前提にして、支援者機能を分析していく。このお互いフォーラムは、2017 年に国際機

関メコン研究所（Mekong Institute）と連携し、インドシナ半島の産業クラスター形成支

援を行った518。本研究で調査対象となる地域は「メコン南部経済回廊（SEC：Souterhn 

Economic Corridor）」（図 0-6 参照）である。この SEC 沿線で各クラスター形成を行っ

                                                        
518 Mekong Institute (2017), p.1 
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ている各主体に対し、個別地点でワークショップを行い、各地の参加者の意識調査を行っ

た。あわせて専門家の見方について、AHP を用いて可視化し両者の比較を行う。これに

より、支援者がどのように被支援者に関与することによって越境型イノベーション生成の

契機を実現するかを検討した。 

 国際機関メコン研究所（Mekong Institute）は、タイのコンケン大学内の所在するタイ

が主導する国際機関である。2016 年以降国際機関メコン研究所では日本アセアン経済統

合基金（Japan-ASEAN Integrated Fund：JAIF）を活用し、メコン南部経済回廊における

クラスター形成を進めている。当該プロジェクトで対象としている地域は、インドシナ半

島を横断する、ミャンマー、タイ、カンボジア、ベトナムにまたがる。この地域は、道路

や港湾、橋梁などのインフラ整備や通関サービスなどの貿易円滑化ファシリティの整備が

進んだ結果、一体的な経済圏、通称、メコン経済圏が形成されつつある。 

 

図 0-6 南部経済回廊 

出典：著者作成 

特に 2015 年 12 月 31 日に発足したアセアン経済共同体（ASEAN Economic 

Community：AEC）に基づき、当該メコン経済圏の経済統合が深化している。自由貿易

協定や、貿易円滑化協定など各国政府の共同イニシアティブ成果によって、ひとつの経済

圏として新たに注目を集めている。そして経済的に統合された結果、国境沿いの地域が新

たなクラスター形成の機運が盛り上がりつつある。あわせて日本の ODA を中心とした経

済支援（「ASEAN 連結性協力」）や中国の「一帯一路」によりインフラ開発が進められて

いる。また ASEAN における大動脈として、東西経済回廊（WEC：Western Economic 
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Corridor）や南北経済回廊などと異なり、SEC はその沿線にバンコクやホーチミンなどの

大都市を擁し、レムチャバン港、シアヌークビル港、カイメップチーバイ港、そして開発

予定のダウェイ港など大型港湾をもつ経済性の高い経済回廊として注目されている（表 

0-4 参照）。 

表 0-4 ２つの経済回廊（SEC と WEC）比較 

 SEC WEC 

地域 インドシナ半島南部沿岸 

ダウェイ（緬）～ホーチミン・

マカウ（越） 

インドシナ半島中部 

モーラメイン（緬） 

～ダナン（越） 

開発経緯 経済主導型（沿岸添い） 

比較的新しい 

政治主導（冷戦下の兵站確保） 

冷戦時代から軍事的目的で検討 

主たる開発目的 産業クラスター インフラ整備 

開発過程 デファクト 

自然発生的・経済的動機 

デジュール型 

政府及び開発援助主導 

主な開発主体 ASEAN 各国 

近年日本や中国等も関心 

日本政府 

近年では ASEAN 各国も関心 

出典：著者作成 

 本論では能動的支援機能の解明に向け、専門家の意思決定を見える化をするために

AHP を用い、新興アジアにおけるクラスター形成について、当事者と専門家の意識の差

異を抽出する。AHP の分析手法については補章３で詳述する。 

 

補論 2.2 クラスターとは 

ここで議論されるクラスターとは何か。マイケル・ポーターによれば、クラスターと

は以下のように定義される。 
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「クラスターとは、特定分野における関連企業、専門性の高い供給業者、サービス提

供者、関連業界に属する企業、関連機関（大学、規格団体、業界団体など）が地理的

に集中し、協創しつつ同時に協力している状態」519 

 

しかしこれまでの先行研究は、基本的には既に形成された既存クラスターの分析が中

心であった。したがって現在進行しつつあるクラスター形成についてその現象を評価する

ことは、研究対象へのアクセスなどから極めて困難であった。しかしながら本研究では、

現在進行形で進んでいるクラスター形成、Clustering について、どのような観点でクラス

ター形成に向けた環境や、支援、将来的な取引関係等を評価しているかを分析する。 

本研究では SEC について、車両による踏査調査を行った。先ずはこの南部経済回廊の

おおよその地理的な一体性を理解するため、現状のクラスター間の移動時間を確認してお

く。今回の踏査調査結果として各クラスター間の移動時間は 

表 0-5 の通りである。具体的には、図 0-7 に示されている地域がこのクラスター形成

候補であり、表 0-6 にその具体的なクラスターの概要が示されている。 

 

図 0-7 メコン南部経済回廊クラスターマップ520 

出典：著者作成 

                                                        
519 ポーター(1999), p.67 
520 Mekong Institute(2017), ｐ.2 
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表 0-5 各クラスター間の車両による移動時間521 

出典：著者作成 

 

補論 2.3 調査方法について 

（１）調査時期・調査場所 

2017 年 3 月 14 日から 3 月 24 日までの 10 日間、車両でミャンマー南部・ダウェイか

らベトナム南部・カントーまでの南部経済回廊の道路について踏査調査を行いつつ、図 

0-7 にある８の国境沿いの地点（表 0-6 参照）のうち、表 0-7 の 10 のクラスター候補地

においてワークショップを行い、各クラスターにおける主体の意識を調査した。 

表 0-6 メコン南部経済回廊クラスター形成候補522 

出典：著者作成 

                                                        
521 著者は 2017 年 3 月 14 日から 3 月 24 日までの 10 日間、国際機関メコン研究所とと
もに上記の踏査調査を行った。 
522 Mekong Institute（2016）及び Mekong Institute(2017), ｐ.2 より著者作成。左側の
「番号」は、図 0-7 の地図上の場所に対応。 
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表 0-7 調査対象クラスター候補地523 

 

出典：著者作成 

 

（２）調査方法 

この 10 のクラスターではクラスター形成を担う関係者とワークショップを行った。図 

0-8 はその模様である。このワークショップでえられた各クラスター形成地域のデータを

基に分析を行った524。 

 

 

 

 

 

 

 

図 0-8 産業クラスター形成支援ワークショップの様子 

出典：著者撮影 

                                                        
523 各クラスター候補地からの自薦により生産物が指定されている。 
524 現地の WS では直接英語によるコミュニケーションが取れないことから、英語と少々
のタイ語に加え、英語と現地語（ミャンマー語、カンボジア語、ベトナム語）の通訳を雇
ってワークショップを実施した。付録 D『質問票』にある「付図 D9」～「付図 D18」の
記入しやすさを考慮した質問用紙を活用して意識調査を行った。 
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 今回の調査では、インドシナ半島（南部経済回廊）の各クラスターについて現在進行し

ているクラスター形成に着目している。タイ王国公益法人お互いフォーラムの集めた専門

家が指導し、クラスター形成を目指す主体を集め、その自己認識、期待や思考方法を抽出

する。またこれら各地域のクラスターと比べて、これまでクラスター形成を実践してきた

支援者である専門家の考え方との相違を浮き彫りにし、その比較において個別の事象、ク

ラスター形成に向けての環境や条件等を議論する。 

 

（３）クラスター形成主体について 

 クラスター形成主体側の意思決定については、付録 D『南部経済回廊クラスター形成

支援調査 クラスター別 WS 参加者リスト』（付表 D 2 参照）の 104 名を対象に行った。 

 また彼らへの質問内容は、付録 D の『南部経済回廊クラスター形成支援調査に関する

主体向け質問票』（付図 D 1 参照）に示された質問に対して 5 段階評価の回答を得た。 

 

（４）クラスター形成支援の専門家について 

専門家については、タイ王国公益法人お互いフォーラムのネットワークを活用し、以

下の 5 名の専門家に依頼し、実際に一部のクラスター形成候補地にも同行してワークシ

ョップに参加してもらったところである。具体的な専門家の属性は表 0-8 の通りであ

る。なお評価については 5 名の合議によって専門家チームとしての意思決定に関する選

好を抽出した。 

表 0-8 クラスタリングに助言する支援者 

出典：著者作成 

また専門家の評価については、専門家のウェイト付けについて、市場、生産、管理の

観点から、以下の階層的意思決定図（図 0-9～図 0-12 参照）を得た。それぞれの階層的
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意思決定は以下の通りである。４つの設問において、評価のメルクマールとなるのは常

に、生産改善、マネジメント強化、マーケティングプロモーションの 3 つである。 

 

（５）分析対象とする調査内容 

本研究では、調査のなかで特徴的な４つの質問を取り上げる。これによってクラスタ

ー形成支援における支援者と被支援者との関係性や支援のあり方を検討していくこととす

る。4 つの質問は以下、図 0-9、図 0-10、図 0-11、図 0-12 の４つ質問で示すこととす

る。なお専門家には先述のとおり、生産改善、マネジメント強化、マーケティングプロモ

ーションの 3 つ評価基準を定めて問うこととしている。 

図 0-9 は、クラスター形成で最も貢献する主体を選ぶというものであり、地方政府、

中小企業、多国籍企業、物流会社、地方の経済団体が対象となる。 

図 0-10 では、最も重要なクラスター形成の要素を問い、選択する要素としては、ネッ

トワーク、ASEAN 経済共同体による影響、インフラ、特恵関税等の関税恩典、低賃金、

としている。 

図 0-11 は将来的に当該クラスターがどこに製品を販売したいかについて問い、その対

象を貿易商社、卸業者、直接消費者、地域の会社、当該国の大手会社、多国籍企業、とし

ている。 

図 0-12 では、クラスター形成において最も支援の効果を期待するサービスを質問し、

物流、金融、コンサルテーション、法的支援、会計を挙げて問うこととした。 

 

図 0-9 誰が一番クラスター形成に貢献するか 

出典：著者作成 
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図 0-10 クラスター形成ビジネスで一番重要な要素 

出典：著者作成 

 

図 0-11 顧客の商売展望 

出典：著者作成 

 

図 0-12 もっとも支援に効果のあるサービスはどれか 

出典：著者作成 

図 0-9、図 0-10、図 0-11、図 0-12 のウェイト付けを前提に、それぞれの項目につい

て評価を確定し、専門家 5 名の意見を集約し AHP を活用して選好を可視化する。なおク

ラスター形成者については、10 箇所のワークショップにおいて 4 つの質問について直接回
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答を得た525。 

 

補論 2.4 調査結果とその分析 

（１）分析１ クラスターを形成する主体 

第１の論点はクラスター形成において、どのような主体が貢献しているかについての意

識を問うものである。図 0-13 で観察されるとおり、クラスター側の視点でみるとクラス

ターを形成する主体はまんべんなく重要であるという認識である。そのなかでも特に多国

籍企業や物流企業526、地元の経済団体・経済界のイニシアティブに期待していることがわ

かるだろう。この傾向は１）総花的な主体の連携を重視していることを表白しており、２）

同時に専門家と比べても相対的には「中小企業それ自身」の割合が少ないことから、やや

他律的な要素は否定できない。さらに３）「地方政府」の主体性は一番低いと考えられてお

り、行政や公的機関よりは経済団体などの主体が期待される527。また図 0-13 と図 0-17 を

比較してみると、多国籍企業と物流業者に対する評価が高いとみており、専門家の見立て

と比較しても図 0-17 の「多国籍企業」はわずかに 5％という評価であり、クラスター側の

多国籍企業に過度な期待を寄せてその傘下で事業化を目指すという下請的な発想から抜け

きれないかもしれない528。これらは地元の地方政府機関などに多いように考えられる。も

っともタイをはじめ、東南アジア各国の地方政府は、日本以上に中央集権的な仕組みで政

府間関係を制度設計されており529、地方政府の自由度が少ないという点にも留意しておく

                                                        
525 ここでは 8 つの質問のうち、本研究に関係のある中身に関する 4 つの質問を取り上げ
て考察することとしている。 
526 ボーングローバル企業論では、販路開拓の面で海外の物流・流通企業との結びつきに
ついて強調しており、重要なクラスター形成主体候補としている（Knight & 
Cavusgil(2004), p.137） 
527 Aspelund, et. al.(2018), pp.85-86 にみるように、ボーングローバルな産業新興におい
て政府の役割が重要であるという指摘もあるが、この地域では期待されていない。 
528 実際、今回の国際機関メコン研究所の調査でも（松島（2017ｂ））、ワークショップの
会場では、国際機関としてどのような支援が得られるのか、あるいは日本などの支援国
（ドナー）がどのような支援スキームを提供するかという観点に興味を持つ質問が寄せら
れた。 
529 例えばタイの地方自治は、バンコクとプーケット以外は直接選挙による首長の選出と
いう制度はなく、基本的には内務省から派遣された政府官僚が中心となり、各省庁からの
出向者によって各地方の行政が展開されるという構図である。ちょうど戦前の日本の中央
と地方の政府間関係制度やフランスのそれに近いといわれている。 
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必要がある。 

これに対し図 0-17 で総括されているとおり、専門家の見立ては 56％と過半数を超えて

「中小企業それ自身」に重要な役割を見ていることが分かる。つまりこの質問へのクラス

ター側の回答者である中小企業自身が主体性を持つ必要があるとみている。この点につい

ては、図 0-14、図 0-15、図 0-16 で確認することができるが、生産視点、経営視点、市

場視点のいずれの視点でも傾向はほぼ同じである。 

図 0-14（専門家生産視点）、図 0-16（専門家市場視点）と比べると、これらの評価基準

では「物流企業」に重きをおいており、図 0-15 の経営視点のアプローチでは、地元の経

済界の主体性を強調している。支援者として経営の視点で被支援者と対することによって、

地元的な視座で考えることになると考えられる。すなわち、生産や市場の視点でみると被

支援者の生活空間を越えて、外部とのアクセスを志向する可能性があり、これが新たなイ

ノベーション創造を支援することにつながるかもしれない。他方で経営の視点でのアプロ

ーチは、どちらかといえば被支援者の組織内部の現象に、支援者と同じ目線で付き合って

しまう可能性がある。つまり被支援者の目線と同化し、第５章第６節で検討した「イナク

トメント型支援」における双方性、相互学習的支援が実現していない。 

 

図 0-13 クラスター視点のクラスター形成主体（％） 

凡例：１ 地方政府、２ 中小企業自身、３ 多国籍企業、４ 物流企業、５ 地域経済団体（商工会議所等） 

出典：著者作成 
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図 0-14 専門家生産視点のクラスター形成主体（％） 

凡例：１ 地方政府、２ 中小企業自身、３ 多国籍企業、４ 物流企業、５ 地域経済団体（商工会議所等） 

出典：著者作成 

 

図 0-15 専門家経営視点のクラスター形成主体（％） 

凡例：１ 地方政府、２ 中小企業自身、３ 多国籍企業、４ 物流企業、５ 地域経済団体（商工会議所等） 

出典：著者作成 

 

図 0-16 専門家市場視点のクラスター形成主体（％） 

凡例：１ 地方政府、２ 中小企業自身、３ 多国籍企業、４ 物流企業、５ 地域経済団体（商工会議所等） 

出典：著者作成 
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図 0-17 クラスター形成主体に関する専門家総括（％） 

凡例：A 地方政府、B 中小企業自身、C 多国籍企業、D 物流企業、E 地域経済団体（商工会議所等） 

出典：著者作成 

 

（２）分析２ クラスター形成要素 

第２の論点はクラスターを形成するために最も必要な要素についてクラスター側と専

門家側に問うことである。この図 0-18 と図 0-22 の結果は非常に興味深い。すなわち、図 

0-22 で専門家側の視点では、最も重要な要素として 59％ものウェイトを占めている「ネ

ットワーク」について、図 0-18 のクラスター側視点では現地では最も低い 12％程度しか

「ネットワーク」の意義を評価してない。このような専門家によるネットワーク化の重要

性は、図 0-19（生産視点）、図 0-20（経営視点）、図 0-21（市場視点）、の 3 つの視点全

てでほぼ同様に、「ネットワーク」を重視する傾向を見出すことができる。また他の要素に

ついての評価もほぼ同じように構成されていることから、生産、経営、市場の視点の違い

による差異は存在しないと思われる。 

クラスター側の見方ではネットワーク化に対して最も低い評価しか与えていない。この

点、クラスター形成という視点を欠いており、越境型イノベーション生成の契機とはなり

にくい。個別のクラスターだけでクラスター形成を狙うという観点では、日本の地方創生

や町おこし同様、新たなイノベーションの契機を失っている可能性がある。逆に言えば、

第５章第６節で論究したネットワーク化こそがまさにクラスター内での連携であり、また

クラスター間のクラスター連携を指していることから、当該メコン南部経済回廊のクラス
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ター形成における最大の課題の一つと位置付けられる530。 

これまでの産業集積の「点」としてのアプローチから、これらをつないで「線」とし、

さらにはその沿線における「面」的な集積、そして域内・平面におけるそれぞれのクラス

ターの連携が期待される。現在タイ政府が進める東部臨海経済回廊（EEC）をはじめ、イ

ンドの DMIC（Delhi-Mumbai Industrial Corridor）以来、太平洋ベルト開発を模範とする

回廊型開発（Corridor Approach）であるといえるだろう531。 

 

 

図 0-18 クラスター視点のクラスター形成要素（％） 

凡例：１ ネットワーク、２ AEC、３ インフラ、４ 特恵関税等税制優遇、５ 低賃金 

出典：著者作成 

 

図 0-19 専門家生産視点のクラスター形成要素（％） 

凡例：１ ネットワーク、２ AEC、３ インフラ、４ 特恵関税等税制優遇、５ 低賃金 

出典：著者作成 

                                                        
530 ポーター(1999), pp.105-108 
531 松島(2012), pp.96-100 
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図 0-20 専門家経営視点のクラスター形成要素（％） 

凡例：１ ネットワーク、２ AEC、３ インフラ、４ 特恵関税等税制優遇、５ 低賃金 

出典：著者作成 

 

図 0-21 専門家市場視点のクラスター形成要素（％） 

凡例：１ ネットワーク、２ AEC、３ インフラ、４ 特恵関税等税制優遇、５ 低賃金 

出典：著者作成 

 

図 0-22 クラスター形成要素の専門家総括（％） 

凡例：A ネットワーク、B AEC、C インフラ、D 特恵関税等税制優遇、E 低賃金 

出典：著者作成 
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（３）分析３ クラスターの販路 

第３の論点はクラスターの販路である。図 0-23（クラスター側視点）と図 0-27（専門

家側総括）の比較からわかるのは、専門家が強調しているＥコマースなどを通じた直接消

費者への販売（図 0-27 の 46％）という点は、クラスター形成主体においてはあまり特徴

的に認識されていない（図 0-23 の 19％）。またクラスター目線で見ると、ほぼ全ての販路

が検討されていることが分かる。特にクラスター側は「多国籍企業」（25％）に大きな期待

を寄せており、先に言及したとおり下請型の取引関係を想定している。すなわち主体的な

販路拡大の意欲は少ない。これら被支援者をどのように動機づけマインドセットを変える

ことができるかが、支援者の役割であるといえるだろう。 

専門家の視点について図 0-24（生産視点）、図 0-25（経営視点）と、図 0-26（市場視

点）の販路に関する評価の違いは注目に値する。図 0-26（市場視点）で注目すべきは、他

の 2 つの視点に比べて「貿易会社・卸商社など」が相対的に大きな割合を占めている。専

門家視点にたつと消費者との視点は充分に理解しているところであるが、実際に市場へア

クセススするにあたっては貿易仲介機能を活用することも重要であると考えられる。専門

家としての実行可能性（遂行）という観点を考慮する姿勢を確認できる。試みに今回の南

部経済回廊の各クラスターの販路の類型を確認したところ、表 0-9 を得た。このような 3

つのタイプを念頭においてクラスター形成支援を進める必要がある。同時に、特に B タイ

プや G タイプについて具体的な販路構築が望まれる。 

表 0-9 販路の類型 

販路の類型 販路 クラスター 

L タイプ 

ローカルタイプ 

ローカル（地域内） Tiny Ninh，Dawei，Sa Keao，Trat 

B タイプ 

バランスタイプ 

ローカルで作りローカ

ルとグローバルで売る 

Banty Meanty 

G タイプ 

グローバルマーケット 

タイプ 

ローカルで作りグロー

バルで売る 

Kampot, Koh Kong, Svay Rien 

出典：著者作成 
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図 0-23 クラスター視点の販路（％） 

凡例：１ 貿易・卸会社等、２ 直接消費者、３ 地域の会社、４ 母国大手企業、５ 多国籍企業 

出典：著者作成 

 

図 0-24 専門家生産視点の販路（％） 

凡例：１ 貿易・卸会社等、２ 直接消費者、３ 地域の会社、４ 母国大手企業、５ 多国籍企業 

出典：著者作成 

 

図 0-25 専門家経営視点の販路（％） 

凡例：１ 貿易・卸会社等、２ 直接消費者、３ 地域の会社、４ 母国大手企業、５ 多国籍企業 

出典：著者作成 
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図 0-26 専門家市場視点の販路（％） 

凡例：１ 貿易・卸会社等、２ 直接消費者、３ 地域の会社、４ 母国大手企業、５ 多国籍企業 

出典：著者作成 

 

図 0-27 販路の専門家総括（％） 

凡例：A 貿易・卸会社等、B 直接消費者、C 地域の会社、D 母国大手企業、E 多国籍企業 

出典：著者作成 

 

（４）分析４ クラスター支援サービス  

最後に第４の論点はクラスターを形成するための支援として、物流、金融、コンサルテ

ーション、法律支援、会計に関するサービスを挙げて確認した。図 0-28 のクラスター側

の見方は、全方位的にサービスを要求していることが観察される。比較的「法務サービス」

（22％）、「会計サービス」（22％）が強調される。これに対し、専門家の総括的な見立ては

図 0-32 でみるとおり「金融サービス」は 30％を占めており、資金的な裏打ちを要求して

いる。つまり、専門家の視点では金融セクターの重要性を強調しており、資金調達や運転

資金など、特にクラスター形成に向けた初期段階での形成力について両者の見方の差異が

観察された。 

クラスター支援サービスでは、図 0-30（経営視点）及び図 0-31（市場視点）と、図 0-29
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（生産視点）の 2 つグループに分類できる。前者は図 0-32 の専門家総括と同様に、「金融

サービス」が 30％近くを占めるトレンドである。しかし図 0-29（生産視点）は 43％のポ

ーションを割いて「コンサルテーションサービス」を強調する。ここでのコンサルテーシ

ョンとは、総合戦略の策定である。クラスタリングの過程でどのような方向を目指すのか。

多くのクラスター形成候補がどこに向かうのかについては生産側のアプローチで考えると

何を作るのか、どこと作るのか、それらを総合化する視点が不可欠となる532。 

 

図 0-28 クラスター視点のクラスター形成支援サービス（％） 

凡例：１ 物流、２ 金融、３ コンサル、４ 法務、５ 会計 

出典：著者作成 

 

図 0-29 専門家生産視点のクラスター形成支援サービス（％） 

凡例：１ 物流、２ 金融、３ コンサル、４ 法務、５ 会計 

出典：著者作成 

                                                        
532 例えば法律サービスや物流サービスについては、「制度の隙間」を目指してすでに日
系企業が事業化を進めている。 
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図 0-30 専門家経営視点のクラスター支援サービス（％） 

凡例：１ 物流、２ 金融、３ コンサル、４ 法務、５ 会計 

出典：著者作成 

 

図 0-31 専門家市場視点のクラスター支援サービス（％） 

凡例：１ 物流、２ 金融、３ コンサル、４ 法務、５ 会計 

出典：著者作成 

 

図 0-32 クラスター支援サービスの専門家総括（％） 

凡例：A 物流、B 金融、C コンサル、D 法務、E 会計 

出典：著者作成 
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またこのような支援サービスは第６章第１節で説明した「制度の隙間」を提供すること

になる。この「制度の隙間」について調査を行った結果は表 0-10 の通りである。これら

の分野については今後、日系企業が進出することによって課題解決を実現するという「ジ

ョブ理論」に基づいた新たな越境型イノベーション生成の契機獲得の可能性を高めること

になるだろう。 

表 0-10 クラスター形成支援の制度の隙間533 

制度の隙間 サービス分類 必要とされるもの 

法制 弁護士・弁護士事務所 貿易・グローバルビジネス 

言語 通訳 多言語対応 

取引市場・ 

マーケティング 

コンサルタント グローバル市場への理解 

金融・投資機関 

イノベーション支援ファ

ンド 

銀行・金融機関 貿易及び越境取引費用 

物流・輸送機関 輸送業者 陸上輸送サービス 

人材育成 教育機関 越境型技能労働者 

出典：著者作成 

同様に表 0-11 で表した技術や産業の隙間についても日本の産業クラスターとの産業ク

ラスター連携が可能となる。これを通じて、日本企業とメコン経済圏の今回のクラスター

地域との結びつきを橋渡しすることができる。 

表 0-11 技術・産業の隙間と日本側の連携先候補 

技術や産業の隙間 隙間の分野 日本の潜在的パートナー候補 

どのように世界標準を

獲得するか 

生産 品質管理が得意な中小企業 

食品保存技術 生産 食品の品質管理が得意な中小企業 

化学物質使用の回避 生産 環境配慮型中小企業 

品質管理・品質保証 生産 品質管理が得意な中小企業 

ブランディング マーケッティング 大企業の小売り 

オンラインショップ マーケッティング 小売オンライン 

出典：著者作成 

                                                        
533 Mekong Institute（2017）の 10 のクラスター形成候補地でのワークショップにおいて
聴取したもの。 
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補論 2.5 結論（クラスター形成支援に向けた能動的支援機能） 

クラスター形成を実践するクラスター形成主体の認識については、必ずしも専門家の見

立てに沿うものではない点がいくつか観察された。特に、クラスター形成において、主体

性の重要性はいくつかの論者の主張している点であり、マインドセットの変更が必要にな

るかもしれない。 

 まとめると、①クラスター形成主体自らが、「我が事とする」クラスター形成に向けた主

体性の確保、②マイケル・ポーターが強調するクラスター形成におけるネットワークの重

要性の再認識、③IT の技術革新等を通じた直接流通販路についての発想の転換、④総花主

義的な支援からの決別、⑤クラスター形成遂行に向けた金融セクターの重要性の強調、と

いう点について、クラスター形成主体のマインドセットの変更が不可欠である。まさに支

援者を支援するための教育メカニズムが必要になる。 

 政策論的には、これらの分野について、一層の啓蒙・啓発が不可欠であり、またネット

ワーク形成に向けた、仲介・触媒機能をセットアップする必要がある。特に金融仲介機能

強化に向けた、政策金融の支援や制度整備、さらには、販路などの観点での E-Commerce

や越境 EC の活用などが検討すべきであろう。 

 幸い、当該メコン南部経済回廊において、日 ASEAN 経済統合基金を活用し、国際機関

メコン研究所を中心に、クラスター形成主体向けの研修の実施、情報提供に向けたデータ

ベース、メコン南部経済回廊データベースの開発が進められており、これらを活用した対

応が求められる。また、政策金融支援については、日本企業との連携を前提に、JBIC（株

式会社国際銀行）の中小企業支援融資や地場銀行を介した与信強化などの制度を活用する

ことが可能であり、幾つか具体的なプロジェクトが展望される。 

 他方 E-Commerce の活用については、国際機関メコン研究所は、中国の大手 BtoB

（Business to Business）マッチングサイトであるアリババと連携して協力を進めていると

ころであるが、残念ながら BtoC、あるいは Cluster to Consumer という意味での CtoC に

ついては検討されていない。これら CtoC のマッチングを進め、新たな販路を確保してい

くことは有効な政策課題として検討されるべきである。これについては、Cluster をどのよ

うに各ステークホルダーが育成するか、それぞれが協力する仕組みの構築が不可欠である。 

南部経済回廊の最大のボトルネックは、ステークホルダー、特に、顧客・消費者との間
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をつなぐ必要がある。まさにマーケット・イン型、クリステンセンの「ジョブ理論」にお

ける先進国市場における「用事を片づける」製品やサービスの開発である。 

図 0-33 はこのようなプラットフォームの創設に向けた提言である。このプラットフォ

ームには 3 つの特徴がある。一つは、ステークホルダーに対する迅速な応答と情報の更新

である。二つには、IoT にかかる担当者の導入、三つには生産者と消費者の双方がオーナ

ーシップをもつというポイントである。  

 先ず南部経済回廊は投資インデックスを通じて、各クラスターの潜在性や特徴を「見え

る化」する必要がある。多くのデータベース化プロジェクトは情報の劣化によってほとん

ど長続きしない。したがって、これは単なるデータベースの構築を意味しない。どちらか

といえば、投資銀行が提供する投資分析レポートのような体裁が望ましい。そして、これ

を通じて毎月、あるいは四半期ごとの各クラスターの動向をチェックすることができる仕

組みが重要である。そうでなければ、データベースのような情報は数ヶ月で劣化してしま

い、使いものにならない可能性がある534。 

 

図 0-33 メコン研究所への提案内容（概要） 

出典：著者作成 

 次に、このシステムについて IoT を活用して実践に移し込むことを目指す。例えばクラ

ウドファンディング（crowdfunding）などのフィンテックを活用し、この南部経済回廊の

域内・域外、両方において、金融的なネットワークを構築するとともに、これらを通じて

支援を強化する。 

 最後に、クラスター関連連携に加えて、生産者と消費者を繋ぐブリッジ機能を持たせる

ことが重要である。これによって、マーケットと直接連携し、これまでのクラスター開発

がもっていた生産者主導の課題を克服し、新たなイノベーションを生み出すことができる。

そして、クラスター間の結びつきは、新結合を生み出し、消費者にニーズに応答しうる。

                                                        
534 ビジネスマッチング・データベースの限界については、第８章第１節参照。 
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これがクラスター形成という現場において、重要なポイントである。著者はすでに国際機

関メコン研究所を通じて、図 0-33 及び図 0-34 のとおりプロジェクトとそのロードマッ

プを提案したところである。 

 従来の地域開発は、地域のポテンシャルを掘り起こすという作業に終始して、マーケッ

ティングは二の次になる傾向があった。しかしこれまで言及してきたとおり、「破壊的イノ

ベーション」を興すためには、対象となる顧客のニーズに向き合う必要がある。これがこ

こで取り上げることになる、クラスターを生産者と消費者が共同で開発する提案であった。 

 つまりここでは、消費・市場がイニシアティブをとる「破壊的イノベーション」を実現

するためには、究極の形として消費者そのものに主導権を握らせるという方法である。

Galbraith（1967）のいう“sovereign consumer（主権者としての消費者）535”の発想の復権

である。IoT や AI のコモディティ化（汎用化）を通じ、既にその技術的なブレークスルー

は到来している。これが支援者と被支援者の枠を超える新しい考え方、消費者自身を支援

者として取り込んでいく方法である。消費者自身がイニシアティブを発揮し、場合によっ

てはクラスター形成のオーナーシップをも持ちながら、支援者としてクラスター形成を支

えていくプラットフォーム形成を目指す。 

 

図 0-34 メコン研究所への提案内容（ロードマップ） 

出典：著者作成 

 以上、補論２から導かれる能動的支援機能の結論は以下の通りである。 

能動的支援機能の結論２： 

支援者と被支援者の意識が乖離し相互学習（イナクトメント型支援）が進まない

場合、越境型イノベーション生成の契機を掴むことは難しい 

特に、被支援者側の主体性、ネットワークへの関心が重要になる  

                                                        
535 Galbraith(1967), p.8 
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補論３ イナクトメント型支援の事例（官民ファンドにおける事例） 

補論３では、イナクトメント型支援の事例として、官民ファンドの事例を取り上げる。 

補論 3.1 支援機能における金融仲介機能の今日的な意義 

 越境型イノベーションにおいて、能動的支援はその生成に重要な構成要件となる（松島

（2018b））。その本質はネットワーク型支援と、イナクトメント型支援である。そのうち

イナクトメント型支援は、情報の縮減、軸の設定、物語化、と規定される。この機能につ

いて、具体的な政策に落とし込んだ場合、どのように社会実装できるだろうか。シュムペ

ーターは、イノベーションの実現、新結合の遂行にあたって、金融仲介機能を強調する。

「破壊的イノベーション」に向けた旧結合から新結合へ移行において、銀行家の機能が重

要な主体として立ち現れる。 

「【銀行家】自身が唯一の資本家となるのである。彼は新結合を遂行しようとするも

の生産手段の所有者との間に立っている。・・・【銀行家】は新結合の遂行を可能に

し、いわば国民経済の名において新結合を遂行する全権能を与えるのである。【銀行

家】は交換経済の監督者である。」536 

 

 このように銀行家は、金融仲介として、新しいイノベーションを興す企業者を支援する。

もちろん日本の金融機関が間接金融を中心に、新規事業を展開しうる可能性は否定しない。

しかし現状の日本でこのようなイノベーション形成支援を体現しているとは言い難い。本

研究ではエクイティ投資を中心にして、直接金融の形で新規事業支援、イノベーション形

成支援を担当している金融機関として、官民ファンドのスキームを取り上げる。日本の場

合、エンジェル投資家（個人投資家）が少ない。またあったとしてもベンチャーキャピタ

ル（VC）は被用者によって運用されており金融的な利益を追求するため、回収期間も短く、

収益率が高く設定されているため、なかなかベンチャーが育ちにくい。実際、『ベンチャー

白書 2018』537では、設立から現在までの資金調達元を件数比率において、全体で実に 90%

近くのベンチャービジネス は「本人」が調達しているという。また、その次も 50％超で

「銀行・信用金庫・信用組合等」による融資（debt）を中心とした資金提供であり、諸外

                                                        
536 シュムペーター(1977a), p.198 
537 一般財団法人ベンチャーエンタープライズセンター(2018), pp.1-166，図表 4－19 
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国と比較することは難しい。 

 官民ファンドは、公的セクターが一定の役割を担い民間だけでは調達が難しい資金を通

じて、放置すれば逸失利益となりかねない優良案件やベンチャービジネスを掘り起こして

いくという役割が期待されている。さらにこの金融仲介機能が、エクイティ投資を通じて、

直接的（ハンズ・オン）にヒト、モノ、カネを通じて介入することが前提となっている。

まさにシュムペーターが念頭に置いた銀行家の機能をより現代的に「見える化」した存在

が今日の官民ファンドであるという見方ができるだろう。このため官民ファンドがどの程

度能動的支援を正確に捉えることができるかについて、OR の手法を活用して分析を行う。 

 

補論 3.2 官民ファンドの評価に関する分析手法 

 官民ファンドについては、古くは 2004 年 7 月から業務を開始した現独立行政法人中小

企業基盤機構のファンド出資業務（以下「中小機構」）があげられる。しかし大きな転機と

なったのは、2009 年 7 月発足した（株）産業革新機構（以下「INCJ」）（現（株）産業革新

投資機構（以下「JIC」）である。これを契機に現在の各省庁による官民ファンド林立が始

まった538。   

2013 年 6 月に閣議決定された『日本再興戦略』では、官民ファンドの設立条件として以

下の通り明文化されている。 

「ファンドの新設は、市場経済が機能し難い状況において必要小限の範囲で行う（補

完性の原則）。また、政府の成長戦略の実現、地域経済 活性化への貢献、新たな産

業・市場を創出する呼び水効果といった政策的意義（外部性の原則）があるものに

限定する。」539（著者下線） 

 

ここにいう設立理由である外部性については、民間の投資を誘発するという呼び水効果

が期待されている。この呼び水効果が通常の民間投資ファンドとは性格を異にする官民フ

ァンドの存在理由540と考えられる。 

                                                        
538 参考資料として、松浦茂（2019）などがあげられる。 
539 内閣官房(2013), p.55 
540 他方で、富山和彦（2017）のように、官民ファンドが存在しても制度設計、運用上の
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従って、ここでは包絡分析法（DEA）を用い、入力に官民ファンドの投資や人的資源の

投入をおき、出力に呼び水効果としてどの程度民間の投資を誘発したのかをおくことで、

その効率性すなわち官民ファンドの「民間投資誘発効率性（呼び水効率性）」を明らかにす

る。財政的な健全性、収益性を期待する投資ファンドとは異なる価値基準で、官民ファン

ドの政策評価を行うこととする。DEA を用いて様々な分野の効率性を分析する先行研究が

存在する。例えば福澤（2015）では医学保健分野での女性の活躍割合や外部資金割合に対

し、研究生産の効率性にどのように寄与しているのか、研究生産効率性を措定し分析を進

めている541。また田村，大江（2019）では、道の駅の経営効率性について、売り上げだけ

ではなく、客単価や来場客数を出力において分析を行っている542。なお DEA については、

補章１で分析手法をまとめて詳述する。 

（１）呼び水効果（民間投資誘発効率性（呼び水効率性））の分析結果 

 官民ファンドについては、内閣官房において官民ファンドの活用推進に関する関係閣僚

会議幹事会が開催されており、直近では 2018 年 12 月 3 日に「官民ファンドの運営に係る

ガイドラインによる検証報告（第 10 回）（案）」が議論され、公表された。この公表資料

をもとに、官民ファンドの民間投資誘発効率性（呼び水効率性）について確認する。 

 全体の平均値を抽出する回帰分析法ではなく、ベストプラクティスとして効率的パフォ

ーマンスを上げた官民ファンドからの乖離によって効率性を分析することを主眼として、

DEA を活用する。具体的には、12 の官民ファンドにおける入力を二つの変数（投資決定

額と投融資額）、出力変数を誘発された民間投資額とする、CCR 入力指向モデル543を活用

して分析する。その結果は図 0-35 及び表 0-12 の通りである。 

                                                        

課題によって、本来黒字化する案件に着手できないなどの、うべかりし利益の逸失が懸念
されるという意見もある。 
541 福澤(2015), p.234 
542 田村＆大江(2019), p.169 
543 補章.２参照。 
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図 0-35 官民ファンドの呼び水効果544 

民間投資誘発効率性比較 

出典：DEA-Solver-PRO(Version13.0)を活用して解析したものを著者修正 

表 0-12 官民ファンドの呼び水効果 

民間投資誘発効率性詳細 

 

出典：DEA-Solver-PRO(Version13.0)を活用して解析したものを著者修正 

図 0-35 及び表 0-12 で確認するとおり、グリーンファイナンス推進機構（以下「グリー

ンファンド」）がベストプラクティスとなり、INCJ が最も民間投資誘発非効率となる。表 

0-12 から、支援決定金額よりも、実投融資額の乖離が大きく（INCJ の場合、93.912％と

96.717％）、所謂「真水」（実際の投入資金）による効率性改善の余地が大きいファンドが

                                                        
544 内閣官房・ 官民ファンドの活用推進に関する関係閣僚会議幹事会(2018), p.7，2018
年 9 月末の各官民ファンド創設後の累積実績。 
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８つを数え、政策論的にはこうした「真水」による実質的なコミットメントによる呼び水

効果が大きいことが分かる。グリーンファンドの原資には地球温暖化対策税が投入されて

おり、安定した財政基盤も呼び水効果を顕在化させる。 

 

（２）分類にみる既存産業再生の視点 

興味深いのは官民ファンドの分類において545今回「呼び水非効率」と分類されたワース

ト５の官民ファンドは、いずれも既存産業の強化を政策目的としている（表 0-13 参照）。 

表 0-13 官民ファンドの政策目的別分類546 

 

出典：経済産業省（2018），ｐ.41 

 そもそも既存産業の強化という点では、官民ファンドの嚆矢として注目される産業再生

機構や企業再生支援機構と比較できる。いわゆる企業再生（turn around）を前提とする企

業の再編などの手法が、既存企業、殊に業績の悪化した企業において活用されてきた。ダ

イエーや JAL の再建がその好例である。そこから、オープンイノベーションを背景に新た

な産業構造の再編を追求しようとしたのが、INCJ 及びその後続組織である JIC である。 

「産業革新機構は、2009 年 7 月、産業や組織の壁を越えて、オープン・イノベーショ

ンにより次世代の国富を担う産業を育成・創出することを目的に設立されました」547 

「日本の産業は、下記に挙げるような構造的な課題を抱えていました。 

1）ピラミッド型、垂直統合型の古い産業構造の限界 

2）優れた技術、サービス、ノウハウの囲い込み、自前主義による『宝の持ち腐れ』 

                                                        
545 経済産業省他(2018), p.41 
546 経済産業省他(2018), p.41 
547  株 式 会 社 INCJ （ 産 業 革 新 投 資 機 構 ） ホ ー ム ペ ー ジ ：
https://www.incj.co.jp/about/about/index.html（2019 年 6 月１日現在） 

https://www.incj.co.jp/about/about/index.html
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3）『ものづくり』と『マーケティング』『サービス』との融合への対応 

4) 従来の概念を超えた業種なき産業構造への対応」548 

 

JIC 及び INCJ は、現行の日本の産業構造の限界を超えるブレークスルーを追求した組

織であった。「垂直統合型の産業構造の解消」という政策アジェンダは、本研究で追求して

きた系列型下請関係を前提とした日本産業構造を転換させる意味で興味深い。しかし、実

際には、既存産業の強化という政策目標自体が、ややもすれば、旧結合であるオールドエ

コノミーの延命に向かう可能性があった。実際シャープ再編や、JDI（ジャパンディスプレ

ー）再編などの迷走、既存産業支援における政治的配慮への批判549を惹起してきた。それ

以上に、どのような産業構造を展望するのか。支援者としての官民ファンドは本来、この

ような創発的な活動において、能動的支援で定義した通り、被支援者とともに相互双方の

センスメーキングを通じて開拓する必要がある。 

 敷衍すれば、ここでは「オールジャパン」神話が障碍になっている可能性がある。

DeCourcy(2007)によれば、オープンイノベーションであれば国際競争力が向上するわけ

ではなく、同一産業からのコンソーシアムへ参加が増加した場合、国際競争力はマイナス

の効果があるという研究がある（表 0-14 参照）。従って、単なる同業者の集まりによる「オ

ールジャパン」連合は却って、フリーライダーを惹起しやすく、また、旧結合の温存に走

りやすい。このため効果が薄い可能性がある。この論点は、第 5 章第 3 節で取り上げた水

ビジネス協議会をめぐる顛末にも現れている。 

表 0-14 コンソーシアムへの参加の効果：異業種か同業種か550 

コンソーシアムへの参加 異業種からの参加者増加 同一産業からの参加者増加 

スピルオーバーの範囲 産業間スピルオーバー 産業内スピルオーバー 

貿易収支（国際競争）に対する影響 プラスの効果 マイナスの効果 

出典：DeCourcy(2007)，pp.51-65 を参考に著者作成 

ここでグリーンファンドをベストプラクティスとすることが妥当かどうかという議論

                                                        
548 株式会社 INCJ（産業革新投資機構）ホームページ：
https://www.incj.co.jp/about/about/index.html（2019 年 6 月１日現在） 
549 ロイタージャパン記事「ＪＤＩへの支援「説明できるお金」＝救済批判に志賀・革新
機構会長」2018 年 4 月 6 日 18:02 
https://jp.reuters.com/article/JDI-INCJ-idjpkcn1hd11h (2019 年 6 月１日現在） 
550 DeCourcy(2007), pp.51-65 

https://jp.reuters.com/article/JDI-INCJ-idjpkcn1hd11h
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も招来するだろう。当該ファンドは表 0-13 で明らかなとおり地方創生のみが政策目的と

して掲げられるからである。そこでこのグリーンファンドを除いて同じ包絡分析法の分析

を行った結果は図 0-36 及び表 0-15 である。 

 

図 0-36 官民ファンドの民間投資誘発効率性（GF を除く）の比較 

出典：DEA-Solver-PRO(Version13.0)を活用して解析したものを著者修正 

表 0-15 官民ファンドの民間投資誘発効率性詳細（GF を除く） 

 

出典：DEA-Solver-PRO(Version13.0)を活用して解析したものを著者修正 

 図 0-36 官民ファンドの民間投資誘発効率性（GF を除く）の比較から、ここでもやは

り INCJ の民間投資誘発効率性（呼び水効率性）が最悪の水準となる。本来 INCJ が追求し

てきた民間投資を誘発し、オープンイノベーションを加速するという期待される機能は、

他の官民ファンドでの現実のパフォーマンスと比べて、問題であることが明らかになった。 
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表 0-16 のベストプラクティスの抽出では、No.５の民間資金等活用事業推進機構（以下

「PFI」）と No.10 の科学技術振興機構（以下「JST」）551が採用され、前者が真のベストプ

ラクティスとなる。さらに２番手の参照プラクティス（効率性改善のために参考となる業

績を上げているファンド）に JST が入らないファンドは、先に挙げた地方創生型の役割を

負ったファンドが大宗を占める。地方創生の政策目的がやや異質と考えるのが妥当である。 

表 0-16 官民ファンドの呼び水効果（GF を除く） 

 

出典：DEA-Solver-PRO(Version13.0)を活用して解析したものを著者修正 

 

（３）投資効率性との比較結果 

ソブリンファンド（国家戦略ファンド）と同様に、金融的な成果を投入と産出で図った

投資効率性で評価するとどうなるだろうか。民間投資誘発非効率において、ワースト１で

あった産業革新機構はどのようなパフォーマンスをあげることができるだろうか。同様に

DEA の CCR・入力指向モデルを用いたところ、以下のような分析結果を得ることが出来

る。ここでは、2016 年度の人件費およびデューデリジェンス費用等調査費を入力とし、各

官民ファンドの収益を出力としている。 

図 0-37 で明らかなように、今度は民間投資誘発効率性（呼び水効率性）ではワースト

ワンであった INCJ が、前回の PFI と並んで最も費用対効果の効率性の高いベストプラク

ティスに躍り出る。このように投資ファンドとしての投資効率性を目的とした評価であれ

ば INCJ の効率性が評価されることになり、官民ファンドと一般の投資ファンドとの役割

                                                        
551 JST は、OPERA（Program on Open Innovation Platform with Enterprises, Research 
Institute and Academia）などのオープンイノベーションを喚起するスキームを提供して
いる。 
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の明確化、政策目的の違いを強調する必要がある。つまり、INCJ 及びその後継である JIC

は、むしろ官民ファンドではなく、投資ファンドとしての政策目的を追求しすぎている可

能性がある。しかし、能動的支援としての官民ファンドの理論からみれば、高度な専門家

としての目上目線での指南でもなく、既視感のある既得権益の温存でもなく、オープンイ

ノベーションを前提にした、呼び水的な効果を期待するのが官民ファンドの本義であると

考えられる。 

 

図 0-37 官民ファンドにおける投資効率性552 

出典：DEA-Solver-PRO(Version13.0)を活用して解析したものを著者修正 

同時に PFI が呼び水効率と投資効率の２冠を達成したとおり、既存産業の強化の側面か

ら、収益を求める金融の論理を追求して効率性を確保することができると考えられる。ま

た投資効率性では中位に位置する農業漁業成長産業化機構（以下「農水ファンド」。）は、

新たな巨額追加投資と累積赤字を懸念する声が出ており、世論の間から金融的な持続可能

性についても懸念が持ち上がる可能性がある553。 

                                                        
552 会計検査院(2018)「官民ファンドの業務に係る事務費の内訳（平成 28 年度）－官民
ファンドにおける業務運営の状況について（平成 30 年 4 月）」、『会計検査院法第 30 条の
２の規定に基づく報告書』，p.84, 図表 3－5（入力）及び p.82, 図表 3－4（出力））より
作成。2016 年度の結果。 
553 朝日新聞 WEB 版（2019）「赤字の農水ファンド、投資 700 億円を計画 損失懸念
も」2019 年 6 月 14 日 20 時 23 分
https://www.asahi.com/articles/ASM6G5485M6GULFA020.html?ref=newspicks 
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表 0-17 では、参照プラクティスに関し、No.１INCJ に拠るもの（No.2、No.5、No.7、

No.10）と、No.4PFI に拠るもの（No.3、No.6）が存在することが分かる。特に、No.6 CJ

は、PFI に参照プラクティスを求めるものであり、既存企業の新興アジアへの海外展開を

通じた越境型イノベーションが、本来であれば有効に機能するものであることを示唆して

いる。 

表 0-17 官民ファンドにおける投資効率性の詳細 

 

出典：DEA-Solver-PRO(Version13.0)を活用して解析したものを著者修正 

 

補論 3.3 今後の政策的含意 

（１）民間投資誘発効率性（呼び水効率性）の追求 

今回取り上げた 12 の内 9 つの官民ファンドが新産業の育成を目的としており、この分

野における民間投資誘発効率が低い。今回呼び水効果が高いとされた JST やグリーンファ

ンド及び PFI にみるとおり、支援者側の海外展開という「軸」の設定や、政策アジェンダ

が必要となる。 

INCJ（JIC）や CJ が越境型イノベーションを追求する場合、PFI のパフォーマンスを参

考に新興国市場における既存企業の効率的な市場開拓を目指してはどうか。新規にスター

トアップスを目指すボーングローバル企業だけではなく、既に創業して長い老舗企業が満

を持して海外展開するボーン・アゲイン・グローバル（born-again global）企業として、海

外で第二の創業を実現するタイプの既存企業による海外展開支援を真剣に考えるべきでは

ないか。これが本研究で強調する新興市場を通じた日系企業のリスタートアップスである。 

 例えば、地方の中堅・中小企業のもつ、技術力やノウハウ、経験といったものは、今後

のグローバルなイノベーション競争にとって有効なはずである。しかしながら、JIC の「バ
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イブル」とされた「リスクマネー研究会」554を始め、きわめてリスクの高い新規事業、ス

タートアップスについては言及があるものの、足下の日本の中堅・中小企業への視点は皆

無である。既存産業の強化と新産業の育成を二つながらに実現する方途としてこうした日

本の中堅・中小企業の強みを解放する仕組みや、Matsushima（2017a）で言及した下請構

造から自由となった日本の中堅・中小企業が、海外・新興市場を中心にオープンイノベー

ションを通じて第二創業を目指すという可能性を検討すべきである。その際、支援者と被

支援者との間の相互作用・学習を通じ、外部環境において膨大な意味情報を縮減し、ゆる

ぎない軸を設定し、そこにストーリーを構築するという作業が不可欠なる。これらが可能

な目利き555としての能動的支援を強化する必要がある。 

 

（２）支援機能の貫徹 

能動的支援は、支援者の意思が、企業者である被支援者の国際的企業家精神556と共振・

共鳴するもの考える。この前提がなければ、被支援者を中核とした、新たなオープンイノ

ベーションの生成は困難である。 

官民ファンドは、巷間批判されているようなガバナンスの問題ではない557。むしろ冨山

（2017）で指摘している、「過剰ガバナンス問題」（ガバナンスが弱いのではなく、むしろ

強すぎる問題）を吟味する必要がある。INCJ について、呼び水効果が低く、投資効率性が

高いことから、本来の方向である民間投資誘発ではなく、通常の投資ファンドとしてのガ

バナンスに固執している可能性があり、外部からの批判もそのような批判に終始されてき

た。これこそが国内の既得権益による”dominant logic(支配理論）558”ではないか。むしろ

JIC はソブリンファンド同様、投資効率を追求し既存産業の「持続的イノベーション」で

キャッシュを生む方が良いのではないか。 

 一方で「海外需要開拓」という原義に忠実であるならば、Christensen（2016）の唱える

                                                        
554 2018 年末に産業投資革新機構の人事問題で表面化した、官民ファンドのあり方を巡る
議論では鍵を握ったのが、リスクマネー研究会（経済産業省（2018））であった。 
555 支援 2.0 における「目利き機能」については、今後の研究課題としている。 
556 Oviatt＆McDougall(1993), pp.904-905 
557 朝日新聞デジタル 
「革新機構 社長ら９人辞任 「信頼毀損」と経産省を批判」： 
https://www.asahi.com/articles/ASLDB335ZLDBULFA005.html 
（2018 年 12 月 10 日現在） 
558 Govindarajan& Trimble (2012), p.14 

https://www.asahi.com/articles/ASLDB335ZLDBULFA005.html
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ジョブ理論に基づく需要開拓を実践すべきである。CJ が提供すべき海外需要開拓が機能不

全に陥っているとすれば559、需要サイドが牽引するイノベーションを期待すべきである。

新興国市場からのニーズによる規律、課題発見による「マーケット・イン」に寄せていく

方法が、消費主導の「破壊的イノベーション」の契機を導出できる可能性がある。 

 

（３）両利きの追求 

最後に、官民ファンドにおいて投資効率を追求する必要は全くないだろか。本来官民フ

ァンドは、新規産業の育成や既存産業の強化の側面から、「同じ船に乗りながら」、具体的

な案件形成を「ハンズオン」で進める。しかし CJ は呼び水効率性が下位のグループであ

り、投資効率性も低いことから（図 0-37）、事業自体の金融的な規律を導入、強化しても

良いかもしれない。既存企業が新たな海外展開により第二創業を目指す際、この金融の論

理による規律が重要になる。Christensen, et. al.（2003）のいうスタンスが説得的である。 

”patient for growth but impatient for profit560” 

   「成長は気長に待つが、収益はせかす」 

 

このような成長を長い目で見て、収益を急がす方法で案件に資金を動員することで、「破

壊的イノベーション」の萌芽をすみやかにみつけ、「小さく産んで大きく育てる」ビジネス

を実現することが出来る。PFI は呼び水効果も投資効率性もベストプラクティスである両

睨みであり（図 0-36 及び図 0-37）、表 0-13 でみるとおり既存産業支援に限定し、かつイ

ンフラ整備に支援分野を限定してパフォーマンスを上げている可能性があることから、支

援対象分野を限定することが望ましい。 

冨山（2017）が指摘するとおり、産業国家から金融国家への移行（貿易収支から所得収

                                                        
559 本来海外展開支援を期待される CJ は、定性的にもいくつか問題が指摘されてきた。
長崎県の日本茶の会社である前田園は、米国進出において CJ の支援を要請した。しかし
最終的には、前田園を中心とした長崎県のコンソーシアム・チームから CJ が提訴される
など、官民ファンドを通じた民間投資誘発とはむしろ逆の方向の案件も散見される 。ま
た、CJ のマレーシアでの日本専門デパートからの撤退 など、長崎の事例のみならず、象
徴的な「失敗事例」が発生している。本来、海外における新規産業の創出を政策ターゲッ
トとしている官民ファンドとして、民間投資誘発の妨げになっていることは問題であ
る 。名は体を表すことができないのであれば、期待される越境型イノベーションの支援
に向け設計思想から見直す必要がある。 
560 Christensen et.al. (2003), p.236  
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支で稼ぐへ）に向け、間接金融（Debt）から直接金融（Equity）へシフトし、海外展開、

新興国市場での越境型イノベーションを実現していくサイクルが必要となる。その際、日

本がこれまで得意としてきた、「成長の論理」（日本のものづくりにおけるすり合わせ型中

心で、品質向上を良しとしてきた、「改善」などの QC サークルに代表される「持続的イノ

ベーション」の追求）である。投資ファンドとして追求すべきは、「金融の論理」（モジュ

ール型中心で、低価格化・適正価格化を信条とした、先ずはニッチ市場からの「破壊的イ

ノベーション」の追求）である。 

この「金融の論理」が、「成長の論理」に一定の歯止めをかけることによって「破壊的イ

ノベーション」の萌芽が救済される。PFI でみたように、既存企業であるボーン・アゲイ

ン・グローバル企業のような越境型イノベーションに照準を合わせると、表 0-18 にみる

とおり、官民ファンド本来の呼び水効率性と投資効率性が両睨みで追求できる。 

表 0-18 両利きに向けた官民ファンドの２つの論理 

 

出典：著者作成 

本研究では、支援の経済学の立場から第５章第 6 節で能動的支援の 1 つの特徴をイナク

トメント型支援と位置づけ、典型的なハンズオン支援である官民ファンドの事例を実際の

参照事例を用いて分析した。Christensen（2016a）の主張する「持続的イノベーション」

と「破壊的イノベーション」を、2 つながらに追求する「両利き（ambidexterity）」561を目

指すには、「金融の論理」から「持続的イノベーション」を支援し、「成長の論理」で「破

壊的イノベーション」を目指すという官民ファンドのベストミックスを求めることが可能

ではないだろか（表 0-18 参照）。これは従来の支援者としての金融の「常識」とは異なる

かもしれない。 

表 0-18 を前提に、これまで林立している官民ファンドを 2 つに分けて再構築を図って

                                                        
561 O’Reilly III, ＆Tushman(2016), Chapter 6 
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みてはどうだろうか。そして JIC が目指す「革新性」の直感に反し逆説的だが、期待され

たオープンイノベーションによる呼び水効率の荷を下ろし、投資効率の強みを活かし国家

戦略ファンドとして、既存産業を通じた「持続的イノベーション」を目指す。 

他方で CJ はボーン・アゲイン・グローバル企業の既存企業支援に特化し、事業概要も限

定したうえで、新興国市場主導で市場の課題やニーズに着目し、「金融の論理」の規律を付

帯した制度再構築を目指してはどうだろうか。 

 金融面（カネ）でどのように支援者が被支援者を支援するか、その具体的な指針を示

し、規律を設定することはできないだろうか。本節で追求した内容は、支援者が被支援者

との間でこのような規律を設定する際の指針である。 

 具体的に、「破壊的イノベーション」を目指すためには成長の論理に従った、呼び水効

果を活用する既存産業の大化けが有効である。すなわち新興アジアにおけるリタートアッ

プが効果的であるという結論に達する。越境型イノベーションは、「ゼロ⇒イチ」と呼ば

れるスタートアップスではなく、リスタートアップス（第二創業）を目指す。新興アジア

を通じたイノベーションとして、第５章及び第 6 章で抽出した越境型イノベーションの

結合因果条件及びそのメカニズムを確証づけるものである。 

 

以上補論３から、以下の能動的支援機能の結論を得る。 

能動的支援機能の結論３： 

両利きの経営により、能動的支援のイナクトメント型支援を受け新興アジアで既

存産業の大化け（リスタートアップス）を狙い（「破壊的イノベーション」）、同

時に国内の「持続的イノベーション」の金融的支援を充実させる 

 

補論４ ネットワーク型支援事例（タイ王国公益法人お互いフォーラム） 

 補論４では、越境型イノベーションの支援について、支援者の連携事例を検討する。こ

こでは第８章第 3 節で考察したタイ王国公益法人お互いフォーラム（以下「お互いフォー

ラム」。）を取り上げる。この活動を俯瞰し、能動的支援が成功するための条件として、3 つ

の「意図せざる成果」によって、イナクトメント型支援とネットワーク効果の 3 つの特徴

を確認する。これを示したものが表 0-19 であり、日タイを中心にした越境型イノベーシ

ョンのための能動的支援のための「越境型産業政策」と、ネットワーク形成を進める。 
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表 0-19 ３つの意図せざる成果と支援 

意図せざる成果 イナクトメント型支援 ネットワーク効果 

発見１：越境型産業政策 遂行化 ASEAN と地方：地方どうし 

発見２：BCP から融業へ 物語化：BCP から融業へ バックアップから産業補完 

発見３：分業の深化効果 組織化 

コアの発見に向けたセ

ンスメーキング 

分業深化のための連携ネッ

トワーク 

出典：著者作成 

 

補論 4.1 意図せざる成果・発見１：越境型産業政策 

お互いフォーラムは日本の自治体と直接タイをつなぐ、クラスターリンケージを目指す

ことで越境型イノベーションを支援してきた。お互いフォーラムは、日タイ両国の共通プ

ラットフォームとして成立し、その後、日本の各地域の海外展開を支援する母体として継

続的にいくつかの、「越境型政策の試作」を実施している。ここでは一国の視点で産業政策

を国際化するというアプローチではなく（国際産業政策562）、関係国が互恵的に政策のアウ

トカムを享受することができる、特に当該関係国企業への裨益を期待する政策である。そ

の代表的な事例が、一連の「お互いフォーラム」（「お互いコンクレーブ」）・シリーズであ

り、双方の国・ASEAN の課題解決を機縁としたビジネス案件形成を進めるお互い式ピッ

チなどの試行的なイベントや施策が展開されている。第８章第３節で示したとおり、第１

回から第 7 回までは、政策の試作を実施した。また第８回から第 18 回までは、課題発見

型ピッチ（投資案件発表）大会及び課題解決に向けた新結合を惹起するクラスタリング・

ピッチ（投資案件発表）を実施してきた。 

 以上、お互いフォーラムを通じて、以下の 3 つの産業政策的イノベーションの視点をみ

ることができる。 

①越境型政策の試作 

②日本の地方（クラスター）とタイとの連携 

                                                        
562 国際産業政策については、深尾＆細谷(1990), pp.55-57,にまとめられている。 



 

 

296 

 

③クラスター連携支援の仕組み構築 

 

補論 4.2 意図せざる成果・発見２：BCP からイノベーション融業へ 

（１）事業継続計画（BCP）の必要性 

お互いフォーラムの内容は、「Local to Local」の発想であり、産業クラスター連携を通

じた地域間連携を通じた産業競争力強化である。日タイ両国の参加自治体の各地方都市に

おいて国際会議を開催し、そこで案件形成を進めている。タイ工業省は、2011 年タイ大洪

水を契機に、事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）の観点から、日本とタイの

代替生産ネットワーク構築を進めてきた。生産代替の発想である。 

2012 年 2 月 29 日に発表した在バンコク日本人商工会の景気動向調査563では、2011 年

のタイ洪水で被害を受けた日本企業の 55％は日本への代替生産によるバックアップを行

ったとされており、国を超えた姉妹クラスター間の代替生産が展望できる。そもそもタイ

の産業クラスターは、他国に比べても集積が厚く、その裾野が広い（ロングテール）。また

今回の洪水のダメージが、全製造業生産のわずか 4％にすぎず、きちんとした事業継続計

画があれば、事業継続をクラスター単位で行うことができた。先の景気動向調査でも 90％

を超える被災日本企業が、タイから生産拠点を変えようとしなかったという結果564はその

査証であろう。また今回のサプライチェーンの寸断は、クラスター毎にいかにメーカーか

らの発注を維持するか、という点がポイントであった。そのため「お互い」プロジェクト

の姉妹クラスターによる生産バックアップが重要となった。 

タイで災害が発生し、ある製造が停止してしまった場合、日本において具体的に生産代

替を実施するという発想である。実際、タイに進出している半導体製造のローム社が、2011

年のタイ大洪水に際し、自社のアユタヤ工場とパトンタニ工場が被害に遭った。これに対

し、ライバル企業であるルネサスエレクトロニクスが、日本での代替生産を実施して対応

した。これはロームがタイで生産する車載用高集積回路（LSI）生産支援を要請することか

ら始まった。ロームの生産している半導体組み立ての前工程が、ルネサスエレクトロニク

スの生産であり、代替生産の容易さに目を付け、その日本での生産余力を活用し支援した。 

                                                        
563 JCCB (2012), P.3 
564 JCCB (2012), P.3 
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実は、この半年前には 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災で被災したルネサスの福島工場

の操業停止に際し、震災直後の１ヶ月で 50 万台の減産を余儀なくされたが、その際、ロー

ムが協力を行ったことに対する返礼であるとされる。実際に、ルネサスエレクトロニクス

の震災復旧は、ライバル企業からの 1 日最大 2500 人に上る応援のおかげであるとされる。

いずれにせよ、こうした「困った時はお互い様」という精神が、このお互いフォーラムの

源流にある事業継続の発想である。実際こうした事業継続計画の発想による代替生産体制、

クラスター間連携は、イノベーションに対し大きな効果を発揮することができる。 

 

（２）お互いフォーラムを通じた融業化 

「お互い」プロジェクトは、基本となる日タイの姉妹クラスターのネットワーク形成に

加え、工業団地の持続可能性を示す標準づくりとその支援ネットワーク、日タイ融業ファ

ンドの組成、で構成されることなる。つまり、日タイの姉妹クラスターの連携ネットワー

クが広がり、その相互の連携を支えるクラスター（産業集積）が相互の協力によって持続

可能性を増すことで、サプライチェーン全体の安定性が高まるとともに、金融支援を通じ、

日本の個別中小企業が主体的に「融業型」企業を創造し、日本とタイに経済的ダイナミズ

ムを与えるという試みなのである。 

 この「お互い」プロジェクトは、これまで国境を跨ぐサプライチェーンの強化に対し、

具体的な方策を持たなかった日タイ両国が、互恵的に裨益する。日本側とタイ側双方にと

って、サプライチェーンの強化・拡大の効果はいうまでもない。姉妹クラスター連携によ

るバックアップ機能を前提に、自然災害やその他騒乱、金融危機などいかなる外部ショッ

クに対しても、サプライチェーンを維持し、特に中小企業にとって顧客維持が期待できる。 

さらに、これらの連携が意図せざる形で政策転換を果たした。2013 年のお互いコンクレ

ーブ開始以降、Local to Local のコンセプトを共有しつつも、BCP は Business Contiuity 

Plan から、Business Community Project へと変容を遂げた。まさに第３章で言及した意図

せざるかたちでの政策のイノベーションである。 

自然災害のない平時から、姉妹クラスター連携による日本とタイ両国を舞台にした事業

計画を念頭に置き、個別企業の事業拡大につなげることができる。これまで日本にとどま

っていた企業が、タイでの操業がより合理的に進められるところがタイに進出することで、

日本とタイとの補完的生産分業を加速することができる。特に生産現場を日本国内だけに
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見出だしてきた日本の中小企業にとって、海外を視野にいれたビジネス展開、特に一部海

外（タイ）の新興国市場や経営資源を活用したアウトソーシングが可能となり、自社の「選

択と集中」を加速することができる。 

 

（３）先進国（日本）企業と新興国（新興アジア）企業との補完戦略 

このような戦略は、自社のコア・コンピタンスと現地化を両立する意味で、「饅頭の餡子

と薄皮」で形容する565ことで理解できるだろう。コア・コンピテンスである「餡子」と、

月餅や餡饅など現地のニーズやシーズにあわせた対応という意味での「饅頭の薄皮」を双

方の強みを持ち合わせながら、対応していくことによって、餡子は先進国市場（日本）、薄

皮は新興国市場というかたちで選択と集中を実現することができる。 

実際、三菱化学は記録型 DVD のディスク媒体の部材をブラックボックスとして抑え（餡

子）、インドのモーザーベアー（Moser Bear）に子会社等を介して OEM 生産するかたちで

低価格で市場の特徴を掴む現地化した DVD を販売している（薄皮）566。2010 年当時イン

ドで行った現地調査によれば、モーザーベアー社は世界第２位の CD や DVD のディスク

生産の会社であり、インド国内ではハード生産からコンテンス産業へと川下産業に進出し、

モーザーベアーエンターテイメントを設立し、DVD1 枚 99 ルピーという低価格 DVD を

販売した。ボリウッドで有名なインド映画産業への投資を進め、2007 年にはインド製ヒン

ディー語映画の 40％の著作権・使用許諾権を所有していた567。 

このように、日本と新興アジアの分業である「餡子と饅頭」モデルを活用することによ

り、モーザーベアーがインド現地で DVD を販売すればするほど、三菱化学の利益が向上

する仕組みを形成することができる。この「餡子と饅頭」モデルは、第８章第３節で取り

上げた「毒まんじゅう型海外展開戦略」568と異なる点は、新興アジアへの現地化を通じ、

各企業のコア・コンピテンスを残しつつ、各国・地域の課題解決やニーズを取り込むとい

う側面を強調する点である。 

 

                                                        
565 松島(2012), p.201 
566 小川(2009), pp.232-239 
567 松島(2012), p.206 
568 小川(2015), p.359-364 
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補論 4.3 意図せざる成果・発見３：分業の深化効果 

姉妹クラスターによって、双方の国で双方の産業クラスターのアンテナ機能が共有でき

れば、新規顧客を掘り起こす。これによって、新しいビジネスチャンスを提供することが

できる。先行する日本国内の「お互いさまプロジェクト」（新潟三条市と神奈川横浜市）で

は連携するクラスター同士の連携を通じて、新しい事業開拓の可能性が広がったとされる。

この三条市と横浜市は、メッキのクラスター同士のバックアップ体制構築を行うものであ

った。当初、2007 年の中越沖地震を契機に、日本海側と太平洋側で、一旦有事の際には生

産代替を可能にするものであった。しかしこのような連携を進めていくなかで、同じメッ

キ塗装のクラスターであるが、それぞれの強みが強調されるようになったという。 

すなわち、横浜はメッキ塗装のみに集中するのに対し、三条と燕は磨きの技術に優れて

おりメッキ後のバリ取りなども行う。このため、新たに受注した場合、メッキ塗装のみな

のか磨きを要求するのかによって、分業することにつながったという。これらは同業者の

クラスターであっても、相互連携の結果、新たな強みを認識して、その部分に選択と集中

を図ることができる、という分業効果が競合効果を凌駕する、「分業の深化」の事例である。 

この点、加藤（2015）は、従来の試作機能共有の目的は以下の説が有力であったという。 

「１） 複数の設計案を同時に生産する必要性 

２） 社内で不足する製品開発に必要な資源の確保 

３） 従来の事業から離れた分野の開発における技術・知識の調達」569 

 

これに対して、加藤（2015）では、新たな説として「分業促進効果」があるのではない

かという問題提起を行っている。つまり、A 社と B 社が競合している場合、仕事が増える

と分業して得意技を磨く必要があり、このようなメニューの増大を通じて、範囲の経済を

実現する可能性があるとする。この延長上に、この横浜と燕三条の連携のような、競合同

士の連携によって、自らの強み（コア・コンピテンス）を「発見」することにより、分業

の深化が進むことが期待される。 

 以上、分業の深化について、能動的支援機能について 3 つの含意を確認できる。 

                                                        
569 加藤(2015), p. 100190 
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（１）被支援者間の連携によって分業が深化していく過程で、被支援者自身が自らを理解

することができる。まさにこのつなぎ役こそが支援者のクラスタリング機能であると

言える。こうした流れを通じて、被支援者どうし、そして支援者と被支援者が新たな

気づきを得ることで相互学習が進むのである。 

（２）こうした分業が分業を呼ぶ「分業の深化効果」を前提に、それぞれの被支援企業が

自らのコア・コンピテンスを導くことができる。このようなそれぞれの強みを理解す

ることが、実体的に競争と共創を両立する根拠といえるだろう。つまり支援者が連携

する過程において、競合相手であったとしても分業の深化を前提に連携する可能性が

ある。さらには、そのようないくつかの組み合わせこそが、オープンイノベーション

の文脈で新結合を惹起するということである。既に言及したとおり、現状の分業体制

という静止画として連携を検討するのではなく、分業を進めていく動的なメカニズム

こそが、越境型イノベーション生成の契機を掴む（第５章第５節の国際的企業家精神

の第２フェイズとしての新結合）。 

（３）注意すべきはこのような分業の深化は、生産サイドのひとりよがりで形成されてい

くものではない。横浜と三条の連携にみるように、同じメッキでも分業することによ

って、顧客がバリ取りを必要とするか否かなど、あくまで市場サイドのニーズを前提

にもたらされることに留意する必要がある。ここでも「破壊的イノベーション」を生

む新連携は需要サイドがイニシアティブをとる。 

 

以上の考察より導出された能動的支援機能の結論は以下のとおりである。 

能動的支援機能の結論４： 

能動的支援は、ネットワーク効果を通じてそれぞれの役割を繋げることで自社の

コア・コンピテンスを再「発見」する過程で分業深化を促進させ、Win-Win のか

たちで、越境型イノベーションに向けた新結合を加速させる 

これこそが RQ で念頭に置いている、越境型イノベーション生成の契機を掴む

ための能動的支援の機能である、ネットワーク型支援である  



 

 

301 

 

補論５ 支援者育成の可能性 

 補論５では、支援機能についてさらに踏み込んで検討を加える。イナクトメント型支援

を追求していくとすれば、その先にはいかにこの支援者を見つけるか。あるいは支援者を

育成するかがゴールになるだろう。その可能性について分析を加える。 

補論 5.1 支援機能の動機付け 

本研究では、越境型イノベーションの生成契機として、「能動的支援」という新たな支援

機能を必要とする。そこで新興アジアを通じた日系企業の越境型イノベーションには、こ

のような支援者機能人材が不可欠となる。そこで先ずは支援者について分析し、その後、

その支援者の動機付けを検討する。 

（１）支援者とは誰か 

第５章第 6 節の能動的支援機能の分析を踏まえ、表 0-20 のように支援者を類型化する

ことが可能である。 

敷衍すれば、ネットワーク理論に基づく支援機能をどのようにすれば利用することがで

きるか、またその能動的支援機能を越境型イノベーションのエコシステムにどのように取

り込み、構築することができるか、が問題となる。 

したがって誰でも支援者類型の「性向」としてこのような支援が可能である。商社の

OB・ＯＧなどの人材を専門家として活用するという方法が考えられるが、支援者と被支

援者間の解釈に「ゆらぎ」を与える工夫が必要である。例えば、インドに 20 年住んでい

たとしても、鉄鋼の専門家であれば、スウィーツの販売では素人になりかねない。その意

味で、「強い紐帯の強さ」すら発揮できない。それ以上に問題なのは、このようなネット

ワーク形成において戦略的な視座をもたない場合、招き入れた専門家がオールドエコノミ

ーのバイアスで語る場合、わざわざ「イノベーターのジレンマ」を社内に引き入れてしま

うことになりかねない（支援者のジレンマ）。何のために専門家を呼ぶのか、について検

討が必要である。さらにこれら専門家をトレーニングして、能動的支援に適合的な人材と

して育成することが求められるだろう。これらを活用して、真の支援者を活用する為のエ

コシステム構築が政策課題となる（表 0-20 参照）。 

 むしろ第５章第３節で取り上げた JICA が提供する中小企業海外展開支援事業などのよ

うに、資金的な協力に集中した方が政策効果としては有効かもしれない。「生兵法は怪我の
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もと」という俚諺のとおり、イノベーション生成の契機を支援する支援者として、天下り

式に「専門」を設定するのではないという意味で期待される。 

表 0-20 関与や影響力の程度に応じた支援者機能類型 

関与・影

響力 

の程度 

類型 概要 具体的発現形態 

小 産婆・トレーナー型 仮説検証・試作 JICA 案件化予算 

中 教師・メンター型 紹介・マッチング 真のコンサル 

大 宗教家・カリスマ型 システムメーキング 

ロビーイング 

大学教員 

属人的 

出典：著者作成 

 

（２）支援者の動機付け 

 支援者の立場に立てば、海外展開によるイノベーション生成の契機獲得という本研究の

テーマをどのように動機付けることが可能だろうか。ここでは、能動的支援における支援

者が海外での越境型イノベーションを起こすために動機付けを行うための提言を行う。そ

もそも支援者機能は、シュムペーターの企業者概念を補完する新たな類型として立ち現れ

る。その機能を強化し、育成するうえでどのような動機付けが可能だろうか。企業者が究

極的には利殖が目的でないのと同様、支援者機能自体は金銭的な見返り以上に、企業者と

共通の夢を見ながら自らの「帝国」を築くこと、破壊的なイノベーションを興すことそれ

自体に関心を持つ。さらに、支援者自体はその物語を紡ぐこと自体が一つの快楽とさえい

えるかもしれない。 

支援者の出自として企業者であるということは考えられる。多くのメンタリングにおい

て、このような活動は効果的である。スタートアップスではしばしば、アクセラレータと

呼ばれる機能や機関に所属する支援者がメンターとしてすでに創業した起業家が後代を育

てるという流れが定着している（鈴木（2017）など）570。岸本（2018）では、シリコンバ

レーにおける支援アクターとして、大学と研究機関、経営支援専門家、が支援機能の供給

                                                        
570 鈴木(2017), pp.274-275 
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源としている571。また Burke (1984)はメンターの役割として以下の 4 つを挙げている。 

  “(1) a positive role model; (2)built self-confidence; (3) went to bat for them; (4) 

teacher, coach, trainer; and (5) used job assignments to develop protégés572” 

      「（１）積極的な役割モデルの提供、（２）自信の構築、（３）攻撃、（４）先生、コ

ーチ、トレーナー、（５）弟子を育てるための仕事」573 

 

つまり模範となるモデルであり、被支援者に自信を与えるとともに、実際に被支援者と

ともに戦う相棒であり、弟子を育てる、先生、コーチ、トレーナーの役割を担うとされる。

このような役割は、一見すると一方通行の関係性にみえるが、第６章でみたとおり支援者

と被支援者は相互学習を通じた相互作用の関係性をもつものと考えられる。 

このメンターのメリットについて、いくつかの先行した研究が存在する。Burke (1984)574

では、一般的なメンターの利益について以下の通り述べている。  

   “…effectively performing subordinates (35%); a sense of pride in seeing subordinates 

development (16%); the perspective and energetic drive of youth (10%); loyalty 

(6%); and recognition by ohters for effective mentoring (6%)…Levinson (1978) 

reported that mentoring met a deep psychological need of individuals in mid-life and 

middle age to contribute to another in a positive way575” 

   「部下の効率的な業績（35％）、部下の発展を見届けるというある意味でのプライド

（16％）、若い世代の物の見方や熱量に突き動かされる（10％）、効率的なメンタリ

ングのための他人による認識、そしてレビンソン（1978）が報告しているとおり、

メンタリングは人生の中間点、中年の個人が、積極的に他人に協力したいという深

層心理的な欲求」576 

 

こうしたメンターのメリットが、自らの気づきを与えるという相互学習効果は、イナク

トメント型支援機能の本質である相互作用であるといえる。さらに興味深いのは、本能的

                                                        
571 岸本(2018), pp.47-55 
572 Burke (1984), p.361 
573 著者翻訳 
574 Burke (1984), p.361 
575 Burke (1984), p.361 
576 著者翻訳 
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な欲求として「教える欲求」が支援者の欲求として理解することができるかもしれない。 

鈴木（2018）では、メンターのメリットについて以下の６つをまとめている。 

「（１）「金銭授受」 

（２）「株式の付与」 

（３）「信用力の付与」 

（４）「人材のリクルーティング」 

（５）「潜在顧客の獲得」 

（６）「その他、大学等のプラットフォームを通じたビジネス機会拡大や人脈の

拡大」」 

 

（３）越境型イノベーションのエコシステムとしての支援者 

越境型イノベーションのエコシステムにおいて、鈴木（2018）のいう（１）の仕組みは

相当難しいだろう。新規のベンチャーに潤沢な資金準備を期待することは難しいからであ

る。他方、成功報酬などの将来的な投資目的を念頭においた金融システムを検討すること

は一考の余地がある。この延長上に鈴木（2018）の（２）は、ストックオプションのよう

な制度を構築するという意味で、（１）の発想に従って検討することができるかもしれない。

鈴木（2018）の（３）については第８章の政策提言した支援者市場というマーケット整備

の意味で、支援者個人のデータベースと信用力を評価することができるだろう。鈴木（2018）

の（４）の人材確保の観点は大きいだろう。特に支援者がかつての被支援者であるような

場合には、優秀な人材を取り込むという意味で有意義である。逆に支援者が次の企業者と

なる循環、企業者の登竜門としての支援者を位置づけることは、越境型イノベーションの

エコシステムを有効に起動させることができるだろう。 

鈴木（2018）の（５）、（６）は支援者のフリンジ・ベネフィットとして有効かもしれな

い。以上の支援者のメリットは即物的な利益であるが、それ以上の構造的な誘因はないだ

ろうか。 

そこでイノベーションに関するいくつかの人間類型を定義したシュムペーターの原点

に戻って確認しておく。シュムペーター（1977a）では、企業者には 3 つの刺激があると



 

 

305 

 

説いている577。 

(ア) 私的王国の建設 

(イ) 勝利者意志（闘争意欲と成功獲得意欲） 

(ウ) 創造の悦び 

同様のことは支援者にも言えるのではないだろうか。支援者機能は第５章第６節で説明

した通り、シュムペーターの「銀行家機能」であり、信用仲介機能を通じて支援を行う類

型の一つである。それは経済的な利益ではなく、人間の生来の欲動とさえいっても良いか

もしれない。先に言及した Burke(1984)で最後に紹介しているような「教える欲求」とさ

えいえるだろう。この議論を敷衍し、シュムペーターに倣って、「支援者機能」のモティベ

ーションをまとめる。 

① 精神的帝国（実業では企業者が帝国を築く：カエサルと教皇、スルタンとカリフ） 

② 結びつける悦び・ネットワーク的ポジション 

③ 創造の悦び：実験効果、預言者効果（物語の悦び） 

以上の３つである。これらは企業者同様、経済的誘因ではなく、ある意味で経済外的誘

因、世界観とさえいうべきものを表しているかもしれない。 

 

そして本研究で繰り返し言及しているような支援者と被支援者との相互学習効果が破

綻し、一方通行になってしまうケースが散見される。越境型イノベーションは不可避的に

このイナクトメント型の支援が要求されるのである。 

 

補論 5.2 アントレプレナー論としての支援者育成 

（１）アントレプレナー論の先行研究 

そこで、まずはアントレプレナーとは何かについて先行する学説を整理し、第５章第６

節に引き続き、「支援者」機能について検討を加える。シュムペーター（1950）によれば、

アントレプレナーは以下の通りの定義を下している。 

「慣行の軌道を乗り越えて信念をもって行動し、…抵抗を克服していく資質」578 

                                                        
577 シュムペーター(1977a), pp.245-248 
578 シュムペーター(1995), p.207 
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本研究では、グローバル・アントレプレナー教育とは、グローバルな環境の激変で価値

が転倒するなか、どの分野にキャリアを積むにせよ、必要となる知の技法と精神的態度（マ

インドセット）と定義する。従って、巷間言われているような、「起業の仕方」（How-to)を

教えるわけではない。 

シュムペーターに先行する「企業者」の位置づけについては、本来、信用＝銀行家がそ

の機能を担うと考えられる。確かに金融仲介的にリスクをとる行為、危険負担行為は極め

て重要な機能となるだろう。しかし先に補論３の官民ファンドで分析したとおり、問題は、

危険＝リスクに対して野放図に受入れる力という意味ではなく、リスクのその先にはどの

ような案件が優良案件で、どのような案件がそうでないかを目利きする力が必要になると

言えるだろう。今日の世界的な流動性の過剰な状況（カネ余り）にあって、資金調達の苦

労は、案件形成の苦労、イノベーションの契機をつかむまでの作業に比べて相対的に軽い

状況になりつつある。問題の本質は、無自覚にエクスポージャーの広い資金を調達する、

リスクをとれる資金を集めることではない。個別案件そのものの重要性を理解できるか、

あるいは目利きである支援者がいかに世界に対してエクスポージャーを広げ、案件形成の

鑑定眼を発揮できるかにある。その意味でアントレプレナーの支援者とは、目利きを育て

ると言い換えても良い。逆に言えば、「不作為」のリスクが増大しているといえるだろう。 

 

（２）アントレプレナー教育で何を学ぶか 

長崎では、長崎大学を中心に 2017 年以降、グローバル・アントレプレナー教育の一環

として、長崎ブレークスルー（以下「NBT」）という活動を行っている。これは 1 年間学

生が各企業傘下のチームに分かれて、企業への長期インターンシップを通じ、海外での越

境型イノベーションを目指すという試みである。 

NBT では、この目利きを育成するために企業への長期インターンシップを行う。職人の

徒弟制度や、伝統芸能における弟子入りなどの古くからの学習方式から導き出される「わ

ざ」の習得方法をアントレプレナー教育の実践に盛り込むという試みである。生田（2007）

によれば、「わざ」とは、無意識な動作の連続としての「慣習」とは異なる。学習者の社会

的かつ理性的な働きを前提とした身体技法であり、「技法と集合的個人的な実践理性」579で

                                                        
579 生田(2007), p.26 
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あるとされる。従って、その学びにおいては、「型」の習得、すなわち、「ある「形」をハ

ビトゥス化していくプロセスの認識の変化の記述」580が必要である。 

このため、NBT では、「社長のかばん持ち」を実践することによって、言語化された起

業家の所作だけではなく、生活の中で生まれた「型」、起業家の「型」、暗黙知581を学ぶこ

とを目指す。起業家には起業家の「ハビトゥス」＝習慣、様式があり、これらは全人格的

にぶつかっていくこと、そして生活の隅々にあらわれる所作によって構成されており、こ

れらを、生活を共にして学ぶということである。お茶を飲むとき、接客をするとき、部下

に指示するとき、その一投手一投足が教科書なのである。この意味で、NBT では社長や幹

部に対する「かばん持ち」を実践する。ミンツバーグの議論の参与観察では、一般的に考

えられるような仕事とは異なるいくつかの業務が存在することが明らかにされている。い

わゆる「泥臭い」仕事や、調整業務も含めて、サイエンスだけでなくアートの領域で実践

的な学びが必要である582。 

 実際に、2018 年、2017 年の２年間を通じ、「社長のかばん持ち」として足繁く会社に通

い、また社長と海外出張まで随行した学生の案件についてはその熟度が増すことが経験的

に理解される。その意味で、起業するという実践的な意味の前に、特異な人間類型として

の企業者のハビトゥスを学んでいる。これは唐木順三583の説く「修養」の現代版であると

言い換えても良い。 

   「・・・「型の如く」といわれるものに変化する。修養ないし修業が社会的習慣の習

得に終始するにいたるとき、内面的なものが反撥する」584 

 

(３)「正統的周辺参加」としてのかばん持ちインターンシップと軒先ベンチャー 

このような「型」の「守・破・離」の形式こそが、体化されるトレーニングの方法論と

言 え る だ ろ う 。 Lave & Wenger (1991) は 、 正 統 的 周 辺 参 加 （ legitimate peripheral 

partiicpation）という術語を用いて、このようなトレーニングへの新規参加者（ここでは学

生）の参加状況を説明している。 

                                                        
580 生田(2007), p.31 
581 ポランニーの「技能」における「暗黙知」である(ポランニー(2003), pp.27-28) 
582 ミンツバーグ(1993), pp.6-9 
583 唐木(2001), pp.41-50 
584 唐木(2001), p.48  



 

 

308 

 

   “…we call legitimate peripheral participation. By this we mean to draw attention to 

the point that learners inevitably participate in cummunities of practitioners and that 

the mastery of knowledge and skill requires newcomers to move toward full 

participation in the sociocultural practices of a community585” 

   「我々が「正統的周辺参加」と呼ぶものによって、学習者は必ず実践する人々の共

同体に参加し、そこでは知識やスキルの習得のために、新参者に対して共同体の社

会文化面での実践を通じて全面的な参加に向かうことを求めている」586 

 

つまり、新参者である学生が、実践的な活動を通じて学んでいく様を理解することがで

きる。この実践こそが「社長のかばん持ちインターンシップ」の本質なのである。まさに、

「社長のかばん持ちインターンシップ」が、「正統的周辺参加」である。さらに NBT で

は、第８章第 3 節で提案した「軒先ベンチャー」という方式を採用している。この企業者

である社長について学びを得て、時宜によっては、その軒先を借りて起業するという方式

である。起業を支援できるのは先輩起業家であるともいわれており587、また、中堅企業で

あれば NBT での学びを通じて開拓された海外ビジネスに向け、学生を活用する。場合に

よっては自社で採用することで、その後の社内ベンチャーの担い手として、本研究のテー

マである越境型イノベーションの目指す新興市場での第二創業（リスタートアップス）が

実現できる。 

 生田（2007）はこの学びを世阿弥に仮託して説明している。 

「「無主風」とは師匠の「形」を模倣したままを演じている段階」588 

「「有主風」とは、師匠の示す「形」を十分に模倣した後に、「わが物になりて、身

心に覚え入りて」、・・・はじめて到達することができる境地」589 

 

以上を踏まえ、この「軒先ベンチャー」を通じた新たな起業や企業者の学びは現実性を

帯びるものと考える。さらに、官民ファンドで提起したとおり、日本の新産業創造支援は、

                                                        
585 Lave & Wenger (1991), p.29 
586 著者翻訳 
587 一般社団法人ベンチャーエンタープライズセンター(2018a) I-152、また第５章第６
節の中小企業白書の分析でも明かである。 
588 生田(2007), p.41 
589 生田(2007), p.46 



 

 

309 

 

米国や中国と同じである必要は無く、むしろ日本の地方に存在する、前述の「グローバル・

ニッチ・トップ」や「オンリーワン企業」と呼ばれる技術力やノウハウ、伝統的に経験を

積んだ中堅・中小企業を媒介にしたほうが、リスクがはるかに低いと言えるだろう。 

生田（2007）が強調している、「エントレインメント（entrainment）」590＝共調作用は、

能動的支援における支援者機能として、先に議論した Wieck の“enactment”にも通じる。 

 まさに、佐伯（1995）のいう教育の理想が説得的である。 

「教師が何もしないのに、子どもたちがどんどん追求し、学びを深めていく」591 

 

こうした社会演習とインターンシップは理想的である。さらに佐伯（1995）が定式化し

たこの“I”と“You”の相互関係は、学びの本質であるとされ、相手の立場に立って理解する

という営為について説明している。 

「人はつねに、他者とともに学ぶ存在である」592 

 

 また、NBT の真骨頂は、海外留学を通じ海外の課題を前提に、その課題解決に向けた越

境型イノベーション生成の契機を狙っており、学びにおける間主観性を強調する。 

「他者の「内側」に入り込んで、いわば、その人の身に「なって」、その人の目的や

動機を自分の中に取り込み、その上でその人の置かれている状況に対して「その人

として」自然な、当然な、妥当な行為をする」593 

 

越境型イノベーション生成の契機を探る訓練、実践的学習を通じて真の支援者機能に迫

るとともに、企業との海外展開を通じた相互学習を実現する。そのプロセスは、いわゆる

「課題解決型学習」ではない。「課題」がアプリオリに与えられるという状況こそが、能動

的学習を阻害する可能性がある。そこで「課題発見型学習」という問題設定型学習を実践

する。 

 NBT を通じ、イナクトメント型支援に近づく学習の場を提供し、実践できるのではない

か、というのが現在の作業仮説である。佐伯（1977）によれば、知識とは以下の通り説明

                                                        
590 生田(2007), p.77 
591 佐伯(1995), p.18 
592 佐伯(1995), p.44 
593 佐伯(1995), p.90 
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される。 

「知識というものは単なる「エピソード」ではない。それは、あらゆるものに「つ

じつま」をあわせてくれるし、あらゆる経験の「意味」を教えてくれるし、あらゆ

るできごとの「関連」をつけてくれる」594 

 

 そして佐伯（1977）は、学習における一貫性を強調する。 

「子どもは「おそれて」いるのではなく、一つのルールを「知ろう」としているの

だ。まさに「一貫性」をさぐり出そうとしている」595 

 

この一貫性こそが、イナクトメントにおける物語の遂行性と共鳴している。 

「「認知心理学」なる領域の最大の中心テーマが、人間の一貫性（認知心理学ではこ

れを「構造」とよぶが）の獲得であることに気づく。」（著者下線）596 

 

これらに最後の審判を下すのは学生であり、これに対して十全の活動を全うしたものが

最終的に判断を下すべきである。その理由は以下の通り語られる。 

「行為や技能（スキル）を教える場合の教育目標は、必ず生徒の行動のことばであ

らわされているべき」597 

 

 以上支援者育成は、第５章第６節でまとめた「イナクトメント型支援」と共鳴する。こ

の間主観性、課題発見型学習、一貫した遂行性（実践性）というポイントが重要である。

そして、「かばん持ちインターン」を通じてしか学べない「なにものか」を体得することが、

支援者が被支援者との間で構築する関係性であるといえる。 

 次に国際産学連携を取り上げ、その本質はここでいう支援者機能ではないかという問題

提起を行う。産学連携では大学のシーズをかたちにするというかたちで展開されがちであ

る。しかし、もしそのようなシーズ志向型、つまりプロダクト・アウトの発想では、国際

産学連携の文脈でクリステンセンの「破壊的イノベーション」を見失う可能性があるので

                                                        
594 佐伯(1977), p.65  
595 佐伯(1977), p.81 
596 佐伯(1977), p.81 
597 佐伯(1977), p.144  
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ないか、という視点で議論を進める。むしろ大学の「正統化活動」こそが、支援者として

の大学と、産業界との多産な関係を生む可能性について論究する。 

 

補論 5.3 大学における支援機能～国際産学連携の形成に向けて 

（１）長崎ブレークスルーによるアントレプレナー教育の実践 

補論 5.3 では、グローバル・アントレプレナー教育プログラムであり、2017 年 4 月 1 日

に発足した長崎ブレークスループロジェクト（Nagasaki Breakthrough：以下「NBT」）を

取り上げ、その生成から実践の過程を、参与観察を通じて支援者機能の育成的側面を解剖

していく598。支援企業（2018 年度末現在 28 社）の海外展開を通じた越境型イノベーショ

ンの案件形成について、参加学生の各チーム（最終的には 9 チーム）に分かれ、1 年間の

支援企業への長期インターンシップを通じて、資金調達を進めて実際の事業化を実現して

いくという形態の、グローバル・アントレプレナーシップ教育プログラムである。 

特に、支援企業の新興アジアにおけるグローバルビジネスの案件形成を目指すことが目

的であり、新興アジアへの学生の留学支援を進めるファンドを提供し、「課題発見型学習」

を実践する。まさに、クリステンセンのジョブ理論を具現化する方策である。「課題解決型

学習（PBL: Problem Based Learning）」ではなく、「課題発見型学習（PDL：Problem 

Discovering Learning）」としている理由は、課題設定こそが越境型イノベーション生成の

契機を掴むきっかけとなるからである。Cohen, et. al. (1972)の提唱する Garbage Model に

基づけば、”problems,” “Solutions,” “participants”が”opportunities”と渾然一体となり、同

期的に決定されていくことから、「問題⇒解決方法」ではなく、むしろ問題設定ないし問題

発見に重きが置かれる必要がある599。 

 この課題発見能力については、寺本（1990）でも「筑波研究コンソーシアム」の分析に

おいて、研究開発（R&D）の成否において重要なポイントとされている。 

   「問題解決型ではなく、みずからの問題を発見し、独自の技術開発への手がかりを

つりだす、創造的活動を任務として掲げている」600 

                                                        
598 長崎ブレークスルーの概要については、松島（2018a）で考察している。 
599 Cohen,et(1972), pp.11-16 
600 寺本(1990), p.139 
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長崎ブレークスループロジェクトでは、一つに、単なるアイディア先行型でも、解ける

課題に限定したイベントに終わらせることも望まない。学生の経験値を上げるため、国際

会議で発表や、ピッチ大会への参加、内外企業への長期インターンシップ、海外留学を経

験させる。課題発見と言っても、多くの場合、現前するそのものの生の課題ではなく、そ

の背景に隠れた課題を翻訳し、真因として課題を設定し直す作業から出発する。 

 大学が活動を主導することを前提に、学生の起業、具体的な結果を出すキャリア教育、

グローバル・アントレプレナーシップの涵養を進めることが目的である。そのために、学

生に期待するのは、これまでのマインドセット（mindset）を変えるため、世界へ、社会へ

のあらゆる角度から多様性のある外部へのエクスポージャー（exposure）を可能な限り広

げることが期待される。 

こうしたグローバル・アントレプレナー教育については、イノベーター自体を育成する

ことは可能かという否定的な見解が存在する。そもそもシュムペーターが明確に規定した

「企業者」の極めて希有な特性によって、イノベーションが牽引されるという見方に立て

ば、イノベーター自身の育成というのは一定の留保が伴うだろう。これに対し、本研究で

は、あくまで「企業者」を支援する立場の「支援者」に着目し、その機能を育成すること

が可能か、また可能であるとすればどのように育成することができるのか、表 0-21 にみ

るとおり、これが本節に通底する研究課題である。 

表 0-21 アントレプレナー教育に向けたアプローチ比較 

 本研究のアプローチ これまでのアプローチ 

領域 越境型イノベーション 国内イノベーション中心 

対象 支援者の育成 企業者本人の育成 

方法 かばん持ちインターンシップ 企業者から企業者への伝授 

理論の共有 

出典：著者作成 

NBT のプラクティスを通じ、組織としての大学の支援機能の活用についても考察する。

いわゆる、産学連携は、大学における研究の成果がシーズとして提供され、産業界、ビジ

ネスを通じて社会実装されることで社会に対する貢献できるとされる。Etzkowitz（1998）
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は、大学の第二革命としての“Capitalisation of Knowledge”を挙げており601、大学の今まで

の教育と研究とは違う第三の役割と貢献について、その背景としての知識主導経済への移

行と“knowledge infrastructure602”の必要性を強調する。 

実際、表 0-22 は鈴木（2017）の大学へのアンケート調査によって明らかになった、日

本の大学における国際産学連携の取り組み度合である。日本における国際産学連携の取り

組みは未だに少なく、国際産学連携と国内産学連携を両方行っているか、国際産学連携の

みを行っていると答えた割合は、わずかに 13.9％程度になっている603。 

 この調査のなかで、国際産学連携の体制の課題として、「海外企業等のニーズを検索する

スタッフや外部専門家がいない（少ない）」が 84.7％604であり、国際産学連携プロジェクト

がもたらされるのは圧倒的に、「人的ネットワークのある相手方からの照会・引き合い」は

58％605であるとされる。したがって本研究で注目するのは、シーズ主導の大学発ベンチャ

ーではなく、大学の産学連携を通じた正統化活動である。 

表 0-22 産学連携の実践606 

国際産学連携 国内産学連携 割合 

〇 〇 13.8％ 

〇 × 0.1％ 

× 〇 57.7％ 

× × 28.4％ 

出典：Etzkowitz & Leydesdorff (2000), P.111，Fig.3.The Triple Helix Model of 

University-Industry-Government Relations より著者作成 

そもそも、大学発ベンチャーは、先の議論にあった供給主導型イノベーションであり、

そこには需要側の目線が不在である。鎗目, 馬場（2004））は、光触媒の成功事例を通じて、

アカデミアの与信機能、すなわち新規物質の科学的説明を期待される。 

"sound scientific understanding of the mechanisms on how to achieve and control 

                                                        
601 Etzkowitz(1998), p.833 
602 Etzkowitz & Leydesdorff (2000), p.111 witz & Leydesdorff (2000), p.121 
603 鈴木(2017), p.５ 
604 鈴木(2017), p.11 
605 鈴木(2017), p.24 
606 鈴木(2017), p.5, 図表３－１ 平成 22 年以降の産学連携の取り組み 
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the desired functions of new functional materials607”  

「新しい機能性物質の望ましい機能に到達し制御するメカニズムに対する健全な

科学的理解」608 

 

すなわち、大学研究者と産業界の継続的対話・交流、大学内のスモールグループに重要

性、“Community of Practice”の必要性609が強調される。“Community of Practice”とは、

Wenger の造語である。 

“〔communities of practice〕are groups of people informally bound together by 

shred expertise and passion for a joint enterprise610” 

   「〔実践の共同体とは〕、ひとつの経験や共同事業への情熱によって非公式に集ま

って結束している人々の集団である」611 

 

そして、この定義を通じ、“knowledge bank – a global source for high-quality information 

on economic development612” などの術語を通じた、新たな知的交流のプラットフォームが

重要になる点を協調する。したがって、産学連携においても供給主導のイノベーションの

限界を如何に解消するのか、むしろ外部にあるニーズや課題を抱える対象を取り込むプロ

セスが強調されるという訳である。 

 

（２）産学連携の「正統化活動」 

山田（2006）は、大学の産学連携支援の機能としての「正統化活動」、すなわち大学によ

るお墨付き効果が強調される。ここでは大学のシーズを活用するのではない。あくまで大

学は科学的なエビデンスをもとにした正当性を付与する機関として機能する。 

「ベンチャーにとって最も戦略的な課題は、必ずしも優れた新技術を有することの

みではなく、技術に対する環境・制度的な正統性を獲得すること」613 

                                                        
607 鎗目＆馬場(2004), p.160  
608 著者翻訳 
609 鎗目＆馬場(2004), p.161 
610 Wenger & Snyder (2000), p.139 
611 著者翻訳 
612 Wenger & Snyder (2000), p.145 
613 山田(2006), p.25 
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 また正統化活動は以下のように規定される。 

「ベンチャーが行う正統化活動とは、事業の存続と生き残りのために、様々な正統

化の源泉（規制・規範・認知）などを準拠、選択、操作化することによって一定の

優位性を獲得する戦略的行為」 

 

再び「イナクトメントとしての、不確実性の縮減効果」614として、不確実性を解消する

機能としてのイナクトメント型支援が強調される。 

「正統化活動は、外的な資金調達などの正統化だけではなく、内部のベンチャー形

成に直接関わる（準）内部関係者」615 

 

ベンチャーに関わる参加者にとっても、自らの関与する事業に対する正当性が付与され

ることで、モティベーションが高まり主体性が高まるという。 

これらの議論は、産学連携におけるイノベーションのあり方について一定の示唆を与え

ているだろう。つまり、大学が貢献する科学としての検証可能性、再現可能性を前提とし

た因果関係の検証過程及びこれらを前提とした理論構築、いわば演繹的論証と帰納的理論

構築とは別の、推論としてアブダクションとは本来異なる知的営為ではないか。ここで大

学発ベンチャーが主張するような大学からイノベーションを興すことを強調するというこ

とは、たまたま「科学者」としての大学と、「企業者」としての大学が極めて蓋然性の少な

い僥倖によって一致するということを期待することにすぎない。そもそも日本における産

学連携研究の嚆矢である児玉は産学連携の技術移転について以下の主張を行っている。 

「技術移転の成否は送り手よりも受け手の行動に大きく依存」616 

 

さらに敷衍して、産学連携の本質について認知ギャップを強調する。 

「産学連携問題の本質は大学研究と企業研究の間に発生する認知上の「ギャップ」」617 

このような認知ギャップの解消を通じたリスク低減行動こそが、イノベーションの支援

機能に求められた要件であると言える。 

                                                        
614 山田(2006), p.25  
615 山田(2006), p.26 
616 児玉(2004), p.2 
617 児玉(2004), p.3 
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 以上の産学連携の前提にたって、NBT ではさらに歩を進めて国際産学連携を目指して

いる。海外とのグローバルなネットワーク構築や、内外のスタートアップに関するヒト・

モノ・カネを、官民双方において支援を進める。越境型イノベーションを喚起するための

エコシステム構築に向け、国を越えた制度構築を目指していく。グローバルにして、ロー

カルとしての、「グローカル」の実践こそが NBT の本質である。 

 

（３）国際産学連携のネットワーク効果 

中小企業間連携について、森岡（2007）は Granovertter（1973）を援用し、中小企業の

連携に向けては、強い紐帯と弱い紐帯の二つの紐帯が存在し、「強い紐帯の強い効果」は垂

直的な関係で事業化には適しており、まさに異業者間で有効に機能が発揮される。これに

対し、先に述べた Granovertter（1973）が定式化した「弱い紐帯の強い効果」は、水平的

な関係で、情報収集機会の増大には適しており、同業者同志の連携を想定している。 

第５章第６節で述べたとおり、越境型イノベーションにおける越境型スタートアップス

において重要なのは、こうした「弱い紐帯の強い効果」であり、世界中のさまざまなスタ

ートアップスの拠点と連携することが重要である。その際大学間連携は「弱い紐帯の強い

効果」に対して極めて有効であり、いくつかの大学との連携の結果、思わぬ連携の可能性

や創発的なアイディアとその実践に向けた実証的な取り組みが進められることになった。

この国際産学連携の具体的な実践事例を、長崎県に所在する消防自動車メーカーであるナ

カムラ消防化学の事例で確認する。 

 

（４）国際産学連携のケース分析：ナカムラ消防化学 

長崎・大村市に所在するナカムラ消防化学は、日本で 8 社しかない消防自動車製造会社

である。同社は、JICA の案件化調査618を利用して、タイで越境型イノベーションを目指し

ている。同社が誇る高圧ポンプ・シスキュー（syscue）は、表 0-23 であきらかなとおり、

ホースでの水平送水で 1km、垂直に 100ｍという高さまで水を飛ばすことができる。 

 

                                                        
618 第５章第３節参照。 
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表 0-23 ナカムラ消防化学シスキューと他社製品の性能比較 

 シスキュー（SYSCUE） A 社 

水平送水（ホース） １ｋｍ 250ｍ 

垂直送水 100ｍ 30ｍ 

出典：著者作成 

 更にこのポンプは、120kg 程度であり、他のホースに比べても軽量で小型化している。

したがって、場合によっては大八車などでも運ぶことも可能である。このような特徴的な

技術は、ナカムラ消防化学が長崎の地形で培った技術であり、ノウハウと言える。長崎は

山を切り崩して開発した街なので坂の街と呼ばれるとおり、住宅が山にへばりついて立っ

ている。従ってこのような地域の消火活動は困難を極める。これに対しナカムラ消防化学

は小型の消防自動車、消防ポンプを開発することになったというわけである。このような

ポンプをタイの北部チェンマイに導入することにより、現在深刻化しているヘイズ（heiz）

と呼ばれる森林火災による煙害を解決することを目指す。チェンマイでは乾季になると視

界がゼロになるほど真っ暗になり飛行機が飛べないほどの深刻な問題が生じている。 

 しかしながら消火活動はあくまで火災が発生した際の対処療法であり、根本治癒にはな

らない。このチェンマイの森林火災の原因は、焼畑したときに火がコントロールできなく

なったことが原因とされている。タイ国内では法律上、野放図な焼畑は禁止されることに

なっている。しかしタイだけではなく、国が接するラオスやミャンマーなどで行っている

焼畑の火が、国境を越えて延焼してくることが問題とされる。農家にとって、商品作物と

してすぐに換金可能なサトウキビやスウィートコーンの焼畑を行いたいという意向がある

という。しかし、もし焼畑をせずにより所得が増え、かつ持続可能な環境を維持できると

すれば、問題は解決するだろう。実はコーヒーやワイン用の葡萄、桑などの果樹栽培が最

適になると考えられている。そのような果樹栽培のためには、農業用水が必要となるとい

う。ここで真因としての課題が発見される。 

山岳農業用の散水用のポンプ、つまり、このナカムラ消防化学の小型ポンプを平常時に

は農業に活用することを考えたのである。そもそも消防自動車や消火ポンプは公共財であ

る。非常時には不可欠だが、いつも必要な必需品ではなく、したがって相手国政府に何台

も売れるというわけではない。農業用ポンプとしても使用できるようにすることによって、

単なる公共財ではなく平常時には農業用の山水ポンプとして活用できるようになる。しか
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も長距離の送水が可能となる。これは山岳地帯の農業にとって水を下から引き込むことが

できるのでとても活動的であり、今まで子供たちがふもとから一生懸命水を運んでいた生

活が抜本的に改善される。このような社会課題解決をも射程に入る。 

実はこの消防用ポンプの農業用ポンプへの業態転換を通じた越境型イノベーションの

アイディアは、2017 年に長崎 NBT 学生がタイの国際機関メコン研究所に留学して調査し

たことをきっかけに始まった。また学生が留学中に調査したところ、さらに大きな副次効

果も検証された。日ごろからこのポンプ車を使うと、高齢者や子どもでもこのポンプの使

い方を習得することができる。このため、いったん有事の際にはすぐに活用できる。 

この集大成として、2019 年 7 月 6 日には長崎大学で、タイの要人を招聘し、第 1 回国

際防災イノベーション会議を開催した。これは「ナカムラ・モデルを世界へ」と言うスロ

ーガンのもと、ナカムラ消防化学のような防災分野で蓄積されてきた高度な技術やノウハ

ウを、新興アジアの社会課題解決に役立てるための投資ピッチ大会が行われた。地方中堅・

中小企業の優れた技術やノウハウをこのまま日本で死蔵させてしまうのはもったいない、

新たなアプリケーションを通じてグローバルな世界各地の地域課題を解決するために役立

てようという国際会議である。防災のため、人命尊重で培われた技術の水準は相当に高く、

これらの業態転換によるイノベーションは、大変有効な方法であると考えられている。 

 

（５）国際産学連携に関する総括 

以上、国際産学連携における５つのポイントを取り上げた（表 0-24 参照）。１つは、（国

際）産学連携の存在理由である「正統化活動」の効果である。２つは、（国際）産学連携に

おけるマーケット・インのアプローチの必要性である。3 つめは、国際産学連携のポジシ

ョンがもたらすネットワーク理論上の仲介効果（ネットワーク効果）である。そして、４

つには国際産学連携を通じた教育効果（かばん持ちインターンシップ）、５つには国際的な

Community of Practice のプラットフォーム形成である。以上を実現することで越境型イ

ノベーション生成の契機を掴む、国際産学連携を視野に入れることができる。 
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表 0-24 国際産学連携に向けたナカムラ消防化学の意義 

国際産学連携のアジェンダ 概要 ナカムラ消防化学での具体例 

１ 正統化活動 大学によるお墨付き 大学の関与 

国際防災イノベーション会議 

関係学部 等 

２ マーケット・イン 国際的なニーズ・課題の

追求 

かばん持ちインターンシップ

を活用した課題発見調査 

３ ネットワーク効果 NBT ネットワーク活用 チェンマイ大学、メジョー大学

との連携 

４ 教育効果 留学生派遣 

NBT プロジェクト化 

かばん持ちインターンシップ

による学生の実践教育 

５ CoP プラットフォーム 産学ミッション 国際防災イノベーション会議 

出典：著者作成 

以上の考察より導出された能動的支援機能の結論は以下のとおりである。 

能動的支援機能の結論５： 

能動的支援の主体、支援者育成に向け、正統的周辺活動が望ましいことから、「軒

先ベンチャー」によるカーブアウト型事業化と「社長へのかばん持ちインターン

シップ」は効果的である 

 

補論結論  

補論では、越境型イノベーションの結合因果条件である、能動的支援について考察した。

その結果、能動的支援機能に関する５つの結論を得た。 

能動的支援機能の結論１：旧支援の限界 

旧支援に対するニーズはなく、また旧支援から能動的支援への移行が進んでいない。特に

初期ステージの越境型イノベーション生成の契機を掴む能動的支援が機能不全である 

能動的支援機能の結論２：イナクトメント型支援による相互学習 

支援者と被支援者の意識が乖離し相互学習（イナクトメント型支援）が進まない場合、越

境型イノベーション生成の契機を掴むことは難しい 

特に、被支援者側の主体性、ネットワークへの関心が重要になる 
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能動的支援機能の結論３：能動的支援における両利き戦略 

両利きの経営により、能動的支援のイナクトメント型支援を受け新興アジアで既存産業の

大化け（リスタートアップス）を狙い（「破壊的イノベーション」）、国内の「持続的イノベ

ーション」の金融的支援を充実させる 

能動的支援機能の結論４：ネットワーク型支援によるコア・コンピテンス発見 

能動的支援は、ネットワーク効果を通じてそれぞれの役割を繋げることで自社のコア・コ

ンピテンスを再「発見」する過程で分業深化を促進させ、Win-Win のかたちで、越境型イ

ノベーションに向けた新結合を加速させる 

これこそが RQ で念頭に置いている、越境型イノベーション生成の契機を掴むための能

動的支援の機能である、ネットワーク型支援である 

能動的支援機能の結論５：能動的支援機能を発揮する「軒先ベンチャー」 

能動的支援の主体、支援者育成に向け、正統的周辺活動が望ましいことから、「軒先ベンチ

ャー」によるカーブアウト型事業化と「社長へのかばん持ちインターンシップ」は効果的

である 

 

以上、旧支援の限界を越えて、イナクトメント型能動的支援による相互学習を前提に、

新興アジアでの破壊的イノベーション生成の契機を掴む優位性を追求し（「両利きの経営」）、

ネットワーク型支援により自社のコア・コンピテンスを再「発見」する過程で分業を深化

させる。能動的支援者育成に向けた、正統的周辺活動を通じた「軒先ベンチャー」が能動

的支援の一つの方向性である。以上、RQ 及び SRQ を補強するものであり、政策提言に貢

献するものと思われる。  
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補章 本研究における方法論の整理 

 ここでは、本研究で活用するオペレーションズ・リサーチ（OR）の分野で開発されてき

た各種分析手法について解説を行う。 

 

補章１ 包絡分析法（DEA）について 

 包絡分析法（DEA：Data Envelopment Analysis）を活用する。DEA は、テキサス大学の

チャーンズ教授（Charnes, A.）とクーパー教授（Cooper, W.W.）、さらにインディアナ大

学のローデス教授（Rhodes, E.）が提唱したものであり、基礎モデルは、CCR（Charnes-

Cooper-Rhodes）モデルといわれている。分析の対象となる意思決定単位（DMU：Decision 

Making Unit）の間の相対評価を行うものであり、最優秀のパフォーマンスをもとにして、

それぞれの DMU の業績評価を行う。 

通常量的分析で用いられる統計的な回帰分析法は平均に基づく分析法であり、平均とい

う存在しない理想を念頭に置く分析である。対して DEA は実際に存在する実現可能な優

れた DMU の集団（効率的フロンティア）を基準にした相対的な評価方法となる。 

「産出／投入という比を用いて、その交換比率の効率性を測定するのが比率尺度で

あ〔り〕、・・・同種の投入と産出をもつ事業体が複数個ある場合、比率尺度による

効率性の値の大小によってそれらの事業体の相対比較を行う」619 

 

補章 図 1 効率的フロンティアと回帰直線620 

出典：刀根（1993），p.3, 図 1.2 より一部変更して引用 

                                                        
619 刀根(1993), p.1 
620 刀根(1993), p.3，図 1.2 
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通常、回帰分析が全体の平均からの距離を前提に、個別の状況を確認するのに対し、DEA

では、個別 DMU のパフォーマンスのなかで、実際に存在するベストプラクティスを前提

にして効率性を評価する（補章 図 1 参照）。その意味で現実的、実際的な評価を与え、

そこからの具体的な改善提案が容易となる。 

 

補章 図 2 DEA の図解的説明621 

出典：末吉（2001），p.16, 図 1.7 より一部変更して引用 

補章 図 2 で表された A～F は各 DMU の単位であり、ｘ１とｘ２の２入力、ｙの１出力

における効率性フロンティアが、E～D～C～F で結ばれた包絡線となる。ここで DMU の

一つである A は、直線 OA で効率性フロンティア CD と A1 で交わるところで効率的とな

るほか、C、D、E は A と B の参照集合となり効率的であると言える。また、F について

は効率性フロンティアに向かうには、C まで入力１（ｘ１）を減らす必要があり、非効率で

ある622。 

この DEA の分析手法について、数学的には以下のようになる623。 

ｍ個の投入項目とｓ個の産出項目を選定、DMUj の入力データを x1j, x2j, x3j, ･･･, xmj、出

力データを y1j, y2j, y3j,･･･, ysj とする。各事業主体の活動データから行列を作り、入力デー

タ行列 X と出力データ行列 Y とし、（m×ｎ）型と（ｓ×ｎ）型の行列で表すことができ

る。 

                                                        
621 末吉(2001), P.16，図 1.7 
622 末吉(2001), P.14-16 
623 末吉(2001), P.9-15 を参照にして作成。 
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X = [

𝑥11

𝑥21

𝑥12

𝑥22

⋯
⋯

𝑥1𝑛

𝑥2𝑛

⋮
𝑥𝑚1

⋮
𝑥𝑚2

⋱
⋯

⋮
𝑥𝑚𝑛

] 

Y = [ 

𝑦11

𝑦21

𝑦12

𝑦22

⋯
⋯

𝑦1𝑛 

𝑦2𝑛

⋮
𝑦𝑠1

⋮
𝑦𝑠2

⋱
⋯

⋮
𝑦𝑠𝑛

] 

（1.1） 

ここで複数の各事業体の比率尺度で効率性を測定する。対象事業体をｋ番目として

DMUｋと表す。入力の重みを vi （i=1,2,3,･･･,m），出力の重みを ur（r=1,2,3,･･･s）とし、

次の式で求める。 

 

目的関数 Max θ =
𝑢1𝑦1𝑘+𝑢2𝑦2𝑘+⋯+𝑢𝑠𝑦𝑠𝑘

𝑣1𝑥1𝑘+𝑣2𝑥2𝑘+⋯+𝑣𝑚𝑥𝑚𝑘
 

 

制約式 
𝑢1𝑦1𝑗+⋯+𝑢𝑠𝑦𝑠𝑗

𝑣1𝑥1𝑗+⋯+𝑣𝑚𝑥𝑚𝑗
≤ 1     （j=1,2,3,･･･,n）   （1.2） 

            𝑣1, 𝑣2,⋯ , 𝑣𝑚 ≥ 0,              𝑢1, 𝑢2,⋯ , 𝑢𝑠 ≥ 0 

式（1.2）に対し、線形計画問題を考える。 

目的関数 Max θ＝u1y1k+･･･+usysk 

 

制約式 v1x1k+･･･+vmxmk=1 

u1y1j+･･･+usysj≤v1x1j+･･･+vmxmj （j=1,2,3,･･･,n）   （1.3） 

v1, v2,･･･,vm≥0,      u1, u2,･･･, us≥0 

 

式（1.3）を短くすると、 

    目的関数 Max  (1.4) 

∑𝑢𝑟𝑦𝑟𝑘

s

r=1

 

  制約式 



 

 

324 

 

−∑𝑣𝑖𝑥𝑖𝑗

𝑚

𝑖=1

+ ∑𝑢𝑟𝑦𝑟𝑗 ≤

s

r=1

0           (𝑗 = 1,2,⋯ , 𝑛) 

∑𝑣𝑖𝑥𝑖𝑘 = 1

m

i=1

 

𝑣1 ≥ 0    (𝑖 = 1,2,⋯ ,𝑚),      𝑢𝑟 ≥ 0     (𝑟 = 1,2,⋯ , 𝑠) 

となり、その相対形は 

  目的関数 Min θ               （1.5） 

  制約式 

−∑𝑥𝑖𝑗𝜆𝑗

𝑛

𝑗=1

+ 𝜃𝑥𝑖𝑘 ≥ 0            (𝑖 = 1,2,⋯ ,𝑚) 

∑𝑦𝑟𝑗𝜆𝑗

𝑛

𝑗=1

≥ 𝑦𝑟𝑘              (𝑟 = 1,2,⋯ , 𝑠) 

𝜆𝑗 ≥ 0(𝑗 = 1,2,⋯ , 𝑛),      θ：制限なし 

 

 

 この式（1.4）と式（1.5）が入力指向の CCR モデルの DEA である。 

  

このように、DEA の分析では、効率値が「１」と計測された DMU は生産可能性フロン

ティア上に存在する DMU であり、入力指向型 CCR では、入力指標をこれ以上縮小し、

現在の生産を維持することができない最も効率的な DMU とされる。 

 CCR モデルの DEA は適応目的に応じ、出力を固定して入力を動かして改善する「入力

指向型」と、入力を固定して出力を変動させ改善を進める「出力指向型」が存在する。本

研究では、DEA の基本形である入力指向型 CCR を用いる624。なおそれぞれの分析を実際

に実行するにあたっては、DEA の解析ソフトである DEA-Solver-PRO (Professional 

Version 13.0)を使用する625。  

                                                        
624 入江(2006), p.165 では CCR の入力指向を基本形と措いている。また宮良＆福重
（2002），p.29 では、CCR モデルにおいては、入力指向と出力指向における効率値は等
しくなるとしている。今回のすべてのケースについては入力に対する出力は収穫一定であ
り、規模の経済性を考慮する必要がないことから、CCR の入力指向を採用した（野田
(2009), pp.34-35）。 
625 DEA-Solver-PRO：www.saitech-inc.com(2019 年 5 月 1 日現在) 

http://www.saitech-inc.com/
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補章２ マルムクィスト指数（MI）について 

マルムクィスト指数（Malmquist Index）は「時間による生産性の変化を測定するもの」

626であり、この指標値 が１ならば変化なし，1 より大きいならば向上，1 未満ならば退化

とみなされる。この指標は、「技術効率性の変化＝Catch-up」と「技術フロンティアにおけ

る変化＝Frontier-shift」 の２つの積として定義され、Catch-up 項はその 意思決定単位

（DMU）がその 期間内でどのくらい効率を向上（退化）させたかを測ることになる。そ

れに対して Frontier-shift 項はその DMU に対する効率的フロンティアが期間内にどの

ように変化したかを測る。以下、これを簡単に図と計算式で定式化する： 

 

補章 図 3 マルムクィスト指数の概念627 

出典：森田（2014），p.155, 図 10.1 より一部変更して引用 

 

補章 図 3 において、技術効率性の変化（キャッチアップ）はこちらで表すことができ

る： 

Catch-up = 

BD

BQ
AC

AP

 

また、技術フロンティアの変化（フロンティアシフト）は、 

                                                        
626 森田(2014), p.153 
627 森田(2014), p.155, 図 10.1 
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φ1 = AC / AE = 
AC

AP
AE

AP

 

φ2 = 

BF

BQ
BD

BQ

 

とした場合、Frontier shift = φ = √φ1φ2  で表すことができる。 

これらを２期間の変化を期間ｔと期間ｔ＋１で表すと、入力指向のマルムクィスト指数

は以下の通り表すことができる：  

Ｍ
ｏ

＝

[
 
 
 
 
 
 
𝜃

ｏ

ｔ
(ｘ

ｏ

ｔ+１

，ｙ
ｏ

ｔ+１

)  

𝜃
ｏ

ｔ
(ｘ

ｏ

ｔ

，ｙ
ｏ

ｔ

)

𝜃
ｏ

ｔ+１
(ｘ

ｏ

ｔ+１

，ｙ
ｏ

ｔ+１

)

𝜃
ｏ

ｔ+１
(ｘ

ｏ

ｔ

，ｙ
ｏ

ｔ

)

]
 
 
 
 
 
 
１ ２⁄

 

  

上記のマルムクィスト指数の値は、期間ｔと期間ｔ＋１の両期間の生産性の変化を測定す

ることができる。その評価は以下の通りである。 

       Ｍ
ｏ

＞１ であれば、生産性上昇 

       Ｍ
ｏ

＝１ であれば、変化なし 

       Ｍ
ｏ

＜１ であれば、生産性が低下 

として評価する。 

 

この式をキャッチアップとフロンティアシフトに表すために変形する： 

Ｍ
ｏ

＝

𝜃
ｏ

ｔ+１
(ｘ

ｏ

ｔ+１

，ｙ
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ｏ
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このうち、第一項の
𝜃

ｏ

ｔ+１
(ｘ

ｏ

ｔ+１
，ｙ

ｏ

ｔ+１
)

𝜃
ｏ

ｔ
(ｘ

ｏ

ｔ
，ｙ

ｏ

ｔ
)

 がキャッチアップ・技術効率性（TECｏ）を表し、 

第二項の[
𝜃

ｏ

ｔ
(ｘ

ｏ

ｔ
，ｙ

ｏ

ｔ
)

𝜃
ｏ

ｔ+１
(ｘ

ｏ

ｔ
，ｙ

ｏ

ｔ
)

𝜃
ｏ

ｔ
(ｘ

ｏ

ｔ+１
，ｙ

ｏ

ｔ+１
)

𝜃
ｏ

ｔ+１
(ｘ

ｏ

ｔ+１
，ｙ

ｏ

ｔ+１
)

]

１ ２⁄

がフロンティアシフト（FSｏ）を表す。628 

 

TECｏ＞１ であれば、キャッチアップ・技術効率性は上昇 

  TECｏ＝１ であれば、キャッチアップ・技術効率性は変化なし 

TECｏ＜１ であれば、キャッチアップ・技術効率性は低下 

 

FSｏ＞１ であれば、フロンティアは発展 

FSｏ＝１ であれば、フロンティアに変化なし 

FSｏ＜１ であれば、フロンティアは低減 

 

として評価することができる。 

  

                                                        
628 森田(2014), pp.154-155 を参考にして作成。 
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補章３ 階層型意思決定分析法（AHP）について 

AHP とは、Analytic Hierarchy Process の略語である。主観的なデータを定量化するこ

とを通じて意思決定を科学的に分析するものであり、本来は、この AHP 手法を活用し、

現実に直面する判断に対する意思決定に用いる。1972 年 Satty 教授が開発したものである。 

項目間のウェイト付けの決定に、固定値と固有ベクトルを応用することが提案され、意

思決定の可視化に有効となった。相異なる選好をもつ複数の主体同士のコンセンサスを採

る場合には有効な方法であるといえる。 

 階層型分析と呼ばれる通り、先ずは意思決定の階層を規定し、そのなかで階層ごとに選

択肢を一対比較することで、優先順位をあぶり出す。最後には、各階層でウェイトを合成

することで全体のコンセンサスをもたらす。 

 数学的には、以下の通り示すことができる629。 

｛E1, E2, E3, …, En｝を比較可能な集合とみなし、（u1, u2, u3,…, un）はその集合の各要素に

対する比較尺度であるとすると、ui/uj は Ei の比率尺度と Ej の比率尺度の比であり、既知で

はない。このとき、aij で ui/uj の主観的な推定値を表すとする。 

 特に aij=1, aji=1/ aij することが可能であり、後者は逆数性と呼ばれる。 

A=〔aij〕  i, j=1, 2, …，n 

は判断行列といわれる。これは対角要素が１で、上半非対角要素と下半非対角要素が逆数

関数の正方行列である。したがって、行列の全要素を必要としないので、上半非対角要素

だけをとりだすことが可能である。 

 比較すべき要素の個数は、全部で(n-1) + (n-2) + n…＋2+1=n(n-1)/2 である。 

 以下では、数学的処理を便宜上、正方行列表記を用いる。 

 判断が「整合的」であるとは、行列 A のすべての i, j, k に対して、 

aij ajk= aik 

行列 A が整合的であれば、 

aij＝１かつ aji＝1/ aij 

が自動的に成り立つ。 

 

                                                        
629 若林(1988), pp.63-67  
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要素の個数が 3 個以上になると各要素の相対的重要性のウェイトづけの計算が必要にな

る。 

 n=3 のとき、判断行列は 

 

A =
𝑋
𝑌
𝑍

(

1 𝑎 𝑏
1

𝛼⁄ 1 𝑐
1

𝑏⁄
1

𝑐⁄ 1

) 

 

となる。3 つの要素 x, y, z の相対的重要度（ウェイト）は、判断行列 A の全要素を用いて

求めることができる。 

 L=1+(ac/b)1/3+(b/ac)1/3 

であり、対応する固有ベクトルは 

W =

(

 
 

(𝑎𝑏)1
3⁄

(𝑐 𝑎⁄ ) 1
3⁄

(1 𝑏𝑐⁄ ) 1
3⁄ )

 
 

 

となる。 
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付表 A 3 紫紘の結合因果条件発見表 

 

出典：著者作成 

 

第６章関係 

B 『新興国市場と先進国市場の二正面作戦』 

付表 B 1 新興国市場と先進国市場の違い 

 

出典：著者作成 

 

付図 B 1 新興国市場と先進国市場の 2 つの市場戦略630 

出典：立本（2017），p.113，図 3.10 等を参照して著者作成 

                                                        
630 立本（2017），p.113，図 3.10 及び立本（2011），p.69, 図６を参照して作成 
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第８章関係 

C 支援ステージごとの概要 

 

付図 C 1 コアコンピテンスシートの事例：ナカムラ消防化学 

出典：ナカムラ消防化学より提供631 

                                                        
631 グローバルアントレプレナー教育プログラムである NBT で、ナカムラ消防化学プロ
ジェクトに参加した学生が、同社のコアコンピテンスをまとめたもの。 
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補論２関係 

D 『南部経済回廊クラスター形成支援調査』 

【調査方法】 

（１）10 箇所でワークショップを開催（同日は、質問については、口頭で説明を補うこ

とで具体的な体的な質問意図を参加者に伝えることとした） 

（２）各１０箇所のクラスター合計で 90 名以上が参加。それぞれの参加者については、

クラスター形成の利害関係者（ステークホルダ―）となる中央政府、地方政府、業界

団体（商工会議所等）及び、支援サービスを提供する、銀行、大学、コンサル等と、

そして事業主体である中小企業となる。 

（３）この分析では専門家の評価と比較するためタイ王国公益法人お互いフォーラム事務

局に評価を委ねた。 

（４）専門家の判断については AHP の手法を活用し、イノベーションの主導性を確認す

べく評価基準を 3 つ（生産、経営、消費）の観点から、以下の 4 つの設問（問４、

問５、問６、問８）を回答してもらうこととした。なお問１～３は属性等を問うもの

であり、本研究ではその詳細を割愛した。 

（５）4 つの質問について各質問は以下のとおりである。 

問４：クラスター形成に最も貢献しているのはどの主体か。 

〔この質問は、クラスター形成（Clustering）に貢献している主体について、クラスター

形成のステークホルダーに聞くものである。〕 

Q4. Most contribution from whom? 

This question can point out the contributor for clustering from the subjective viewpoint in 

the cluster members. This question provides five candidates as for contribution to the 

cluster: 

Candidate 1: Local Government 

Candidate 2: SMEs 

Candidate 3: Multinational Companies 

Candidate 4: Logistics Company as Private Business Development Service (BDS) 

Candidate 5: Local Business Association as Public Business Development Service (BDS) 
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問５：このクラスターのビジネスとして最も重要な要素なにか。 

〔この質問は、クラスター形成（Clustering）において、ビジネスの最も重要なファクタ

ーをクラスター形成のステークホルダーに聞くものである。〕 

Q5. Most Important Factor in Your Business 

This question can reveal the most important factor out of five factors around the cluster 

business: 

Factor 1: Network 

Factor 2: AEC (ASEAN Economic Community) factor 

Factor 3: Infrastructure 

Factor 4: GSP (Generalized System of Preferences) or Trade Privilege 

Factor 5: Low Wage  

 

問６：今後、当該クラスターのプロダクトをどこに向けて売りたいか。 

〔この質問は、クラスター形成（Clustering）において、どのような販路を念頭において

検討しているかを問うものである。特に、それぞれのクラスター形成において、当該クラ

スターが ASEAN 経済統合を念頭において、貿易円滑化を進めており、どのマーケットを

目指して販路を拡大するのか、その戦略的な方向性をさぐることができる。〕 

Q6. Your Dream in Future: To whom You Wish to Sell Your Production? 

Option 1: Trade or Wholesales 

Option 2: Director to Consumer 

Option 3: Regional Company which operates only within the region 

Option 4: National Mega Company which is the giant retailers in the domestic market 

Option 5: Multinational Company or Foreign Direct Investment (FDI) 

 

問８：最も重要なサービスは何か。 

〔この質問は、クラスター形成（Clustering）において、最も重要なサービス、特に

BDS(Business Development Service)とよばれる、ビジネス随伴型サービスのなかで、必

要と思われるサービスを挙げるという質問である。〕 

Q8. Most Supportive Service for You? 
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This is the final alternative question out of the questionnaire. In this question, which 

Business Development Service (BDS) is most important for each clustering. Service 

categories are five below: 

Service 1: Logistics 

Service 2: Finance 

Service 3: Consultation 

Service 4: Legal Support 

Service 5: Accounting 

 

『南部経済回廊クラスター形成支援調査スケジュール』 

付表 D 1 クラスター形成支援調査のスケジュール 

 

出典：著者作成 
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『南部経済回廊クラスター形成支援調査に関する主体向け質問票』 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

付図 D 1 クラスター形成者向けの質問票 

出典：著者作成 
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『南部経済回廊クラスター形成支援調査 クラスター別 WS 参加者リスト』 

付表 D 2 クラスター形成主体側のワークショップ参加者一覧 

# Name Organization / Company 

Banteay Meanchey 

1 Mr. Thong Thyna Department of Commerce 

2 Mr. Dom Vanndy  Department of Commerce 

3 Mr. Iem Sengly Department of Commerce 

4 Mr. Ly Hang  Department of Commerce 

5 Ms. Heng Vita   Department of Industry and Handicraft 

6 Mr. Sokh Sina  Department of Industry and Handicraft 

7 Mr. Koeung Sokkheng  Department of Industry and Handicraft, Battambang Province  

8 Ms. Phan Vantha  Department of Commerce, Battambang Province 

9 Ms. Eng Samphors Chamber of Commerce, Battambang Province 

10 Ms. Morn Saroeuth Silk Cluster  

Kampot 

11 Mr. Koeng Sonthean Department of Industry and Handicraft 

12 Mr. Hiean Ngon  Department of Agriculture  

13 Mr. Ly Kumhak  Department of Commerce  

14 Ms. Thong Thida  Salt Cluster 

15 Mr. Om Chhun  Salt Cluster 

16 Mr. Thon Chandara  ACLEDA Bank 

17 Mr. Sang Source  Department of Industry and Handicraft  

18 Mr. Vong Phala  Fasmec (SHV) 

19 Mr. Chin Samnang Cluster from Preah Sihanouk Province  

20 Mr. Duong Sovann  Department of Commerce 

21 Ms. Sokha Mardy FASMEC Sihanoukville Branch 

22 Mr. CHHON Chhang  Chamber of Commerce - Kep, Kampot & Takeo Zone 
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23 Mr. Vann Sokheng FASMEC Sihanoukville Branch  

Koh Kong 

24 Mr. Iean Savan  Department of Industry and Handicraft 

25 Mr. Salim Farit   Department of Commerce  

26 Mr. Ly Rithy  Department of Commerce 

27 Mr. Oum Sidoeun  Department of Industry and Handicraft 

28 Mr. Sieng Veasna Department of Industry and Handicraft 

29 Mr. Cheu Liheang Fish Sauce Cluster  

30 Mr. Pen Chansavoeun  ACLEDA Bank  

31 Mr. Pal Kep  Canadia Bank 

32 Ms. Nong Tino  Special Economic Zone  

33 Ms. Prom Sida  Special Economic Zone 

34 Mr. Kaov Kimya Koh Kong Chamber of Commerce 

35 Mr. Pen Sokha  Koh Kong Chamber of Commerce 

36 Mr. Hor Sinourn Department of Industry and Handicraft 

Svay Rieng 

37 Mr.Meak Chavannarun Department of Commerce 

38 Mr. Long Sokhom Department of Industry and Handicraft 

39 Mr. Noun Lada  Svay Rieng University  

40 Mr. Sok Lysot  Credit Officer  

41 Mr.  Chea Sopheara Finance and Admin Officer 

42 Mr. Sam Sithay  Chamber of Commerce  

43 Mr. Koy Chantha  Department of Commerce 

44 Mr. Nal Vichet CamControl 

45 Mr. Lu Botum  Canadia Bank  

46 Mr. Im Mesa  Department of Industry and Handicraft 

Tanintharyi Region / Dawei 
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47 Mr. Aung Thet Oo  Tanintharyi Directorate of Industrial Supervision and Inspection  

48 Mr. Soe Myint Thein  Dewei District Fishery Department  

49 Mr. Htein Win  Dewei Small and Medium Enterprises Association  

50 Mr. Bo Bo Aung  Dewei Fishery Producer Association   

51 Mr. Win Tun  Department of Consumer Affair  

52 Ms. Yin Thwe Win  Tanintharyi Directorate of Industrial Supervision and Inspection 

53 Ms. War War Thant  Tanintharyi Directorate of Industrial Supervision and Inspection 

54 Mr. Min Aung  Tanintharyi Directorate of Industrial Supervision and Inspection 

55 Mr. Soe Nge  Tanintharyi Directorate of Industrial Supervision and Inspection 

56 Ms. Yin Yin Aye  Tanintharyi Directorate of Industrial Supervision and Inspection 

57 Mr. Kyaw Thet Hlaing  Main Street, Dewei  

58 Mr. Tun Min  321/Sadanar Street, Dewei  

59 Mr. Hla Htin    

60 Mr. Soe Soe Than  No/165, New Building Street  

61 Mr. Win Soe    

62 Mr. Soe Thein  654/ Yae Street  

63 Mr. Myo Hlaing  322 (B), General Street 

64 Mr. Phyo Mg Mg  73, Bayan Tree Street  

65 Mr. Win Khaing  Regional CCI  

66 Mr. Kyaw Kyaw Oo  Regional CCI 

67 Mr. Myo Thant  Maung Ma Kan  

68 Mr. Hla  Maung Ma Kan 

69 Ms. Yuzana Wai Wai  Dewei  

70 Mr. Hein Thet Oo  Dewin  

71 Mr. Min Yu Pa  Dewei  

72 Mr. Soe Win Hlaing  Dewei  

73 Mr. Ye Htut Lin  Dewin  
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74 Ms. Than Than Nwet  Dewei  

75 Mr. Htein Win  Dewei  

76 Ms. Khin Nyo Nyo  Regional CCI 

77 Mr. Nyi Nyi Lin  Regional CCI 

78 Mr. Phyo Mg Mg  Regional CCI 

Kanchanaburi 

82 Ms. Rungkarn Changkun Siam Banana Co.,Ltd 

83 Mr. Htein Wein Dawei SME Association 

84 Mr. Paiboon Jiratanun Kanchanaburi Provincial Cooperative Promotion Office  

85 Ms. Yupin Kwangprai Kanchanaburi Provincial Industry Office 

86 Mr. Chalermchat Chun-in Federation of Thai Industries (FTI) Kanchanaburi 

87 Mr. Phairot Matthayom SME Bank  

88 Ms. Sawika Prasertphol Residence Hotel 

89 Mr.Chaokiat Rotpurijinda   

90 Mr. Teerachai Chutimant Chamber of commerce 

Sa-Kaeo 

91 Mr. Pupradit Seehajan BAAC 

92 Mr. Pramuan Khyokham Chamber of Commerce 

93 Ms. Aoytip Jumjod Sa-kaeo Herb Cluster  

94 Ms.Napatsorn Padungcharoen  Sa-kaeo Herb Cluster 

95 Mrs. Prapaipun Pranee College 

96 Mr. Somyot Sintupan News Reporter 

97 Mrs. Nattaya Deejong   

98 Mrs. Jantipa Yangyuen Sa-kaeo Provincial Commercial Affairs Office 

99 Ms.SiwaraLertsakultham Sa-Kaeo Provincial Industry Office 

Trat 

100 Nijtawat Pakdeepasit Trat Provincial Commercial Affairs Office 
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Tay Ninh 

101 Mr. Le Ngoc Thach Trade Promotion Center 

102 Mr. Le Khanh Trinh Trade Promotion Center 

103 Ms. Pham Thi Bich Van Business Association of Tay Ninh  

104 Mr. Ha Chi Mang Agriculture Cooperative Thanh Tan Custard Apple 

出典：著者作成 

 

『南部経済回廊クラスタ形成支援調査における専門家評価 AHP データ』 

付表 D 3 専門家の評価基準 

 
凡例：A 生産、B 経営、C 市場 

出典：著者作成 

＜Q4関係＞ 

付表 D 4 専門家生産視点でみたクラスター形成主体 

 
凡例：A 地方政府、B 中小企業自身、C 多国籍企業、D 物流会社、 

E 地方経済団体（商工会議所など） 

出典：著者作成 

 

付表 D 5 専門家経営視点でみたクラスター形成主体 

 
凡例：A 地方政府、B 中小企業自身、C 多国籍企業、D 物流会社、 

E 地方経済団体（商工会議所など） 

出典：著者作成 

 

付表 D 6 専門家市場視点でみたクラスター形成主体 

 
凡例：A 地方政府、B 中小企業自身、C 多国籍企業、D 物流会社、 

E 地方経済団体（商工会議所など） 

出典：著者作成 

Criteria A B C Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 0.5 0.2 0.1 0.464158883 11.68496 A 0.11685 0.099905 0.136668 0.353423 3.024595069 0.012297534
B 2 1 0.25 0.5 0.793700526 19.981 B 0.233699 0.19981 0.170835 0.604344 3.024595069
C 5 4 1 20 2.714417617 68.33405 C 0.584248 0.79924 0.68334 2.066828 3.024595069

3.972277026 3.024595069

Production A B C D E Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C D E Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 0.333 2 0.333 3 0.665334 0.90315009 12.99949 A 0.129995 0.163419 0.093415436 0.083059373 0.249365 0.719254 5.532938475 0.133051416
B 3.003003 1 5 3 3 135.1351 3.409510797 49.07481 B 0.390375 0.490748 0.233538589 0.748282638 0.249365 2.11231 4.304264848
C 0.5 0.2 1 0.333 0.333 0.011089 0.324505541 4.670772 C 0.064997 0.09815 0.046707718 0.083059373 0.02768 0.320594 6.863827332
D 3.003003 0.333333 3.003003 1 3 9.018027 1.732917483 24.94275 D 0.390375 0.163583 0.140263417 0.249427546 0.249365 1.193014 4.783008308
E 0.333333 0.333333 3.003003 0.333333 1 0.111222 0.577494697 8.312172 E 0.043332 0.163583 0.140263417 0.083142515 0.083122 0.513442 6.176989363

6.947578608 5.532205665

ManagementA B C D E Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C D E Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 0.333 0.333 0.333 0.333 0.012296 0.333 4.353772 A 0.043538 0.191638 0.02211741 0.038327647 0.066419 0.36204 8.315539626 0.227128218
B 3.003003 1 5 5 5 375.3754 4.401659512 57.54902 B 0.130744 0.57549 0.332093244 0.575490189 0.997277 2.611095 4.537166046
C 3.003003 0.2 1 0.333 0.333 0.0666 0.508005667 6.641865 C 0.130744 0.115098 0.066418649 0.038327647 0.066419 0.417007 6.278460981
D 3.003003 0.2 3.003003 1 0.333 0.600601 0.880331902 11.5098 D 0.130744 0.115098 0.199455402 0.115098038 0.066419 0.626814 5.44591421
E 3.003003 0.2 3.003003 3.003003 1 5.416232 1.525542544 19.94554 E 0.130744 0.115098 0.199455402 0.345639753 0.199455 0.990393 4.965483503

7.648539626 5.908512873

Marketing A B C D E Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C D E Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 0.333 1 0.333333 0.333 0.036963 0.438471937 5.669771 A 0.056698 0.189533 0.049900316 0.074674389 0.03337 0.404176 7.128605147 0.212297482
B 3.003003 1 5 5 5 375.3754 4.401659512 56.91675 B 0.170263 0.569168 0.24950158 1.120115842 0.501056 2.610105 4.585828422
C 1 0.2 1 0.333 0.333 0.022178 0.385904298 4.990032 C 0.056698 0.113834 0.049900316 0.074599715 0.03337 0.328402 6.58115266
D 3 0.2 3.003003 1 5 9.009009 1.732484091 22.40232 D 0.170093 0.113834 0.149850799 0.224023168 0.501056 1.158857 5.172933425
E 3.003003 0.2 3.003003 0.2 1 0.360721 0.774984258 10.02113 E 0.170263 0.113834 0.149850799 0.044804634 0.100211 0.578964 5.777429981

7.733504096 5.849189927
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＜Q5関係＞ 

付表 D 7 専門家生産視点でみたクラスター要素 

 
凡例：A ネットワーク、B AEC、C インフラ、D 特恵関税などの税制優遇、 

E 低賃金労働 

出典：著者作成 

付表 D 8 専門家経営視点でみたクラスター要素 

 
凡例：A ネットワーク、B AEC、C インフラ、D 特恵関税などの税制優遇、 

E 低賃金労働 

出典：著者作成 

付表 D 9 専門家市場視点でみたクラスター要素 

 
凡例：A ネットワーク、B AEC、C インフラ、D 特恵関税などの税制優遇、 

E 低賃金労働 

出典：著者作成 

 

＜Q6関係＞ 

付表 D 10 専門家生産視点でみた販路 

 
凡例：A 貿易会社・卸商社、B 直接消費者、C 地域内会社、D 母国の大手企業、 

E 多国籍企業 

出典：著者作成 

付表 D 11 専門家経営視点でみた販路 

 
凡例：A 貿易会社・卸商社、B 直接消費者、C 地域内会社、D 母国の大手企業、 

E 多国籍企業 

出典：著者作成 

 

Production A B C D E Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C D E Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 5 3 5 5 375 4.400558684 52.25392 A 0.522539 0.153221 0.905064447 0.265519281 0.460123 2.306467 4.413959536 0.189964296
B 0.2 1 0.2 0.333 0.333 0.004436 0.258069758 3.064419 B 0.104508 0.030644 0.06033763 0.017683584 0.030644 0.243817 7.956399634
C 0.333333 5 1 5 5 41.66667 2.540663741 30.16881 C 0.17418 0.153221 0.301688149 0.265519281 0.460123 1.354731 4.49050164
D 0.2 3.003003 0.2 1 0.333 0.04 0.447213595 5.310386 D 0.104508 0.092025 0.06033763 0.053103856 0.030644 0.340618 6.414188043
E 0.2 3.003003 0.2 3.003003 1 0.360721 0.774984258 9.20246 E 0.104508 0.092025 0.06033763 0.15947104 0.092025 0.508366 5.524237074

8.421490037 5.759857185

ManagementA B C D E Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C D E Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 5 5 5 5 625 5 59.73063 A 0.597306 0.303435 1.175786647 0.267123489 0.267123 2.610775 4.370914835 0.122496996
B 0.2 1 0.333 1 1 0.0666 0.508005667 6.0687 B 0.119461 0.060687 0.078307391 0.053424698 0.053425 0.365305 6.019494571
C 0.2 3.003003 1 5 5 15.01502 1.968481976 23.51573 C 0.119461 0.182243 0.235157329 0.267123489 0.267123 1.071109 4.554860336
D 0.2 1 0.2 1 1 0.04 0.447213595 5.34247 D 0.119461 0.060687 0.047031466 0.053424698 0.053425 0.334029 6.252335085
E 0.2 1 0.2 1 1 0.04 0.447213595 5.34247 E 0.119461 0.060687 0.047031466 0.053424698 0.053425 0.334029 6.252335085

8.370914835 5.489987982

Marketing A B C D E Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C D E Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 5 5 5 5 625 5 59.73063 A 0.597306 0.303435 1.175786647 0.267123489 0.267123 2.610775 4.370914835 0.122496996
B 0.2 1 0.333 1 1 0.0666 0.508005667 6.0687 B 0.119461 0.060687 0.078307391 0.053424698 0.053425 0.365305 6.019494571
C 0.2 3.003003 1 5 5 15.01502 1.968481976 23.51573 C 0.119461 0.182243 0.235157329 0.267123489 0.267123 1.071109 4.554860336
D 0.2 1 0.2 1 1 0.04 0.447213595 5.34247 D 0.119461 0.060687 0.047031466 0.053424698 0.053425 0.334029 6.252335085
E 0.2 1 0.2 1 1 0.04 0.447213595 5.34247 E 0.119461 0.060687 0.047031466 0.053424698 0.053425 0.334029 6.252335085

8.370914835 5.489987982

Production A B C D E Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C D E Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 0.333 1 1 1 0.333 0.759645655 10.59844 A 0.105984 0.204499 0.093301412 0.093301412 0.093301 0.590388 5.570517198 0.036236635
B 3.003003 1 5 5 5 375.3754 4.401659512 61.41114 B 0.318271 0.614111 0.466507061 0.466507061 0.466507 2.331904 3.797200176
C 1 0.2 1 1 1 0.2 0.668740305 9.330141 C 0.105984 0.122822 0.093301412 0.093301412 0.093301 0.508711 5.452338442
D 1 0.2 1 1 1 0.2 0.668740305 9.330141 D 0.105984 0.122822 0.093301412 0.093301412 0.093301 0.508711 5.452338442
E 1 0.2 1 1 1 0.2 0.668740305 9.330141 E 0.105984 0.122822 0.093301412 0.093301412 0.093301 0.508711 5.452338442

7.167526082 5.14494654

ManagementA B C D E Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C D E Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 0.333 1 1 1 0.333 0.759645655 10.59844 A 0.105984 0.204499 0.093301412 0.093301412 0.093301 0.590388 5.570517198 0.036236635
B 3.003003 1 5 5 5 375.3754 4.401659512 61.41114 B 0.318271 0.614111 0.466507061 0.466507061 0.466507 2.331904 3.797200176
C 1 0.2 1 1 1 0.2 0.668740305 9.330141 C 0.105984 0.122822 0.093301412 0.093301412 0.093301 0.508711 5.452338442
D 1 0.2 1 1 1 0.2 0.668740305 9.330141 D 0.105984 0.122822 0.093301412 0.093301412 0.093301 0.508711 5.452338442
E 1 0.2 1 1 1 0.2 0.668740305 9.330141 E 0.105984 0.122822 0.093301412 0.093301412 0.093301 0.508711 5.452338442

7.167526082 5.14494654
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付表 D 12 専門家市場視点でみた販路 

 
凡例：A 貿易会社・卸商社、B 直接消費者、C 地域内会社、D 母国の大手企業、 

E 多国籍企業 

出典：著者作成 

 

＜Q8関係＞ 

付表 D 13 専門家経営視点でみた支援サービス 

 
凡例：A 物流サービス、B 金融サービス、C コンサルテーションサービス、 

D 法律サービス、E 会計サービス 

出典：著者作成 

付表 D 14 専門家生産視点でみた支援サービス 

 
凡例：A 物流サービス、B 金融サービス、C コンサルテーションサービス、 

D 法律サービス、E 会計サービス 

出典：著者作成 

付表 D 15 専門家市場視点でみた支援サービス 

 
凡例：A 物流サービス、B 金融サービス、C コンサルテーションサービス、 

D 法律サービス、E 会計サービス 

出典：著者作成  

Marketing A B C D E Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C D E Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 5 1 1 1 5 1.495348781 26.0621 A 0.260621 1.948596 0.116553248 0.116553248 0.116553 2.558877 9.818384693 0.407630197
B 0.2 1 5 5 5 25 2.236067977 38.97193 B 0.052124 0.389719 0.582766238 0.582766238 0.582766 2.190142 5.619794405
C 1 0.2 1 1 1 0.2 0.668740305 11.65532 C 0.260621 0.077944 0.116553248 0.116553248 0.116553 0.688225 5.904808282
D 1 0.2 1 1 1 0.2 0.668740305 11.65532 D 0.260621 0.077944 0.116553248 0.116553248 0.116553 0.688225 5.904808282
E 1 0.2 1 1 1 0.2 0.668740305 11.65532 E 0.260621 0.077944 0.116553248 0.116553248 0.116553 0.688225 5.904808282

5.737637674 6.630520789

Production A B C D E Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C D E Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 0.333 0.333 0.333 5 0.18463 0.655504498 10.9061 A 0.109061 0.055404 0.143568294 0.072933507 0.372031 0.752997 6.904366041 0.249183105
B 3.003003 1 0.333 1 1 1 1 16.63772 B 0.327511 0.166377 0.143568294 0.219019541 0.074406 0.930882 5.595007053
C 3.003003 3.003003 1 1 5 45.09014 2.591316046 43.1136 C 0.327511 0.499631 0.431136019 0.219019541 0.372031 1.849328 4.289431332
D 3.003003 1 1 1 1 3.003003 1.316403237 21.90195 D 0.327511 0.166377 0.431136019 0.219019541 0.074406 1.21845 5.563200278
E 0.2 1 0.2 1 1 0.04 0.447213595 7.440617 E 0.021812 0.166377 0.086227204 0.219019541 0.074406 0.567842 7.631657391

6.010437377 5.996732419

ManagementA B C D E Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C D E Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 0.333 0.333 0.333 1 0.036926 0.438362278 8.136546 A 0.081365 0.081365 0.081365461 0.081365461 0.185612 0.511074 6.281218185 0.047386357
B 3.003003 1 1 1 1 3.003003 1.316403237 24.43407 B 0.244341 0.244341 0.244340723 0.244340723 0.185612 1.162975 4.759645655
C 3.003003 1 1 1 1 3.003003 1.316403237 24.43407 C 0.244341 0.244341 0.244340723 0.244340723 0.185612 1.162975 4.759645655
D 3.003003 1 1 1 1 3.003003 1.316403237 24.43407 D 0.244341 0.244341 0.244340723 0.244340723 0.185612 1.162975 4.759645655
E 1 1 1 1 1 1 1 18.56124 E 0.081365 0.244341 0.244340723 0.244340723 0.185612 1 5.38757199

5.38757199 5.189545428

Marketing A B C D E Multiple The Forth Power Root % CoherencyA B C D E Total Total/weight Coherency Indicator
A 1 0.333 0.333 0.333 0.333 0.012296 0.333 5.726943 A 0.057269 0.112734 0.050416107 0.075389665 0.07539 0.371199 6.481620353 0.099224523
B 3.003003 1 5 1 1 15.01502 1.968481976 33.85401 B 0.17198 0.33854 0.756998608 0.226395389 0.226395 1.72031 5.081554255
C 3.003003 0.2 1 1 1 0.600601 0.880331902 15.13997 C 0.17198 0.067708 0.151399722 0.226395389 0.226395 0.843879 5.573846363
D 3.003003 1 1 1 1 3.003003 1.316403237 22.63954 D 0.17198 0.33854 0.151399722 0.226395389 0.226395 1.114711 4.923734742
E 3.003003 1 1 1 1 3.003003 1.316403237 22.63954 E 0.17198 0.33854 0.151399722 0.226395389 0.226395 1.114711 4.923734742

5.814620353 5.396898091
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用語 

新しい中世：国民経済の枠組みが溶解し、多元的で多極的なプレイヤーによって形成され

る経済秩序。ちょうど中世ヨーロッパの秩序に類縁性があることから命名された。 

アブダクション：論理の一形式としての仮説的推論。イノベーション生成のための論理形

式。 

アントレプレナー：シュムペーターのいう「企業者」として、イノベーションを遂行する

主体。 

イナクトメント型支援：支援者と被支援者がセンスメーキングの相互学習を通じて展開さ

れる支援。 

イノベーターのジレンマ：クリステンセンが提唱した需要主導のイノベーション理論。企

業は現在進めている「持続的イノベーション」がボリュームもあり稼ぐことができる

ことからそちらに注力し、ローエンドでニッチな「破壊的イノベーション」の機会を

失う必然にあるというジレンマ。 

ウプサラモデル：ウプサラ大学を中心に精緻化が進められた企業の漸進的海外展開モデ

ル。企業は一般的に、地元地域での活動を経て国内リーグを制し、輸出、ライセンス

供与などの段階を経て海外直接投資を行うとされる。 

越境型イノベーション：新しいタイプの、主に中小企業を中心に遂行される新興国市場へ

の海外展開を通じたイノベーション。 

オープンイノベーション：これまでの中央研究所主導のクローズドな研究開発から、ネッ

トワークを通じたオープンな連携を通じたイノベーション。 

お互いフォーラム：タイ工業省傘下のタイ王国公益法人であり、タイと日本の地方クラス

ターを結ぶ越境型イノベーション生成を支援するプラットフォーム。 

課題発見型学習：越境型イノベーションの生成契機となる国際的企業家精神を発現する第

一弾としての課題発見を涵養する学習形態。課題解決型学習と対比される。 

岩盤規制：日本の厳しい規制制度。 

看板系列：日本の系列型下請取引を規定する指定工場等で定められた固定的な取引関係。 

官民ファンド：本来は公的セクターの資金によって民間投融資を導出して案件形成を行う

呼び水効果を期待するファンド。投資ファンドやソブリンファンドと対比される。 
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系列型垂直的下請取引関係：主に製造業においてメーカーと下請企業との関係で、指定工

場等の固定的で垂直的な素部材調達を中心として形成された取引関係。企業組織と市

場の中間組織形態を取って日本企業及びそのアジアへの海外展開で採用されてきた。 

構造的空隙：ネットワーク間の隙間。これを埋め合わせることがブリッジ機能として期待

され、それ自体が社会関係資本となる。 

国際的企業家精神：越境型イノベーション生成の契機となる結合因果条件の 1 つであ

り、課題発見、新結合、持続可能モデル、という段階を踏む行為。 

支援者類型：越境型イノベーション生成の契機となる結合因果条件の 1 つであり、企業

者を支援する人間類型。 

社会的埋め込み：古い慣行ではなく、新たなネットワークが新しい規範やルールを生み出

しており、それが社会的に埋め込まれているという現象。 

ジョブ理論：用事を肩付けるために製品やサービスを雇用するという観点から消費主導の

イノベーション生成を進める、イノベーション生成のための理論。 

新天地効果（戦略）：越境型イノベーション生成の契機となる条件の 1 つであり、岩盤規

制と看板規制による日本を離れ、新興アジアでイノベーションを興す戦略。 

制度の隙間戦略：新興国市場の制度の欠缺をビジネスチャンスとして事業形成を進める戦

略。 

タイプラスワン：「中進国の罠」に直面したタイにおいて、労働集約的産業が隣国国境へ

の産業再配置を展開する現象。猿の木登りの寓意のように「○○＋ワン」は一般的な

産業構造転換の傾向法則と考えられる。 

脱日本化：新興アジアにおける系列型下請関係による海外展開から脱し、アジア一円の日

系製造業の生産ネットワークが溶解していく現象。 

中進国の罠：一人当たり GDP が一定水準に達した際、これまでの低賃金労働力による国

際競争力を失い、イノベーション駆動型の経済に移行する必要がある。 

遠すぎる技術：供給主導により技術志向で追求した結果、クリステンセンの「ジョブ理

論」にいう、需要側の「雇用を雇う」という本旨から逸脱した技術革新。 

内部化理論：企業組織と市場との関係で、トランザクションコストの解消のために企業組

織に内部化される背景の理論化。企業の国際展開において組織の内部化によって、現
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地市場のトランザクションコストの解消を狙うか、市場に委ねるべきかで内部化理論

の存否が決まる。 

二面市場戦略：プラットフォーム企業において、先進国市場と新興国市場を分ける分離効

果を活用しながら、新興国市場でコンセンサス標準を形成していく戦略。 

能動的支援：越境型イノベーション生成の契機を掴む結合因果条件の一つであり、イナク

トメント型支援とネットワーク型支援で構成される支援。 

軒先ベンチャー：越境型イノベーションを具体化する方法。本体事業からのカーブアウト

を前提とした起業形態。 

BoP 戦略：ボリュームゾーンである新興市場のローエンドセグメントを対象にビジネス

案件形成を進める戦略。 

BGC 論：創業後すみやかに海外展開を目指す企業。創業が古い老舗企業であっても、突

然思い立って海外展開を図る「ボーングローバルアゲイン企業」として広義の BGC で

ある。 

メタナショナル国際経営論：ドッズらによって唱えられた国際経営論。先行するトランス

ナショナル国際経営論がもたらした知識経済駆動型の国際経営を実現する体制を更に

先鋭化させ、イノベーション生成のための組織形成を説く。 

弱い紐帯の強さ：弱い関係性こそ新しいネットワークとの連携を通じて強さを発揮できる

という概念。 

リスタートアップス：既存企業、特に中堅・中小企業が新興アジアでのイノベーションを

前提に遂行する第二創業。ゼロから案件形成を行う（ゼロイチ）のスタートアップス

に対比される。 

リバース・イノベーション戦略：新興市場で興ったイノベーションが先進市場に逆輸入さ

れて展開する戦略。 

両利きの経営：「探索」と「利用」を前提とした「破壊的イノベーション」と「持続的イ

ノベーション」の双方を追求する経営  
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